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Ⅰ．原子炉がスクラムした場合の運転操作基準と手順書との関連 

1-Ⅰ-1 

１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑮ 

⑭ 

＜補足＞ 

保安規定 添付１及び添付３に記載している次の系統は、EOP手順書内では以下の設備に該当する。 

・高圧代替注水系 → 高圧注水設備 

・低圧代替注水系（常設）→ 注水設備 

・低圧代替注水系（可搬型）→ 代替注水設備の A2級消防車 

・消火系 → 代替注水設備の D/D-FPとM/D-FP 

・制御棒駆動水圧系 → 補助注水設備 
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1-Ⅰ-2 

 
 
  

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑭ 

㉘ 

㉗ 

㉖ 

㉕ 

㉔ 

㉓ 

㉒ 

㉑ 

⑳ 

⑲ 

⑱ 

⑰ 

⑯ 

⑮ 
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1-Ⅰ-3 

   
Ｇ．一次格納容器制御への導入 
・ 一次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

 

Ｈ．二次格納容器制御への導入 
・ 二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

① 

② 
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1-Ⅰ-4 

１．原子炉制御 
（２）反応度制御 
①目的 
・ スクラム不能異常過渡事象発生時に、原子炉を安全に停止させる。 

  なお、スクラム不能異常過渡事象とは、ＡＴＷＳのことをいう。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」により全制御棒が全挿入位置

又は同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本を超

える制御棒が挿入されていない場合 

③脱出条件 
・ 全制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿

入され、ほう酸水注入系が停止している場合 

・ 同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本の制御棒

以下まで挿入され、ほう酸水注入系が停止している場

合 

④基本的な考え方 
・ 短期的には原子炉の健全性を維持し、長期的には非常用炉心冷却系の水源であるサプレッションプールの健全性を

維持する。 

・ 「ほう酸水注入系」、「水位」、「制御棒」、「圧力」を並行操作する。なお、同時に実行することが不可能な場合は、

「ほう酸水注入系」、「水位」、「制御棒」、「圧力」の順に優先させる。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．反応度制御 
・ 全制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿入されず、同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本を超

える制御棒が挿入されていない場合には、「反応度制御」のほう酸水注入系起動操作及び水位制御、制御棒操作、圧

力制御を並行操作する。 

・ タービンが運転中の場合は、原子炉再循環ポンプをランバック後停止する。また、タービンが停止中の場合は、原

子炉再循環ポンプを停止する。 

・ 自動減圧系自動起動を阻止し、自動減圧系の動作を阻止する。 

 

Ｂ．ほう酸水注入系 
・ ほう酸水注入系を起動する。 

・ 原子炉冷却材浄化系が隔離したことを確認する。 

・ ほう酸水注入系を起動した場合には、全量注入完了までほう酸水を注入する。ただし、全制御棒が全挿入位置又は

最大未臨界引抜位置まで挿入された場合には、ほう酸水注入系を停止する。 

 

Ｃ．水位 
・ 原子炉水位が不明となった場合、「反応度制御」水位不明及び「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ スクラム不能異常過渡事象発生時、原子炉出力高判定値以上の場合又は原子炉出力高判定未満の場合でかつ主蒸気

隔離弁が閉の場合、「水位低下」操作として、原子炉給水流量を原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子

炉出力低判定値以下になるまで低下させる。（原子炉水位の下限値は高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位

とする。）  

・ 原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力高判定値未満の場合で、かつ原子炉が隔離状態でない場

合は、原子炉出力が中性子束振動発生防止値以下となるよう水位維持操作を行う。（原子炉水位を原子炉隔離時冷却

系自動作動水位から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。） 

・ 原子炉を減圧することにより高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持可能な場合は、自動減圧機能

を有する主蒸気逃がし安全弁を数弁開して、原子炉を減圧し非常用炉心冷却系の注水流量を増加し、原子炉水位を

高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持する。 

・ 自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を数弁開しても、原子炉水位を高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動

水位以上に維持できない場合には、低圧で原子炉に注水可能な系統※又は低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系

（可搬型）、消火系、制御棒駆動水圧系を起動し、自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を優先して主蒸気逃が

し安全弁を順次開放し、原子炉水位を高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持する。 

 

※：低圧で原子炉へ注水可能な系統とは、高圧復水ポンプ、低圧復水ポンプ、高圧炉心注水系Ｂ系、高圧炉心注水系Ｃ

系、低圧注水系Ａ系、低圧注水系Ｂ系、低圧注水系Ｃ系をいう。以下、各表において同じ。 

  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 
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Ｄ．制御棒 
・ スクラム弁が閉の場合、代替制御棒挿入機能の動作、スクラムテストスイッチ、スクラムパイロット弁電磁弁の電

源切を行う。 

・ スクラム弁が開の場合、スクラムリセットし、再度手動スクラム又は代替制御棒挿入機能等によるスクラムを行う。 

・ 個々の制御棒の電動挿入を行う。 

 

Ｅ．圧力 
・ 反応度制御中は、主蒸気逃がし安全弁又はタービンバイパス弁により原子炉圧力を一定に制御する。 

・ ほう酸水全量注入完了後、全制御棒を全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿入されるまで、原子炉圧力を残留

熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力未満まで低下させ、残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）を起動

する。 

 

Ｆ．「反応度制御」水位不明 
・ 「反応度制御」水位不明を実行中に全制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿入された場合又は同一水

圧制御ユニットに属する１組又は１本の制御棒以上が挿入された場合には、不測事態「水位不明」に移行する。 

・ 制御棒が原子炉出力高温未臨界パターン以上まで挿入されている場合には、主蒸気隔離弁、格納容器隔離弁及び主

蒸気管ドレン弁、並びに原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖し、「満水注入」を行う。 

・ 制御棒が原子炉出力高温未臨界パターンまで挿入されていない場合、自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を

「反応度制御」原子炉水位不明操作時必要弁数開して、原子炉を減圧し、給復水系、制御棒駆動水圧系、高圧炉心

注水系、低圧注水系、又は低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系を使用して原子炉圧力が炉

心冠水最低圧力以上で、かつできる限り低くなるように注水する。 

・ 原子炉出力６％未満の場合、ほう酸水注入系を起動３０分経過後、ほう酸水注入系、制御棒駆動水圧系、原子炉隔

離時冷却系による注水とする。 

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 
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１．原子炉制御 
（３）水位確保 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復させ、安定に維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において原子炉水位が原子炉水

位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ

設定値の間に維持できない場合 

・ 「格納容器圧力制御」において原子炉満水後サプレッシ

ョンプール圧力を格納容器圧力制限値以下に維持できる

場合 

・ 不測事態「水位回復」において原子炉水位を有効燃料頂

部以上に維持できる場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し水位が判

明しており、かつドライウェル空間部温度が水位不明判

断曲線の水位不明領域外である場合 

・ 不測事態「水位不明」において最長許容炉心露出時間以

内に原子炉水位が判明した場合 

③脱出条件 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水

位高タービントリップ設定値の間に維持できる場合 

 

④基本的な考え方 
・原子炉水位と原子炉に注水可能な系統を随時把握する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位確保 
・ 原子炉水位、原子炉圧力及び格納容器隔離、並びに非常用炉心冷却系及び非常用ディーゼル発電機の起動を確認する。 

・ 作動すべきものが不作動の場合は、手動で作動させる。 

 

Ｂ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可

搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービン

トリップ設定値の間に維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請する。 

・ 給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続した場合は、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上による原子炉注水の準備を行い不測事態「急速減圧」及び一次格

納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃

度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「減圧冷却」に移行する。 

  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
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１．原子炉制御 
（４）減圧冷却 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持しつつ、原子炉を減圧し、冷温停止状態へ移行させる。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、主蒸気隔離弁が閉状

態でかつ主蒸気逃がし安全弁による原子炉圧力の調整が

できない場合。 

・ 原子炉制御「水位確保」において、有効燃料頂部から原

子炉水位低スクラム設定値の間に維持可能な場合 

・ 「サプレッションプール水温制御」において、手動スク

ラム後、サプレッションプール水温がサプレッションプ

ール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合 

・ 「サプレッションプール水位制御」において、手動スク

ラムした場合 

③脱出条件 
・ 原子炉圧力が残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使

用可能圧力以下で、残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

が起動し、原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できる

場合 

 

④基本的な考え方 
・ 緊急性を要しないため、原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値以内になるように

努める。 

・ 主蒸気逃がし安全弁にて減圧冷却を行う場合には、原子炉冷却材温度変化率及びサプレッションプール水温を十分監

視しながら、主蒸気逃がし安全弁の開閉を間欠に行う。さらに、サプレッションプール水温上昇を均一にするように開

閉する主蒸気逃がし安全弁を選択する。また、サプレッションプール水温上昇防止のため、残留熱除去系によるサプレ

ッションプール冷却を行う。 

・ 水位と減圧を並行操作する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系又は高圧代替注水系を使用して、原子炉水位を有効燃料頂部から原

子炉水位高タービントリップ設定値の間で維持する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃

度制御」に移行する。 

 

Ｂ．減圧 
・ 給復水系による原子炉注水ができない場合、注水系統が原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系のみの場合は、原子炉

圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以下に減圧してはならない。 

・ 復水器が使用可能である場合、タービンバイパス弁等による減圧を行う。 

・ 復水器が使用不能であり、かつサプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の

場合、主蒸気逃がし安全弁等による減圧を行う。 

・ 復水器が使用不能であり、かつサプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入

った場合、不測事態「急速減圧」に移行する。 

・ 原子炉圧力が残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下の場合は、残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）を起動する。残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）が起動できない場合は、復旧を図る。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に確保する。 

  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 
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２．一次格納容器制御 
（１）格納容器圧力制御 

①目的 
・ 格納容器圧力を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上の場

合 

 

③脱出条件 
・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の

漏えいであり、ドライウェル温度が６６℃以下で、かつ

ドライウェルベントを実施した場合 

・ ２４時間以内にドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作

動圧力未満に復帰した場合 

④基本的な考え方 
・ ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は、格納容器の健全性を維持して、できる限り放

射能放出を抑える目的で、サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達する前に原子炉を急速減圧し、格

納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、原子炉を満水にし、格納容器最高使用圧力を超える場合は格納容器ベン

トを行う。 

・ 一次格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合、ドライウェルスプレイ及びサプレッション

プールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があるため、速やかにドライウェルスプレイ及びサプレ

ッションプールスプレイを起動する。 

・ 原子炉制御「反応度制御」を実施中は、原子炉制御「反応度制御」を優先する。 

⑤な監視操作内容 
Ａ．格納容器圧力制御 
・ ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであることが判明した場合は、非常用ガス処理系を使用

してドライウェルベントを行う。 

・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水

位以下を経験した場合には、高圧炉心注水系、低圧注水系Ａ系、原子炉隔離時冷却系による原子炉水位維持を確認した

後に、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。また、一次格納容器制御「格納容器水素

濃度制御」を並行して行う。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ サプレッションプール圧力が非常用炉心冷却系作動圧力に達した場合は、サプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力に達した場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェル

換気空調系を停止し、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力が圧力制限条件以下に維持できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、低圧注水系を一時ドライウェルスプレ

イ及びサプレッションプールスプレイとして起動し、格納容器を減圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

Ｂ．原子炉満水 
・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値に達した場合は、「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし安

全弁が開しているか、又は電動駆動給水ポンプ、高圧炉心注水系が原子炉注水可能な場合は主蒸気隔離弁、主蒸気管ド

レン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・ 給復水系、非常用炉心冷却系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使

用して原子炉へ注水し、注水量を増して、原子炉水位をできるだけ高く維持する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持される場合は、原子炉制御「水位確保」に移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、格納容器ベント準備を行う。 

 

Ｃ．格納容器ベント 
・ サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は、炉心損傷がないことを確認して、格納容器ベント

を実施する。 

・ 格納容器ベントは、サプレッションプール側フィルターベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が

高い場合は、ドライウェル側フィルターベントラインを使用する。フィルターベントラインが使用出来ない場合は、サ

プレッションプール側耐圧ベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が高い場合は、ドライウェル側

耐圧ベントラインを使用する。 

  

① 
② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 
⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑭ 

12



 

1-Ⅰ-9 

  ２．一次格納容器制御 
（２）ドライウェル温度制御 
①目的 
・ ドライウェルの空間温度を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ ドライウェル換気空調系戻り温度が通常運転時制限温度

以上の場合 

・ ドライウェル局所温度が温度高警報設定点以上の場合 

③脱出条件 
・ ドライウェル換気空調系戻り温度が通常運転時制限温度

未満維持可能で、かつドライウェル局所温度が温度高警

報設定点未満維持可能となった場合 

④基本的な考え方 
・ ドライウェル空間温度が主蒸気隔離弁用弁位置検出器許容温度に到達した場合は、ドライウェルスプレイを起動する。 

・ ドライウェル圧力高スクラム設定値の飽和温度に維持できない場合は、不測事態「急速減圧」に移行する。 

・ 原子炉制御「反応度制御」を実施中は、原子炉制御「反応度制御」を優先する。 

⑤主な監視操作内容 
・ ドライウェル換気空調系戻り温度が通常運転時制限温度、又はドライウェル局所温度が温度高警報設定点を超えるよ

うな場合は、予備のドライウェル換気空調系を運転し、原子炉補機冷却水系温度調節弁を全開し、復水器を延命する措

置を行う。 

・ ドライウェル空間温度の上昇抑制を行ってもドライウェル局所温度の上昇が継続する場合は、通常停止を行う。 

・ ドライウェル局所温度が主蒸気隔離弁用弁位置検出器許容温度に到達した場合は、手動スクラムし、ドライウェル圧力

が非常用炉心冷却系作動圧力に到達した場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェル換気空調系を停止し、ドライウ

ェルスプレイを起動する。ドライウェルスプレイが起動しない場合は、不測事態「急速減圧」に移行する。 

・ ドライウェル局所温度がドライウェル圧力高スクラム設定値の飽和温度以下に維持できないようであれば、不測事態

「急速減圧」に移行する。 

・ ドライウェル空間部温度が水位不明判断曲線の水位不明領域に入った場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器

制御「格納容器水素濃度制御」へ移行する。 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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２．一次格納容器制御 
（３）サプレッションプール温度制御 
①目的 
・サプレッションプールの水温及び空間部温度を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、主蒸気逃がし安全弁

が開固着の場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限温

度を超えた場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッション

プールスプレイ起動温度以上の場合 

③脱出条件 
・ サプレッションプールのバルク水温の上昇が停止した場

合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限温

度を超えて手動スクラムした場合、又はサプレッション

プール空間部局所温度がサプレッションプールスプレイ

起動温度以上で手動スクラムした場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇が停止した

場合 

④基本的な考え方 
・サプレッションプール水温及びサプレッションプール空間部局所温度が通常運転時制限温度を超え、各制御を実施して

も上昇継続する場合は、直ちに手動スクラムし、原子炉を減圧する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．サプレッションプール水温制御 
・ サプレッションプール水温が通常運転時制限温度まで上昇したら、サプレッションプールの冷却を開始し、原子炉補機

冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール水温の上昇抑制を行っても、サプレッションプール水温の上昇が継続したら、手動スクラムし、

サプレッションプール水温を確認する。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減

圧冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行す

る。 

 

Ｂ．サプレッションプール空間部温度制御 
・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッションプールスプレイ起動温度まで上昇したらサプレッションスプ

レイを作動させ、原子炉補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇抑制を行っても、サプレッションプール空間部局所温度の上昇が継続し

た場合は、手動スクラムする。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減圧冷却」

へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行する。 

  

① 

② 

③ 
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２．一次格納容器制御 
（４）サプレッションプール水位制御 
①目的 
・ サプレッションプール水位を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ サプレッションプール水位が通常運転時高水位制限値以

上の場合 

・ サプレッションプール水位が通常運転時低水位制限値以

下の場合 

③脱出条件 
・ サプレッションプール水位が通常運転時制限値以内に復

旧した場合 

・ サプレッションプール水位が通常運転時高水位制限値又

は通常運転時低水位制限値を超えて手動スクラムした場

合 

④基本的な考え方 
・ サプレッションプール高水位は、冷却材喪失事故時の空間部体積を確保する観点からサプレッションプール水位上昇

を抑制する措置を行っても通常運転時高水位制限値以上が継続する場合は、手動スクラムし、減圧を開始する。さら

に、それ以上の水位では主蒸気逃がし安全弁の動荷重制限及び真空破壊弁機能喪失防止の観点から、通常運転時高水位

限界値以上でドライウェルスプレイを実施する。なお、真空破壊弁位置から作動差圧相当分の水位を引いた水位に到達

前に不測事態「急速減圧」する。最終的には、格納容器ベント最高水位になる前に格納容器外部からの原子炉への注水

を停止する。 

・ サプレッションプール低水位は、冷却材喪失事故時の除熱源を確保する観点からサプレッションプール水位低下を抑

制する措置を行っても通常運転時低水位制限値以下が継続する場合は、手動スクラムし、減圧を開始する。また、ベン

ト管凝縮限界値以下になった場合には、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．サプレッションプール水位制御（高水位） 
・ サプレッションプール水位上昇を抑制する措置を行ってもサプレッションプール水位が通常運転時高水位制限値以上

が継続する場合には、手動スクラムし、原子炉制御「スクラム」及び原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。 

・ サプレッションプール水位が通常運転時高水位限界値以上でドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力に到達し

た場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェル換気空調系を停止し、ドライウェルスプレイを実施する。なお、真空

破壊弁位置から作動差圧相当分の水位を引いた水位に到達前に不測事態「急速減圧」に移行する。なお、サプレッショ

ンプール水位の上昇が補給水系等の漏えいによることが判明している場合には、ドライウェルスプレイを作動させな

い。 

・ サプレッションプール水位が、格納容器ベント最高水位になる前に格納容器外部からの原子炉への注水を停止する。 

 

Ｂ．サプレッションプール水位制御（低水位） 
・ サプレッションプール水位低下を抑制する措置を行ってもサプレッションプール水位が通常運転時低水位制限値以下

が継続する場合は、手動スクラムし、原子炉制御「スクラム」及び原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。 

  

① 

② 
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２．一次格納容器制御 
（５）格納容器水素濃度制御 
①目的 
・格納容器内の水素及び酸素濃度を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」から導入され、主蒸気隔離弁全

閉後、１２時間以内に冷温停止できない場合 

・ 「格納容器圧力制御」においてドライウェル圧力が非常

用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で

注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以下を経験した場

合 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以下を経験した場合 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部を維持できない場合 

・ 原子炉水位が不明の場合 

③脱出条件 
・ 冷却材喪失事故で格納容器内の水素濃度が可燃性限界に

対し可燃性ガス濃度制御系の起動に要する時間、格納容

器雰囲気測定系の応答時間及び計測誤差の余裕を見込ん

だ濃度未満の場合 

・ 主蒸気隔離弁閉、又は原子炉水位不明であるが格納容器

内の水素濃度が可燃性限界に対し可燃性ガス濃度制御系

の起動に要する時間、格納容器雰囲気測定系の応答時間

及び計測誤差の余裕を見込んだ濃度未満の場合 

・ 可燃性ガス濃度制御系を起動し、格納容器内の水素濃度

が低下した場合 

④基本的な考え方 
・ 冷却材喪失事故又は炉心露出が生じた場合には、格納容器雰囲気測定系により格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を

監視する。 

・ 原子炉水位不明又は原子炉隔離状態が長時間継続する場合には、格納容器雰囲気測定系により可燃性ガス濃度の監視

を開始し、可燃性ガス濃度制御系を作動させることができるようにする。 

・ 格納容器圧力が可燃性ガス濃度制御系運転時の制限圧力以下になるように必要に応じてドライウェルスプレイ又はサ

プレッションプールスプレイを運転し、可燃性ガス濃度制御系を作動させることができるようにする。 

・ 再結合器入口の可燃性ガス濃度が高い場合には、ドライウェル酸素及び水素濃度と可燃性ガス濃度制御系再循環流量

関係図の可燃領域に入らないように再循環流量を調整する。 

⑤主な監視操作内容 
・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水

位以下を経験した場合は、格納容器雰囲気測定系又は格納容器水素濃度計により格納容器内の水素濃度及び酸素濃度

を監視する。 

・ 主蒸気隔離弁全閉後１２時間以内に冷温停止できない場合又は原子炉水位が不明になった場合は、格納容器雰囲気測

定系により格納容器内の水素濃度を監視する。 

・ 格納容器内の水素濃度及び酸素濃度が可燃性限界に対し可燃性ガス濃度制御系の起動に要する時間、格納容器雰囲気

測定系の応答時間及び計測誤差の余裕を見込んだ濃度に到達した場合、格納容器内の水素濃度が可燃性限界に対し可

燃性ガス濃度制御系の起動に要する時間、格納容器雰囲気測定系の応答時間及び計測誤差の余裕を見込んだ濃度に到

達した場合、又は原子炉水位が有効燃料頂部以下を経験し、かつ格納容器内の水素濃度及び酸素濃度が可燃性限界に対

し可燃性ガス濃度制御系の起動に要する時間、格納容器雰囲気測定系の応答時間及び計測誤差の余裕を見込んだ濃度

に到達した場合には、格納容器圧力が可燃性ガス濃度制御系運転時の制限圧力以下になるように必要に応じてドライ

ウェルスプレイ又はサプレッションプールスプレイを運転し、可燃性ガス濃度制御系を作動させる。 

・ 可燃性ガス濃度制御系の運転は、格納容器内の水素及び酸素濃度に応じて再循環流量及び吸込流量を調整する。 
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３．二次格納容器制御 
（１）原子炉建屋制御 

①目的 
・ 原子炉圧力容器から原子炉建屋への漏えいを監視し、制御する。 

② 導入条件 
下記条件が複数該当し、原子炉手動スクラムした場合 

・ 原子炉建屋放射線量が警報設定値以上の場合 

・ 原子炉建屋温度が警報設定値以上の場合 

・ 原子炉建屋内で漏えいを示す警報が発生した場合 

③ 脱出条件 
・ 漏えい箇所の隔離が成功した場合 

④ 基本的な考え方 
・ 一次格納容器外で原子炉冷却材圧力バウンダリの破断が発生した場合、原子炉建屋からの退避を指示し中央制御室

から速やかに隔離を行う。 

・ 隔離されたことが確認できない場合は、非常用ガス処理系を起動した後に原子炉を急速減圧し、原子炉冷却材の漏

えい先を一次格納容器側に切り替える。 

・ 原子炉水位は高圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位から低圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位の間に維持

する。 

・ 原子炉建屋環境を改善し、漏えい箇所の隔離を行う。 

・ モニタリングポスト指示上昇時又は原子炉建屋差圧の低下が発生した場合は、不測事態「急速減圧」に移行する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉圧力 
・ 中央制御室から速やかな隔離操作を実施する。 

・ 原子炉圧力容器の隔離が確認できず、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系のみが運転中でない場合は、不測事

態「急速減圧」に移行する。 

・ 急速減圧後、タービンバイパス弁及び主蒸気逃がし安全弁により原子炉建屋への漏えいを抑制する。 

・ 原子炉圧力容器の隔離が確認できず、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系のみが運転中の場合は、自動減圧系

機能を有する主蒸気逃がし安全弁若しくはタービンバイパス弁にて原子炉圧力を蒸気駆動設備の運転可能範囲内で

低めに維持する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉注水に不要な系統を抑制し、原子炉建屋への漏えいを抑制する。 

・ 破断箇所を露出した原子炉水位とするため、高圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位から低圧で注水可能な非常

用炉心冷却作動水位の間に維持する。 

 

Ｃ．原子炉建屋環境 
・ 中央制御室の環境を維持するため、中央制御室換気空調系を事故時運転モードに切り替え（「使用済燃料プール水

位・温度制御」から導入の場合を除く。）、非常用ガス処理系を起動する。 

・ 原子炉建屋環境を改善するため、原子炉建屋・タービン建屋換気空調系を起動する。 

・ 原子炉建屋内の溢水を処理するため、原子炉建屋内の排水ポンプを起動する。 

・ 各室温度設定値以下かつ原子炉建屋放射線レベル設定値以下となり、漏えい箇所の隔離が成功した場合は、原子炉

建屋制御導入前の制御に移行する。 
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３．二次格納容器制御 
（２）使用済燃料プール水位・温度制御 
①目的 
・ 使用済燃料プールの水位及び水温を監視し、制御する。 

 

②導入条件 
・ 使用済燃料プール水位低警報が発生した場合 

・ 使用済燃料プール水温が通常運転時制限温度以上の場

合 

③脱出条件 
・ 使用済燃料プール水位が通常運転時制限水位以上で維

持可能となった場合 

④基本的な考え方 
・ 使用済燃料プール水位と使用済燃料プールに注水可能な系統を随時把握する。 

・ 使用済燃料プール水温を通常運転時制限温度以下に維持可能な系統を随時把握する。 

・ 漏えい箇所が特定された場合、二次格納容器制御「原子炉建屋制御」へ移行する。 

・ 二次格納容器制御「使用済燃料プール水位・温度制御」に導入した場合、消防車の出動を要請し、原子炉建屋退避

指示をする。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．使用済燃料プール水位制御 
・ 使用済燃料プールへ注水可能な系統を手動で起動する。 

・ 使用済燃料プールの水位を通常運転時制限水位以上に維持する。 

・ 使用済燃料プール周辺で作業が実施できる使用済燃料プールラック水位以上に維持できない場合は、使用済燃料プ

ールへ注水可能な系統を２系統以上起動する。 

・ 使用済燃料プールの水位を下限限界制限水位以上に維持できない場合は、消防車による使用済燃料プールスプレイ

を実施する。 

 

Ｂ．使用済燃料プール水温制御 
・ 使用済燃料プール除熱可能な系統を手動で起動する。 

・ 使用済燃料プール水温を通常運転時制限温度以下に維持できない場合は、使用済燃料プール除熱可能な系統を２系

統以上起動する。 

・ 使用済燃料プール水温を使用済燃料プールのコンクリートの長期的な健全性を確保するための制限値以下に維持す

る。 

 

  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

18



 

1-Ⅰ-15 

４．不測事態 
（１）水位回復 
①目的 
・ 原子炉水位を回復する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 原子炉制御「水位確保」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し、水位が判明しており、かつドライウェル空間部温度が飽和温度以下

の場合 

④基本的な考え方 
・ 原子炉水位の徴候に応じて、非常用炉心冷却系の再起動や、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火

系の起動を行う。 

・ 原子炉停止後何らかの理由により炉心が露出した場合、炉心の健全性が保たれている間に何らかの方法により原子炉

水位を確保しなければならない。そのために、原子炉停止後、燃料被覆管温度が１２００℃又は燃料被覆管酸化割合

が１５％に達するまでの時間内に原子炉水位を確保する。よって、炉心が露出した時刻を記録し、前述の時間以内に

原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復するように非常用炉心冷却系及び低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可

搬型）、消火系を起動する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位回復 
・ 原子炉水位が不明の場合、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部より低下した時刻を記録する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系を起動する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち、少なくとも１系統以上の起動を試みる。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能で系統１系統以上の起動ができない場合、低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水

系（可搬型）と消火系から２系統以上を起動し、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

 

Ｂ．水位上昇中 
・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動していない場合は、非常用炉心冷却系１系統以上の作動を確認して、

不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動している場合で、かつ最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効

燃料頂部を回復できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動している場合で、かつ最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効

燃料頂部を回復できる場合は、原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

 

Ｃ．水位下降中 
・ 原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以上の場合は、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系を作

動させる。 

・ 原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以下の場合、又は原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が

作動したにもかかわらず原子炉水位が上昇しない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 
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４．不測事態 
（２）急速減圧 
①目的 
・ 原子炉を速やかに減圧する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「水位確保」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続し、低圧

代替注水系（常設）２台以上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、サプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止領

域に入った場合 

・ 一次格納容器制御「格納容器圧力制御」において、サプレッションプール圧力が圧力制限条件以上となった場合 

・ ドライウェル温度制御においてドライウェル空間部局所温度が１０３℃に接近した場合、又はドライウェル局所温

度９０℃にて手動スクラム後もドライウェル圧力が上昇して１３．７ｋＰａ以上でドライウェルスプレイできない

場合 

・ 不測事態「水位回復」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以

下の場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合、又は起動しても原子炉水位が上昇しない場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動しているが、

最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂部を回復できない場合 

・ 不測事態「水位不明」において、低圧で原子炉へ注水可能な系統１系統以上、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が真空破壊弁位置から

作動差圧相当分の水位を引いた水位に誤差を考慮した値以上になった場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が通常運転時低水位制

限以下になった場合又はＳＲＶテールパイプ制限禁止領域の場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール温度制御」において、サプレッションプール水温がサプレッションプー

ル熱容量制限図の運転禁止領域に入った場合 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」において、漏えい箇所の速やかな隔離に失敗した場合 

・ タービンバイパス弁を使用する場合で、主蒸気隔離弁の隔離条件を解除する場合は、緊急時対策本部との協議によ

り実施する。 

④基本的な考え方 
・ 原子炉圧力低下必要時に自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放して急速減圧する。又は、自

動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁

とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が使用できない場合は、復水器又は原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉減圧の結果、原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値を遵守する必要はない。 

・ 急速減圧実施中に原子炉へ注水可能な系統が喪失した場合は、急速減圧操作を中断し、原子炉へ注水可能な系統を

再起動する。 
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  ⑤主な監視操作内容 
・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統以上又は低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水系（可搬型）と

消火系から２系統以上が起動していること、又はその状態が維持されていることを確認する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全

弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数

開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急

速減圧」時必要最小弁数以上開放する。原子炉減圧が不十分である場合、主蒸気隔離弁を開し、タービンバイパス

弁と復水器により減圧する。 

・ 主蒸気隔離弁が開できなければ、原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉水位が判明している場合は、不測事態「急速減圧」の導入前の制御へ移行する。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」の「満水注入」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」

へ移行する。 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 
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４．不測事態 
（３）水位不明 
①目的 
・ 原子炉水位が不明な場合に原子炉の冷却を確保する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「反応度制御」を除き、原子炉制御「スクラム」の他全ての制御において、原子炉水位が不明になった場合 

・ 原子炉制御「反応度制御」の「水位不明」を実施中に、全ての制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿入さ

れた場合 

・ 「ドライウェル温度制御」において、ドライウェル空間部温度が水位不明判断曲線の水位不明領域に入った場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、原子炉水位が判明しない場合、又はドライウェル空間部温度が水位不明判断曲線の水

位不明領域に入った場合 

④基本的な考え方 
・ 原子炉水位不明時に、給復水系、非常用炉心冷却系、又は低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系

を使用した原子炉注水操作を行い、さらに原子炉圧力を目安にした原子炉満水操作を行う。 

・ 原子炉注水操作は、使用可能な全ての注水系のうち、２系統以上を作動させ、原子炉圧力とサプレッションプール圧力

の差圧を原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上になるように注水操作を行う。 

・ 原子炉水位が判明した場合は、原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．注水確保 
・ 水位不明時刻を記録する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統以上作動した場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統も作動しない場合は、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系を作動させる。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が作動しない場合は、低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水系（可搬型）と

消火系から２系統以上を作動させ、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

Ｂ．満水注入 
・ 不測事態「急速減圧」から移行してきた場合において、主蒸気逃がし安全弁が２弁以上開放、「水位計復旧」において

最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が判明しない場合、主蒸気隔離弁、主蒸気管ドレン弁、原子炉隔離時冷却系及

び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖し、「満水注入」を行う。 

・ 不測事態「急速減圧」から移行してきた場合において、主蒸気逃がし安全弁が２弁も開放できない場合は、復水系、高

圧炉心注水系、低圧注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使用

して原子炉への注水維持を行うとともに、主蒸気隔離弁、主蒸気管ドレン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄

化系の隔離弁を開けることにより原子炉を減圧する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち、いずれか２系統を使用して原子炉へ注水し、注水流量を増加して原子炉を加圧

し、原子炉圧力容器満水確認用適正弁数以下の主蒸気逃がし安全弁を開放して原子炉圧力をサプレッションプール圧

力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持する。 

・ 原子炉圧力がサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持できない場合は、原子炉へ

の注水流量を増加させて、原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持

する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統を全て起動しても、原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水

確認最低圧力以上に維持できない場合は、主蒸気逃がし安全弁の開数を原子炉圧力容器満水確認用最小必要弁数まで

減らし、原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統を全て起動し、主蒸気逃がし安全弁を原子炉圧力容器満水確認用最小必要弁数のみ開

としても原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持できない場合は、

他の代替確認方法にて満水を確認する。 

・ 他の代替確認方法によっても原子炉圧力容器満水が確認できない場合には、主蒸気逃がし安全弁を８弁開とし、低圧代

替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系を起動し原子炉水位をできるだけ上昇させる。 

 

  

① 

② 
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④ 
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Ｃ．水位計復旧 
・ 原子炉圧力がサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持できていれば、炉心の健

全性は確保されているため、「水位計復旧」操作は対応する余裕がある場合のみ試みればよい。 

・ 原子炉水位計の基準水柱に水を満たす。 

・ 原子炉への注水を継続し、基準水柱の周囲温度を１００℃以下にし、原子炉水位計を使用可能とする。 

・ 原子炉水位を読み取るため、原子炉注水を停止し、原子炉水位を下げる。 

・ 最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が判明した場合には、原子炉制御「水位確保」へ移行する。原子炉水位が

判明しない場合には、「満水注入」へ移行する。 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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５．電源制御 
（１）交流／直流電源供給回復 
①目的 
・ 交流電源及び直流電源の供給を回復し、維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、所内電源が喪失した場合 

④基本的な考え方 
・ 非常用ディーゼル発電機の起動状況を確認し、状況に応じて代替電源設備による給電を行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．非常用ディーゼル発電機 
・ 非常用ディーゼル発電機の状況を随時把握する。 

・ 原子炉補機冷却海水系の運転状態を随時把握し、非常用ディーゼル発電機の冷却が継続可能であることを確認する。 

・ 全交流電源喪失となった場合は、代替熱交換器車接続の要請・準備、及び原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

を起動し原子炉圧力容器への注水を確保する。サプレッションプール圧力が３１０ｋＰａ以上となった場合は、格

納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベントにより格納容器ベントを実施する。 

 

Ｂ．電源構成 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｃ．給電 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備による電源供給を

回復させる。 

 

Ｄ．直流電源確保 
・ 所内蓄電式直流電源設備、常設代替直流電源設備、可搬型直流電源設備の状況を随時把握する。 

 

Ｅ．直流電源回復 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｆ．復旧 
・ 常設電源設備又は非常用電源設備の復旧状況に応じ、継続して電源供給可能な設備に切替える。 

 

  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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５．電源制御 
（１）交流／直流電源供給回復 
①目的 
・ 交流電源及び直流電源の供給を回復し、維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、所内電源が喪失した場合 

④基本的な考え方 
・ 非常用ディーゼル発電機の起動状況を確認し、状況に応じて代替電源設備による給電を行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．非常用ディーゼル発電機 
・ 非常用ディーゼル発電機の状況を随時把握する。 

・ 原子炉補機冷却海水系の運転状態を随時把握し、非常用ディーゼル発電機の冷却が継続可能であることを確認する。 

・ 全交流電源喪失となった場合は、代替熱交換器車接続の要請・準備、及び原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

を起動し原子炉圧力容器への注水を確保する。サプレッションプール圧力が３１０ｋＰａ以上となった場合は、格

納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベントにより格納容器ベントを実施する。 

 

Ｂ．電源構成 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｃ．給電 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備による電源供給を

回復させる。 

 

Ｄ．直流電源確保 
・ 所内蓄電式直流電源設備、常設代替直流電源設備、可搬型直流電源設備の状況を随時把握する。 

 

Ｅ．直流電源回復 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｆ．復旧 
・ 常設電源設備又は非常用電源設備の復旧状況に応じ、継続して電源供給可能な設備に切替える。 

 

 

① 

② 
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Ⅱ．重大事故及び大規模損壊対応に係る実施基準と手順書との関連 

1-Ⅱ-1 

 

  

保安規定添付３ 重大事故等の発生及び拡大の防止に必要な措置の運用手順等 
表１  緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするための手順等 
表２  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却するための手順等 
表３  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 
表４  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 
表５  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 
表６  格納容器内の冷却等のための手順等 
表７  格納容器の過圧破損を防止するための手順等 
表８  格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等 
表９  水素爆発による格納容器の破損を防止するための手順等 
表１０ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 
表１１ 使用済燃料プールの冷却等のための手順等 
表１２ 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 
表１３ 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 
表１４ 電源の確保に関する手順等 
表１５ 事故時の計装に関する手順等 
表１６ 中央制御室の居住性に関する手順等 
表１７ 監視測定等に関する手順等 
表１８ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 
表１９ 通信連絡に関する手順等 
表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 

① 

① 

添付１表番号 添付３表番号

1 原子炉制御 － －

(1) スクラム 1 －

(2) 反応度制御 2 1，2，3，4

(3) 水位確保 3 2，4

(4) 減圧冷却 4 2，3，4

2 一次格納容器制御※ － －

(1) 格納容器圧力制御 5 2，3，4，5，6

(2) ドライウェル温度制御 6 6

(3) サプレッショ ンプール温度制御 7 6

(4) サプレッショ ンプール水位制御 8 6

(5) 格納容器水素濃度制御 9 6

3 二次格納容器制御※ － －

(1) 原子炉建屋制御 10 2，3，4

(2) 使用済燃料プール水位・温度制御 11 11

4 不測事態 － －

(1) 水位回復 12 2，4

(2) 急速減圧 13 2，3，4

(3) 水位不明 14 2，3，4

5 電源制御 － －

(1) 交流／直流電源供給回復 15 　5，14，16

各制御番号及び名称

原子炉がスクラムした場合の運転操作基準

※原子炉スクラムする前から導入される場合がある。

事象整定

第１４条で定めるマニュアルに基づく対応

事象発生
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操作手順 

１．緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするための手順等 

方針目的 

運転時の異常な過渡変化時において原子炉の運転を緊急に停止させるための設計基準事故対処設備が機能喪失

した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入，原子炉冷却

材再循環ポンプ停止による原子炉出力抑制，自動減圧系の起動阻止スイッチによる原子炉出力急上昇防止により，

原子炉冷却材圧力バウンダリ及び格納容器の健全性を維持することを目的とする。 

また，自動での原子炉緊急停止及び手動による原子炉緊急停止ができない場合は，原子炉出力の抑制を図った

後にほう酸水注入により未臨界に移行することを目的とする。 

操作手順 

２．原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水，原子炉

隔離時冷却系の現場操作による原子炉への注水により原子炉を冷却することを目的とする。 

また，原子炉を冷却するため，原子炉水位を監視及び制御することを目的とする。 

さらに，重大事故等の進展を抑制するため，ほう酸水注入系により注水することを目的とする。 

 

操作手順 

３．原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の減圧機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，手動操作による減圧及び減圧の自動

化により原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

また，炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である場合において，高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

さらに，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時において，原子炉冷却材の漏洩を抑制するため，原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により原子炉を冷却

することを目的とする。 

また，炉心が溶融し，原子炉圧力容器の破損に至った場合で，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存した場合にお

いても格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により残存溶融炉心を冷却することを目的とする。 

① 

② 

④ 

③ 
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操作手順 

２．原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水，原子炉

隔離時冷却系の現場操作による原子炉への注水により原子炉を冷却することを目的とする。 

また，原子炉を冷却するため，原子炉水位を監視及び制御することを目的とする。 

さらに，重大事故等の進展を抑制するため，ほう酸水注入系により注水することを目的とする。 

 

操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により原子炉を冷却

することを目的とする。 

また，炉心が溶融し，原子炉圧力容器の破損に至った場合で，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存した場合にお

いても格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により残存溶融炉心を冷却することを目的とする。 

② 

① 
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操作手順 

２．原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水，原子炉

隔離時冷却系の現場操作による原子炉への注水により原子炉を冷却することを目的とする。 

また，原子炉を冷却するため，原子炉水位を監視及び制御することを目的とする。 

さらに，重大事故等の進展を抑制するため，ほう酸水注入系により注水することを目的とする。 

 

操作手順 

３．原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の減圧機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，手動操作による減圧及び減圧の自動

化により原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

また，炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である場合において，高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

さらに，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時において，原子炉冷却材の漏洩を抑制するため，原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により原子炉を冷却

することを目的とする。 

また，炉心が溶融し，原子炉圧力容器の破損に至った場合で，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存した場合にお

いても格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により残存溶融炉心を冷却することを目的とする。 

① 

② 

③ 
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操作手順 

２．原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水，原子炉

隔離時冷却系の現場操作による原子炉への注水により原子炉を冷却することを目的とする。 

また，原子炉を冷却するため，原子炉水位を監視及び制御することを目的とする。 

さらに，重大事故等の進展を抑制するため，ほう酸水注入系により注水することを目的とする。 

操作手順 

３．原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の減圧機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，手動操作による減圧及び減圧の自動

化により原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

また，炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である場合において，高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

さらに，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時において，原子炉冷却材の漏洩を抑制するため，原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により原子炉を冷却

することを目的とする。 

また，炉心が溶融し，原子炉圧力容器の破損に至った場合で，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存した場合にお

いても格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により残存溶融炉心を冷却することを目的とする。 

操作手順 

５．最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

方針目的 

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，炉心の著しい

損傷及び格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため，格納容器圧力

逃がし装置又は耐圧強化ベント系による格納容器内の減圧及び除熱，代替原子炉補機冷却系による除熱により最

終ヒートシンクへ熱を輸送することを目的とする。 

操作手順 

６．格納容器内の冷却等のための手順等 

方針目的 

設計基準事故対処設備が有する格納容器内の冷却機能が喪失した場合において，炉心の著しい損傷を防止する

ため，代替格納容器スプレイ冷却系により格納容器内の圧力及び温度を低下させることを目的とする。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において，格納容器の破損を防止するため，代替格納容器スプレイ冷却

系により格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させることを目的とする。 

① 

③ 

② 

④ 

⑤ 
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操作手順 

６．格納容器内の冷却等のための手順等 

方針目的 

設計基準事故対処設備が有する格納容器内の冷却機能が喪失した場合において，炉心の著しい損傷を防止する

ため，代替格納容器スプレイ冷却系により格納容器内の圧力及び温度を低下させることを目的とする。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において，格納容器の破損を防止するため，代替格納容器スプレイ冷却

系により格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させることを目的とする。 

① 

31



Ⅱ．重大事故及び大規模損壊対応に係る実施基準と手順書との関連 

1-Ⅱ-7 

 

 
  

操作手順 

６．格納容器内の冷却等のための手順等 

方針目的 

設計基準事故対処設備が有する格納容器内の冷却機能が喪失した場合において，炉心の著しい損傷を防止する

ため，代替格納容器スプレイ冷却系により格納容器内の圧力及び温度を低下させることを目的とする。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において，格納容器の破損を防止するため，代替格納容器スプレイ冷却

系により格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させることを目的とする。 

① 
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操作手順 

６．格納容器内の冷却等のための手順等 

方針目的 

設計基準事故対処設備が有する格納容器内の冷却機能が喪失した場合において，炉心の著しい損傷を防止する

ため，代替格納容器スプレイ冷却系により格納容器内の圧力及び温度を低下させることを目的とする。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において，格納容器の破損を防止するため，代替格納容器スプレイ冷却

系により格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させることを目的とする。 

① 
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  操作手順 

６．格納容器内の冷却等のための手順等 

方針目的 

設計基準事故対処設備が有する格納容器内の冷却機能が喪失した場合において，炉心の著しい損傷を防止する

ため，代替格納容器スプレイ冷却系により格納容器内の圧力及び温度を低下させることを目的とする。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において，格納容器の破損を防止するため，代替格納容器スプレイ冷却

系により格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させることを目的とする。 

① 
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操作手順 

２．原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水，原子炉

隔離時冷却系の現場操作による原子炉への注水により原子炉を冷却することを目的とする。 

また，原子炉を冷却するため，原子炉水位を監視及び制御することを目的とする。 

さらに，重大事故等の進展を抑制するため，ほう酸水注入系により注水することを目的とする。 

 

操作手順 

３．原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の減圧機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，手動操作による減圧及び減圧の自動

化により原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

また，炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である場合において，高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

さらに，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時において，原子炉冷却材の漏洩を抑制するため，原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により原子炉を冷却

することを目的とする。 

また，炉心が溶融し，原子炉圧力容器の破損に至った場合で，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存した場合にお

いても格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により残存溶融炉心を冷却することを目的とする。 

② 

③ 

① 
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操作手順 

１１．使用済燃料プールの冷却等のための手順等 

方針目的 

使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料プールからの水の漏えいその他の要因に

より当該使用済燃料プールの水位が低下した場合において，使用済燃料プール内の燃料体又は使用済燃料（以下

「使用済燃料プール内の燃料体等」という。）を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するため，燃料プール

代替注水，漏えい抑制，使用済燃料プールの監視を行うことを目的とする。さらに，使用済燃料プールから発生す

る水蒸気による重大事故等対処設備への悪影響を防止することを目的とする。 

また，使用済燃料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料プールの水位が異常に低

下した場合において，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し，臨界を防止し，放射性物質の

放出を低減するため，使用済燃料プールへのスプレイ，大気への拡散抑制，使用済燃料プールの監視を行うことを

目的とする。 

① 
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操作手順 

２．原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水，原子炉

隔離時冷却系の現場操作による原子炉への注水により原子炉を冷却することを目的とする。 

また，原子炉を冷却するため，原子炉水位を監視及び制御することを目的とする。 

さらに，重大事故等の進展を抑制するため，ほう酸水注入系により注水することを目的とする。 

 

操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により原子炉を冷却

することを目的とする。 

また，炉心が溶融し，原子炉圧力容器の破損に至った場合で，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存した場合にお

いても格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により残存溶融炉心を冷却することを目的とする。 

② 

① 
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② 

 
  

操作手順 

２．原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水，原子炉

隔離時冷却系の現場操作による原子炉への注水により原子炉を冷却することを目的とする。 

また，原子炉を冷却するため，原子炉水位を監視及び制御することを目的とする。 

さらに，重大事故等の進展を抑制するため，ほう酸水注入系により注水することを目的とする。 

 

操作手順 

３．原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の減圧機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，手動操作による減圧及び減圧の自動

化により原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

また，炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である場合において，高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

さらに，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時において，原子炉冷却材の漏洩を抑制するため，原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により原子炉を冷却

することを目的とする。 

また，炉心が溶融し，原子炉圧力容器の破損に至った場合で，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存した場合にお

いても格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により残存溶融炉心を冷却することを目的とする。 

① 

③ 
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操作手順 

２．原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水，原子炉

隔離時冷却系の現場操作による原子炉への注水により原子炉を冷却することを目的とする。 

また，原子炉を冷却するため，原子炉水位を監視及び制御することを目的とする。 

さらに，重大事故等の進展を抑制するため，ほう酸水注入系により注水することを目的とする。 

 

操作手順 

３．原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の減圧機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，手動操作による減圧及び減圧の自動

化により原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

また，炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である場合において，高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

さらに，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時において，原子炉冷却材の漏洩を抑制するため，原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧することを目的とする。 

操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により原子炉を冷却

することを目的とする。 

また，炉心が溶融し，原子炉圧力容器の破損に至った場合で，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存した場合にお

いても格納容器の破損を防止するため，低圧代替注水系により残存溶融炉心を冷却することを目的とする。 

③ 

① 

② 
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操作手順 

５．最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

方針目的 

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，炉心の著しい

損傷及び格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため，格納容器圧力

逃がし装置又は耐圧強化ベント系による格納容器内の減圧及び除熱，代替原子炉補機冷却系による除熱により最

終ヒートシンクへ熱を輸送することを目的とする。 

操作手順 

１４．電源の確保に関する手順等 

方針目的 

電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，格納容器の破損，使用済燃

料プール内の燃料体等の著しい損傷及び運転停止中における原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するため，代

替交流電源設備，所内蓄電式直流電源設備，可搬型直流電源設備及び代替所内電気設備により必要な電力を確保

することを目的とする。 

また，重大事故等の対処に必要な設備を継続運転させるため，燃料補給設備により給油することを目的とする。 

操作手順 

１６．中央制御室の居住性等に関する手順等 

方針目的 

重大事故等が発生した場合において，運転員が中央制御室にとどまるために必要な対処設備及び資機材を活用

した居住性の確保，汚染の持ち込み防止を目的とする。 

① 

② 

③ 
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操作手順 

１４．電源の確保に関する手順等 

方針目的 

電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，格納容器の破損，使用済燃

料プール内の燃料体等の著しい損傷及び運転停止中における原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するため，代

替交流電源設備，所内蓄電式直流電源設備，可搬型直流電源設備及び代替所内電気設備により必要な電力を確保

することを目的とする。 

また，重大事故等の対処に必要な設備を継続運転させるため，燃料補給設備により給油することを目的とする。 

① 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

１．「高圧・低圧注水機能喪失」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.1-1 
 

第７．１．１－４図 「高圧・低圧注水機能喪失」の対応手順の概要

給水流量の全喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

中央制御室での逃がし安全弁8個
による
原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始
原子炉水位回復確認

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水再開

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを交互に実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ停止

低圧代替注水系（常設）により原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低下傾向を確認する。
また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止
状態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可
能であることを確認し停止する

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ
2台注水準備完了

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

（解析上の時刻）
（0分）

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能作動値に到達

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能作動値に到達

主蒸気隔離弁 自動「全閉」確認

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※12

※10

※2

※2

※2

原子炉圧力0.34MPa[gage」
急速減圧操作完了

Ⅰ

Ⅴ

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

※5

※4

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作

※7

Yes

No

Ⅵ

Ⅶ

※8

高圧代替注水系
起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

Ⅱ

Yes

No

格納容器ベント

停止条件不成立

格納容器ベント停止
Yes

No

代替注水系2台以上準備

Yes

No

代替格納容器スプレイ
冷却系（常設）

復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】

Ⅰ

炉心損傷防止としての流量は確保できないが制御棒駆動水ポンプによる原子炉圧力容器への注水が継続していることを確認する。

また，追加起動の準備も開始する

復水移送ポンプと同等の流量は確保できないが，消火ポンプによる代替注水も実施可能である

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水も実施可能である

Ⅱ

残留熱除去系Bラインを優先して使用するが，残留熱除去系Aラインからの原子炉注水も可能である

現場操作により洗浄水弁を開することにより，残留熱除去系Cライン，高圧炉心注水系B，Cラインからの原子炉注水も可能である

Ⅲ

防火水槽を用いた復水貯蔵槽への補給の場合は，「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は淡水貯水池から

ろ過水タンクへの補給もあわせて実施する

Ⅳ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプ（A-2級）と同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）の水源は「淡水貯水池」以外

に「海水」も可能である

Ⅴ

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器スプレイも可能である

流量は少ないが消火ポンプによる代替格納容器スプレイも実施可能である

Ⅵ

残留熱除去系Bライン以外に復水移送ポンプによる代替注水が可能な系統がある場合，原子炉注水と格納容器スプレイを同時に実

施できる

Ⅶ

格納容器ベント操作前に，原子炉圧力容器の隔離状態を確認し水位を高めに維持する。原子炉格納容器への熱放出を抑制し圧力

上昇を抑制する

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

再循環ポンプ
4台トリップ確認

再循環ポンプ
6台トリップ確認

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」
優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

復水移送ポンプ以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水

・消火ポンプによる代替注水

・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）
のみの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

サプレッション・チェンバ空間部温度49℃
超過確認後

サプレッション・チェンバスプレイ実施

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイ開始
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による格納容器スプレイ

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器ス
プレイと同等の流量確保不可

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを並行して実施
（異なる供給ラインがある場合）

原子炉満水操作

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※15

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

Ⅴ

※16

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は

炉心損傷後の対応手順に移行する

※6

※1

重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※2

中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，流量指示計等にて機能喪失を確認する

※3

原子炉注水に必要な弁が動作可能であることを確認する

復水補給水系バイパス流防止のため負荷遮断弁全閉操作を実施する

※4

急速減圧中は「水位不明判断曲線」による原子炉圧力と格納容器温度から水位不明領域に入っていないことを確認する

※5

原子炉水位計（燃料域）により有効燃料棒頂部（TAF）到達を確認した場合は，格納容器内雰囲気モニタ（CAMS）等により格納容器水素・酸素濃度

の確認を実施する

※6

原子炉圧力計指示0.34MPa[gage]以下により，原子炉急速減圧完了を確認する

※7

水位不明判断は以下により確認する

・水位計の電源が喪失

・指示計のバラツキが大きく有効燃料棒頂部（TAF）以上であることが判定できない

・水位不明判断曲線の水位不明領域

・凝縮槽液相部温度と気相部温度がほぼ一致し，有意な差が認められない

※8

原子炉水位計（燃料域）指示により有効燃料棒頂部（TAF）回復を確認した場合は，有効燃料棒頂部（TAF）以下継続時間を測定し「最長許容炉心露

出時間」の禁止領域に入っていることを確認する。燃料の健全性を格納容器内雰囲気放射線レベル計等により確認する

※9

防火水槽を用いた可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による復水貯蔵槽への補給も可能である

※10

原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル3到達確認後，原子炉注水を開始し，原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止する。解析上，

注水流量は約90m3/hとする。以後，本操作を繰り返す

※11

格納容器内圧力計指示0.18MPa[gage]到達により，格納容器スプレイ操作を開始する

※12

ドライウェルスプレイ実施中に原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル3到達確認後，ドライウェルスプレイを停止し原子炉注水を開始する。原

子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止しドライウェルスプレイを再開する。以後，本操作を繰り返す

※13

格納容器内圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，格納容器ベント操作前に格納容器スプレイを停止する

※14

格納容器内圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，炉心損傷がないことを格納容器内雰囲気放射線レベル計等により

確認し，格納容器ベント操作を開始する

※15

格納容器ベント実施時に，残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能であることが確認された場合は，

格納容器ベントを停止する。格納容器ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスパージを実施する

※16

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮することにより水位が上昇することが考えられる。フィルタ装置の

水位を監視し，上限水位に到達した場合にサプレッション・チェンバ・プールへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装

置への薬品注入を適宜実施する

※17

機能喪失した設備の回復手段として，除熱手段である残留熱除去系の復旧手順を整備しており，原子炉補機冷却海水ポンプ電動機及び原子炉補機冷

却水ポンプの予備品を確保している

また，可搬型格納容器除熱系や可搬熱交換器等を用いた除熱手段を実施することも可能である

※11

※13

※14

原子炉水位低（レベル3）到達

※3 復水移送ポンプによる代替原子炉注水と
同等の流量確保または注水開始不可

操作時間約4分
間を設定

※1

※17

（約17時間後）

（約17時間後）

（約10時間後）

（約103分後）

（約34分後）

（約26分後）

（約20分後）

（約19分後）

（約14分後）

（約10分後）

（約9分後）

（約4分後）

（約22秒後）

（0分）

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備完了

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から
復水貯蔵槽への補給準備

（可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給）

（約12時間後）

（適宜実施）

Ⅳ

Ⅲ

フィルタ装置排水ポンプ水張り

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ（4kL）給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリ（4kL）による
給油準備完了

※9

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 
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1-Ⅲ.1-2 
 

  

 
給水流量の全喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

（解析上の時刻）
（0分）

再循環ポンプ
4台トリップ確認

原子炉水位低（レベル3）到達

※1

（0分）

Ａ 
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1-Ⅲ.1-3 
 

 １．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能作動値に到達

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能作動値に到達

主蒸気隔離弁 自動「全閉」確認

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

※2

※2

※2

Ⅰ

高圧代替注水系
起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

再循環ポンプ
6台トリップ確認

復水移送ポンプ以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水

・消火ポンプによる代替注水

・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と
同等の流量確保または注水開始不可

※1

（約10分後）

（約9分後）

（約4分後）

（約22秒後）

Ｂ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

保安規定 添付１ 
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1-Ⅲ.1-4 
 

 
 
 
 
  

１．原子炉制御 
（３）水位確保 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復させ、安定に維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において原子炉水位が原子炉水

位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリッ

プ設定値の間に維持できない場合 

・ 「格納容器圧力制御」において原子炉満水後サプレッシ

ョンプール圧力を格納容器圧力制限値以下に維持でき

る場合 

・ 不測事態「水位回復」において原子炉水位を有効燃料頂

部以上に維持できる場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し水位が判

明しており、かつドライウェル空間部温度が水位不明判

断曲線の水位不明領域外である場合 

・ 不測事態「水位不明」において最長許容炉心露出時間以

内に原子炉水位が判明した場合 

③脱出条件 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値から原子炉

水位高タービントリップ設定値の間に維持できる場合 

 

④基本的な考え方 
・ 原子炉水位と原子炉に注水可能な系統を随時把握する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位確保 
・ 原子炉水位、原子炉圧力及び格納容器隔離、並びに非常用炉心冷却系及び非常用ディーゼル発電機の起動を確認す

る。 

・ 作動すべきものが不作動の場合は、手動で作動させる。 

 

Ｂ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可

搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高ター

ビントリップ設定値の間に維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請する。 

・ 給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続した場合は、低圧代替注水系（常設）２台以

上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上による原子炉注水の準備を行い不測事態「急速減圧」及

び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「減圧冷却」に移行する。 

Ｃ 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

① 

保安規定 添付１ 

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

中央制御室での逃がし安全弁8個
による

原子炉急速減圧

低圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ
2台注水準備完了

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能作動値に到達

※2

Ⅰ

※4

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

Ⅱ

代替注水系2台以上準備

Yes

No

復水移送ポンプ以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水

・消火ポンプによる代替注水

・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

※3 復水移送ポンプによる代替原子炉注水と
同等の流量確保または注水開始不可

操作時間約4分
間を設定

（約14分後）

（約10分後）

（約9分後）
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1-Ⅲ.1-5 
 

  ４．不測事態 
（２）急速減圧 
①目的 
・ 原子炉を速やかに減圧する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「水位確保」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続し、低圧

代替注水系（常設）２台以上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、サプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止領

域に入った場合 

・ 一次格納容器制御「格納容器圧力制御」において、サプレッションプール圧力が圧力制限条件以上となった場合 

・ ドライウェル温度制御においてドライウェル空間部局所温度が１０３℃に接近した場合、又はドライウェル局所温

度９０℃にて手動スクラム後もドライウェル圧力が上昇して１３．７ｋＰａ以上でドライウェルスプレイできない

場合 

・ 不測事態「水位回復」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以

下の場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合、又は起動しても原子炉水位が上昇しない場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動しているが、

最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂部を回復できない場合 

・ 不測事態「水位不明」において、低圧で原子炉へ注水可能な系統１系統以上、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が真空破壊弁位置から

作動差圧相当分の水位を引いた水位に誤差を考慮した値以上になった場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が通常運転時低水位制

限以下になった場合又はＳＲＶテールパイプ制限禁止領域の場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール温度制御」において、サプレッションプール水温がサプレッションプー

ル熱容量制限図の運転禁止領域に入った場合 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」において、漏えい箇所の速やかな隔離に失敗した場合 

・ タービンバイパス弁を使用する場合で、主蒸気隔離弁の隔離条件を解除する場合は、緊急時対策本部との協議によ

り実施する。 

④基本的な考え方 
・ 原子炉圧力低下必要時に自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放して急速減圧する。又は、自

動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁

とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が使用できない場合は、復水器又は原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉減圧の結果、原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値を遵守する必要はない。 

・ 急速減圧実施中に原子炉へ注水可能な系統が喪失した場合は、急速減圧操作を中断し、原子炉へ注水可能な系統を

再起動する。 

中央制御室での逃がし安全弁8個
による

原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始
原子炉水位回復確認

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ
2台注水準備完了

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

原子炉圧力0.34MPa[gage」
急速減圧操作完了

※5

※4

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作

※7

Yes

No

※8

Ⅱ

代替注水系2台以上準備

Yes

No

※6

※3

操作時間約4分
間を設定

（約34分後）

（約26分後）

（約20分後）

（約19分後）

（約14分後）

Ｄ 

① 
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⑤主な監視操作内容 
・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統以上又は低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水系（可搬型）と

消火系から２系統以上が起動していること、又はその状態が維持されていることを確認する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全

弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数

開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急

速減圧」時必要最小弁数以上開放する。原子炉減圧が不十分である場合、主蒸気隔離弁を開し、タービンバイパス

弁と復水器により減圧する。 

・ 主蒸気隔離弁が開できなければ、原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉水位が判明している場合は、不測事態「急速減圧」の導入前の制御へ移行する。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」の「満水操作」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」

へ移行する。 

中央制御室での逃がし安全弁8個
による
原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始
原子炉水位回復確認

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ
2台注水準備完了

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

原子炉圧力0.34MPa[gage」
急速減圧操作完了

※5

※4

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作

※7

Yes

No

※8

Ⅱ

代替注水系2台以上準備

Yes

No

※6

※3

操作時間約4分
間を設定

（約34分後）

（約26分後）

（約20分後）

（約19分後）

（約14分後）

Ｄ 

③ 

② 

① 

保安規定 添付１ 
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１．原子炉制御 
（３）水位確保 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復させ、安定に維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において原子炉水位が原子炉水

位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリッ

プ設定値の間に維持できない場合 

・ 「格納容器圧力制御」において原子炉満水後サプレッ

ションプール圧力を格納容器圧力制限値以下に維持で

きる場合 

・ 不測事態「水位回復」において原子炉水位を有効燃料頂

部以上に維持できる場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し水位が判

明しており、かつドライウェル空間部温度が水位不明

判断曲線の水位不明領域外である場合 

・ 不測事態「水位不明」において最長許容炉心露出時間以

内に原子炉水位が判明した場合 

③脱出条件 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値から原子炉

水位高タービントリップ設定値の間に維持できる場合 

 

④基本的な考え方 
・ 原子炉水位と原子炉に注水可能な系統を随時把握する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位確保 
・ 原子炉水位、原子炉圧力及び格納容器隔離、並びに非常用炉心冷却系及び非常用ディーゼル発電機の起動を確認す

る。 

・ 作動すべきものが不作動の場合は、手動で作動させる。 

 

Ｂ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系

（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高

タービントリップ設定値の間に維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請する。 

・ 給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続した場合は、注水設備２台以上又は代替注水

設備２系統以上による原子炉注水の準備を行い不測事態「急速減圧」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制

御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「減圧冷却」に移行する。 

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水再開

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※10

Ⅴ

※8

サプレッション・チェンバ空間部温度49℃
超過確認後

サプレッション・チェンバスプレイ実施

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイ開始
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による格納容器スプレイ

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器スプ
レイと同等の流量確保不可

Ⅴ

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は

炉心損傷後の対応手順に移行する

※11
（約10時間後）

（約103分後）

（約34分後）
Ｅ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水再開

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※10

Ⅴ

※8

サプレッション・チェンバ空間部温度49℃
超過確認後

サプレッション・チェンバスプレイ実施

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイ開始
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による格納容器スプレイ

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器スプ
レイと同等の流量確保不可

Ⅴ

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は

炉心損傷後の対応手順に移行する

※11
（約10時間後）

（約103分後）

（約34分後）

Ｅ 

① 
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・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水再開

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※10

Ⅴ

※8

サプレッション・チェンバ空間部温度49℃
超過確認後

サプレッション・チェンバスプレイ実施

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイ開始
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による格納容器スプレイ

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器スプ
レイと同等の流量確保不可

Ⅴ

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は

炉心損傷後の対応手順に移行する

※11
（約10時間後）

（約103分後）

（約34分後）

Ｅ 
① 
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 １．原子炉制御 
（１）スクラム 
⑤主な監視操作内容 
Ｇ．一次格納容器制御への導入 
・ 一次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

 

Ｈ．二次格納容器制御への導入 
・ 二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを交互に実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ停止

低圧代替注水系（常設）により原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低下傾向を確認する。
また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状
態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能で
あることを確認し停止する

※12

Ⅴ

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

Ⅵ

Ⅶ

Yes

No

格納容器ベント

停止条件不成立

格納容器ベント停止Yes

No

代替格納容器スプレイ
冷却系（常設）

復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」
優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイ開始
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による格納容器スプレイ

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器スプ
レイと同等の流量確保不可

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを並行して実施
（異なる供給ラインがある場合）

原子炉満水操作

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※15

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

Ⅴ

※16

※11

※13

※14

※17

（約17時間後）

（約17時間後）

（約10時間後） Ｆ 

① 

保安規定 添付１ 
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２．一次格納容器制御 
（１）格納容器圧力制御 

①目的 
・ 格納容器圧力を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上の場

合 

 

③脱出条件 
・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の

漏えいであり、ドライウェル温度が６６℃以下で、かつ

ドライウェルベントを実施した場合 

・ ２４時間以内にドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作

動圧力未満に復帰した場合 

④基本的な考え方 
・ ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は、格納容器の健全性を維持して、できる限り放

射能放出を抑える目的で、サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達する前に原子炉を急速減圧し、格

納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、原子炉を満水にし、格納容器最高使用圧力を超える場合は格納容器ベン

トを行う。 

・ 一次格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合、ドライウェルスプレイ及びサプレッション

プールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があるため、速やかにドライウェルスプレイ及びサプレ

ッションプールスプレイを起動する。 

・ 原子炉制御「反応度制御」を実施中は、原子炉制御「反応度制御」を優先する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．格納容器圧力制御 
・ ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであることが判明した場合は、非常用ガス処理系を使用

してドライウェルベントを行う。 

・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水

位以下を経験した場合には、高圧炉心注水系、低圧注水系Ａ系、原子炉隔離時冷却系による原子炉水位維持を確認した

後に、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。また、一次格納容器制御「格納容器水素

濃度制御」を並行して行う。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ サプレッションプール圧力が非常用炉心冷却系作動圧力に達した場合は、サプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力に達した場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェル

換気空調系を停止し、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力が圧力制限条件以下に維持できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、低圧注水系を一時ドライウェルスプレ

イ及びサプレッションプールスプレイとして起動し、格納容器を減圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

Ｂ．原子炉満水 
・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値に達した場合は、「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし安

全弁が開しているか、又は電動駆動給水ポンプ、高圧炉心注水系が原子炉注水可能な場合は主蒸気隔離弁、主蒸気管ド

レン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・ 給復水系、非常用炉心冷却系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使

用して原子炉へ注水し、注水量を増して、原子炉水位をできるだけ高く維持する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持される場合は、原子炉制御「水位確保」に移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、格納容器ベント準備を行う。 

 

Ｃ．格納容器ベント 
・ サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は、炉心損傷がないことを確認して、格納容器ベント

を実施する。 

・ 格納容器ベントは、サプレッションプール側フィルターベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が

高い場合は、ドライウェル側フィルターベントラインを使用する。フィルターベントラインが使用出来ない場合は、サ

プレッションプール側耐圧ベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が高い場合は、ドライウェル側

耐圧ベントラインを使用する。 

 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを交互に実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ停止

低圧代替注水系（常設）により原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低下傾向を確認する。
また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状
態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能で
あることを確認し停止する

※12

Ⅴ

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

Ⅵ

Ⅶ

Yes

No

格納容器ベント

停止条件不成立

格納容器ベント停止Yes

No

代替格納容器スプレイ
冷却系（常設）

復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」
優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイ開始
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による格納容器スプレイ

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器スプ
レイと同等の流量確保不可

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを並行して実施
（異なる供給ラインがある場合）

原子炉満水操作

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※15

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

Ⅴ

※16

※11

※13

※14

※17

（約17時間後）

（約17時間後）

（約10時間後）

Ｆ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 
⑧ 

⑨ 

⑩ 
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 ※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

５ 
格納容器圧力逃がし装置による格納

容器内の減圧及び除熱 ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 約 40 分 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを交互に実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ停止

低圧代替注水系（常設）により原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低下傾向を確認する。
また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状
態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能で
あることを確認し停止する

※12

Ⅴ

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

Ⅵ

Ⅶ

Yes

No

格納容器ベント

停止条件不成立

格納容器ベント停止Yes

No

代替格納容器スプレイ
冷却系（常設）

復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」
優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイ開始
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による格納容器スプレイ

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器スプ
レイと同等の流量確保不可

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを並行して実施
（異なる供給ラインがある場合）

原子炉満水操作

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※15

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

Ⅴ

※16

※11

※13

※14

※17

（約17時間後）

（約17時間後）

（約10時間後） Ｆ 

① 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

２．「高圧注水・減圧機能喪失」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.2-1 

第７．１．２－３図 「高圧注水・減圧機能喪失」の対応手順の概要 

給水流量の全喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

原子炉自動減圧開始確認
（逃がし安全弁4個自動開）

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

残留熱除去系自動起動確認
（機器作動状況，系統圧力による確認）

代替自動減圧ロジック動作

（原子炉水位低（レベル1）+10分

＋残留熱除去系ポンプ運転）

残留熱除去系による原子炉注水開始

原子炉水位回復確認

（解析上の時刻）

（0分）

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能設備作動値に到達

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

残留熱除去系により

原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

残留熱除去系1系列

サプレッション・チェンバ・プール水冷却継続

残留熱除去系2系列

原子炉停止時冷却モード運転開始

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉圧力0.34MPa[gage]
急速減圧完了

主蒸気隔離弁 自動「全閉」確認

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※2

※2

※3

※11

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】

Ⅰ

制御棒駆動水ポンプが運転を継続し原子炉圧力容器への注水が継続していること

を確認する。また，追加起動の準備も開始する

原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とし，原子炉格納容器はサプ
レッション・チェンバ・プール水冷却モードにより冷却する。原子炉注水はサプレッショ
ン・チェンバ・プール水冷却モードと適時切り替えて実施する。また機能喪失している設備
の復旧に努める

※7

高圧注水機能
回復操作

回復は解析上

考慮せず

Ⅰ

※5

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作Yes

No

※10

※8

高圧代替注水系起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

逃がし安全弁8個による

原子炉急速減圧

（逃がし安全弁4個追加開）

再循環ポンプ
4台トリップ確認

再循環ポンプ
6台トリップ確認

高圧注水機能以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水

代替自動減圧ロジック阻止

※6

※9

原子炉水位低（レベル3）到達

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）
のみの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

※1

重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※2

中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，流量指示計等にて機能喪失を確認

する

※3

中央制御室盤にて機器ランプ表示，ポンプ吐出圧力指示計等にて起動を確認する

※4

解析上考慮していないが，実態は残留熱除去系ポンプの運転を確認後，逃がし安全弁

による原子炉急速減圧を行い，原子炉水位の回復を図る

※1

残留熱除去系1系列
サプレッション・チェンバ・プール水冷却実施

※12

※5

急速減圧中は「水位不明判断曲線」による原子炉圧力と格納容器温度から水位不明領域に入って

いないことを確認する

※6

代替自動減圧ロジックの10分間タイマー動作中に高圧注水機能が回復した場合は，代替自動減圧

ロジックの阻止操作を実施し，高圧注水系により原子炉水位が回復することを確認する

※7

原子炉水位計（燃料域）指示により有効燃料棒頂部（TAF）到達を確認した場合は，格納容器内

雰囲気モニタ（CAMS）等により格納容器水素・酸素濃度の確認を実施する

※8

原子炉水位計（燃料域）指示により有効燃料棒頂部（TAF）回復を確認した場合は，有効燃料棒

頂部（TAF）以下継続時間を測定し「最長許容炉心露出時間」の禁止領域に入っていることを確認

する。燃料の健全性を格納容器内雰囲気放射線レベル計等により確認する

※9

原子炉圧力計指示0.34MPa[gage]以下により，原子炉急速減圧完了を確認する

※10

水位不明判断は以下により確認する

・水位計の電源が喪失

・指示計のバラツキが大きく有効燃料棒頂部（TAF）以上であることが判定できない

・水位不明判断曲線の水位不明領域

・凝縮槽液相部温度と気相部温度がほぼ一致し，有意な差が認められない

※11

原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル8到達確認後，原子炉注水を停止する。原子炉水位が

レベル3到達確認後，原子炉注水を再開する。以後，本操作を繰り返す

※12

原子炉注水で使用している残留熱除去系と異なる残留熱除去系を使用してサプレッション・チェ

ンバ・プール水冷却モードを実施する

逃がし安全弁8個による

原子炉急速減圧

残留熱除去系による原子炉注水開始

原子炉水位回復

※4

（約22秒後）

（約4分後）

（約9分後）

（約19分後）

（約22分後）

（約26分後）

（約33分後）

（約44分後）

（約50分後）

（約60分後）

（12時間後）

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 
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1-Ⅲ.2-2 

 
  
  

給水流量の全喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

（解析上の時刻）
（0分）

再循環ポンプ
4台トリップ確認

原子炉水位低（レベル3）到達

※1

（0分）

Ａ 
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1-Ⅲ.2-3 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

② 

③ 

④ 

 

⑤ 

 

⑥ 

 

 

 

⑦ 

① 

 

Ｂ 
原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能設備作動値に到達

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁 自動「全閉」確認

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

※2

※2

※3

Ⅰ

高圧代替注水系起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

再循環ポンプ
4台トリップ確認

再循環ポンプ
6台トリップ確認

高圧注水機能以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水

※1

（約22秒後）

（約4分後）

（約9分後）

➀ 

保安規定 添付１ 
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1-Ⅲ.2-4 

 
 
 
 
  

１．原子炉制御 

（３）水位確保 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復させ、安定に維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において原子炉水位が原子炉

水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービント

リップ設定値の間に維持できない場合 

・ 「格納容器圧力制御」において原子炉満水後サプレッ

ションプール圧力を格納容器圧力制限値以下に維持

できる場合 

・ 不測事態「水位回復」において原子炉水位を有効燃料

頂部以上に維持できる場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し水位が

判明しており、かつドライウェル空間部温度が水位不

明判断曲線の水位不明領域外である場合 

・ 不測事態「水位不明」において最長許容炉心露出時間

以内に原子炉水位が判明した場合 

③脱出条件 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水

位高タービントリップ設定値の間に維持できる場合 

 

④基本的な考え方 
・原子炉水位と原子炉に注水可能な系統を随時把握する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位確保 
・ 原子炉水位、原子炉圧力及び格納容器隔離、並びに非常用炉心冷却系及び非常用ディーゼル発電機の起動を確認す

る。 

・ 作動すべきものが不作動の場合は、手動で作動させる。 

 

Ｂ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可

搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高ター

ビントリップ設定値の間に維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請する。 

・ 給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続した場合は、低圧代替注水系（常設）２台以

上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上による原子炉注水の準備を行い不測事態「急速減圧」及

び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「減圧冷却」に移行する。 

② 

 

③ 

 

 

④ 

 

 

⑤ 

⑥ 

 

 

⑦ 

 

① 

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

残留熱除去系自動起動確認
（機器作動状況，系統圧力による確認）

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能設備作動値に到達

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁 自動「全閉」確認

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

※2

※2

※3

Ⅰ

高圧代替注水系起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

再循環ポンプ
6台トリップ確認

高圧注水機能以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水

（約22秒後）

（約4分後）

（約9分後）

Ｃ 

保安規定 添付１ 
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  ４．不測事態 
（１）水位回復 
①目的 
・ 原子炉水位を回復する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 原子炉制御「水位確保」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し、水位が判明しており、かつドライウェル空間部温度が飽和温度以

下の場合 

④基本的な考え方 
・ 原子炉水位の徴候に応じて、非常用炉心冷却系の再起動や、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、

消火系の起動を行う。 

・ 原子炉停止後何らかの理由により炉心が露出した場合、炉心の健全性が保たれている間に何らかの方法により原子

炉水位を確保しなければならない。そのために、原子炉停止後、燃料被覆管温度が１２００℃又は燃料被覆管酸化

割合が１５％に達するまでの時間内に原子炉水位を確保する。よって、炉心が露出した時刻を記録し、前述の時間

以内に原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復するように非常用炉心冷却系及び低圧代替注水系（常設）、低圧代替注

水系（可搬型）、消火系を起動する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位回復 
・ 原子炉水位が不明の場合、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部より低下した時刻を記録する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系を起動する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち、少なくとも１系統以上の起動を試みる。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能で系統１系統以上の起動ができない場合、低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注

水系（可搬型）と消火系から２系統以上を起動し、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

 

Ｂ．水位上昇中 
・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動していない場合は、非常用炉心冷却系１系統以上の作動を確認して、

不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動している場合で、かつ最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有

効燃料頂部を回復できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動している場合で、かつ最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有

効燃料頂部を回復できる場合は、原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

 

Ｃ．水位下降中 
・ 原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以上の場合は、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系を

作動させる。 

・ 原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以下の場合、又は原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

が作動したにもかかわらず原子炉水位が上昇しない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

 

② 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 

 

⑤ 

 

 

① 

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

残留熱除去系自動起動確認
（機器作動状況，系統圧力による確認）

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能設備作動値に到達

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁 自動「全閉」確認

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

※2

※2

※3

Ⅰ

高圧代替注水系起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

再循環ポンプ
6台トリップ確認

高圧注水機能以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水

（約22秒後）

（約4分後）

（約9分後）

Ｃ 
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４．不測事態 

（２）急速減圧 
①目的 
・ 原子炉を速やかに減圧する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「水位確保」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続し、低圧

代替注水系（常設）２台以上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、サプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止領

域に入った場合 

・ 一次格納容器制御「格納容器圧力制御」において、サプレッションプール圧力が圧力制限条件以上となった場合 

・ ドライウェル温度制御においてドライウェル空間部局所温度が１０３℃に接近した場合、又はドライウェル局所温

度９０℃にて手動スクラム後もドライウェル圧力が上昇して１３．７ｋＰａ以上でドライウェルスプレイできない

場合 

・ 不測事態「水位回復」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以

下の場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合、又は起動しても原子炉水位が上昇しない場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動しているが、

最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂部を回復できない場合 

・ 不測事態「水位不明」において、低圧で原子炉へ注水可能な系統１系統以上、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が真空破壊弁位置から

作動差圧相当分の水位を引いた水位に誤差を考慮した値以上になった場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が通常運転時低水位制

限以下になった場合又はＳＲＶテールパイプ制限禁止領域の場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール温度制御」において、サプレッションプール水温がサプレッションプー

ル熱容量制限図の運転禁止領域に入った場合 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」において、漏えい箇所の速やかな隔離に失敗した場合 

・ タービンバイパス弁を使用する場合で、主蒸気隔離弁の隔離条件を解除する場合は、緊急時対策本部との協議によ

り実施する。 

④基本的な考え方 
・ 原子炉圧力低下必要時に自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放して急速減圧する。又は、自

動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁

とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が使用できない場合は、復水器又は原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉減圧の結果、原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値を遵守する必要はない。 

・ 急速減圧実施中に原子炉へ注水可能な系統が喪失した場合は、急速減圧操作を中断し、原子炉へ注水可能な系統を

再起動する。 

Ｄ 

原子炉自動減圧開始確認
（逃がし安全弁4個自動開）

代替自動減圧ロジック動作

（原子炉水位低（レベル1）+10分

＋残留熱除去系ポンプ運転）

残留熱除去系による原子炉注水開始

原子炉水位回復確認

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉圧力0.34MPa[gage]
急速減圧完了

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※11

※7

高圧注水機能
回復操作

回復は解析上

考慮せず

※5

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作Yes

No

※10

※8

逃がし安全弁8個による

原子炉急速減圧

（逃がし安全弁4個追加開）

代替自動減圧ロジック阻止

※6

※9

逃がし安全弁8個による

原子炉急速減圧

残留熱除去系による原子炉注水開始

原子炉水位回復

※4

（約19分後）

（約22分後）

（約26分後）

（約33分後）

（約44分後）

① 
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⑤主な監視操作内容 
・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統以上又は低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水系（可搬型）と

消火系から２系統以上が起動していること、又はその状態が維持されていることを確認する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全

弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数

開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急

速減圧」時必要最小弁数以上開放する。原子炉減圧が不十分である場合、主蒸気隔離弁を開し、タービンバイパス

弁と復水器により減圧する。 

・ 主蒸気隔離弁が開できなければ、原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉水位が判明している場合は、不測事態「急速減圧」の導入前の制御へ移行する。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」の「満水注入」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」

へ移行する。 

③ 

① 

 

② 

Ｄ 

原子炉自動減圧開始確認
（逃がし安全弁4個自動開）

代替自動減圧ロジック動作

（原子炉水位低（レベル1）+10分

＋残留熱除去系ポンプ運転）

残留熱除去系による原子炉注水開始

原子炉水位回復確認

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉圧力0.34MPa[gage]
急速減圧完了

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※11

※7

高圧注水機能
回復操作

回復は解析上

考慮せず

※5

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作Yes

No

※10

※8

逃がし安全弁8個による

原子炉急速減圧

（逃がし安全弁4個追加開）

代替自動減圧ロジック阻止

※6

※9

逃がし安全弁8個による

原子炉急速減圧

残留熱除去系による原子炉注水開始

原子炉水位回復

※4

（約19分後）

（約22分後）

（約26分後）

（約33分後）

（約44分後）
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４．不測事態 
（１）水位回復 

①目的 
・ 原子炉水位を回復する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 原子炉制御「水位確保」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し、水位が判明しており、かつドライウェル空間部温度が飽和温度以

下の場合 

④基本的な考え方 
・ 原子炉水位の徴候に応じて、非常用炉心冷却系の再起動や、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、

消火系の起動を行う。 

・ 原子炉停止後何らかの理由により炉心が露出した場合、炉心の健全性が保たれている間に何らかの方法により原子

炉水位を確保しなければならない。そのために、原子炉停止後、燃料被覆管温度が１２００℃又は燃料被覆管酸化

割合が１５％に達するまでの時間内に原子炉水位を確保する。よって、炉心が露出した時刻を記録し、前述の時間

以内に原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復するように非常用炉心冷却系及び低圧代替注水系（常設）、低圧代替注

水系（可搬型）、消火系を起動する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位回復 
・ 原子炉水位が不明の場合、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部より低下した時刻を記録する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系を起動する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち、少なくとも１系統以上の起動を試みる。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能で系統１系統以上の起動ができない場合、低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注

水系（可搬型）と消火系から２系統以上を起動し、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

 

Ｂ．水位上昇中 
・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動していない場合は、非常用炉心冷却系１系統以上の作動を確認して、

不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動している場合で、かつ最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有

効燃料頂部を回復できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動している場合で、かつ最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有

効燃料頂部を回復できる場合は、原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

 

Ｃ．水位下降中 
・ 原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以上の場合は、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系を

作動させる。 

・ 原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以下の場合、又は原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

が作動したにもかかわらず原子炉水位が上昇しない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

② 

 

 

③ 

Ｅ 残留熱除去系により

原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

※11

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作Yes

No

※10

残留熱除去系1系列
サプレッション・チェンバ・プール水冷却実施

※12

（約50分後）

（約60分後）

① 
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１．原子炉制御 
（３）水位確保 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復させ、安定に維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において原子炉水位が原子炉水

位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリッ

プ設定値の間に維持できない場合 

・ 「格納容器圧力制御」において原子炉満水後サプレッ

ションプール圧力を格納容器圧力制限値以下に維持で

きる場合 

・ 不測事態「水位回復」において原子炉水位を有効燃料頂

部以上に維持できる場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し水位が判

明しており、かつドライウェル空間部温度が水位不明

判断曲線の水位不明領域外である場合 

・ 不測事態「水位不明」において最長許容炉心露出時間以

内に原子炉水位が判明した場合 

③脱出条件 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値から原子炉

水位高タービントリップ設定値の間に維持できる場合 

 

④基本的な考え方 
・原子炉水位と原子炉に注水可能な系統を随時把握する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位確保 
・ 原子炉水位、原子炉圧力及び格納容器隔離、並びに非常用炉心冷却系及び非常用ディーゼル発電機の起動を確認す

る。 

・ 作動すべきものが不作動の場合は、手動で作動させる。 

 

Ｂ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可

搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高ター

ビントリップ設定値の間に維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請する。 

・ 給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続した場合は、低圧代替注水系（常設）２台以

上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上による原子炉注水の準備を行い不測事態「急速減圧」及

び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「減圧冷却」に移行する。 

② 

 

③ 

 

 

④ 

 

Ｅ 
残留熱除去系により

原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

※11

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作Yes

No

※10

残留熱除去系1系列
サプレッション・チェンバ・プール水冷却実施

※12

（約50分後）

（約60分後）

Ｅ 

① 

⑤ 
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1-Ⅲ.2-10 

残留熱除去系により

原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

※11

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作Yes

No

※10

残留熱除去系1系列
サプレッション・チェンバ・プール水冷却実施

※12

（約50分後）

（約60分後）

 

  

１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

① 

Ｅ 

保安規定 添付１ 

63



 

1-Ⅲ.2-11 

残留熱除去系により

原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

※11

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作Yes

No

※10

残留熱除去系1系列
サプレッション・チェンバ・プール水冷却実施

※12

（約50分後）

（約60分後）

 

 

  

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

Ｅ 

① 
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1-Ⅲ.2-12 

残留熱除去系により

原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

残留熱除去系1系列

サプレッション・チェンバ・プール水冷却継続

残留熱除去系2系列

原子炉停止時冷却モード運転開始

※11

残留熱除去系1系列
サプレッション・チェンバ・プール水冷却実施

※12

（約50分後）

（約60分後）

（12時間後）

 

 

  

１．原子炉制御 
（１）スクラム 
⑤主な監視操作内容 
 
Ｇ．一次格納容器制御への導入 

・ 一次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

 

Ｈ．二次格納容器制御への導入 

・ 二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） Ｆ 

① 
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1-Ⅲ.2-13 

残留熱除去系により

原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

残留熱除去系1系列

サプレッション・チェンバ・プール水冷却継続

残留熱除去系2系列

原子炉停止時冷却モード運転開始

※11

残留熱除去系1系列
サプレッション・チェンバ・プール水冷却実施

※12

（約50分後）

（約60分後）

（12時間後）

 

 

 

２．一次格納容器制御 
（３）サプレッションプール温度制御 
①目的 
・サプレッションプールの水温及び空間部温度を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、主蒸気逃がし安全弁

が開固着の場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限

温度を超えた場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッショ

ンプールスプレイ起動温度以上の場合 

③脱出条件 
・ サプレッションプールのバルク水温の上昇が停止した

場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限

温度を超えて手動スクラムした場合、又はサプレッシ

ョンプール空間部局所温度がサプレッションプールス

プレイ起動温度以上で手動スクラムした場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇が停止し

た場合 

④基本的な考え方 
・サプレッションプール水温及びサプレッションプール空間部局所温度が通常運転時制限温度を超え、各制御を実施

しても上昇継続する場合は、直ちに手動スクラムし、原子炉を減圧する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．サプレッションプール水温制御 
・ サプレッションプール水温が通常運転時制限温度まで上昇したら、サプレッションプールの冷却を開始し、原子炉

補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール水温の上昇抑制を行っても、サプレッションプール水温の上昇が継続したら、手動スクラム

し、サプレッションプール水温を確認する。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉

制御「減圧冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減

圧」へ移行する。 

 

Ｂ．サプレッションプール空間部温度制御 
・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッションプールスプレイ起動温度まで上昇したらサプレッションス

プレイを作動させ、原子炉補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇抑制を行っても、サプレッションプール空間部局所温度の上昇が継続

した場合は、手動スクラムする。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減圧

冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行

する。 

F 
① 

② 

③ 

④ 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

３．「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」の対応手順の概要 

「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗」の対応手順の概要 

「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋直流電源喪失」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.3-1 

 

第７．１．３．１－５図 「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」の対応手順の概要 

  

低圧代替注水系（常設）により
原子炉水位レベル3からレベル8を維持する

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

※12 格納容器ベント実施時に，残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能であることが確認された場合は，格納容

器ベントを停止する。格納容器ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスパージを実施する

※13 格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮することにより水位が上昇することが考えられるフィルタ装置の水位を監

視し，上限水位に到達した場合にサプレッション・チェンバ・プールへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装置への薬品注入

を適宜実施する

※14 所内蓄電式直流電源設備を蓄電池A-2からAM用直流125V蓄電池に切り替える

※15 原子炉注水に必要な弁が動作可能であることを確認する。復水補給水系バイパス流防止のため負荷遮断弁全閉操作を実施する

※16 残留熱除去系準備完了後，「サプレッションプール水熱容量温度制限」により急速減圧する。急速減圧必要最低弁数2個での減圧を評価している。また，

実際の操作では原子炉隔離時冷却系の運転を継続し低圧注水系へ移行するが，評価上原子炉隔離時冷却系は停止し，かつ原子炉水位レベル2及びレベル1.5で

の自動起動も考慮しない

原子炉減圧後も逃がし安全弁は開状態を保持し，原子炉圧力を低圧状態で維持する

※17 残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を実施するため，原子炉注水を低圧代替注水系に切り替える

※18 残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能であることを確認された場合は，格納容器ベントを停止する。格納

容器ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスパージを実施する

※19 原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル3到達確認後，原子炉注水を開始し，原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止する。以後，本操作を

繰り返す

※20 格納容器内圧力計指示0.18MPa[gage]を確認し格納容器スプレイ操作を開始する

全交流動力電源喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

交流電源駆動ポンプによる
原子炉注水機能喪失を確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

回復は解析上

考慮せず

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系(常設）
復水移送ポンプ
2台注水準備が完了

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

所内蓄電式直流電源設備切替え

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

※4

※1

※3

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービン・バイパス弁「不動作」

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

早期の電源回復不能と判断

Ⅱ

所内蓄電式直流電源設備切替え

※10

※14

フィルタ装置排水ポンプ水張り

高圧代替注水系
起動

No原子炉隔離時冷却系
による
原子炉注水確認

Yes

格納容器内圧力13.7kPa[gage]到達
原子炉隔離時冷却系水源自動切替え

「復水貯蔵槽」→「サプレッション・チェンバ」

原子炉隔離時冷却系水源手動切替え
「サプレッション・チェンバ」→「復水貯蔵槽」

（24時間後）

（24時間後）Yes

No

格納容器ベント停止

※12

※5

※6

※9

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

非常用ディーゼル発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

Yes

No

Ⅵ

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は炉心損傷後の

対応手順に移行する

代替注水系2台準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

Ⅰ

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

※8

※11

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】

Ⅰ

全交流動力電源喪失時に，原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系による原子炉注水ができない場合は，常設代替交流電源設備によ
る非常用電源が回復後，高圧炉心注水系を無冷却水の状態で短時間起動し，原子炉注水することが可能である

Ⅱ

常設代替交流電源設備が使用できない場合は第二代替交流電源設備により電源を供給する。

常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線を受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

大湊側緊急用高圧母線及び荒浜側緊急用高圧母線が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線を受電する
（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅲ

消火系を代替注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による原子炉圧力容器への注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅳ

防火水槽を用いた復水貯蔵槽への補給の場合は，「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は淡水貯水池からろ過

水タンクへの補給もあわせて実施する

Ⅴ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプ（A-2級）と同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）の水源は「淡水貯水池」以外に

「海水」も可能である

Ⅵ

残留熱除去系のラインを優先して使用するが，現場操作で洗浄水弁を開することにより，高圧炉心注水系からの原子炉注水も可能で
ある

Ⅶ

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び消火系での代替格納容器スプレイの使用も可能である

恒設設備による格納容器スプレイが実施できない場合，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）によるスプレイを実施する

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備完了

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から

復水貯蔵槽への補給準備

（可搬型代替注水ポンプ（A-2級）

による復水貯蔵槽への補給）

Ⅴ

Ⅳ

（約12時間後）

（適宜実施）

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給
・第二代替交流電源設備による電源供給
・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受
電
・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）
のみの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

Ⅲ

残留熱除去系（A）を使用した
低圧代替注水準備

※1 外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することによ

り，全ての所内高圧母線（6.9kV）が使用不能となった場合

※2 重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※3 中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転速度，ポンプ吐出圧力，流量指示計等に

より起動を確認する

※4 原子炉隔離時冷却系はレベル2からレベル8の範囲で原子炉圧力容器へ注水する

※5 中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施出来ず非常用高

圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，早期の電源回復不可と判断する

※6 サプレッションプール水位高「+50mm」到達中に，格納容器圧力高13.7kPa[gage]信号が

発生すると，原子炉隔離時冷却系ポンプの吸込弁が自動で切り替わる

具体的には，サプレッション・チェンバ側吸込弁が「全開」し，復水貯蔵槽側吸込弁が

「全閉」することにより切り替わる

※7 防火水槽を用いた可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による復水貯蔵槽への補給も可能で

ある

※8 復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

※9 原子炉格納容器除熱機能が喪失している場合は，原子炉隔離時冷却系の水源は復水貯蔵

槽とする

実際の操作においては，自動切替え前に原子炉隔離時冷却系水源切替えスイッチを

「CSP」位置にすることにより，自動切替えを阻止することができる

※10 所内蓄電式直流電源設備を蓄電池Aから蓄電池A-2へ切り替える

※11 格納容器内圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，炉心

損傷がないことを格納容器内雰囲気放射線モニタ等により確認し，格納容器ベント操作

を開始する

原子炉注水を低圧代替注水系（常設）から残留熱除去系(B)に切り替え，
原子炉注水とサプレッション・チェンバ・プール水冷却を交互に実施
する。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧
力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする

格納容器内圧力13.7kPa[gage]以下になったら
負圧になる前に格納容器スプレイを停止する

残留熱除去系（B） 格納容器スプレイ冷却モー
ドにてドライウェルスプレイ開始

Ⅶ

「格納容器内圧力0.18MPa[gage]」以上

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
による代替格納容器スプレイ

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）

による代替格納容器スプレイ

消火ポンプによる

代替格納容器スプレイ

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
と同等の流量確保不可

Ⅶ

※20

格納容器圧力逃がし装置又は
耐圧強化ベント系による
格納容器ベント停止

残留熱除去系（B） 低圧注水系準備完了

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉減圧

残留熱除去系（B） 低圧注水系
による原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
原子炉注水停止

※16

原子炉注水を残留熱除去系（B）から
低圧代替注水系（常設）に切替え

※17

※19

タービン蒸気加減弁急速閉動作

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と同

等の電源供給開始不可

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ（4kL,16kL）
給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリ（4kL,16kL）
による給油準備完了

※15

（約25時間後）

※2

※7

格納容器ベント

停止条件不成立

Yes

No

格納容器ベント継続

格納容器ベント

停止条件成立

※18

（24時間後）

（24時間後）

（約19時間後）

（約16時間後）

（約8時間後）

（約1.9時間後）

（約10分後）

（約3分後）

（0分）

（解析上の時間）

Ａ 

Ｂ 

Ｄ Ｃ 

Ｃ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 

 事故シーケンスグループ「全交
流動力電源喪失」に含まれる事故

シーケンスのうち，「全交流電源

喪 失 ( 外 部 電 源 喪 失 +DG 喪

失)+RCIC 失敗」，「全交流電源喪失

(外部電源喪失+DG 喪失)+直流電

源喪失」は原子炉圧力容器への注

水方法に原子炉隔離時冷却系と

高圧代替注水の違いはあるが，手

順上同じであることから，「全交

流電源喪失(外部電源喪失+DG 喪

失)」を代表して記載する。 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

① 

全交流動力電源喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

交流電源駆動ポンプによる
原子炉注水機能喪失を確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

回復は解析上

考慮せず

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

※4

※1

※3

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービン・バイパス弁「不動作」

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

早期の電源回復不能と判断

高圧代替注水系
起動

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

※5

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

Ⅰ

タービン蒸気加減弁急速閉動作

※2

（約10分後）

（約3分後）

（0分）

（解析上の時間）

Ａ 

② 

③ 

④ 

⑥ 

⑤ 

保安規定 添付１ 
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・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

全交流動力電源喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

交流電源駆動ポンプによる
原子炉注水機能喪失を確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

回復は解析上

考慮せず

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

※4

※1

※3

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービン・バイパス弁「不動作」

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

早期の電源回復不能と判断

高圧代替注水系
起動

No原子炉隔離時冷却系
による
原子炉注水確認

Yes

※5

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

Ⅰ

タービン蒸気加減弁急速閉動作

※2

（約10分後）

（約3分後）

（0分）

（解析上の時間）

Ａ 

② 

③ 

④ 

① 
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   ５．電源制御 
（１）交流／直流電源供給回復 
①目的 
・ 交流電源及び直流電源の供給を回復し、維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、所内電源が喪失した場合 

④基本的な考え方 
・ 非常用ディーゼル発電機の起動状況を確認し、状況に応じて代替電源設備による給電を行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．非常用ディーゼル発電機 
・ 非常用ディーゼル発電機の状況を随時把握する。 

・ 原子炉補機冷却海水系の運転状態を随時把握し、非常用ディーゼル発電機の冷却が継続可能であることを確認する。 

・ 全交流電源喪失となった場合は、代替熱交換器車接続の要請・準備、及び原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

を起動し原子炉圧力容器への注水を確保する。サプレッションプール圧力が３１０ｋＰａ以上となった場合は、格

納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベントにより格納容器ベントを実施する。 

 

Ｂ．電源構成 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｃ．給電 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備による電源供給を

回復させる。 

  

Ｄ．直流電源確保 
・ 所内蓄電式直流電源設備、常設代替直流電源設備、可搬型直流電源設備の状況を随時把握する。 

 

Ｅ．直流電源回復 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｆ．復旧 
・ 常設電源設備又は非常用電源設備の復旧状況に応じ、継続して電源供給可能な設備に切替える。 

 

Ｂ 

② 

③ 

④ 

⑤ 

保安規定 添付１ 

① 

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

所内蓄電式直流電源設備切替え

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

早期の電源回復不能と判断

Ⅱ

※10

格納容器内圧力13.7kPa[gage]到達
原子炉隔離時冷却系水源自動切替え

「復水貯蔵槽」→「サプレッション・チェンバ」

原子炉隔離時冷却系水源手動切替え
「サプレッション・チェンバ」→「復水貯蔵槽」

（24時間後）

（24時間後）Yes

No

格納容器ベント停止

※12

※5

※6

※9

非常用ディーゼル発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

Yes

No

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は炉心損傷後の

対応手順に移行する

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

※8

※11

可搬型代替注水ポンプ（
による復水貯蔵槽への補給

（適宜実施）

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給
・第二代替交流電源設備による電源供給
・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電
・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

Ⅲ

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と同等

の電源供給開始不可

格納容器ベント

停止条件不成立

（約16時間後）

（約8時間後）

（約1.9時間後）

（約10分後）
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５．電源制御 
（１）交流／直流電源供給回復 
①目的 
・ 交流電源及び直流電源の供給を回復し、維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、所内電源が喪失した場合 

④基本的な考え方 
・ 非常用ディーゼル発電機の起動状況を確認し、状況に応じて代替電源設備による給電を行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．非常用ディーゼル発電機 
・ 非常用ディーゼル発電機の状況を随時把握する。 

・ 原子炉補機冷却海水系の運転状態を随時把握し、非常用ディーゼル発電機の冷却が継続可能であることを確認する。 

・ 全交流電源喪失となった場合は、代替熱交換器車接続の要請・準備、及び原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

を起動し原子炉圧力容器への注水を確保する。サプレッションプール圧力が３１０ｋＰａ以上となった場合は、格

納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベントにより格納容器ベントを実施する。 

 

Ｂ．電源構成 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｃ．給電 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備による電源供給を

回復させる。 

 

Ｄ．直流電源確保 
・ 所内蓄電式直流電源設備、常設代替直流電源設備、可搬型直流電源設備の状況を随時把握する。 

 

Ｅ．直流電源回復 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｆ．復旧 
・ 常設電源設備又は非常用電源設備の復旧状況に応じ、継続して電源供給可能な設備に切替える。 

 

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

所内蓄電式直流電源設備切替え

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

所内蓄電式直流電源設備切替え

※10

※14

原子炉隔離時冷却系水源手動切替え
「サプレッション・チェンバ」→「復水貯蔵槽」

Yes

No

格納容器ベント停止

※12

※9
回復は解析上
考慮せず

Yes

No

炉心損傷を確認した場合は炉心損傷後の

対応手順に移行する

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

※11

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

残留熱除去系（B） 低圧注水系準備完了

格納容器ベント

停止条件不成立

（24時間後）

（約19時間後）

（約16時間後）

（約8時間後） Ｃ 

Ｃ 

① 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
⑤主な監視操作内容 
 
Ｇ．一次格納容器制御への導入 
・ 一次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

 

Ｈ．二次格納容器制御への導入 
・ 二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

所内蓄電式直流電源設備切替え

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

早期の電源回復不能と判断

所内蓄電式直流電源設備切替え

※10

※14

格納容器内圧力13.7kPa[gage]到達
原子炉隔離時冷却系水源自動切替え

「復水貯蔵槽」→「サプレッション・チェンバ」

原子炉隔離時冷却系水源手動切替え
「サプレッション・チェンバ」→「復水貯蔵槽」

（24時間後）Yes

No

格納容器ベント停止

※12

※5

※6

※9

非常用ディーゼル発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

Yes

No

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は炉心損傷後の

対応手順に移行する

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

※11

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

格納容器ベント

停止条件不成立

（約19時間後）

（約16時間後）

（約8時間後）

（約1.9時間後）

（約10分後）

Ｄ 

① 
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２．一次格納容器制御 
（１）格納容器圧力制御 

①目的 
・ 格納容器圧力を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ ドライウェル圧力が非常用炉心

冷却系作動圧力以上の場合 

 

③脱出条件 
・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであり、ドライ

ウェル温度が６６℃以下で、かつドライウェルベントを実施した場合 

・ ２４時間以内にドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力未満に復帰し

た場合 

④基本的な考え方 
・ ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は、格納容器の健全性を維持して、できる限

り放射能放出を抑える目的で、サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達する前に原子炉を急速減

圧し、格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、原子炉を満水にし、格納容器最高使用圧力を超える場合は

格納容器ベントを行う。 

・ 一次格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合、ドライウェルスプレイ及びサプレッショ

ンプールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があるため、速やかにドライウェルスプレイ及びサ

プレッションプールスプレイを起動する。 

・ 原子炉制御「反応度制御」を実施中は、原子炉制御「反応度制御」を優先する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．格納容器圧力制御 
・ ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであることが判明した場合は、非常用ガス処理系を

使用してドライウェルベントを行う。 

・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動

水位以下を経験した場合には、高圧炉心注水系、低圧注水系Ａ系、原子炉隔離時冷却系による原子炉水位維持を確

認した後に、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。また、一次格納容器制御「格

納容器水素濃度制御」を並行して行う。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ サプレッションプール圧力が非常用炉心冷却系作動圧力に達した場合は、サプレッションプールスプレイを起動す

る。 

・ サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力に達した場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェ

ル換気空調系を停止し、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力が圧力制限条件以下に維持できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、低圧注水系を一時ドライウェルスプ

レイ及びサプレッションプールスプレイとして起動し、格納容器を減圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

Ｂ．原子炉満水 
・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値に達した場合は、「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし

安全弁が開しているか、又は電動駆動給水ポンプ、高圧炉心注水系が原子炉注水可能な場合は主蒸気隔離弁、主蒸

気管ドレン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・ 給復水系、非常用炉心冷却系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系

を使用して原子炉へ注水し、注水量を増して、原子炉水位をできるだけ高く維持する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持される場合は、原子炉制御「水位確保」に移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、格納容器ベント準備を行う。 

 

Ｃ．格納容器ベント 
・ サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は、炉心損傷がないことを確認して、格納容器ベ

ントを実施する。 

・ 格納容器ベントは、サプレッションプール側フィルターベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水

位が高い場合は、ドライウェル側フィルターベントラインを使用する。フィルターベントラインが使用出来ない場

合は、サプレッションプール側耐圧ベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が高い場合は、ド

ライウェル側耐圧ベントラインを使用する。 

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

所内蓄電式直流電源設備切替え

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

早期の電源回復不能と判断

所内蓄電式直流電源設備切替え

※10

※14

格納容器内圧力13.7kPa[gage]到達
原子炉隔離時冷却系水源自動切替え

「復水貯蔵槽」→「サプレッション・チェンバ」

原子炉隔離時冷却系水源手動切替え
「サプレッション・チェンバ」→「復水貯蔵槽」

（24時間後）Yes

No

格納容器ベント停止

※12

※5

※6

※9

非常用ディーゼル発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

Yes

No

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は炉心損傷後の

対応手順に移行する

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

※11

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

格納容器ベント

停止条件不成立

（約19時間後）

（約16時間後）

（約8時間後）

（約1.9時間後）

（約10分後）

Ｄ 

① 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

保安規定 添付１ 
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   ２．一次格納容器制御 
（３）サプレッションプール温度制御 
①目的 
・サプレッションプールの水温及び空間部温度を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、

主蒸気逃がし安全弁が開固着の場

合 

・ サプレッションプールのバルク水

温が通常運転時制限温度を超えた

場合 

・ サプレッションプール空間部局所

温度がサプレッションプールスプ

レイ起動温度以上の場合 

③脱出条件 
・ サプレッションプールのバルク水温の上昇が停止した場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限温度を超えて手動ス

クラムした場合、又はサプレッションプール空間部局所温度がサプレッシ

ョンプールスプレイ起動温度以上で手動スクラムした場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇が停止した場合 

④基本的な考え方 
・サプレッションプール水温及びサプレッションプール空間部局所温度が通常運転時制限温度を超え、各制御を実施

しても上昇継続する場合は、直ちに手動スクラムし、原子炉を減圧する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．サプレッションプール水温制御 
・ サプレッションプール水温が通常運転時制限温度まで上昇したら、サプレッションプールの冷却を開始し、原子炉

補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール水温の上昇抑制を行っても、サプレッションプール水温の上昇が継続したら、手動スクラム

し、サプレッションプール水温を確認する。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉

制御「減圧冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減

圧」へ移行する。 

 

Ｂ．サプレッションプール空間部温度制御 
・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッションプールスプレイ起動温度まで上昇したらサプレッションス

プレイを作動させ、原子炉補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇抑制を行っても、サプレッションプール空間部局所温度の上昇が継続

した場合は、手動スクラムする。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減圧

冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行

する。 

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

所内蓄電式直流電源設備切替え ※14

Yes

No

格納容器ベント停止

※12

Yes

No

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

残留熱除去系（B） 低圧注水系準備完了

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉減圧

残留熱除去系（B） 低圧注水系
による原子炉注水開始確認

※16

格納容器ベント

停止条件不成立

（24時間後）

（24時間後）

（約19時間後）

Ｅ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

保安規定 添付１ 
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1-Ⅲ.3-9 

 
 
 
 
  

４．不測事態 
（２）急速減圧 
①目的 
・ 原子炉を速やかに減圧する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「水位確保」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続し、低圧

代替注水系（常設）２台以上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、サプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止領

域に入った場合 

・ 一次格納容器制御「格納容器圧力制御」において、サプレッションプール圧力が圧力制限条件以上となった場合 

・ ドライウェル温度制御においてドライウェル空間部局所温度が１０３℃に接近した場合、又はドライウェル局所温

度９０℃にて手動スクラム後もドライウェル圧力が上昇して１３．７ｋＰａ以上でドライウェルスプレイできない

場合 

・ 不測事態「水位回復」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以

下の場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合、又は起動しても原子炉水位が上昇しない場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動しているが、

最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂部を回復できない場合 

・ 不測事態「水位不明」において、低圧で原子炉へ注水可能な系統１系統以上、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が真空破壊弁位置から

作動差圧相当分の水位を引いた水位に誤差を考慮した値以上になった場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が通常運転時低水位制

限以下になった場合又はＳＲＶテールパイプ制限禁止領域の場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール温度制御」において、サプレッションプール水温がサプレッションプー

ル熱容量制限図の運転禁止領域に入った場合 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」において、漏えい箇所の速やかな隔離に失敗した場合 

・ タービンバイパス弁を使用する場合で、主蒸気隔離弁の隔離条件を解除する場合は、緊急時対策本部との協議によ

り実施する。 

④基本的な考え方 
・ 原子炉圧力低下必要時に自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放して急速減圧する。又は、自

動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁

とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が使用できない場合は、復水器又は原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉減圧の結果、原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値を遵守する必要はない。 

・ 急速減圧実施中に原子炉へ注水可能な系統が喪失した場合は、急速減圧操作を中断し、原子炉へ注水可能な系統を

再起動する。 

所内蓄電式直流電源設備切替え ※14

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

残留熱除去系（B） 低圧注水系準備完了

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉減圧

残留熱除去系（B） 低圧注水系
による原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
原子炉注水停止

※16

原子炉注水を残留熱除去系（B）から
低圧代替注水系（常設）に切替え

※17

（24時間後）

（24時間後）

（約19時間後）

Ｆ 

① 

保安規定 添付１ 
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⑤主な監視操作内容 
・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統以上又は低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水系（可搬型）と

消火系から２系統以上が起動していること、又はその状態が維持されていることを確認する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全

弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数

開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急

速減圧」時必要最小弁数以上開放する。原子炉減圧が不十分である場合、主蒸気隔離弁を開し、タービンバイパス

弁と復水器により減圧する。 

・ 主蒸気隔離弁が開できなければ、原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉水位が判明している場合は、不測事態「急速減圧」の導入前の制御へ移行する。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」の「満水注入」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」

へ移行する。 

所内蓄電式直流電源設備切替え ※14

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

残留熱除去系（B） 低圧注水系準備完了

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉減圧

残留熱除去系（B） 低圧注水系
による原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
原子炉注水停止

※16

原子炉注水を残留熱除去系（B）から
低圧代替注水系（常設）に切替え

※17

（24時間後）

（24時間後）

（約19時間後）

Ｆ 

① 

② 

③ 
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２．一次格納容器制御 
（１）格納容器圧力制御 

①目的 
・ 格納容器圧力を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ ドライウェル圧力が非常用炉心

冷却系作動圧力以上の場合 

 

③脱出条件 
・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであり、ドライ

ウェル温度が６６℃以下で、かつドライウェルベントを実施した場合 

・ ２４時間以内にドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力未満に復帰し

た場合 

④基本的な考え方 
・ ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は、格納容器の健全性を維持して、できる限

り放射能放出を抑える目的で、サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達する前に原子炉を急速減

圧し、格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、原子炉を満水にし、格納容器最高使用圧力を超える場合は

格納容器ベントを行う。 

・ 一次格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合、ドライウェルスプレイ及びサプレッショ

ンプールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があるため、速やかにドライウェルスプレイ及びサ

プレッションプールスプレイを起動する。 

・ 原子炉制御「反応度制御」を実施中は、原子炉制御「反応度制御」を優先する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．格納容器圧力制御 
・ ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであることが判明した場合は、非常用ガス処理系を

使用してドライウェルベントを行う。 

・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動

水位以下を経験した場合には、高圧炉心注水系、低圧注水系Ａ系、原子炉隔離時冷却系による原子炉水位維持を確

認した後に、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。また、一次格納容器制御「格

納容器水素濃度制御」を並行して行う。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ サプレッションプール圧力が非常用炉心冷却系作動圧力に達した場合は、サプレッションプールスプレイを起動す

る。 

・ サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力に達した場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェ

ル換気空調系を停止し、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力が圧力制限条件以下に維持できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、低圧注水系を一時ドライウェルスプ

レイ及びサプレッションプールスプレイとして起動し、格納容器を減圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

Ｂ．原子炉満水 
・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値に達した場合は、「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし

安全弁が開しているか、又は電動駆動給水ポンプ、高圧炉心注水系が原子炉注水可能な場合は主蒸気隔離弁、主蒸

気管ドレン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・ 給復水系、非常用炉心冷却系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系

を使用して原子炉へ注水し、注水量を増して、原子炉水位をできるだけ高く維持する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持される場合は、原子炉制御「水位確保」に移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、格納容器ベント準備を行う。 

 

Ｃ．格納容器ベント 
・ サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は、炉心損傷がないことを確認して、格納容器ベ

ントを実施する。 

・ 格納容器ベントは、サプレッションプール側フィルターベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水

位が高い場合は、ドライウェル側フィルターベントラインを使用する。フィルターベントラインが使用出来ない場

合は、サプレッションプール側耐圧ベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が高い場合は、ド

ライウェル側耐圧ベントラインを使用する。 

低圧代替注水系（常設）により
原子炉水位レベル3からレベル8を維持する

原子炉注水を低圧代替注水系（常設）から残留熱除去系(B)に切り替え，
原子炉注水とサプレッション・チェンバ・プール水冷却を交互に実施す
る。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容
器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする

格納容器内圧力13.7kPa[gage]以下になったら
負圧になる前に格納容器スプレイを停止する

残留熱除去系（B） 格納容器スプレイ冷却モード
にてドライウェルスプレイ開始

「格納容器内圧力0.18MPa[gage]」以上

※20

格納容器圧力逃がし装置又は
耐圧強化ベント系による
格納容器ベント停止

※19

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

（約25時間後）

Ｇ 

③ 

① 

保安規定 添付１ 

② 
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1-Ⅲ.3-12 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
  

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｄ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 20 分以内 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｃ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 50 分以内 

５ 
代替原子炉補機冷却系による 

除熱 ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 
約 540 分 

緊急時対策要員 13 「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

所内蓄電式直流電源設備切替え

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

早期の電源回復不能と判断

Ⅱ

※10

格納容器内圧力13.7kPa[gage]到達
原子炉隔離時冷却系水源自動切替え

「復水貯蔵槽」→「サプレッション・チェンバ」

原子炉隔離時冷却系水源手動切替え
「サプレッション・チェンバ」→「復水貯蔵槽」

（24時間後）

（24時間後）Yes

No

格納容器ベント停止

※12

※5

※6

※9

非常用ディーゼル発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

Yes

No

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は炉心損傷後の

対応手順に移行する

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

※8

※11

可搬型代替注水ポンプ（
による復水貯蔵槽への補給

（適宜実施）

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給
・第二代替交流電源設備による電源供給
・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電
・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

Ⅲ

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と同等

の電源供給開始不可

格納容器ベント

停止条件不成立

（約16時間後）

（約8時間後）

（約1.9時間後）

（約10分後）

Ｂ 
① 

① ② 

 

① 

② 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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1-Ⅲ.3-13 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 
  

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

１４ 

所内蓄電式直流電源設備による給電

（直流１２５Ｖ蓄電池Ａから 

直流１２５Ｖ蓄電池Ａ－２への受電

切替え）※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 20 分以内 

１４ 

所内蓄電式直流電源設備による給電

（直流１２５Ｖ蓄電池Ａ－２から 

ＡＭ用直流１２５Ｖ蓄電池への受電

切替え）※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 25 分以内 

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

所内蓄電式直流電源設備切替え

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

所内蓄電式直流電源設備切替え

※10

※14

原子炉隔離時冷却系水源手動切替え
「サプレッション・チェンバ」→「復水貯蔵槽」

Yes

No

格納容器ベント停止

※12

※9
回復は解析上
考慮せず

Yes

No

炉心損傷を確認した場合は炉心損傷後の

対応手順に移行する

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

※11

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

残留熱除去系（B） 低圧注水系準備完了

格納容器ベント

停止条件不成立

（24時間後）

（約19時間後）

（約16時間後）

（約8時間後）

① 

② 

Ｃ 

Ｃ 

① 

② 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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1-Ⅲ.3-14 

 
 
 
 
 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

５ 

格納容器圧力逃がし装置による 

格納容器内の減圧及び除熱（現場操

作）※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 約 70 分 ① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 

Ｄ ① 

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

所内蓄電式直流電源設備切替え

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

早期の電源回復不能と判断

所内蓄電式直流電源設備切替え

※10

※14

格納容器内圧力13.7kPa[gage]到達
原子炉隔離時冷却系水源自動切替え

「復水貯蔵槽」→「サプレッション・チェンバ」

原子炉隔離時冷却系水源手動切替え
「サプレッション・チェンバ」→「復水貯蔵槽」

（24時間後）Yes

No

格納容器ベント停止

※12

※5

※6

※9

非常用ディーゼル発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

Yes

No

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は炉心損傷後の

対応手順に移行する

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

※11

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

格納容器ベント

停止条件不成立

（約19時間後）

（約16時間後）

（約8時間後）

（約1.9時間後）

（約10分後）
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

４．「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗」の対応手順の概要  

1-Ⅲ.4-1 

第７．１．３．４－５図 「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV再閉失敗」の対応手順の概要 

 
  

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

※1

外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧母線（6.9kV）が使用不能

となった場合

※2

重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は待避を実施する

※3

中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転速度，ポンプ吐出圧力，流量指示計等により起動を確認する

※4

逃がし安全弁による原子炉圧力制御は，原子炉圧力の推移により確認する。原子炉圧力が逃がし安全弁の設定圧力以下まで低下するこ

とにより異常を認知する

※5

原子炉隔離時冷却による原子炉圧力容器へ注水は継続するが，逃がし安全弁からの原子炉冷却材流出により原子炉水位の回復は緩やか

なものとなる

※6

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施出来ず非常用高圧母線（6.9ｋV）の電源回復ができない場合，

早期の電源回復不可と判断する

※7

逃がし安全弁の「開固着」は原子炉圧力の低下及び逃がし安全弁排気管温度の推移等により確認することができる。実際は，逃がし安

全弁の開閉操作を実施して「開固着」復帰を試みる

※8

復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

全交流動力電源喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

交流電源駆動ポンプによる
原子炉注水機能喪失を確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

回復は解析上
考慮せず

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源受電失敗

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

代替原子炉補機冷却系
準備

※5

※1

※3

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービン・バイパス弁「不動作」

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

早期の電源回復不能と判断

高圧代替注水系
起動

No原子炉隔離時冷却系
による
原子炉注水確認

Yes

※6

高圧代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず

非常用ディーゼル発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上

考慮せず

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は炉心損傷後の

対応手順に移行する

代替注水系準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

逃がし安全弁設定圧力以下まで
原子炉圧力低下を確認

逃がし安全弁開固着確認

原子炉圧力低下継続確認

低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水開始確認

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水停止

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉急速減圧

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
によるドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による
ドライウェルスプレイを並行して実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による

ドライウェルスプレイ停止

※4

※7

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】
Ⅰ
全交流動力電源喪失時に，原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系による原子炉注水ができない場合は，常設代替交流電源設備によ

る非常用電源が回復後，高圧炉心注水系を無冷却水の状態で短時間起動し，原子炉注水することが可能である

Ⅱ

常設代替交流電源設備が使用できない場合は第二代替交流電源設備により電源を供給する

常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線を受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

大湊側緊急用高圧母線及び荒浜側緊急用高圧母線が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線を受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅲ
消火系を代替注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する

Ⅳ
代替格納容器スプレイとして消火系も使用することができるため消火ポンプ運転状態について確認する

（約130分後）

タービン蒸気加減弁急速閉動作

※8

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流

電源設備と同等の電源供給開始不可

低圧代替注水系（可搬型）
代替原子炉注水準備が完了

（適宜実施）

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
以外燃料供給準備

（タンクローリ(4kL,16kL)給油準備）

可搬設備への燃料補給

タンクローリ（4kL,16kL）による
給油準備完了

Ⅳ
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による
ドライウェルスプレイ可能

代替スプレイ系準備

代替格納容器スプレイ冷却系による
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

※9

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

※9

解析上，原子炉圧力1.03MPa[gage]にて原子炉隔離時冷却系機能喪失を想定する

※10

原子炉注水に必要な弁を手動操作により開操作を実施する

復水補給水系バイパス流防止操作を実施する

※11

急速減圧必要最低弁数2個での減圧を評価している

原子炉減圧後も逃がし安全弁は開状態を保持し，原子炉圧力を低圧状態で維持する

※12

格納容器内圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，格納容器スプレイを停止し，炉心損傷がないことを格納容器内雰囲

気放射線レベル計等により確認し，格納容器ベント操作を開始する

※13

格納容器ベント実施時に，残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能であることが確認された場合は，格

納容器ベントを停止する。格納容器ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスパージを実施する

※14

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮することにより水位が上昇することが考えられる。フィルタ装置の水

位を監視し，上限水位に到達した場合にサプレッション・チェンバ・プールへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装置へ

の薬品注入を適宜実施する

※12

※2

低圧代替注水系（可搬型）による
代替原子炉注水準備

※10

可搬型代替注水ポンプ
（A-2級）燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬型代替注水ポンプ
（A-2級）への燃料補給

タンクローリ（4kL）
による給油準備完了

Yes

No

格納容器ベント停止Yes

No

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

※14

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系（B）

低圧注水系準備完了

低圧代替注水系（可搬型）から
残留熱除去系（B） 低圧注水系
による原子炉注水切替え実施

原子炉水位高（レベル8）にて
原子炉注水停止

残留熱除去系（B）による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却開始

格納容器圧力逃がし装置又は
耐圧強化ベント系による
格納容器ベント停止

残留熱除去系（B）低圧注水系にて
原子炉水位レベル3からレベル8を維持する

格納容器内圧力13.7kPa[gage]以下になったら
負圧になる前に格納容器スプレイを停止する

残留熱除去系（B） 格納容器スプレイ冷却モードに
てドライウェルスプレイ開始

「格納容器内圧力0.18MPa[gage]」以上

残留熱除去系(B)による原子炉注水とサプレッション・チェンバ・
プール水冷却を交互に実施する。また機能喪失している設備の復
旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モード
により冷温停止状態とする

（適宜実施）

原子炉水位レベル3にて残留熱除去系(B)による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却停止

可搬型代替注水ポンプ
（A-2級）の準備が完了

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による代替原子炉注水準備

フィルタ装置排水ポンプ水張り

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）の
みの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

原子炉圧力1.03MPa[gage]
原子炉隔離時冷却系機能喪失

※11

格納容器ベント

停止条件不成立

Yes

No

格納容器ベント継続

格納容器ベント

停止条件成立

※13

（解析上の時間)

（0分）

（約3分後）

（約10分後）

（約90分後）

（4時間後）

（約4.1時間後）

(約9時間後）

（約18時間後）

（25.5時間後）

Ａ 

Ｂ 

Ｄ 

Ｃ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

Ⅰ

全交流動力電源喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

交流電源駆動ポンプによる
原子炉注水機能喪失を確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認

回復は解析上
考慮せず

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

※5

※1

※3

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービン・バイパス弁「不動作」

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

早期の電源回復不能と判断

高圧代替注水系
起動

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

※6

高圧代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず

逃がし安全弁設定圧力以下まで
原子炉圧力低下を確認

逃がし安全弁開固着確認

原子炉圧力低下継続確認

※4

※7

タービン蒸気加減弁急速閉動作

※2

（解析上の時間)

（0分）

（約3分後）

（約10分後）

Ａ 
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・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

④ 

⑤ 

⑥ 

① 

② 

③ 

Ⅰ

全交流動力電源喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

交流電源駆動ポンプによる
原子炉注水機能喪失を確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認

回復は解析上
考慮せず

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

※5

※1

※3

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービン・バイパス弁「不動作」

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

早期の電源回復不能と判断

高圧代替注水系
起動

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

※6

高圧代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず

逃がし安全弁設定圧力以下まで
原子炉圧力低下を確認

逃がし安全弁開固着確認

原子炉圧力低下継続確認

※4

※7

タービン蒸気加減弁急速閉動作

※2

（解析上の時間)

（0分）

（約3分後）

（約10分後）

Ａ 
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１．原子炉制御 
（３）水位確保 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復させ、安定に維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において原子炉水位が原子炉水

位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリッ

プ設定値の間に維持できない場合 

・ 「格納容器圧力制御」において原子炉満水後サプレッ

ションプール圧力を格納容器圧力制限値以下に維持で

きる場合 

・ 不測事態「水位回復」において原子炉水位を有効燃料頂

部以上に維持できる場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し水位が判

明しており、かつドライウェル空間部温度が水位不明

判断曲線の水位不明領域外である場合 

・ 不測事態「水位不明」において最長許容炉心露出時間以

内に原子炉水位が判明した場合 

③脱出条件 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値から原子炉

水位高タービントリップ設定値の間に維持できる場合 

 

④基本的な考え方 
・原子炉水位と原子炉に注水可能な系統を随時把握する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位確保 
・ 原子炉水位、原子炉圧力及び格納容器隔離、並びに非常用炉心冷却系及び非常用ディーゼル発電機の起動を確認す

る。 

・ 作動すべきものが不作動の場合は、手動で作動させる。 

 

Ｂ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可

搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高ター

ビントリップ設定値の間に維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請する。 

・ 給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続した場合は、低圧代替注水系（常設）２台以

上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上による原子炉注水の準備を行い不測事態「急速減圧」及

び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「減圧冷却」に移行する。 

B 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

保安規定 添付１ 

Ⅱ

Ⅲ

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源受電失敗

早期の電源回復不能と判断
※6

代替注水系準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

原子炉圧力低下継続確認

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉急速減圧

（約130分後）

※8

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流

電源設備と同等の電源供給開始不可

低圧代替注水系（可搬型）
代替原子炉注水準備が完了

※9

低圧代替注水系（可搬型）による
代替原子炉注水準備

※10

原子炉圧力1.03MPa[gage]
原子炉隔離時冷却系機能喪失

※11

（約10分後）

（約90分後）

（4時間後）
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  ４．不測事態 
（２）急速減圧 
①目的 
・ 原子炉を速やかに減圧する。 
②導入条件 
・ 原子炉制御「水位確保」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続し、低圧

代替注水系（常設）２台以上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、サプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止領

域に入った場合 

・ 一次格納容器制御「格納容器圧力制御」において、サプレッションプール圧力が圧力制限条件以上となった場合 

・ ドライウェル温度制御においてドライウェル空間部局所温度が１０３℃に接近した場合、又はドライウェル局所温

度９０℃にて手動スクラム後もドライウェル圧力が上昇して１３．７ｋＰａ以上でドライウェルスプレイできない

場合 

・ 不測事態「水位回復」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以

下の場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合、又は起動しても原子炉水位が上昇しない場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動しているが、

最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂部を回復できない場合 

・ 不測事態「水位不明」において、低圧で原子炉へ注水可能な系統１系統以上、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が真空破壊弁位置から

作動差圧相当分の水位を引いた水位に誤差を考慮した値以上になった場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が通常運転時低水位制

限以下になった場合又はＳＲＶテールパイプ制限禁止領域の場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール温度制御」において、サプレッションプール水温がサプレッションプー

ル熱容量制限図の運転禁止領域に入った場合 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」において、漏えい箇所の速やかな隔離に失敗した場合 

・ タービンバイパス弁を使用する場合で、主蒸気隔離弁の隔離条件を解除する場合は、緊急時対策本部との協議によ

り実施する。 

④基本的な考え方 
・ 原子炉圧力低下必要時に自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放して急速減圧する。又は、自

動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁

とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が使用できない場合は、復水器又は原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉減圧の結果、原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値を遵守する必要はない。 

・ 急速減圧実施中に原子炉へ注水可能な系統が喪失した場合は、急速減圧操作を中断し、原子炉へ注水可能な系統を

再起動する。 

Ⅲ

代替注水系準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水開始確認

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水停止

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉急速減圧

低圧代替注水系（可搬型）
代替原子炉注水準備が完了

※11

（4時間後）

（約4.1時間後）

C 
① 

保安規定 添付１ 
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  ⑤主な監視操作内容 
・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統以上又は低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水系（可搬型）と

消火系から２系統以上が起動していること、又はその状態が維持されていることを確認する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全

弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数

開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急

速減圧」時必要最小弁数以上開放する。原子炉減圧が不十分である場合、主蒸気隔離弁を開し、タービンバイパス

弁と復水器により減圧する。 

・ 主蒸気隔離弁が開できなければ、原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉水位が判明している場合は、不測事態「急速減圧」の導入前の制御へ移行する。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」の「満水注入」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」

へ移行する。 

① 

② 

③ 

保安規定 添付１ 

Ⅲ

代替注水系準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水開始確認

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水停止

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉急速減圧

低圧代替注水系（可搬型）
代替原子炉注水準備が完了

※11

（4時間後）

（約4.1時間後）

C 
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  １．原子炉制御 
（３）水位確保 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復させ、安定に維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において原子炉水位が原子炉水

位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリッ

プ設定値の間に維持できない場合 

・ 「格納容器圧力制御」において原子炉満水後サプレッ

ションプール圧力を格納容器圧力制限値以下に維持で

きる場合 

・ 不測事態「水位回復」において原子炉水位を有効燃料頂

部以上に維持できる場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し水位が判

明しており、かつドライウェル空間部温度が水位不明

判断曲線の水位不明領域外である場合 

・ 不測事態「水位不明」において最長許容炉心露出時間以

内に原子炉水位が判明した場合 

③脱出条件 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値から原子

炉水位高タービントリップ設定値の間に維持できる

場合 

 

④基本的な考え方 
・原子炉水位と原子炉に注水可能な系統を随時把握する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位確保 
・ 原子炉水位、原子炉圧力及び格納容器隔離、並びに非常用炉心冷却系及び非常用ディーゼル発電機の起動を確認す

る。 

・ 作動すべきものが不作動の場合は、手動で作動させる。 

 

Ｂ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可

搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高ター

ビントリップ設定値の間に維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請する。 

・ 給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続した場合は、低圧代替注水系（常設）２台以

上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上による原子炉注水の準備を行い不測事態「急速減圧」及

び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「減圧冷却」に移行する。 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

保安規定 添付１ 

D 

低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水開始確認

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水停止

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉急速減圧

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
によるドライウェルスプレイ開始

※11

（4時間後）

（約4.1時間後）

(約9時間後）
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  １．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

① 

保安規定 添付１ 

D 

低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水開始確認

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水停止

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉急速減圧

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
によるドライウェルスプレイ開始

※11

（4時間後）

（約4.1時間後）

(約9時間後）
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  ・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

① 

保安規定 添付１ 

D 

低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水開始確認

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（可搬型）
による原子炉注水停止

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉急速減圧

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
によるドライウェルスプレイ開始

※11

（4時間後）

（約4.1時間後）

(約9時間後）
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  １．原子炉制御 
（１）スクラム 
⑤主な監視操作内容 
Ｇ．一次格納容器制御への導入 
・ 一次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

 

Ｈ．二次格納容器制御への導入 
・ 二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

E 

① 

保安規定 添付１ 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
によるドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による
ドライウェルスプレイを並行して実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による

ドライウェルスプレイ停止

Ⅳ
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による

ドライウェルスプレイ可能

代替スプレイ系準備

代替格納容器スプレイ冷却系による
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

※12

Yes

No

格納容器ベント停止Yes

No

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」
優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

※14

格納容器ベント

停止条件不成立

(約9時間後）

（約18時間後）
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  ２．一次格納容器制御 
（１）格納容器圧力制御 

①目的 
・ 格納容器圧力を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上の

場合 

 

③脱出条件 
・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気

の漏えいであり、ドライウェル温度が６６℃以下で、か

つドライウェルベントを実施した場合 

・ ２４時間以内にドライウェル圧力が非常用炉心冷却系

作動圧力未満に復帰した場合 

④基本的な考え方 
・ ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は、格納容器の健全性を維持して、できる限

り放射能放出を抑える目的で、サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達する前に原子炉を急速減

圧し、格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、原子炉を満水にし、格納容器最高使用圧力を超える場合は

格納容器ベントを行う。 

・ 一次格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合、ドライウェルスプレイ及びサプレッショ

ンプールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があるため、速やかにドライウェルスプレイ及びサ

プレッションプールスプレイを起動する。 

・ 原子炉制御「反応度制御」を実施中は、原子炉制御「反応度制御」を優先する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．格納容器圧力制御 
・ ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであることが判明した場合は、非常用ガス処理系を

使用してドライウェルベントを行う。 

・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動

水位以下を経験した場合には、高圧炉心注水系、低圧注水系Ａ系、原子炉隔離時冷却系による原子炉水位維持を確

認した後に、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。また、一次格納容器制御「格

納容器水素濃度制御」を並行して行う。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ サプレッションプール圧力が非常用炉心冷却系作動圧力に達した場合は、サプレッションプールスプレイを起動す

る。 

・ サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力に達した場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェ

ル換気空調系を停止し、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力が圧力制限条件以下に維持できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、低圧注水系を一時ドライウェルスプ

レイ及びサプレッションプールスプレイとして起動し、格納容器を減圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

Ｂ．原子炉満水 
・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値に達した場合は、「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし

安全弁が開しているか、又は電動駆動給水ポンプ、高圧炉心注水系が原子炉注水可能な場合は主蒸気隔離弁、主蒸

気管ドレン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・ 給復水系、非常用炉心冷却系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系

を使用して原子炉へ注水し、注水量を増して、原子炉水位をできるだけ高く維持する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持される場合は、原子炉制御「水位確保」に移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、格納容器ベント準備を行う。 

 

Ｃ．格納容器ベント 
・ サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は、炉心損傷がないことを確認して、格納容器ベ

ントを実施する。 

・ 格納容器ベントは、サプレッションプール側フィルターベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水

位が高い場合は、ドライウェル側フィルターベントラインを使用する。フィルターベントラインが使用出来ない場

合は、サプレッションプール側耐圧ベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が高い場合は、ド

ライウェル側耐圧ベントラインを使用する。 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
によるドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による
ドライウェルスプレイを並行して実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による

ドライウェルスプレイ停止

Ⅳ
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による

ドライウェルスプレイ可能

代替スプレイ系準備

代替格納容器スプレイ冷却系による
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

※12

Yes

No

格納容器ベント停止Yes

No

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」
優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

※14

格納容器ベント

停止条件不成立

(約9時間後）

（約18時間後）

E 

① 

② 

保安規定 添付１ 
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２．一次格納容器制御 
（１）格納容器圧力制御 

①目的 
・ 格納容器圧力を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上の

場合 

 

③脱出条件 
・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気

の漏えいであり、ドライウェル温度が６６℃以下で、か

つドライウェルベントを実施した場合 

・ ２４時間以内にドライウェル圧力が非常用炉心冷却系

作動圧力未満に復帰した場合 

④基本的な考え方 
・ ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は、格納容器の健全性を維持して、できる限

り放射能放出を抑える目的で、サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達する前に原子炉を急速減

圧し、格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、原子炉を満水にし、格納容器最高使用圧力を超える場合は

格納容器ベントを行う。 

・ 一次格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合、ドライウェルスプレイ及びサプレッショ

ンプールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があるため、速やかにドライウェルスプレイ及びサ

プレッションプールスプレイを起動する。 

・ 原子炉制御「反応度制御」を実施中は、原子炉制御「反応度制御」を優先する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．格納容器圧力制御 
・ ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであることが判明した場合は、非常用ガス処理系を

使用してドライウェルベントを行う。 

・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動

水位以下を経験した場合には、高圧炉心注水系、低圧注水系Ａ系、原子炉隔離時冷却系による原子炉水位維持を確

認した後に、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。また、一次格納容器制御「格

納容器水素濃度制御」を並行して行う。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ サプレッションプール圧力が非常用炉心冷却系作動圧力に達した場合は、サプレッションプールスプレイを起動す

る。 

・ サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力に達した場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェ

ル換気空調系を停止し、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力が圧力制限条件以下に維持できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、低圧注水系を一時ドライウェルスプ

レイ及びサプレッションプールスプレイとして起動し、格納容器を減圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

Ｂ．原子炉満水 
・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値に達した場合は、「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし

安全弁が開しているか、又は電動駆動給水ポンプ、高圧炉心注水系が原子炉注水可能な場合は主蒸気隔離弁、主蒸

気管ドレン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・ 給復水系、非常用炉心冷却系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系

を使用して原子炉へ注水し、注水量を増して、原子炉水位をできるだけ高く維持する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持される場合は、原子炉制御「水位確保」に移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、格納容器ベント準備を行う。 

 

Ｃ．格納容器ベント 
・ サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は、炉心損傷がないことを確認して、格納容器ベ

ントを実施する。 

・ 格納容器ベントは、サプレッションプール側フィルターベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水

位が高い場合は、ドライウェル側フィルターベントラインを使用する。フィルターベントラインが使用出来ない場

合は、サプレッションプール側耐圧ベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が高い場合は、ド

ライウェル側耐圧ベントラインを使用する。 

⑧ 

⑦ 

⑥ 

⑤ 

④ 

③ 

② 

① 

保安規定 添付１ 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
によるドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による
ドライウェルスプレイを並行して実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による

ドライウェルスプレイ停止

Ⅳ
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による

ドライウェルスプレイ可能

代替スプレイ系準備

代替格納容器スプレイ冷却系による
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

※12

Yes

No

格納容器ベント停止Yes

No

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」
優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

※14

格納容器ベント

停止条件不成立

(約9時間後）

（約18時間後）

E 
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  ５．電源制御 
（１）交流／直流電源供給回復 
①目的 
・ 交流電源及び直流電源の供給を回復し、維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、所内電源が喪失した場合 

④基本的な考え方 
・ 非常用ディーゼル発電機の起動状況を確認し、状況に応じて代替電源設備による給電を行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．非常用ディーゼル発電機 
・ 非常用ディーゼル発電機の状況を随時把握する。 

・ 原子炉補機冷却海水系の運転状態を随時把握し、非常用ディーゼル発電機の冷却が継続可能であることを確認する。 

・ 全交流電源喪失となった場合は、代替熱交換器車接続の要請・準備、及び原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

を起動し原子炉圧力容器への注水を確保する。サプレッションプール圧力が３１０ｋＰａ以上となった場合は、格

納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベントにより格納容器ベントを実施する。 

 

Ｂ．電源構成 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｃ．給電 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備による電源供給を

回復させる。 

 

Ｄ．直流電源確保 
・ 所内蓄電式直流電源設備、常設代替直流電源設備、可搬型直流電源設備の状況を随時把握する。 

 

Ｅ．直流電源回復 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｆ．復旧 
・ 常設電源設備又は非常用電源設備の復旧状況に応じ、継続して電源供給可能な設備に切替える。 

 

F 
① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

保安規定 添付１ 

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※14

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系（B）

低圧注水系準備完了
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1-Ⅲ.4-14 

 
  

２．一次格納容器制御 
（３）サプレッションプール温度制御 
①目的 
・サプレッションプールの水温及び空間部温度を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、主蒸気逃がし安全弁

が開固着の場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限

温度を超えた場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッショ

ンプールスプレイ起動温度以上の場合 

③脱出条件 
・ サプレッションプールのバルク水温の上昇が停止し

た場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制

限温度を超えて手動スクラムした場合、又はサプレッ

ションプール空間部局所温度がサプレッションプー

ルスプレイ起動温度以上で手動スクラムした場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇が停止

した場合 

④基本的な考え方 
・サプレッションプール水温及びサプレッションプール空間部局所温度が通常運転時制限温度を超え、各制御を実施

しても上昇継続する場合は、直ちに手動スクラムし、原子炉を減圧する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．サプレッションプール水温制御 
・ サプレッションプール水温が通常運転時制限温度まで上昇したら、サプレッションプールの冷却を開始し、原子炉

補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール水温の上昇抑制を行っても、サプレッションプール水温の上昇が継続したら、手動スクラム

し、サプレッションプール水温を確認する。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉

制御「減圧冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減

圧」へ移行する。 

 

Ｂ．サプレッションプール空間部温度制御 
・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッションプールスプレイ起動温度まで上昇したらサプレッションス

プレイを作動させ、原子炉補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇抑制を行っても、サプレッションプール空間部局所温度の上昇が継続

した場合は、手動スクラムする。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減圧

冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行

する。 

G 

③ 

② 

① 

④ 

⑤ 

⑦ 

⑧ 

⑥ 

⑨ 

保安規定 添付１ 

残留熱除去系（B）

低圧注水系準備完了

低圧代替注水系（可搬型）から
残留熱除去系（B） 低圧注水系
による原子炉注水切替え実施

原子炉水位高（レベル8）にて
原子炉注水停止

残留熱除去系（B）による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却開始

格納容器圧力逃がし装置又は
耐圧強化ベント系による
格納容器ベント停止

残留熱除去系（B）低圧注水系にて
原子炉水位レベル3からレベル8を維持する

格納容器内圧力13.7kPa[gage]以下になったら
負圧になる前に格納容器スプレイを停止する

残留熱除去系（B） 格納容器スプレイ冷却モードにて
ドライウェルスプレイ開始

「格納容器内圧力0.18MPa[gage]」以上

残留熱除去系(B)による原子炉注水とサプレッション・チェンバ・
プール水冷却を交互に実施する。また機能喪失している設備の復旧
に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードによ
り冷温停止状態とする

原子炉水位レベル3にて残留熱除去系(B)による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却停止

Yes

No

格納容器ベント継続

格納容器ベント

停止条件成立

※13

（25.5時間後）
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1-Ⅲ.4-15 

  操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

４ 

低圧代替注水系（可搬型）による原子

炉の冷却（全交流動力電源が喪失して

いて淡水貯水池を水源とした送水（あ

らかじめ敷設してあるホースが使用

できない場合）） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
3 

約 330 分 ※２ 

緊急時対策要員 6 ※２ 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
※２ 重要事故シーケンス「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋主蒸気逃がし

安全弁再閉失敗」においては，緊急時対策要員 10名で想定時間は約 225 分である。（以下，本

表において同じ。） 

Ⅱ

Ⅲ

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源受電失敗

早期の電源回復不能と判断
※6

代替注水系準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

原子炉圧力低下継続確認

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉急速減圧

（約130分後）

※8

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流

電源設備と同等の電源供給開始不可

低圧代替注水系（可搬型）
代替原子炉注水準備が完了

※9

低圧代替注水系（可搬型）による
代替原子炉注水準備

※10

原子炉圧力1.03MPa[gage]
原子炉隔離時冷却系機能喪失

※11

（約10分後）

（約90分後）

（4時間後）

B 
① 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 

95



 

1-Ⅲ.4-16 

  
操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

５ 

格納容器圧力逃がし装置による 

格納容器内の減圧及び除熱（現場操

作）※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 約 70 分 

６ 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬

型）による格納容器内の冷却（全交流

動力電源が喪失していて淡水貯水池

を水源とした送水 

（あらかじめ敷設してあるホースが

使用できない場合）） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
3 

約 330 分 

緊急時対策要員 6 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
によるドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による
ドライウェルスプレイを並行して実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による

ドライウェルスプレイ停止

Ⅳ
代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）による

ドライウェルスプレイ可能

代替スプレイ系準備

代替格納容器スプレイ冷却系による
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

※12

Yes

No

格納容器ベント停止Yes

No

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」
優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※13

※14

格納容器ベント

停止条件不成立

(約9時間後）

（約18時間後）

E 

① 

① 

② 

② 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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1-Ⅲ.4-17 

 
 

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

５ 
代替原子炉補機冷却系による 

除熱 ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 

約 540 分 

緊急時対策要員 13 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｄ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 20 分以内 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｃ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 50 分以内 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※14

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系（B）

低圧注水系準備完了

F ① 

② 

① 

① 

② 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

５．「崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.5-1 

第７．１．４．１－５図 「崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）」の対応手順の概要 

 
  

Ⅶ

Ⅵ

※1

重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※2

非常用ディーゼル発電機起動後に自動で起動する機器の確認時に，原子炉補機冷却海水系が起動していないことを確認する

※3

原子炉補機冷却海水系が起動できないため，非常用ディーゼル発電機の冷却効率が悪化する。そのため，長時間の運転継続が不可能

と判断する

※4

非常用ディーゼル発電機起動後に自動起動している機器の内，停止可能な機器を停止し負荷を抑制する。また，他号機からの電力融

通についても検討する

※5

中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転速度，ポンプ吐出圧力，流量指示計等により起動を確認する

※6

原子炉隔離時冷却系はレベル2からレベル8の範囲で原子炉圧力容器へ注水する

※7

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施出来ず非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，

早期の電源回復不可と判断する

※8

非常用ディーゼル発電機を停止すると全交流動力電源喪失状態になるため，冷却状態を確認し停止する時期を検討する。また，全交

流動力電源喪失に備えた準備を実施する

※9

防火水槽を用いた可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による復水貯蔵槽への補給も可能である

※10

代替注水系の準備は，中央制御室から容易に操作が可能であり，注水可能流量が大きい設備から準備を開始する

※11

機能喪失した設備の復旧には不確定要素が大きいため，待機設備を優先して準備する

復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

残留熱除去系によるサプレッション・チェンバ・プール水

冷却開始

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ2台準備完了確認後
及び原子炉隔離時冷却系停止確認後
中央制御室での逃がし安全弁2個による

原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを停止し

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水再開

代替原子炉補機冷却系準備

残留熱除去系準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを交互に実施

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備が完了

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から
復水貯蔵槽への補給準備

（可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給）

※6

※13

※16

※17

※5

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

（約12時間後）

（適宜実施）

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】

Ⅰ

全交流動力電源喪失時に，原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系による原子炉注水ができない場合は，常設代替交流電源設備による非常用電源が回復後，高

圧炉心注水系を無冷却水の状態で短時間起動し，原子炉注水することが可能である

Ⅱ

常設代替交流電源設備が使用できない場合は第二代替交流電源設備により電源を供給する

常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線を受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

大湊側緊急用高圧母線及び荒浜側緊急用高圧母線が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電を実施する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅲ
消火系を代替注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による原子炉圧力容器への注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅳ

防火水槽を用いた復水貯蔵槽への補給の場合は，「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は淡水貯水池からろ過水タンクへの補給もあわせ

て実施する

Ⅴ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプ（A-2級）と同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）の水源は「淡水貯水池」以外に「海水」も可能である

Ⅵ
代替格納容器スプレイとして消火系も使用することができるため消火ポンプ運転状態について確認する
恒設設備による格納容器スプレイが実施できない場合，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）によるスプレイを実施する

Ⅶ
残留熱除去系Bライン以外に復水移送ポンプによる代替注水が可能な系統がある場合，原子炉注水と格納容器スプレイを同時に実施できる

Ⅲ

Ⅱ

Ⅴ

Ⅳ

※15

給水流量の全喪失発生外部電源喪失発生

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービン・バイパス弁「不動作」

（70分後）

（20時間後）

高圧代替注水系

起動操作

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず

※14

交流電源回復操作を実施

回復は解析上

考慮せず

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台準備が完了

代替注水系2台準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は

炉心損傷後の対応手順に移行する

Ⅰ

※10 ※11

非常用ディーゼル発電機自動起動確認

自動起動機器確認時
原子炉補機冷却海水系停止を確認

交流電源回復

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

（約13秒後）

原子炉補機冷却海水系起動不可
により

非常用ディーゼル発電機運転継続不可判断

非常用交流電源負荷の抑制
及び

他号機からの電力融通検討

※3

※4

代替原子炉補機冷却系準備が完了

タービン蒸気加減弁急速閉
動作

非常用ディーゼル発電機
起動失敗

全交流動力電源喪失

非常用ディーゼル発電機停止時期検討
及び

全交流動力電源喪失対応準備

※8

早期の電源回復不能と判断

※7

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と

同等の電源供給開始不可

低圧代替注水系（常設）
による原子炉注水停止

残留熱除去系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェン
バ・プール水冷却モードによる原子炉格納容器冷却を継続する。また
機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原
子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする

残留熱除去系による原子炉注水とサプレッション・

チェンバ・プール水冷却を交互に実施

サプレッション・チェンバ・プール水位
真空破壊装置-1ｍ到達

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ（4kL,16kL）
給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリ（4kL,16kL）
による給油準備完了

※12

原子炉注水に必要な弁が動作可能であることを確認する

復水補給水系バイパス流防止のため負荷遮断弁全閉操作を実施する

※13

代替注水系準備完了後，「サプレッションプール水熱容量温度制限」により急速減圧する。急速減圧必要最低弁数「2個」での減圧を評価している。

また，実際の操作では原子炉隔離時冷却系の運転を継続し低圧代替注水系へ移行するが，低圧代替注水系の評価上原子炉隔離時冷却系は停止し，かつ原

子炉水位レベル2及びレベル1.5での自動起動も考慮しない

※14

原子炉水位計（燃料域）により有効燃料棒頂部（TAF）到達を確認した場合は，格納容器内雰囲気モニタ（CAMS）等により格納容器水素・酸素濃度の

確認を実施する

※15

原子炉水位計（燃料域）により有効燃料棒頂部（TAF）回復を確認した場合は，有効燃料棒頂部（TAF）以下継続時間を測定し「最長許容炉心露出時

間」の禁止領域に入っていることを確認する。燃料の健全性を格納容器内雰囲気放射線レベル計等により確認する

※16

格納容器内圧力が13.7kPa[gage]を超過し，残留熱除去系による格納容器冷却機能が喪失しているため原子炉水位確保後，代替格納容器スプレイを実

施することを想定する

※17

ドライウェルスプレイ実施中に原子炉水位計指示（広帯域）により原子炉水位がレベル3到達確認後，ドライウェルスプレイを停止し原子炉注水を開

始する

原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止しドライウェルスプレイを再開する。以後，本操作を繰り返す

※18

解析上，残留熱除去系による格納容器冷却機能を確認するために，サプレッション・チェンバ・プール水位が真空破壊装置到達前にドライウェルスプ

レイを停止することを想定する

※12

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ停止

※18

※1

※9

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）
のみの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

※2

（0分）

（約3分後）

（約10分後）

（約3時間後）

（約222分後）

（約229分後）

（約244分後）

（約5時間後）

（20時間後）

（約35時間後）

（約25時間後）

（解析上の時間）

Ａ 

Ｂ 

Ｃ Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 
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原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

給水流量の全喪失発生外部電源喪失発生

非常用ディーゼル発電機自動起動確認

自動起動機器確認時
原子炉補機冷却海水系停止を確認

交流電源回復

（約13秒後）

タービン蒸気加減弁急速閉
動作

非常用ディーゼル発電機
起動失敗

全交流動力電源喪失

※1

※2

（0分）
（解析上の時間）

Ａ 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

② 

③ 

④ 

 

⑤ 

 

⑥ 

 

 

 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

※6

※5

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

給水流量の全喪失発生外部電源喪失発生

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービン・バイパス弁「不動作」

高圧代替注水系

起動操作

No原子炉隔離時冷却系
による
原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず

Ⅰ

非常用ディーゼル発電機自動起動確認

自動起動機器確認時
原子炉補機冷却海水系停止を確認

交流電源回復

（約13秒後）

原子炉補機冷却海水系起動不可
により

非常用ディーゼル発電機運転継続不可判断

非常用交流電源負荷の抑制
及び

他号機からの電力融通検討

※3

※4

タービン蒸気加減弁急速閉
動作

非常用ディーゼル発電機
起動失敗

全交流動力電源喪失

非常用ディーゼル発電機停止時期検討
及び

全交流動力電源喪失対応準備

※8

早期の電源回復不能と判断

※7

※1

※2

（0分）

（約3分後）

（約10分後）

（解析上の時間）

Ｂ 

保安規定 添付１ 

① 
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・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

 

③ 

④ 

 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

※6

※5

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

給水流量の全喪失発生外部電源喪失発生

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービン・バイパス弁「不動作」

高圧代替注水系

起動操作

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず

Ⅰ

非常用ディーゼル発電機自動起動確認

自動起動機器確認時
原子炉補機冷却海水系停止を確認

交流電源回復

（約13秒後）

原子炉補機冷却海水系起動不可
により

非常用ディーゼル発電機運転継続不可判断

非常用交流電源負荷の抑制
及び

他号機からの電力融通検討

※3

※4

タービン蒸気加減弁急速閉
動作

非常用ディーゼル発電機
起動失敗

全交流動力電源喪失

非常用ディーゼル発電機停止時期検討
及び

全交流動力電源喪失対応準備

※8

早期の電源回復不能と判断

※7

※1

※2

（0分）

（約3分後）

（約10分後）

（解析上の時間）
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 ５．電源制御 
（１）交流／直流電源供給回復 
①目的 
・ 交流電源及び直流電源の供給を回復し、維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、所内電源が喪失した場合 

④基本的な考え方 
・ 非常用ディーゼル発電機の起動状況を確認し、状況に応じて代替電源設備による給電を行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．非常用ディーゼル発電機 
・ 非常用ディーゼル発電機の状況を随時把握する。 

・ 原子炉補機冷却海水系の運転状態を随時把握し、非常用ディーゼル発電機の冷却が継続可能であることを確認する。 

・ 全交流電源喪失となった場合は、代替熱交換器車接続の要請・準備、及び原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

を起動し原子炉圧力容器への注水を確保する。サプレッションプール圧力が３１０ｋＰａ以上となった場合は、格

納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベントにより格納容器ベントを実施する。 

 

Ｂ．電源構成 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｃ．給電 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備による電源供給を

回復させる。 

 

Ｄ．直流電源確保 
・ 所内蓄電式直流電源設備、常設代替直流電源設備、可搬型直流電源設備の状況を随時把握する。 

 

Ｅ．直流電源回復 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｆ．復旧 
・ 常設電源設備又は非常用電源設備の復旧状況に応じ、継続して電源供給可能な設備に切替える。 

 

① 

 

 

 

 
② 

 

③ 

 

 

 

 

④ 

 

 

 
 

⑤ 

代替原子炉補機冷却系準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

Ⅱ

（70分後）

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台準備が完了

代替注水系2台準備

No

Yes

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は

炉心損傷後の対応手順に移行する

※10 ※11

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

全交流動力電源喪失対応準備早期の電源回復不能と判断

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と

同等の電源供給開始不可

※12

（約10分後）

Ｃ 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
⑤主な監視操作内容 
 
Ｇ．一次格納容器制御への導入 
・ 一次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

 

Ｈ．二次格納容器制御への導入 
・ 二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

 

① 

Ⅶ

Ⅵ

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ2台準備完了確認後
及び原子炉隔離時冷却系停止確認後
中央制御室での逃がし安全弁2個による

原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを停止し

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水再開

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※13

※16

※17

※15

（70分後）

※14

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台準備が完了

代替注水系2台準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）復水移送ポンプ
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

※10 ※11

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と

同等の電源供給開始不可

※12

（約3時間後）

（約222分後）

（約229分後）

（約244分後）

（約5時間後）
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２．一次格納容器制御 
（３）サプレッションプール温度制御 
①目的 
・サプレッションプールの水温及び空間部温度を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、主蒸気逃がし安全弁

が開固着の場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限温

度を超えた場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッション

プールスプレイ起動温度以上の場合 

③脱出条件 
・ サプレッションプールのバルク水温の上昇が停止した場

合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限温

度を超えて手動スクラムした場合、又はサプレッション

プール空間部局所温度がサプレッションプールスプレイ

起動温度以上で手動スクラムした場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇が停止した

場合 

④基本的な考え方 
・サプレッションプール水温及びサプレッションプール空間部局所温度が通常運転時制限温度を超え、各制御を実施して

も上昇継続する場合は、直ちに手動スクラムし、原子炉を減圧する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．サプレッションプール水温制御 
・ サプレッションプール水温が通常運転時制限温度まで上昇したら、サプレッションプールの冷却を開始し、原子炉補機

冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール水温の上昇抑制を行っても、サプレッションプール水温の上昇が継続したら、手動スクラムし、

サプレッションプール水温を確認する。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減

圧冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行す

る。 

 

Ｂ．サプレッションプール空間部温度制御 
・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッションプールスプレイ起動温度まで上昇したらサプレッションスプ

レイを作動させ、原子炉補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇抑制を行っても、サプレッションプール空間部局所温度の上昇が継続し

た場合は、手動スクラムする。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減圧冷却」

へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

Ⅶ

Ⅵ

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ2台準備完了確認後
及び原子炉隔離時冷却系停止確認後
中央制御室での逃がし安全弁2個による

原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを停止し

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水再開

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※13

※16

※17

※15

（70分後）

※14

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台準備が完了

代替注水系2台準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）復水移送ポンプ
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

※10 ※11

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と

同等の電源供給開始不可

※12

（約3時間後）

（約222分後）

（約229分後）

（約244分後）

（約5時間後）

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

 

③ 
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４．不測事態 
（２）急速減圧 
①目的 
・ 原子炉を速やかに減圧する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「水位確保」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続し、低圧

代替注水系（常設）２台以上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、サプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止領

域に入った場合 

・ 一次格納容器制御「格納容器圧力制御」において、サプレッションプール圧力が圧力制限条件以上となった場合 

・ ドライウェル温度制御においてドライウェル空間部局所温度が１０３℃に接近した場合、又はドライウェル局所温

度９０℃にて手動スクラム後もドライウェル圧力が上昇して１３．７ｋＰａ以上でドライウェルスプレイできない

場合 

・ 不測事態「水位回復」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以

下の場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合、又は起動しても原子炉水位が上昇しない場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動しているが、

最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂部を回復できない場合 

・ 不測事態「水位不明」において、低圧で原子炉へ注水可能な系統１系統以上、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が真空破壊弁位置から

作動差圧相当分の水位を引いた水位に誤差を考慮した値以上になった場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が通常運転時低水位制

限以下になった場合又はＳＲＶテールパイプ制限禁止領域の場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール温度制御」において、サプレッションプール水温がサプレッションプー

ル熱容量制限図の運転禁止領域に入った場合 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」において、漏えい箇所の速やかな隔離に失敗した場合 

・ タービンバイパス弁を使用する場合で、主蒸気隔離弁の隔離条件を解除する場合は、緊急時対策本部との協議によ

り実施する。 

④基本的な考え方 
・ 原子炉圧力低下必要時に自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放して急速減圧する。又は、自

動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁

とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が使用できない場合は、復水器又は原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉減圧の結果、原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値を遵守する必要はない。 

・ 急速減圧実施中に原子炉へ注水可能な系統が喪失した場合は、急速減圧操作を中断し、原子炉へ注水可能な系統を

再起動する。 

① 

 

Ⅵ

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ2台準備完了確認後
及び原子炉隔離時冷却系停止確認後
中央制御室での逃がし安全弁2個による

原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水停止

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ開始

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※13

※16

※15

※14

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台準備が完了

代替注水系2台準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

※12

（約3時間後）

（約222分後）

（約229分後）

（約244分後）

（約5時間後）
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⑤主な監視操作内容 
・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統以上又は低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水系（可搬型）と

消火系から２系統以上が起動していること、又はその状態が維持されていることを確認する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全

弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数

開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急

速減圧」時必要最小弁数以上開放する。原子炉減圧が不十分である場合、主蒸気隔離弁を開し、タービンバイパス

弁と復水器により減圧する。 

・ 主蒸気隔離弁が開できなければ、原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉水位が判明している場合は、不測事態「急速減圧」の導入前の制御へ移行する。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」の「満水注入」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」

へ移行する。 

① 

 

② 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 

Ⅵ

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ2台準備完了確認後
及び原子炉隔離時冷却系停止確認後
中央制御室での逃がし安全弁2個による

原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水停止

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ開始

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※13

※16

※15

※14

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台準備が完了

代替注水系2台準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

※12

（約3時間後）

（約222分後）

（約229分後）

（約244分後）

（約5時間後）

Ｅ 
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２．一次格納容器制御 
（１）格納容器圧力制御 

①目的 
・ 格納容器圧力を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上の場

合 

 

③脱出条件 
・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の

漏えいであり、ドライウェル温度が６６℃以下で、かつ

ドライウェルベントを実施した場合 

・ ２４時間以内にドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作

動圧力未満に復帰した場合 

④基本的な考え方 
・ ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は、格納容器の健全性を維持して、できる限り放

射能放出を抑える目的で、サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達する前に原子炉を急速減圧し、格

納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、原子炉を満水にし、格納容器最高使用圧力を超える場合は格納容器ベン

トを行う。 

・ 一次格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合、ドライウェルスプレイ及びサプレッション

プールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があるため、速やかにドライウェルスプレイ及びサプレ

ッションプールスプレイを起動する。 

・ 原子炉制御「反応度制御」を実施中は、原子炉制御「反応度制御」を優先する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．格納容器圧力制御 
・ ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであることが判明した場合は、非常用ガス処理系を使用

してドライウェルベントを行う。 

・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水

位以下を経験した場合には、高圧炉心注水系、低圧注水系Ａ系、原子炉隔離時冷却系による原子炉水位維持を確認した

後に、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。また、一次格納容器制御「格納容器水素

濃度制御」を並行して行う。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ サプレッションプール圧力が非常用炉心冷却系作動圧力に達した場合は、サプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力に達した場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェル

換気空調系を停止し、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力が圧力制限条件以下に維持できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、低圧注水系を一時ドライウェルスプレ

イ及びサプレッションプールスプレイとして起動し、格納容器を減圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

Ｂ．原子炉満水 
・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値に達した場合は、「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし安

全弁が開しているか、又は電動駆動給水ポンプ、高圧炉心注水系が原子炉注水可能な場合は主蒸気隔離弁、主蒸気管ド

レン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・ 給復水系、非常用炉心冷却系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使

用して原子炉へ注水し、注水量を増して、原子炉水位をできるだけ高く維持する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持される場合は、原子炉制御「水位確保」に移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、格納容器ベント準備を行う。 

 

Ｃ．格納容器ベント 
・ サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は、炉心損傷がないことを確認して、格納容器ベント

を実施する。 

・ 格納容器ベントは、サプレッションプール側フィルターベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が

高い場合は、ドライウェル側フィルターベントラインを使用する。フィルターベントラインが使用出来ない場合は、サ

プレッションプール側耐圧ベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が高い場合は、ドライウェル側

耐圧ベントラインを使用する。 

Ⅶ

Ⅵ

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを停止し

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水再開

残留熱除去系準備

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを交互に実施

※16

※17

（

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

（約5時間後）

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

② 

 

 

 

 

 

 

 

③ 
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２．一次格納容器制御 
（３）サプレッションプール温度制御 
①目的 
・サプレッションプールの水温及び空間部温度を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、主蒸気逃がし安全弁

が開固着の場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限温

度を超えた場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッション

プールスプレイ起動温度以上の場合 

③脱出条件 
・ サプレッションプールのバルク水温の上昇が停止した場

合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限温

度を超えて手動スクラムした場合、又はサプレッション

プール空間部局所温度がサプレッションプールスプレイ

起動温度以上で手動スクラムした場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇が停止した

場合 

④基本的な考え方 
・サプレッションプール水温及びサプレッションプール空間部局所温度が通常運転時制限温度を超え、各制御を実施して

も上昇継続する場合は、直ちに手動スクラムし、原子炉を減圧する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．サプレッションプール水温制御 
・ サプレッションプール水温が通常運転時制限温度まで上昇したら、サプレッションプールの冷却を開始し、原子炉補機

冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール水温の上昇抑制を行っても、サプレッションプール水温の上昇が継続したら、手動スクラムし、

サプレッションプール水温を確認する。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減

圧冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行す

る。 

 

Ｂ．サプレッションプール空間部温度制御 
・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッションプールスプレイ起動温度まで上昇したらサプレッションスプ

レイを作動させ、原子炉補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇抑制を行っても、サプレッションプール空間部局所温度の上昇が継続し

た場合は、手動スクラムする。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減圧冷却」

へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行する。 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

 

③ 

 

Ｇ 
④ 

Ⅶ

残留熱除去系によるサプレッション・チェンバ・プール水

冷却開始

原子炉水位低（レベル3）にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを停止し

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水再開

残留熱除去系準備

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを交互に実施

※17

（20時間後）

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

代替原子炉補機冷却系準備が完了

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

低圧代替注水系（常設）
による原子炉注水停止

残留熱除去系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モードによる原子炉格納容器冷却を継続する。また機能喪
失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止
時冷却モードにより冷温停止状態とする

残留熱除去系による原子炉注水とサプレッション・

チェンバ・プール水冷却を交互に実施

サプレッション・チェンバ・プール水位
真空破壊装置-1ｍ到達

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ停止

※18

（20時間後）

（約35時間後）

（約25時間後）
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※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｄ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 20 分以内 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｃ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 50 分以内 

５ 
代替原子炉補機冷却系による 

除熱 ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 
約 540 分 

緊急時対策要員 13 

代替原子炉補機冷却系準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

Ⅱ

（70分後）

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台準備が完了

代替注水系2台準備

No

Yes

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は

炉心損傷後の対応手順に移行する

※10 ※11

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

非常用ディーゼル発電機停止時期検討
及び

全交流動力電源喪失対応準備早期の電源回復不能と判断

※7

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と

同等の電源供給開始不可

※12

（約10分後）

Ｃ 
① 

① 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理  

６．「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.6-1 
 

Ⅴ

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

原子炉満水操作

※10 実際は原子炉隔離時冷却系の流量低下前に，高圧炉心注水系を起動させ原子炉注水を開始するが，解析上原子炉

水位低信号により高圧炉心注水系が自動起動し原子炉注水が開始されることとする

※11 中央制御室盤にて機器ランプ表示，ポンプ吐出圧力指示計等にて起動を確認する

※12 高圧注水機能により原子炉水位の回復を確認し原子炉隔離時冷却系を停止する

※13 原子炉水位計（広帯域）を確認し，原子炉水位をレベル3からレベル8に維持する

※14 格納容器内圧力計指示0.18MPa[gage]到達により，格納容器スプレイ操作を開始する

※15 格納容器スプレイに必要な弁が動作可能であることを確認する

復水補給水系バイパス流防止のため負荷遮断弁全閉操作を実施する

※16 格納容器内圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，格納容器スプレイを停止し，炉

心損傷がないことを格納容器内雰囲気放射線レベル計等により確認し，格納容器ベント操作を開始する

※17  格納容器ベント実施時に，残留熱除去系等による格納容器除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能

であることが確認された場合は，格納容器ベントを停止する。格納容器ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置

の窒素ガスパージを実施する

※18 格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮することにより水位が上昇する

ことが考えられる。フィルタ装置の水位を監視し，上限水位に到達した場合にサプレッション・チェンバ・プール

へのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装置への薬品注入を適宜実施する

※19 機能喪失した設備の回復手段として，除熱手段である残留熱除去系の復旧手順を整備しており，原子炉補機冷却

海水ポンプ電動機及び原子炉補機冷却水ポンプの予備品を確保している

また，可搬型格納容器除熱系や可搬熱交換器等を用いた除熱手段を実施することも可能である

Yes

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

によるドライウェルスプレイ停止

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ開始

Ⅳ

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）

による代替格納容器スプレイ

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
と同等の流量確保不可

Ⅳ

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

No

給水流量の全喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）準備

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁を手動「全閉」

原子炉水位高（レベル8）にて

原子炉隔離時冷却系自動停止確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

サプレッション・チェンバ・プール水温上
昇により中央制御室での逃がし安全弁1個

による原子炉減圧

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系の流量が減少

原子炉水位回復確認

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉隔離時冷却系停止

高圧炉心注水系により
原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

サプレッション・チェンバ・プール水冷却のため
残留熱除去系起動

残留熱除去系機能喪失確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

復水器真空度維持
タービン・バイパス弁にて
原子炉減圧

復水器
使用不可

Yes

No

※2

※5

※8

※11

※12

※9

※3

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備が完了

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から
復水貯蔵槽への補給準備

（可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給）

（約12時間後）

（適宜実施）

高圧注水系により原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器
圧力の低下傾向を確認する。なお，原子炉注水は高圧注水系から代替低
圧注水系に切り替えることができる。また機能喪失している設備の復旧
に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷
温停止状態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容器の除熱
が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能であることを確認し停
止する

Ⅲ

Ⅱ

フィルタ装置排水ポンプ水張り

高圧代替注水系 起動

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず

※10

残留熱除去系機能
回復操作

回復は解析上

考慮せず

残留熱除去系早期復旧不可
※4

Yes

No

格納容器ベント停止

※17

炉心損傷なし

継続確認

炉心損傷を確認した場合は

炉心損傷後の対応手順に移行する

※6

再循環ポンプ
4台トリップ確認

再循環ポンプ
6台トリップ確認

純水補給水系による

復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

Yes

No

高圧注水機能以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプ原子炉注水

Ⅰ

※14

※16

※18

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】

Ⅰ

制御棒駆動水ポンプが運転を継続し原子炉圧力容器への注水が継続していることを確認する。また，追加起動の準備も開

始する

Ⅱ

防火水槽を用いた復水貯蔵槽への補給の場合は，「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は淡水貯水

池からろ過水タンクへの補給もあわせて実施する

Ⅲ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプ（A-2級）と同時に補給することも可

能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）の水源は「淡水貯水

池」以外に「海水」も可能である

Ⅳ

消火系を代替格納容器スプレイとして使用することができるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による格納容器スプレイが実施できない場合，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）によるスプレイを実施す

る

Ⅴ
格納容器ベント操作前に，原子炉圧力容器の隔離状態を確認し水位を高めに維持する。原子炉格納容器への熱放出を抑制
し圧力上昇を抑制する

※13

原子炉水位低（レベル3）到達

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ（4kL）
給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリ（4kL）
による給油準備完了

※1 重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※2 中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転速度，ポンプ吐出圧力，流量指示計等により起動を確認する

※3 中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計等にて機能喪失を確認する

※4 中央制御室にて機器故障警報等により起動操作ができない場合，早期復旧不可と判断する

※5 原子炉隔離時冷却系はレベル2からレベル8の範囲で原子炉圧力容器へ注水する

※6 機能喪失した設備の復旧には不確定要素が大きいため，待機設備を優先して準備する

※7  防火水槽を用いた可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による復水貯蔵槽への補給も可能である

※8 復水器が使用可能であれば，主蒸気隔離弁「開」のままタービン・バイパス弁で減圧する

※9 評価上逃がし安全弁1個を「開」保持し減圧する

※15

※1

※7

※19

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）の
みの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

格納容器ベント

停止条件不成立

（0分）

（解析上の時間）

（約22秒

（約10分後）

（約20分後）

（約62分後）

（約62分後）

（約62分後）

（約349分後）

（約350分後）

（約10時間後）

（約22時間後）

（約22時間後）

第７．１．４．２－４図 「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」の対応手順の概要 
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1-Ⅲ.6-2 
 

給水流量の全喪失発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認 再循環ポンプ
4台トリップ確認

原子炉水位低（レベル3）到達

※1

（0分）

（解析上の時間）
 
  Ａ 
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1-Ⅲ.6-3 
 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）準備

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁を手動「全閉」

原子炉水位高（レベル8）にて

原子炉隔離時冷却系自動停止確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

サプレッション・チェンバ・プール水冷却のため
残留熱除去系起動

残留熱除去系機能喪失確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

復水器真空度維持
タービン・バイパス弁にて
原子炉減圧

復水器
使用不可

Yes

No

※2

※5

※8

※3

高圧代替注水系 起動

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず

残留熱除去系機能
回復操作

回復は解析上

考慮せず

残留熱除去系早期復旧不可
※4

炉心損傷なし

継続確認

炉心損傷を確認した場合は

炉心損傷後の対応手順に移行する

※6

再循環ポンプ
4台トリップ確認

再循環ポンプ
6台トリップ確認

高圧注水機能以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプ原子炉注水

Ⅰ

原子炉水位低（レベル3）到達

※1

（約22秒後）

（約10分後）

（約20分後）

（約62分後）

（約62分後）

 
１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

Ｂ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

保安規定 添付１  
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1-Ⅲ.6-4 
 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）準備

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁を手動「全閉」

原子炉水位高（レベル8）にて

原子炉隔離時冷却系自動停止確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

サプレッション・チェンバ・プール水冷却のため
残留熱除去系起動

残留熱除去系機能喪失確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

復水器真空度維持
タービン・バイパス弁にて
原子炉減圧

復水器
使用不可

Yes

No

※2

※5

※8

※3

高圧代替注水系 起動

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず

残留熱除去系機能
回復操作

回復は解析上

考慮せず

残留熱除去系早期復旧不可
※4

炉心損傷なし

継続確認

炉心損傷を確認した場合は

炉心損傷後の対応手順に移行する

※6

再循環ポンプ
4台トリップ確認

再循環ポンプ
6台トリップ確認

高圧注水機能以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプ原子炉注水

Ⅰ

原子炉水位低（レベル3）到達

※1

（約22秒後）

（約10分後）

（約20分後）

（約62分後）

（約62分後）

 
  ・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

Ｂ 
① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
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1-Ⅲ.6-5 
 

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）準備

主蒸気隔離弁を手動「全閉」

原子炉水位高（レベル8）にて

原子炉隔離時冷却系自動停止確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

サプレッション・チェンバ・プール水温上
昇により中央制御室での逃がし安全弁1個

による原子炉減圧

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系の流量が減少

サプレッション・チェンバ・プール水冷却のため
残留熱除去系起動

残留熱除去系機能喪失確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

復水器真空度維持
タービン・バイパス弁にて
原子炉減圧

復水器
使用不可

Yes

No

※5

※8

※9

※3

※10

残留熱除去系早期復旧不可
※4

※6

（約10分後）

（約20分後）

（約62分後）

（約62分後）

（約62分後）

 

  １．原子炉制御 
（１）スクラム 
⑤主な監視操作内容 
Ｇ．一次格納容器制御への導入 
・ 一次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

 

Ｈ．二次格納容器制御への導入 
・ 二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

Ｃ 
① 
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1-Ⅲ.6-6 
 

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）準備

主蒸気隔離弁を手動「全閉」

原子炉水位高（レベル8）にて

原子炉隔離時冷却系自動停止確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

サプレッション・チェンバ・プール水温上
昇により中央制御室での逃がし安全弁1個

による原子炉減圧

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系の流量が減少

サプレッション・チェンバ・プール水冷却のため
残留熱除去系起動

残留熱除去系機能喪失確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

復水器真空度維持
タービン・バイパス弁にて
原子炉減圧

復水器
使用不可

Yes

No

※5

※8

※9

※3

※10

残留熱除去系早期復旧不可
※4

※6

（約10分後）

（約20分後）

（約62分後）

（約62分後）

（約62分後）

 

  ２．一次格納容器制御 
（３）サプレッションプール温度制御 
①目的 
・サプレッションプールの水温及び空間部温度を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、主蒸気逃がし安全弁

が開固着の場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限

温度を超えた場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッショ

ンプールスプレイ起動温度以上の場合 

③脱出条件 
・ サプレッションプールのバルク水温の上昇が停止した

場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限

温度を超えて手動スクラムした場合、又はサプレッシ

ョンプール空間部局所温度がサプレッションプールス

プレイ起動温度以上で手動スクラムした場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇が停止し

た場合 

④基本的な考え方 
・サプレッションプール水温及びサプレッションプール空間部局所温度が通常運転時制限温度を超え、各制御を実施

しても上昇継続する場合は、直ちに手動スクラムし、原子炉を減圧する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．サプレッションプール水温制御 
・ サプレッションプール水温が通常運転時制限温度まで上昇したら、サプレッションプールの冷却を開始し、原子炉

補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール水温の上昇抑制を行っても、サプレッションプール水温の上昇が継続したら、手動スクラム

し、サプレッションプール水温を確認する。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉

制御「減圧冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減

圧」へ移行する。 

 

Ｂ．サプレッションプール空間部温度制御 
・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッションプールスプレイ起動温度まで上昇したらサプレッションス

プレイを作動させ、原子炉補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇抑制を行っても、サプレッションプール空間部局所温度の上昇が継続

した場合は、手動スクラムする。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減圧

冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行

する。 

Ｃ 

① 

③ 

④ 

② 

⑤ 

⑥ 

保安規定 添付１  

115



 

1-Ⅲ.6-7 
 

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

主蒸気隔離弁を手動「全閉」

サプレッション・チェンバ・プール水温上
昇により中央制御室での逃がし安全弁1個

による原子炉減圧

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系の流量が減少

原子炉水位回復確認

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉隔離時冷却系停止

高圧炉心注水系により
原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

※11

※12

※9

※10

※14

※13

（約62分後）

（約62分後）

（約349分後）

（約350分後）

（約10時間後）

  

１．原子炉制御 
（４）減圧冷却 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持しつつ、原子炉を減圧し、冷温停止状態へ移行させる。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、主蒸気隔離弁が閉状

態でかつ主蒸気逃がし安全弁による原子炉圧力の調整

ができない場合。 

・ 原子炉制御「水位確保」において、有効燃料頂部から原

子炉水位低スクラム設定値の間に維持可能な場合 

・ 「サプレッションプール水温制御」において、手動スク

ラム後、サプレッションプール水温がサプレッション

プール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合 

・ 「サプレッションプール水位制御」において、手動スク

ラムした場合 

③脱出条件 
・ 原子炉圧力が残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使

用可能圧力以下で、残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）が起動し、原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持で

きる場合 

 

④基本的な考え方 
・ 緊急性を要しないため、原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値以内になるよう

に努める。 

・ 主蒸気逃がし安全弁にて減圧冷却を行う場合には、原子炉冷却材温度変化率及びサプレッションプール水温を十分

監視しながら、主蒸気逃がし安全弁の開閉を間欠に行う。さらに、サプレッションプール水温上昇を均一にするよ

うに開閉する主蒸気逃がし安全弁を選択する。また、サプレッションプール水温上昇防止のため、残留熱除去系に

よるサプレッションプール冷却を行う。 

・ 水位と減圧を並行操作する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系又は高圧代替注水系を使用して、原子炉水位を有効燃料頂部か

ら原子炉水位高タービントリップ設定値の間で維持する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」に移行する。 

 

Ｂ．減圧 
・ 給復水系による原子炉注水ができない場合、注水系統が原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系のみの場合は、原

子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以下に減圧してはならない。 

・ 復水器が使用可能である場合、タービンバイパス弁等による減圧を行う。 

・ 復水器が使用不能であり、かつサプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外

の場合、主蒸気逃がし安全弁等による減圧を行う。 

・ 復水器が使用不能であり、かつサプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に

入った場合、不測事態「急速減圧」に移行する。 

・ 原子炉圧力が残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下の場合は、残留熱除去系（原子炉停止時冷

却系）を起動する。残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）が起動できない場合は、復旧を図る。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に確保する。 

Ｄ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
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1-Ⅲ.6-8 
 

Ⅴ

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

原子炉満水操作

Yes

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

によるドライウェルスプレイ停止

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ開始

Ⅳ

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）

による代替格納容器スプレイ

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
と同等の流量確保不可

Ⅳ

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

No

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

高圧炉心注水系により
原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

高圧注水系により原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧
力の低下傾向を確認する。なお，原子炉注水は高圧注水系から代替低圧注
水系に切り替えることができる。また機能喪失している設備の復旧に努め
る。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状
態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であ
ること及び水素・酸素濃度監視が可能であることを確認し停止する

Yes

No

格納容器ベント停止

※17

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

Yes

No

※14

※16

※18

※13

※15

※19

格納容器ベント

停止条件不成立

（約10時間後）

（約22時間後）

（約22時間後）

 

２．一次格納容器制御 
（１）格納容器圧力制御 

①目的 
・ 格納容器圧力を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上の

場合 

 

③脱出条件 
・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気

の漏えいであり、ドライウェル温度が６６℃以下で、か

つドライウェルベントを実施した場合 

・ ２４時間以内にドライウェル圧力が非常用炉心冷却系

作動圧力未満に復帰した場合 

④基本的な考え方 
・ ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は、格納容器の健全性を維持して、できる限

り放射能放出を抑える目的で、サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達する前に原子炉を急速減

圧し、格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、原子炉を満水にし、格納容器最高使用圧力を超える場合は

格納容器ベントを行う。 

・ 一次格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合、ドライウェルスプレイ及びサプレッショ

ンプールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があるため、速やかにドライウェルスプレイ及びサ

プレッションプールスプレイを起動する。 

・ 原子炉制御「反応度制御」を実施中は、原子炉制御「反応度制御」を優先する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．格納容器圧力制御 
・ ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであることが判明した場合は、非常用ガス処理系を

使用してドライウェルベントを行う。 

・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動

水位以下を経験した場合には、高圧炉心注水系、低圧注水系Ａ系、原子炉隔離時冷却系による原子炉水位維持を確

認した後に、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。また、一次格納容器制御「格

納容器水素濃度制御」を並行して行う。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ サプレッションプール圧力が非常用炉心冷却系作動圧力に達した場合は、サプレッションプールスプレイを起動す

る。 

・ サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力に達した場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェ

ル換気空調系を停止し、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力が圧力制限条件以下に維持できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、低圧注水系を一時ドライウェルスプ

レイ及びサプレッションプールスプレイとして起動し、格納容器を減圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

Ｂ．原子炉満水 
・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値に達した場合は、「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし

安全弁が開しているか、又は電動駆動給水ポンプ、高圧炉心注水系が原子炉注水可能な場合は主蒸気隔離弁、主蒸

気管ドレン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・ 給復水系、非常用炉心冷却系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系

を使用して原子炉へ注水し、注水量を増して、原子炉水位をできるだけ高く維持する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持される場合は、原子炉制御「水位確保」に移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、格納容器ベント準備を行う。 

 

Ｃ．格納容器ベント 
・ サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は、炉心損傷がないことを確認して、格納容器ベ

ントを実施する。 

・ 格納容器ベントは、サプレッションプール側フィルターベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水

位が高い場合は、ドライウェル側フィルターベントラインを使用する。フィルターベントラインが使用出来ない場

合は、サプレッションプール側耐圧ベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が高い場合は、ド

ライウェル側耐圧ベントラインを使用する。 

Ｅ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 
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Ⅴ

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

原子炉満水操作

Yes

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

によるドライウェルスプレイ停止

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ開始

Ⅳ

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

代替格納容器スプレイ冷却系
（可搬型）

による代替格納容器スプレイ

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
と同等の流量確保不可

Ⅳ

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

No

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

高圧炉心注水系により
原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

高圧注水系により原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧
力の低下傾向を確認する。なお，原子炉注水は高圧注水系から代替低圧注
水系に切り替えることができる。また機能喪失している設備の復旧に努め
る。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状
態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であ
ること及び水素・酸素濃度監視が可能であることを確認し停止する

Yes

No

格納容器ベント停止

※17

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

Yes

No

※14

※16

※18

※13

※15

※19

格納容器ベント

停止条件不成立

（約10時間後）

（約22時間後）

（約22時間後）

 

 ※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

５ 
格納容器圧力逃がし装置による格納

容器内の減圧及び除熱 ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 約 40 分 

Ｅ 

① 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

７．「原子炉停止機能喪失」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.7-1 
 

第７．１．５－４図 「原子炉停止機能喪失」の対応手順の概要 

 

（約4分後）

（約43秒後）

（約0分）

（解析上の時間）

（約11分後）

（約22分後）

ほう酸水全量注入完了確認
（ほう酸水貯蔵タンクレベル0m3）
ほう酸水注入ポンプ手動停止
原子炉未臨界確認

原子炉出力低下に伴い原子炉水位回復
原子炉水位レベル1.5以上に維持

ほう酸水注入開始確認

ほう酸水注入ポンプ手動起動

原子炉水位回復確認
原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）以上に維持

自動減圧系自動起動阻止
・ADS自動起動阻止KOS「阻止」切替え
・ADS自動起動阻止位置警報発生確認

・ADS起動信号リセットPB「リセット」

ADS論理タイマー動作

警報発生確認

タービン駆動給水ポンプトリップ
電動駆動給水ポンプ自動起動

タービン・トリップ確認

残留熱除去系による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却開始

原子炉出力低下に伴い
サプレッション・チェンバ・プール水温度低下開始確認

制御棒挿入操作

高圧炉心注水系自動起動を確認
原子炉注水流量確認

残留熱除去系自動起動を確認
最小流量運転確認※5 ※6

※7

※8

※9

※10

※13

※14

Ⅰ

※12

回復は解析上

考慮せず

原子炉隔離時冷却系水源自動切替え
「復水貯蔵槽」→「サプレッション・チェンバ」

高圧炉心注水系及び
原子炉隔離時冷却系水源手動切替え

「サプレッション・チェンバ」→「復水貯蔵槽」

高圧代替注水系 起動

No

Yes

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

（約26分後）

主蒸気隔離弁全閉発生

原子炉スクラム失敗確認

原子炉水位低下

サプレッション・チェンバ・プール水温度高
「49℃」到達

復水器ホットウェル水位低低以下
給復水ポンプトリップ

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

高圧注水系により原子炉水位を維持し，原子炉格納容器はサプレッ
ション・チェンバ・プール水冷却モードにより冷却を継続する。原子
炉圧力容器を減圧し原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とす
る。また機能喪失している設備の復旧に努め，制御棒の挿入機能を復
旧し全挿入する

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能設備作動値に到達

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

原子炉隔離時冷却系自動起動を確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位レベル3からレベル8維持

原子炉スクラム信号発生

サプレッション・チェンバ・プール水位
+50mm到達

高圧炉心注水系水源自動切替え
「復水貯蔵槽」→「サプレッション・チェンバ」

原子炉隔離時冷却系
による
原子炉注水確認

手動スクラムボタンによる
手動スクラム実施

原子炉モードスイッチ
「運転」→「停止」

（2.7秒後）

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する

手動スクラムボタンによる

スクラム成功は解析上考慮せず

原子炉モードスイッチによる
スクラム成功は解析上考慮せず

再循環ポンプ
4台トリップ確認

再循環ポンプ
6台トリップ確認

※3

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】
Ⅰ
制御棒挿入操作には以下の手段がある
・「代替制御棒挿入回路」の手動作動
・スクラムテストスイッチによるペアロッドスクラム
・原子炉緊急停止系電源スイッチによる電源遮断
・制御棒電動挿入

※15

原子炉圧力高信号により
代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能作動

※4

※1

原子炉水位低信号により
代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能作動

※11

※2

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）
のみの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

（約239秒後）

（約215秒後）

（約191秒後）

（約173秒後）

（約34秒後）

（約24秒後）

Ａ Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 
・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 
・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 
・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 
・ 手動スクラムした場合 
・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

 
 

（解析上の時間）

タービン駆動給水ポンプトリップ
電動駆動給水ポンプ自動起動

タービン・トリップ確認

主蒸気隔離弁全閉発生

原子炉スクラム失敗確認

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

原子炉スクラム信号発生

手動スクラムボタンによる
手動スクラム実施

原子炉モードスイッチ
「運転」→「停止」

（2.7秒後）

手動スクラムボタンによる

スクラム成功は解析上考慮せず

原子炉モードスイッチによる
スクラム成功は解析上考慮せず

再循環ポンプ
4台トリップ確認

※3

原子炉圧力高信号により
代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能作動

※1

※2

（約0分） Ａ 

② 

③ 

① 
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   ・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

（解析上の時間）

タービン駆動給水ポンプトリップ
電動駆動給水ポンプ自動起動

タービン・トリップ確認

主蒸気隔離弁全閉発生

原子炉スクラム失敗確認

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

原子炉スクラム信号発生

手動スクラムボタンによる
手動スクラム実施

原子炉モードスイッチ
「運転」→「停止」

（2.7秒後）

手動スクラムボタンによる

スクラム成功は解析上考慮せず

原子炉モードスイッチによる
スクラム成功は解析上考慮せず

再循環ポンプ
4台トリップ確認

※3

原子炉圧力高信号により
代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能作動

※1

※2

（約0分） Ａ 

③ 

① 
② 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

（解析上の時間）

タービン駆動給水ポンプトリップ
電動駆動給水ポンプ自動起動

タービン・トリップ確認

主蒸気隔離弁全閉発生

原子炉スクラム失敗確認

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

原子炉スクラム信号発生

手動スクラムボタンによる
手動スクラム実施

原子炉モードスイッチ
「運転」→「停止」

（2.7秒後）

手動スクラムボタンによる

スクラム成功は解析上考慮せず

原子炉モードスイッチによる
スクラム成功は解析上考慮せず

再循環ポンプ
4台トリップ確認

※3

原子炉圧力高信号により
代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能作動

※1

※2

（約0分） Ｂ 

① 

②

⑥ 

⑦ 

⑤ 
④ 
③ 
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１．原子炉制御 
（２）反応度制御 
①目的 
・ スクラム不能異常過渡事象発生時に、原子炉を安全に停止させる。 

  なお、スクラム不能異常過渡事象とは、ＡＴＷＳのことをいう。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」により全制御棒が全挿入位置

又は同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本を超

える制御棒が挿入されていない場合 

 

③脱出条件 
・ 全制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿

入され、ほう酸水注入系が停止している場合 

・ 同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本の制御棒

以下まで挿入され、ほう酸水注入系が停止している場

合 

④基本的な考え方 
・ 短期的には原子炉の健全性を維持し、長期的には非常用炉心冷却系の水源であるサプレッションプールの健全性を

維持する。 

・ 「ほう酸水注入系」、「水位」、「制御棒」、「圧力」を並行操作する。なお、同時に実行することが不可能な場合は、

「ほう酸水注入系」、「水位」、「制御棒」、「圧力」の順に優先させる。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．反応度制御 
・ 全制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿入されず、同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本を超

える制御棒が挿入されていない場合には、「反応度制御」のほう酸水注入系起動操作及び水位制御、制御棒操作、圧

力制御を並行操作する。 

・ タービンが運転中の場合は、原子炉再循環ポンプをランバック後停止する。また、タービンが停止中の場合は、原

子炉再循環ポンプを停止する。 

・ 自動減圧系自動起動を阻止し、自動減圧系の動作を阻止する。 

 

Ｂ．ほう酸水注入系 
・ ほう酸水注入系を起動する。 

・ 原子炉冷却材浄化系が隔離したことを確認する。 

・ ほう酸水注入系を起動した場合には、全量注入完了までほう酸水を注入する。ただし、全制御棒が全挿入位置又は

最大未臨界引抜位置まで挿入された場合には、ほう酸水注入系を停止する。 

 

Ｃ．水位 
・ 原子炉水位が不明となった場合、「反応度制御」水位不明及び「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ スクラム不能異常過渡事象発生時、原子炉出力高判定値以上の場合又は原子炉出力高判定未満の場合でかつ主蒸気

隔離弁が閉の場合、「水位低下」操作として、原子炉給水流量を原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子

炉出力低判定値以下になるまで低下させる。（原子炉水位の下限値は高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位

とする。）  

・ 原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力高判定値未満の場合で、かつ原子炉が隔離状態でない場

合は、原子炉出力が中性子束振動発生防止値以下となるよう水位維持操作を行う。（原子炉水位を原子炉隔離時冷却

系自動作動水位から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。） 

・ 原子炉を減圧することにより高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持可能な場合は、自動減圧機能

を有する主蒸気逃がし安全弁を数弁開して、原子炉を減圧し非常用炉心冷却系の注水流量を増加し、原子炉水位を

高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持する。 

・ 自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を数弁開しても、原子炉水位を高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動

水位以上に維持できない場合には、低圧で原子炉に注水可能な系統※又は低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系

（可搬型）、消火系、制御棒駆動水圧系を起動し、自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を優先して主蒸気逃が

し安全弁を順次開放し、原子炉水位を高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持する。 

 

※：低圧で原子炉へ注水可能な系統とは、高圧復水ポンプ、低圧復水ポンプ、高圧炉心注水系Ｂ系、高圧炉心注水系Ｃ

系、低圧注水系Ａ系、低圧注水系Ｂ系、低圧注水系Ｃ系をいう。以下、各表において同じ。 

（約11分後）

ほう酸水注入開始確認

ほう酸水注入ポンプ手動起動

原子炉水位回復確認
原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）以上に維持

自動減圧系自動起動阻止
・ADS自動起動阻止KOS「阻止」切替え
・ADS自動起動阻止位置警報発生確認

・ADS起動信号リセットPB「リセット」

ADS論理タイマー動作

警報発生確認

※7

※8

※9

※10

※12

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する

（約4分後）

C 

① 

② 

④ 

③ 
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１．原子炉制御 
（２）反応度制御 
①目的 
・ スクラム不能異常過渡事象発生時に、原子炉を安全に停止させる。 

  なお、スクラム不能異常過渡事象とは、ＡＴＷＳのことをいう。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」により全制御棒が全挿入位置

又は同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本を超

える制御棒が挿入されていない場合 

③脱出条件 
・ 全制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿

入され、ほう酸水注入系が停止している場合 

・ 同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本の制御棒

以下まで挿入され、ほう酸水注入系が停止している場

合 

④基本的な考え方 
・ 短期的には原子炉の健全性を維持し、長期的には非常用炉心冷却系の水源であるサプレッションプールの健全性を

維持する。 

・ 「ほう酸水注入系」、「水位」、「制御棒」、「圧力」を並行操作する。なお、同時に実行することが不可能な場合は、

「ほう酸水注入系」、「水位」、「制御棒」、「圧力」の順に優先させる。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．反応度制御 
・ 全制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿入されず、同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本を超

える制御棒が挿入されていない場合には、「反応度制御」のほう酸水注入系起動操作及び水位制御、制御棒操作、圧

力制御を並行操作する。 

・ タービンが運転中の場合は、原子炉再循環ポンプをランバック後停止する。また、タービンが停止中の場合は、原

子炉再循環ポンプを停止する。 

・ 自動減圧系自動起動を阻止し、自動減圧系の動作を阻止する。 

 

Ｂ．ほう酸水注入系 
・ ほう酸水注入系を起動する。 

・ 原子炉冷却材浄化系が隔離したことを確認する。 

・ ほう酸水注入系を起動した場合には、全量注入完了までほう酸水を注入する。ただし、全制御棒が全挿入位置又は

最大未臨界引抜位置まで挿入された場合には、ほう酸水注入系を停止する。 

 

Ｃ．水位 
・ 原子炉水位が不明となった場合、「反応度制御」水位不明及び「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ スクラム不能異常過渡事象発生時、原子炉出力高判定値以上の場合又は原子炉出力高判定未満の場合でかつ主蒸気

隔離弁が閉の場合、「水位低下」操作として、原子炉給水流量を原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子

炉出力低判定値以下になるまで低下させる。（原子炉水位の下限値は高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位

とする。）  

・ 原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力高判定値未満の場合で、かつ原子炉が隔離状態でない場

合は、原子炉出力が中性子束振動発生防止値以下となるよう水位維持操作を行う。（原子炉水位を原子炉隔離時冷却

系自動作動水位から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。） 

・ 原子炉を減圧することにより高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持可能な場合は、自動減圧機能

を有する主蒸気逃がし安全弁を数弁開して、原子炉を減圧し非常用炉心冷却系の注水流量を増加し、原子炉水位を

高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持する。 

・ 自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を数弁開しても、原子炉水位を高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動

水位以上に維持できない場合には、低圧で原子炉に注水可能な系統※又は低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系

（可搬型）、消火系、制御棒駆動水圧系を起動し、自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を優先して主蒸気逃が

し安全弁を順次開放し、原子炉水位を高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持する。 

 

※：低圧で原子炉へ注水可能な系統とは、高圧復水ポンプ、低圧復水ポンプ、高圧炉心注水系Ｂ系、高圧炉心注水系Ｃ

系、低圧注水系Ａ系、低圧注水系Ｂ系、低圧注水系Ｃ系をいう。以下、各表において同じ。 

（約11分後）

（約22分後）

ほう酸水全量注入完了確認
（ほう酸水貯蔵タンクレベル0m3）
ほう酸水注入ポンプ手動停止
原子炉未臨界確認

原子炉出力低下に伴い原子炉水位回復
原子炉水位レベル1.5以上に維持

ほう酸水注入開始確認

ほう酸水注入ポンプ手動起動

原子炉水位回復確認
原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）以上に維持

制御棒挿入操作

※9

※10

※13

※14

Ⅰ

※12

回復は解析上

考慮せず

高圧注水系により原子炉水位を維持し，原子炉格納容器はサプレッショ
ン・チェンバ・プール水冷却モードにより冷却を継続する。原子炉圧力
容器を減圧し原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする。また
機能喪失している設備の復旧に努め，制御棒の挿入機能を復旧し全挿入
する

原子炉水位レベル3からレベル8維持

炉心損傷なし継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】
Ⅰ
制御棒挿入操作には以下の手段がある
・「代替制御棒挿入回路」の手動作動
・スクラムテストスイッチによるペアロッドスクラム
・原子炉緊急停止系電源スイッチによる電源遮断
・制御棒電動挿入

※15

D  

② 

④ 
③ 

① 

⑤ 

保安規定 添付１ 

124



 

1-Ⅲ.7-7 
 

 
  

１．原子炉制御 
（２）反応度制御 
①目的 
・ スクラム不能異常過渡事象発生時に、原子炉を安全に停止させる。 

  なお、スクラム不能異常過渡事象とは、ＡＴＷＳのことをいう。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」により全制御棒が全挿入位置

又は同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本を超

える制御棒が挿入されていない場合 

③脱出条件 
・ 全制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿

入され、ほう酸水注入系が停止している場合 

・ 同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本の制御棒

以下まで挿入され、ほう酸水注入系が停止している場

合 

④基本的な考え方 
・ 短期的には原子炉の健全性を維持し、長期的には非常用炉心冷却系の水源であるサプレッションプールの健全性を

維持する。 

・ 「ほう酸水注入系」、「水位」、「制御棒」、「圧力」を並行操作する。なお、同時に実行することが不可能な場合は、

「ほう酸水注入系」、「水位」、「制御棒」、「圧力」の順に優先させる。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．反応度制御 
・ 全制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿入されず、同一水圧制御ユニットに属する１組又は１本を超

える制御棒が挿入されていない場合には、「反応度制御」のほう酸水注入系起動操作及び水位制御、制御棒操作、圧

力制御を並行操作する。 

・ タービンが運転中の場合は、原子炉再循環ポンプをランバック後停止する。また、タービンが停止中の場合は、原

子炉再循環ポンプを停止する。 

・ 自動減圧系自動起動を阻止し、自動減圧系の動作を阻止する。 

 

Ｂ．ほう酸水注入系 
・ ほう酸水注入系を起動する。 

・ 原子炉冷却材浄化系が隔離したことを確認する。 

・ ほう酸水注入系を起動した場合には、全量注入完了までほう酸水を注入する。ただし、全制御棒が全挿入位置又は

最大未臨界引抜位置まで挿入された場合には、ほう酸水注入系を停止する。 

 

Ｃ．水位 
・ 原子炉水位が不明となった場合、「反応度制御」水位不明及び「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ スクラム不能異常過渡事象発生時、原子炉出力高判定値以上の場合又は原子炉出力高判定未満の場合でかつ主蒸気

隔離弁が閉の場合、「水位低下」操作として、原子炉給水流量を原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子

炉出力低判定値以下になるまで低下させる。（原子炉水位の下限値は高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位

とする。）  

・ 原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力高判定値未満の場合で、かつ原子炉が隔離状態でない場

合は、原子炉出力が中性子束振動発生防止値以下となるよう水位維持操作を行う。（原子炉水位を原子炉隔離時冷却

系自動作動水位から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。） 

・ 原子炉を減圧することにより高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持可能な場合は、自動減圧機能

を有する主蒸気逃がし安全弁を数弁開して、原子炉を減圧し非常用炉心冷却系の注水流量を増加し、原子炉水位を

高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持する。 

・ 自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を数弁開しても、原子炉水位を高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動

水位以上に維持できない場合には、低圧で原子炉に注水可能な系統※又は低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系

（可搬型）、消火系、制御棒駆動水圧系を起動し、自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を優先して主蒸気逃が

し安全弁を順次開放し、原子炉水位を高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位以上に維持する。 

 

※：低圧で原子炉へ注水可能な系統とは、高圧復水ポンプ、低圧復水ポンプ、高圧炉心注水系Ｂ系、高圧炉心注水系Ｃ

系、低圧注水系Ａ系、低圧注水系Ｂ系、低圧注水系Ｃ系をいう。以下、各表において同じ。 

（約11分後）

（約22分後）

ほう酸水全量注入完了確認
（ほう酸水貯蔵タンクレベル0m3）
ほう酸水注入ポンプ手動停止
原子炉未臨界確認

原子炉出力低下に伴い原子炉水位回復
原子炉水位レベル1.5以上に維持

ほう酸水注入開始確認

ほう酸水注入ポンプ手動起動

制御棒挿入操作

※10

※13

※14

Ⅰ

※12

回復は解析上

考慮せず

高圧注水系により原子炉水位を維持し，原子炉格納容器はサプレッショ
ン・チェンバ・プール水冷却モードにより冷却を継続する。原子炉圧力
容器を減圧し原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする。また
機能喪失している設備の復旧に努め，制御棒の挿入機能を復旧し全挿入
する

原子炉水位レベル3からレベル8維持

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】
Ⅰ
制御棒挿入操作には以下の手段がある
・「代替制御棒挿入回路」の手動作動
・スクラムテストスイッチによるペアロッドスクラム
・原子炉緊急停止系電源スイッチによる電源遮断
・制御棒電動挿入

※15

E  

① 

② 

③ 

③ 

保安規定 添付１ 
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1-Ⅲ.7-8 
 

 
 

 
Ｄ．制御棒 
・ スクラム弁が閉の場合、代替制御棒挿入機能の動作、スクラムテストスイッチ、スクラムパイロット弁電磁弁の電

源切を行う。 

・ スクラム弁が開の場合、スクラムリセットし、再度手動スクラム又は代替制御棒挿入機能等によるスクラムを行う。 

・ 個々の制御棒の電動挿入を行う。 

 

Ｅ．圧力 
・ 反応度制御中は、主蒸気逃がし安全弁又はタービンバイパス弁により原子炉圧力を一定に制御する。 

・ ほう酸水全量注入完了後、全制御棒を全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿入されるまで、原子炉圧力を残留

熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力未満まで低下させ、残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）を起動

する。 

 

Ｆ．「反応度制御」水位不明 
・ 「反応度制御」水位不明を実行中に全制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿入された場合又は同一水

圧制御ユニットに属する１組又は１本の制御棒以上が挿入された場合には、不測事態「水位不明」に移行する。 

・ 制御棒が原子炉出力高温未臨界パターン以上まで挿入されている場合には、主蒸気隔離弁、格納容器隔離弁及び主

蒸気管ドレン弁、並びに原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖し、「満水注入」を行う。 

・ 制御棒が原子炉出力高温未臨界パターンまで挿入されていない場合、自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を

「反応度制御」原子炉水位不明操作時必要弁数開して、原子炉を減圧し、給復水系、制御棒駆動水圧系、高圧炉心

注水系、低圧注水系、又は低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系を使用して原子炉圧力が炉

心冠水最低圧力以上で、かつできる限り低くなるように注水する。 

・ 原子炉出力６％未満の場合、ほう酸水注入系を起動３０分経過後、ほう酸水注入系、制御棒駆動水圧系、原子炉隔

離時冷却系による注水とする。 

 

（約11分後）

（約22分後）

ほう酸水全量注入完了確認
（ほう酸水貯蔵タンクレベル0m3）
ほう酸水注入ポンプ手動停止
原子炉未臨界確認

原子炉出力低下に伴い原子炉水位回復
原子炉水位レベル1.5以上に維持

ほう酸水注入開始確認

ほう酸水注入ポンプ手動起動

制御棒挿入操作

※10

※13

※14

Ⅰ

※12

回復は解析上

考慮せず

高圧注水系により原子炉水位を維持し，原子炉格納容器はサプレッショ
ン・チェンバ・プール水冷却モードにより冷却を継続する。原子炉圧力
容器を減圧し原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする。また
機能喪失している設備の復旧に努め，制御棒の挿入機能を復旧し全挿入
する

原子炉水位レベル3からレベル8維持

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】
Ⅰ
制御棒挿入操作には以下の手段がある
・「代替制御棒挿入回路」の手動作動
・スクラムテストスイッチによるペアロッドスクラム
・原子炉緊急停止系電源スイッチによる電源遮断
・制御棒電動挿入

※15

E  
① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

保安規定 添付１ 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

８．「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.8-1 

第７．１．６－４図 「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」の対応手順の概要 

炉心流量急減動作

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

中央制御室での逃がし安全弁8個
による
原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水開始
原子炉水位回復確認

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）
による原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）
による原子炉注水再開

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを交互に実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ停止

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

（解析上の時刻）
（0分）

中小LOCA発生
外部電源喪失発生

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認

逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能作動値に到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給

（約12時間後）

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※2

※2
※3

※2
※3

※11

※13

原子炉圧力0.34MPa[gage]
急速減圧操作完了

（適宜実施）

※1 重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※2 中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，流量指示計等にて機能喪失を確認する

※3 実態は，ドライウェル圧力高信号により自動起動信号が発生し機能喪失を確認するが，解析上では考慮しない

※4 代替注水系の準備は，中央制御室から容易に操作が可能であり，注水可能流量が大きい設備から準備する

原子炉注水に必要な弁が動作可能であることを確認する

復水補給水系バイパス流防止のため負荷遮断弁全閉操作を実施する

※5 急速減圧中は「水位不明判断曲線」による原子炉圧力と格納容器温度から水位不明領域に入っていないことを確認する

※6 原子炉水位計（燃料域）により有効燃料棒頂部（TAF）到達を確認した場合は，格納容器内雰囲気モニタ（CAMS）等により格納容器水素・酸素濃度の確

認を実施する

※7 原子炉圧力指示計0.34MPa[gage]以下により，原子炉急速減圧完了を確認する

※8 水位不明判断は以下により確認する

・水位計の電源が喪失

・指示計のバラツキが大きく有効燃料棒頂部（TAF）以上であることが判定できない

・水位不明判断曲線の水位不明領域

・凝縮槽液相部温度と気相部温度がほぼ一致し，有意な差が認められない

※9 原子炉水位計（燃料域）により有効燃料棒頂部（TAF）回復を確認した場合は，有効燃料棒頂部（TAF）以下継続時間を測定し「最長許容炉心露出時間」

の禁止領域に入っていることを確認する。燃料の健全性を格納容器内雰囲気放射線レベル計等により確認する

※10  防火水槽を用いた可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による復水貯蔵槽への補給も可能である

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

Ⅳ

低圧代替注水系（常設）による原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低
下傾向を確認する。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原

子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容

器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能であることを確認し停止する

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】
Ⅰ

炉心損傷防止としての流量は確保できないが制御棒駆動水ポンプが再起動し，原子炉への注水が継続していることを確認する。また，追加起動の準備も開始する

復水移送ポンプと同等の流量は確保できないが，消火ポンプによる代替注水も実施可能である

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水も実施可能である

Ⅱ

残留熱除去系Bラインを優先して使用するが，残留熱除去系Aラインからの原子炉注水も可能である

現場操作により洗浄水弁を開することにより，残留熱除去系Cライン，高圧炉心注水系B，Cラインからの原子炉注水も可能である

Ⅲ

防火水槽を用いた復水貯蔵槽への補給の場合は，「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は淡水貯水池からろ過水タンクへの補給もあわせて実施する

Ⅳ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプ（A-2級）と同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）の水源は「淡水貯水池」以外に「海水」も可能である

Ⅴ

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器スプレイも可能である
流量は少ないが消火ポンプによる代替格納容器スプレイも実施可能である

Ⅵ
残留熱除去系Bライン以外に復水移送ポンプによる代替注水が可能な系統がある場合，原子炉注水と格納容器スプレイを同時に実施できる

Ⅶ

格納容器ベント操作前に，原子炉の隔離状態を確認し水位を高めに維持する。原子炉格納容器への熱放出を抑制し圧力上昇を抑制する

※6

※5

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作
Yes

No

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

Ⅲ

※8

※9

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備が完了

淡水貯水池から

復水貯蔵槽への補給準備

（可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給）

フィルタ装置

排水ポンプ水張り

高圧代替注水系

起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

Ⅱ

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ
2台注水準備完了

代替注水系2台以上準備

Yes

No

Ⅰ

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

※4

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
による代替格納容器スプレイ

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを並行して実施
（異なる供給ラインがある場合）

原子炉満水操作
格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから

防火水槽への補給

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）と同等の流量確保不可

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と同等の流量確保ま
たは注水開始不可

サプレッション・チェンバ空間部温度49℃
超過確認後

サプレッション・チェンバスプレイ実施

Yes

No

格納容器ベント停止

Yes

No
「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※17

※16

※7

※12

Ⅴ

※14

※15

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉・格納容器の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

（適宜実施）

（約12時間後）

燃料供給準備
（タンクローリ（4kL）
給油準備）

可搬設備への燃料補給

タンクローリ（4kL）
による給油準備完了

※11 原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル3到達確認後，原子炉注水を開始し，原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止する。解析上，注水流量は約

90m3/hとする。以後，本操作を繰り返す

※12 格納容器圧力指示計0.18MPa[gage]により，格納容器スプレイ操作を開始する

※13 ドライウェルスプレイ実施中に原子炉水位計（広帯域）により原子炉水位がレベル3到達確認後，ドライウェルスプレイを停止し原子炉注水を開始する

原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止しドライウェルスプレイを再開する。以後，本操作を繰り返す

※14 格納容器圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，格納容器ベント操作前に格納容器スプレイを停止する

※15 格納容器圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，炉心損傷がないことを格納容器内雰囲気放射線レベル計等により確認し，格納容器ベン

ト操作を開始する

※16 格納容器ベント実施時に，残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能であることが確認された場合は，格納容器ベントを

停止する。格納容器ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスパージを実施する

※17 格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮することにより水位が上昇することが考えられる。フィルタ装置の水位を監視し，上

限水位に到達した場合にサプレッション・チェンバ・プールへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装置への薬品注入を適宜実施する

※18 機能喪失した設備の回復手段として，除熱手段である残留熱除去系の復旧手順を整備しており，原子炉補機冷却海水ポンプ電動機及び原子炉補機冷却水ポンプの予備

品を確保している

また，可搬型格納容器除熱系や可搬熱交換器等を用いた除熱手段を実施することも可能である

炉心損傷なし
継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する

操作時間約4分
間を設定

※1

※10

※18

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）の
みの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

格納容器ベント

停止条件不成立

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

炉心流量急減動作

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

（解析上の時刻）
（0分）

中小LOCA発生
外部電源喪失発生

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認

逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能作動値に到達

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※2

※2
※3

高圧代替注水系

起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

※1

Ａ 

①

保安規定 添付１ 
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  ・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

炉心流量急減動作

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

（解析上の時刻）
（0分）

中小LOCA発生
外部電源喪失発生

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認

逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能作動値に到達

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※2

※2
※3

高圧代替注水系

起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

※1

Ａ 

①

②

③ 

保安規定 添付１ 
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５．電源制御 
（１）交流／直流電源供給回復 
①目的 
・ 交流電源及び直流電源の供給を回復し、維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、所内電源が喪失した場合 

④基本的な考え方 
・ 非常用ディーゼル発電機の起動状況を確認し、状況に応じて代替電源設備による給電を行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．非常用ディーゼル発電機 
・ 非常用ディーゼル発電機の状況を随時把握する。 

・ 原子炉補機冷却海水系の運転状態を随時把握し、非常用ディーゼル発電機の冷却が継続可能であることを確認する。 

・ 全交流電源喪失となった場合は、代替熱交換器車接続の要請・準備、及び原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

を起動し原子炉圧力容器への注水を確保する。サプレッションプール圧力が３１０ｋＰａ以上となった場合は、格

納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベントにより格納容器ベントを実施する。 

 

Ｂ．電源構成 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｃ．給電 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備による電源供給を

回復させる。 

 

Ｄ．直流電源確保 
・ 所内蓄電式直流電源設備、常設代替直流電源設備、可搬型直流電源設備の状況を随時把握する。 

 

Ｅ．直流電源回復 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｆ．復旧 
・ 常設電源設備又は非常用電源設備の復旧状況に応じ、継続して電源供給可能な設備に切替える。 

 

炉心流量急減動作

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

（解析上の時刻）
（0分）

中小LOCA発生
外部電源喪失発生

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認

逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能作動値に到達

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※2

※2
※3

高圧代替注水系

起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

※1

Ｂ 

①

②

③
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１．原子炉制御 
（３）水位確保 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復させ、安定に維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において原子炉水位が原子炉水

位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリッ

プ設定値の間に維持できない場合 

・ 「格納容器圧力制御」において原子炉満水後サプレッ

ションプール圧力を格納容器圧力制限値以下に維持で

きる場合 

・ 不測事態「水位回復」において原子炉水位を有効燃料頂

部以上に維持できる場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し水位が判

明しており、かつドライウェル空間部温度が水位不明

判断曲線の水位不明領域外である場合 

・ 不測事態「水位不明」において最長許容炉心露出時間以

内に原子炉水位が判明した場合 

③脱出条件 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値から原子炉

水位高タービントリップ設定値の間に維持できる場合 

 

④基本的な考え方 
・原子炉水位と原子炉に注水可能な系統を随時把握する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位確保 
・ 原子炉水位、原子炉圧力及び格納容器隔離、並びに非常用炉心冷却系及び非常用ディーゼル発電機の起動を確認す

る。 

・ 作動すべきものが不作動の場合は、手動で作動させる。 

 

Ｂ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可

搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高ター

ビントリップ設定値の間に維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請する。 

・ 給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続した場合は、低圧代替注水系（常設）２台以

上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上による原子炉注水の準備を行い不測事態「急速減圧」及

び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「減圧冷却」に移行する。 

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

中央制御室での逃がし安全弁8個
による

原子炉急速減圧

低圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能作動値に到達

※2
※3

※5

Ⅱ

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ
2台注水準備完了

代替注水系2台以上準備

Yes

No

Ⅰ

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

※4

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と同等の流量確保また
は注水開始不可

操作時間約4分
間を設定

Ｃ 

②

③

④

⑤

⑥

①

保安規定 添付１ 
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  ４．不測事態 
（２）急速減圧 
①目的 
・ 原子炉を速やかに減圧する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「水位確保」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続し、低圧

代替注水系（常設）２台以上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、サプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止領

域に入った場合 

・ 一次格納容器制御「格納容器圧力制御」において、サプレッションプール圧力が圧力制限条件以上となった場合 

・ ドライウェル温度制御においてドライウェル空間部局所温度が１０３℃に接近した場合、又はドライウェル局所温

度９０℃にて手動スクラム後もドライウェル圧力が上昇して１３．７ｋＰａ以上でドライウェルスプレイできない

場合 

・ 不測事態「水位回復」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以

下の場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合、又は起動しても原子炉水位が上昇しない場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動しているが、

最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂部を回復できない場合 

・ 不測事態「水位不明」において、低圧で原子炉へ注水可能な系統１系統以上、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が真空破壊弁位置から

作動差圧相当分の水位を引いた水位に誤差を考慮した値以上になった場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が通常運転時低水位制

限以下になった場合又はＳＲＶテールパイプ制限禁止領域の場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール温度制御」において、サプレッションプール水温がサプレッションプー

ル熱容量制限図の運転禁止領域に入った場合 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」において、漏えい箇所の速やかな隔離に失敗した場合 

・ タービンバイパス弁を使用する場合で、主蒸気隔離弁の隔離条件を解除する場合は、緊急時対策本部との協議によ

り実施する。 

④基本的な考え方 
・ 原子炉圧力低下必要時に自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放して急速減圧する。又は、自

動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁

とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が使用できない場合は、復水器又は原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉減圧の結果、原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値を遵守する必要はない。 

・ 急速減圧実施中に原子炉へ注水可能な系統が喪失した場合は、急速減圧操作を中断し、原子炉へ注水可能な系統を

再起動する。 

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

中央制御室での逃がし安全弁8個
による
原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水開始
原子炉水位回復確認

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

原子炉圧力0.34MPa[gage]
急速減圧操作完了

※6

※5

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作
Yes

No

※8

※9

Ⅱ

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ
2台注水準備完了

代替注水系2台以上準備

Yes

No

※4

※7

操作時間約4分
間を設定 Ｄ 

① 
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  ⑤主な監視操作内容 
・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統以上又は低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水系（可搬型）と

消火系から２系統以上が起動していること、又はその状態が維持されていることを確認する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全

弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数

開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急

速減圧」時必要最小弁数以上開放する。原子炉減圧が不十分である場合、主蒸気隔離弁を開し、タービンバイパス

弁と復水器により減圧する。 

・ 主蒸気隔離弁が開できなければ、原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉水位が判明している場合は、不測事態「急速減圧」の導入前の制御へ移行する。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」の「満水注入」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」

へ移行する。 

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

中央制御室での逃がし安全弁8個
による
原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水開始
原子炉水位回復確認

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

原子炉圧力0.34MPa[gage]
急速減圧操作完了

※6

※5

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作
Yes

No

※8

※9

Ⅱ

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ
2台注水準備完了

代替注水系2台以上準備

Yes

No

※4

※7

操作時間約4分
間を設定

Ｄ 

①

②

③

保安規定 添付１ 
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１．原子炉制御 
（３）水位確保 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復させ、安定に維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において原子炉水位が原子炉水

位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリッ

プ設定値の間に維持できない場合 

・ 「格納容器圧力制御」において原子炉満水後サプレッシ

ョンプール圧力を格納容器圧力制限値以下に維持でき

る場合 

・ 不測事態「水位回復」において原子炉水位を有効燃料頂

部以上に維持できる場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し水位が判

明しており、かつドライウェル空間部温度が水位不明判

断曲線の水位不明領域外である場合 

・ 不測事態「水位不明」において最長許容炉心露出時間以

内に原子炉水位が判明した場合 

③脱出条件 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値から原子炉

水位高タービントリップ設定値の間に維持できる場合 

  

④基本的な考え方 
・原子炉水位と原子炉に注水可能な系統を随時把握する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位確保 
・ 原子炉水位、原子炉圧力及び格納容器隔離、並びに非常用炉心冷却系及び非常用ディーゼル発電機の起動を確認す

る。 

・ 作動すべきものが不作動の場合は、手動で作動させる。 

 

Ｂ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可

搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高ター

ビントリップ設定値の間に維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請する。 

・ 給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続した場合は、低圧代替注水系（常設）２台以

上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上による原子炉注水の準備を行い不測事態「急速減圧」及

び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「減圧冷却」に移行する。 

Ｅ 
① 

②

③ 

④ 

⑤

保安規定 添付１ 

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）
による原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）
による原子炉注水再開

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※11

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作
Yes

No

※8

※9

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

サプレッション・チェンバ空間部温度49℃
超過確認後

サプレッション・チェンバスプレイ実施

※12

炉心損傷なし

継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する
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  １．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

Ｅ 

①

保安規定 添付１ 

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）
による原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）
による原子炉注水再開

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※11

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作
Yes

No

※8

※9

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

サプレッション・チェンバ空間部温度49℃
超過確認後

サプレッション・チェンバスプレイ実施

※12

炉心損傷なし

継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する
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  ・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

Ｅ 

①

保安規定 添付１ 

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）
による原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）
による原子炉注水再開

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※11

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作
Yes

No

※8

※9

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

サプレッション・チェンバ空間部温度49℃
超過確認後

サプレッション・チェンバスプレイ実施

※12

炉心損傷なし

継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する
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  １．原子炉制御 
（１）スクラム 
⑤主な監視操作内容 
Ｇ．一次格納容器制御への導入 
・ 一次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

 

Ｈ．二次格納容器制御への導入 
・ 二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

によるドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを交互に実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ停止

※13

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

低圧代替注水系（常設）による原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低

下傾向を確認する。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原

子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容

器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能であることを確認し停止する

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
による代替格納容器スプレイ

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを並行して実施
（異なる供給ラインがある場合）

原子炉満水操作
格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）と同等の流量確保不可

Yes

No

格納容器ベント停止

Yes

No
「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※17

※16

※12

Ⅴ

※14

※15

※18

格納容器ベント

停止条件不成立

Ｆ 
①

保安規定 添付１ 
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２．一次格納容器制御 
（１）格納容器圧力制御 

①目的 
・ 格納容器圧力を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上の

場合 

 

③脱出条件 
・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気

の漏えいであり、ドライウェル温度が６６℃以下で、か

つドライウェルベントを実施した場合 

・ ２４時間以内にドライウェル圧力が非常用炉心冷却系

作動圧力未満に復帰した場合 

④基本的な考え方 
・ ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は、格納容器の健全性を維持して、できる限

り放射能放出を抑える目的で、サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達する前に原子炉を急速減

圧し、格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、原子炉を満水にし、格納容器最高使用圧力を超える場合は

格納容器ベントを行う。 

・ 一次格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合、ドライウェルスプレイ及びサプレッショ

ンプールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があるため、速やかにドライウェルスプレイ及びサ

プレッションプールスプレイを起動する。 

・ 原子炉制御「反応度制御」を実施中は、原子炉制御「反応度制御」を優先する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．格納容器圧力制御 
・ ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであることが判明した場合は、非常用ガス処理系を

使用してドライウェルベントを行う。 

・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動

水位以下を経験した場合には、高圧炉心注水系、低圧注水系Ａ系、原子炉隔離時冷却系による原子炉水位維持を確

認した後に、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。また、一次格納容器制御「格

納容器水素濃度制御」を並行して行う。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ サプレッションプール圧力が非常用炉心冷却系作動圧力に達した場合は、サプレッションプールスプレイを起動す

る。 

・ サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力に達した場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェ

ル換気空調系を停止し、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力が圧力制限条件以下に維持できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、低圧注水系を一時ドライウェルスプ

レイ及びサプレッションプールスプレイとして起動し、格納容器を減圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

Ｂ．原子炉満水 
・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値に達した場合は、「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし

安全弁が開しているか、又は電動駆動給水ポンプ、高圧炉心注水系が原子炉注水可能な場合は主蒸気隔離弁、主蒸

気管ドレン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・ 給復水系、非常用炉心冷却系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系

を使用して原子炉へ注水し、注水量を増して、原子炉水位をできるだけ高く維持する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持される場合は、原子炉制御「水位確保」に移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、格納容器ベント準備を行う。 

 

Ｃ．格納容器ベント 
・ サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は、炉心損傷がないことを確認して、格納容器ベ

ントを実施する。 

・ 格納容器ベントは、サプレッションプール側フィルターベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水

位が高い場合は、ドライウェル側フィルターベントラインを使用する。フィルターベントラインが使用出来ない場

合は、サプレッションプール側耐圧ベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が高い場合は、ド

ライウェル側耐圧ベントラインを使用する。 

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

によるドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを交互に実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ停止

※13

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

低圧代替注水系（常設）による原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低

下傾向を確認する。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原

子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容

器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能であることを確認し停止する

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
による代替格納容器スプレイ

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを並行して実施
（異なる供給ラインがある場合）

原子炉満水操作
格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）と同等の流量確保不可

Yes

No

格納容器ベント停止

Yes

No
「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※17

※16

※12

Ⅴ

※14

※15

※18

格納容器ベント

停止条件不成立

Ｆ 

①

②

保安規定 添付１ 
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1-Ⅲ.8-13 

 

 

  

２．一次格納容器制御 
（１）格納容器圧力制御 

①目的 
・ 格納容器圧力を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上の

場合 

 

③脱出条件 
・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気

の漏えいであり、ドライウェル温度が６６℃以下で、か

つドライウェルベントを実施した場合 

・ ２４時間以内にドライウェル圧力が非常用炉心冷却系

作動圧力未満に復帰した場合 

④基本的な考え方 
・ ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は、格納容器の健全性を維持して、できる限

り放射能放出を抑える目的で、サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達する前に原子炉を急速減

圧し、格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、原子炉を満水にし、格納容器最高使用圧力を超える場合は

格納容器ベントを行う。 

・ 一次格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合、ドライウェルスプレイ及びサプレッショ

ンプールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があるため、速やかにドライウェルスプレイ及びサ

プレッションプールスプレイを起動する。 

・ 原子炉制御「反応度制御」を実施中は、原子炉制御「反応度制御」を優先する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．格納容器圧力制御 
・ ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ ドライウェル圧力の上昇の原因が、窒素ガス又は空気の漏えいであることが判明した場合は、非常用ガス処理系を

使用してドライウェルベントを行う。 

・ ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で、かつ原子炉水位が低圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動

水位以下を経験した場合には、高圧炉心注水系、低圧注水系Ａ系、原子炉隔離時冷却系による原子炉水位維持を確

認した後に、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。また、一次格納容器制御「格

納容器水素濃度制御」を並行して行う。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ サプレッションプール圧力が非常用炉心冷却系作動圧力に達した場合は、サプレッションプールスプレイを起動す

る。 

・ サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力に達した場合は、原子炉再循環ポンプ及びドライウェ

ル換気空調系を停止し、ドライウェルスプレイ及びサプレッションプールスプレイを起動する。 

・ サプレッションプール圧力が圧力制限条件以下に維持できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、低圧注水系を一時ドライウェルスプ

レイ及びサプレッションプールスプレイとして起動し、格納容器を減圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

Ｂ．原子炉満水 
・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値に達した場合は、「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし

安全弁が開しているか、又は電動駆動給水ポンプ、高圧炉心注水系が原子炉注水可能な場合は主蒸気隔離弁、主蒸

気管ドレン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・ 給復水系、非常用炉心冷却系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系

を使用して原子炉へ注水し、注水量を増して、原子炉水位をできるだけ高く維持する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持される場合は、原子炉制御「水位確保」に移行する。 

・ サプレッションプール圧力が格納容器圧力制限値以下に維持できない場合は、格納容器ベント準備を行う。 

 

Ｃ．格納容器ベント 
・ サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は、炉心損傷がないことを確認して、格納容器ベ

ントを実施する。 

・ 格納容器ベントは、サプレッションプール側フィルターベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水

位が高い場合は、ドライウェル側フィルターベントラインを使用する。フィルターベントラインが使用出来ない場

合は、サプレッションプール側耐圧ベントラインを優先して使用し、サプレッションプール水位が高い場合は、ド

ライウェル側耐圧ベントラインを使用する。 

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

によるドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを交互に実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ停止

※13

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

低圧代替注水系（常設）による原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低

下傾向を確認する。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原

子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容

器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能であることを確認し停止する

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
による代替格納容器スプレイ

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを並行して実施
（異なる供給ラインがある場合）

原子炉満水操作
格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）と同等の流量確保不可

Yes

No

格納容器ベント停止

Yes

No
「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※17

※16

※12

Ⅴ

※14

※15

※18

格納容器ベント

停止条件不成立

Ｆ 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

保安規定 添付１ 
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1-Ⅲ.8-14 

 操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

５ 
格納容器圧力逃がし装置による格納

容器内の減圧及び除熱 ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 約 40 分 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 

原子炉水位高（レベル8）到達後

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

によるドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを交互に実施

格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
によるドライウェルスプレイ停止

※13

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

低圧代替注水系（常設）による原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低

下傾向を確認する。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原

子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態へ，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容

器の除熱が可能であること及び水素・酸素濃度監視が可能であることを確認し停止する

格納容器内圧力0.279MPa[gage]
維持不可

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
による代替格納容器スプレイ

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイを並行して実施
（異なる供給ラインがある場合）

原子炉満水操作
格納容器内圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

格納容器内圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）と同等の流量確保不可

Yes

No

格納容器ベント停止

Yes

No
「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※17

※16

※12

Ⅴ

※14

※15

※18

格納容器ベント

停止条件不成立

Ｆ 
① 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

９．「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.9-1 

第７．１．７－４図 「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」の対応手順の概要 

 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低下継続確認

原子炉水位を
レベル1からレベル1.5で維持

炉心流量急減動作

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※5

※12

補足２
ISLOCA発生時の漏えい量抑制のため原子炉圧力容器への注水ノズルの高さ以下に
維持することが好ましい
下記に各ノズル高さと原子炉水位の基準を示す
レベル2 ・・・・・・・・・・・-590mm
給水ノズル ・・・・・・・・・-629mm
低圧炉心注水ノズル ・・・・・-1321mm
高圧炉心注水ノズル ・・・・・・-1930mm
レベル1.5 ・・・・・・・・・・-2040mm
レベル1 ・・・・・・・・・・-2880mm
有効燃料棒頂部(TAF)  ・・・・・-3190mm

定例試験開始
「高圧炉心注水系電動弁手動全開全閉試験」

高圧炉心注入隔離弁全開試験時
HPCFポンプ吸込圧力高警報発生

高圧炉心注水ポンプ吐出圧力上昇確認
系統過圧発生確認

外部電源喪失発生
ISLOCA発生

※1

※2

補足１

ISLOCA発生は以下のパラメータにより確認する

・原子炉隔離時冷却系の注水継続でも原子炉水位の上昇が見られない・・・LOCA事象と確認

・原子炉隔離状態にも関わらず原子炉圧力の低下が継続する・・・・・・・LOCA事象と確認

・原子炉圧力の低下に比べ格納容器圧力・温度の上昇が少ない・・・・・・格納容器外での漏えいと確認

・高圧炉心注水系の系統圧力が待機圧力よりも上昇している・・・・・・・高圧炉心注水系の低圧設計部が過圧されていることを確認する

・高圧炉心注水系の系統過圧が運転員の対応なしに低下している・・・・・高圧炉心注水系統での漏えいが考えられる

監視可能であれば以下のパラメータを参考に原子炉建屋内の状況を確認する

・原子炉建屋各放射線モニタ指示値上昇・・・・・・・・・・・・・・・・原子炉建屋内での一次系統水の漏えいが考えられる

・原子炉建屋サンプポンプ運転頻度増加・・・・・・・・・・・・・・・・原子炉建屋内での漏えいが考えられる

・高圧炉心注水ポンプ室床漏えい警報発生・・・・・・・・・・・・・・・高圧炉心注水ポンプ室内での漏えいが考えられる

・高圧炉心注水ポンプ室の監視カメラによる確認・・・・・・・・・・・・高圧炉心注水ポンプ室内の状況を確認できる

・高温の蒸気による火災報知器の動作・・・・・・・・・・・・・・・・・高圧炉心注水ポンプ室内での漏えいが考えられる

HPCFポンプ吸込圧力高
警報クリア

※3

Yes

No

※1 高圧炉心注水ポンプ吸込圧力計は現場計器のため，中央制御室で監視できる高圧炉心注水ポ

ンプ吐出圧力計指示が通常値を超えた事で「系統過圧」であると判断できる

※2 シナリオ解析上，高圧炉心注水系の系統過圧対応として，高圧炉心注入隔離弁の閉操作と同

時に外部電源喪失が発生し当該弁の電源が喪失する。非常用ディーゼル発電機により電源が復

旧しても10分後から隔離操作を開始することとする。また，ISLOCA事象も発生することとする

※3 ISLOCA事象発生により系統圧力が低下し警報がクリアする

※4 重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※5 中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転速度，ポンプ吐出圧力，流量指示計等により

起動を確認する

※6 複数のパラメータによりISLOCA発生を確認する（補足1）

ISLOCA発生を確認した高圧炉心注水ポンプは操作スイッチにより自動起動を阻止する

高圧代替注水系 起動

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

中央制御室での逃がし安全弁8個
による
原子炉急速減圧

中央制御室からの遠隔操作による
高圧炉心注入ポンプ吸込弁「全閉」

復水貯蔵槽側吸込弁
「全閉」操作

Yes

No

健全側の高圧炉心注水ポンプ及び
原子炉隔離時冷却系ポンプ
水源切替え

※7

高圧炉心注入ポンプ
サプレッション・プール吸込弁「全閉」

（ポンプ水源側からの流出防止のための隔離操作）

健全側の高圧炉心注水ポンプ及び原子炉隔離時
冷却系ポンプの水源切替えが完了後，復水貯蔵
槽の出口手動弁を「全閉」とする

高圧注水系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モード起動後，原子炉圧力容器を減圧する。減圧後，原
子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする
原子炉建屋内のサーベイを実施し，漏えい水を排水処理する

原子炉圧力静定後
上昇傾向確認

原子炉水位を
レベル3からレベル8で維持

※8

※9

電動弁手動操作によ
る隔離操作成功

原子炉格納容器内にて
高圧炉心注入系手動隔離弁「全閉」

格納容器窒素ガスパージ操作
Yes

No

原子炉水位を
レベル3からレベル8で維持

高圧炉心注水系により原子炉水位を維持し，残留熱除去系1系列による原子炉停止時冷却モー
ドにより冷温停止状態とする。残留熱除去系1系列によるサプレッション・チェンバ・プール
水冷却モードを継続する
原子炉建屋内のサーベイを実施し，漏えい水を排水処理する

※9

本評価においては，高圧炉心注水系のISLOCA事象を想定し
ているが，残留熱除去系等においてISLOCA事象が発生した
場合，同様の対応を取ることにより事象を収束させること
ができる

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）
のみの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

中央制御室での遠隔操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

中央制御室からの
遠隔隔離操作失敗

原子炉建屋内にて電動弁手動操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

※7 サプレッション・チェンバ・プール水位が上昇すると，高圧炉心注水系の水源は復水貯蔵槽からサプ

レッション・チェンバ・プールに切り替わる。また，原子炉水位低（レベル1.5）信号発生により，原子

炉隔離時冷却系の水源もサプレッション・チェンバ・プールに切り替わる

※8 原子炉隔離が完了するため原子炉圧力の低下が止まり，上昇傾向に変わる

※9 原子炉水位計（広帯域）を確認し，原子炉水位をレベル3からレベル8に維持をする

※10  中央制御室にて機器ランプ表示，ポンプ吐出圧力指示計等にて起動を確認する

実態は，原子炉急速減圧操作前に高圧炉心注水系を起動し，原子炉圧力低下により原子炉隔離時冷却

系が隔離しても原子炉への注水を維持する。解析では，原子炉水位低下による高圧炉心注水系の自動起

動及び原子炉圧力低下による原子炉隔離時冷却系の隔離を想定する

※11 解析上，原子炉急速減圧操作前の残留熱除去系起動を考慮せず，高圧炉心注水系による原子炉水位上

昇確認後にサプレッション・チェンバ・プール水冷却を開始する

※12 ISLOCAによる漏えい量抑制のため，隔離操作が完了するまで原子炉水位計（広帯域）を確認し，原子

炉水位をレベル1からレベル1.5を維持する（補足2）

ISLOCA発生を確認

※6

原子炉隔離操作

LOCA事象確認による
原子炉隔離操作は解析上考慮せず

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位上昇確認

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認
※10

原子炉水位高（レベル8）にて
高圧炉心注水系原子炉注水停止確認

※4

残留熱除去系2系列による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却

開始

※11

（解析上の時間)

（約0分）

（約70秒後）

（約10分後）

（15分後）

（約18分後）

（約20分後）

（約35分後）

（4時間後）

Ａ Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低下継続確認

炉心流量急減動作

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※5

高圧炉心注入隔離弁全開試験時
HPCFポンプ吸込圧力高警報発生

高圧炉心注水ポンプ吐出圧力上昇確認
系統過圧発生確認

外部電源喪失発生
ISLOCA発生

※1

※2 HPCFポンプ吸込圧力高
警報クリア

※3

高圧代替注水系 起動

No
原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

中央制御室での遠隔操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

ISLOCA発生を確認

※6

原子炉隔離操作

LOCA事象確認による
原子炉隔離操作は解析上考慮せず

※4

（解析上の時間)

（約0分）

（約70秒後）

（約10分後）

AＡ 

① 

保安規定 添付１ 
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・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

① 

② 

③ 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低下継続確認

炉心流量急減動作

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※5

高圧炉心注入隔離弁全開試験時
HPCFポンプ吸込圧力高警報発生

高圧炉心注水ポンプ吐出圧力上昇確認
系統過圧発生確認

外部電源喪失発生
ISLOCA発生

※1

※2 HPCFポンプ吸込圧力高
警報クリア

※3

高圧代替注水系 起動

No
原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず

中央制御室での遠隔操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

ISLOCA発生を確認

※6

原子炉隔離操作

LOCA事象確認による
原子炉隔離操作は解析上考慮せず

※4

（解析上の時間)

（約0分）

（約70秒後）

（約10分後）

AＡ 

保安規定 添付１ 
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  ５．電源制御 
（１）交流／直流電源供給回復 
①目的 
・ 交流電源及び直流電源の供給を回復し、維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、所内電源が喪失した場合 

④基本的な考え方 
・ 非常用ディーゼル発電機の起動状況を確認し、状況に応じて代替電源設備による給電を行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．非常用ディーゼル発電機 
・ 非常用ディーゼル発電機の状況を随時把握する。 

・ 原子炉補機冷却海水系の運転状態を随時把握し、非常用ディーゼル発電機の冷却が継続可能であることを確認する。 

・ 全交流電源喪失となった場合は、代替熱交換器車接続の要請・準備、及び原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

を起動し原子炉圧力容器への注水を確保する。サプレッションプール圧力が３１０ｋＰａ以上となった場合は、格

納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベントにより格納容器ベントを実施する。 

 

Ｂ．電源構成 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｃ．給電 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備による電源供給を

回復させる。 

 

Ｄ．直流電源確保 
・ 所内蓄電式直流電源設備、常設代替直流電源設備、可搬型直流電源設備の状況を随時把握する。 

 

Ｅ．直流電源回復 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｆ．復旧 
・ 常設電源設備又は非常用電源設備の復旧状況に応じ、継続して電源供給可能な設備に切替える。 

 

① 

② 原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低下継続確認

炉心流量急減動作

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※5

高圧炉心注入隔離弁全開試験時
HPCFポンプ吸込圧力高警報発生

高圧炉心注水ポンプ吐出圧力上昇確認
系統過圧発生確認

外部電源喪失発生
ISLOCA発生

※1

※2 HPCFポンプ吸込圧力高
警報クリア

※3

高圧代替注水系 起動

No
原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず

中央制御室での遠隔操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

ISLOCA発生を確認

※6

原子炉隔離操作

LOCA事象確認による
原子炉隔離操作は解析上考慮せず

※4

（解析上の時間)

（約0分）

（約70秒後）

（約10分後）

AＡ 

保安規定 添付１ 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
⑤主な監視操作内容 
 
Ｇ．一次格納容器制御への導入 
・ 一次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

 

Ｈ．二次格納容器制御への導入 
・ 二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

原子炉水位低下継続確認

炉心流量急減動作

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※5

高圧炉心注入隔離弁全開試験時
HPCFポンプ吸込圧力高警報発生

高圧炉心注水ポンプ吐出圧力上昇確認
系統過圧発生確認

外部電源喪失発生
ISLOCA発生

※1

※2 HPCFポンプ吸込圧力高
警報クリア

※3

高圧代替注水系 起動

No
原子炉隔離時冷却系
による
原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

ISLOCA発生を確認

※6

原子炉隔離操作

LOCA事象確認による
原子炉隔離操作は解析上考慮せず

※4

（解析上の時間)

（約0分）

（約70秒後）

（約10分後）

BＢ 

① 

保安規定 添付１ 
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  ３．二次格納容器制御 
（１）原子炉建屋制御 

①目的 
・ 原子炉圧力容器から原子炉建屋への漏えいを監視し、制御する。 

② 導入条件 
下記条件が複数該当し、原子炉手動スクラムした場合 

・ 原子炉建屋放射線量が警報設定値以上の場合 

・ 原子炉建屋温度が警報設定値以上の場合 

・ 原子炉建屋内で漏えいを示す警報が発生した場合 

③ 脱出条件 
・ 漏えい箇所の隔離が成功した場合 

④ 基本的な考え方 
・ 一次格納容器外で原子炉冷却材圧力バウンダリの破断が発生した場合、原子炉建屋からの退避を指示し中央制御室

から速やかに隔離を行う。 

・ 隔離されたことが確認できない場合は、非常用ガス処理系を起動した後に原子炉を急速減圧し、原子炉冷却材の漏

えい先を一次格納容器側に切り替える。 

・ 原子炉水位は高圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位から低圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位の間に維持

する。 

・ 原子炉建屋環境を改善し、漏えい箇所の隔離を行う。 

・ モニタリングポスト指示上昇時又は原子炉建屋差圧の低下が発生した場合は、不測事態「急速減圧」に移行する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉圧力 
・ 中央制御室から速やかな隔離操作を実施する。 

・ 原子炉圧力容器の隔離が確認できず、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系のみが運転中でない場合は、不測事

態「急速減圧」に移行する。 

・ 急速減圧後、タービンバイパス弁及び主蒸気逃がし安全弁により原子炉建屋への漏えいを抑制する。 

・ 原子炉圧力容器の隔離が確認できず、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系のみが運転中の場合は、自動減圧系

機能を有する主蒸気逃がし安全弁若しくはタービンバイパス弁にて原子炉圧力を蒸気駆動設備の運転可能範囲内で

低めに維持する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉注水に不要な系統を抑制し、原子炉建屋への漏えいを抑制する。 

・ 破断箇所を露出した原子炉水位とするため、高圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位から低圧で注水可能な非常

用炉心冷却作動水位の間に維持する。 

 

Ｃ．原子炉建屋環境 
・ 中央制御室の環境を維持するため、中央制御室換気空調系を事故時運転モードに切り替え（「使用済燃料プール水

位・温度制御」から導入の場合を除く。）、非常用ガス処理系を起動する。 

・ 原子炉建屋環境を改善するため、原子炉建屋・タービン建屋換気空調系を起動する。 

・ 原子炉建屋内の溢水を処理するため、原子炉建屋内の排水ポンプを起動する。 

・ 各室温度設定値以下かつ原子炉建屋放射線レベル設定値以下となり、漏えい箇所の隔離が成功した場合は、原子炉

建屋制御導入前の制御に移行する。 

② 

④ 

③ 

⑤ 

① 

保安規定 添付１ 

原子炉水位を
レベル1からレベル1.5で維持

※12

Yes

No

中央制御室での逃がし安全弁8個
による
原子炉急速減圧

高圧注水系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モード起動後，原子炉圧力容器を減圧する。減圧後，原子
炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする
原子炉建屋内のサーベイを実施し，漏えい水を排水処理する

原子炉圧力静定後
上昇傾向確認

原子炉水位を
レベル3からレベル8で維持

※8

※9

中央制御室での遠隔操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

中央制御室からの
遠隔隔離操作失敗

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位上昇確認

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認
※10

原子炉水位高（レベル8）にて
高圧炉心注水系原子炉注水停止確認

残留熱除去系2系列による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却

開始

※11

（15分後）

（約18分後）

（約20分後）

（約35分後）

Ｃ 
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  ４．不測事態 
（２）急速減圧 
①目的 
・ 原子炉を速やかに減圧する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「水位確保」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続し、低圧

代替注水系（常設）２台以上又は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、サプレッションプール水温がサプレッションプール熱容量制限図の運転禁止領

域に入った場合 

・ 一次格納容器制御「格納容器圧力制御」において、サプレッションプール圧力が圧力制限条件以上となった場合 

・ ドライウェル温度制御においてドライウェル空間部局所温度が１０３℃に接近した場合、又はドライウェル局所温

度９０℃にて手動スクラム後もドライウェル圧力が上昇して１３．７ｋＰａ以上でドライウェルスプレイできない

場合 

・ 不測事態「水位回復」において、給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以

下の場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が下降中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合、又は起動しても原子炉水位が上昇しない場合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が起動できない場

合 

・ 不測事態「水位回復」において、原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動しているが、

最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂部を回復できない場合 

・ 不測事態「水位不明」において、低圧で原子炉へ注水可能な系統１系統以上、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上が起動できた場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が真空破壊弁位置から

作動差圧相当分の水位を引いた水位に誤差を考慮した値以上になった場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール水位制御」において、サプレッションプール水位が通常運転時低水位制

限以下になった場合又はＳＲＶテールパイプ制限禁止領域の場合 

・ 一次格納容器制御「サプレッションプール温度制御」において、サプレッションプール水温がサプレッションプー

ル熱容量制限図の運転禁止領域に入った場合 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」において、漏えい箇所の速やかな隔離に失敗した場合 

・ タービンバイパス弁を使用する場合で、主蒸気隔離弁の隔離条件を解除する場合は、緊急時対策本部との協議によ

り実施する。 

④基本的な考え方 
・ 原子炉圧力低下必要時に自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放して急速減圧する。又は、自

動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁

とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が使用できない場合は、復水器又は原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉減圧の結果、原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値を遵守する必要はない。 

・ 急速減圧実施中に原子炉へ注水可能な系統が喪失した場合は、急速減圧操作を中断し、原子炉へ注水可能な系統を

再起動する。 

 

Yes

No

中央制御室での逃がし安全弁8個
による
原子炉急速減圧

高圧注水系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モード起動後，原子炉圧力容器を減圧する。減圧後，原子
炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする
原子炉建屋内のサーベイを実施し，漏えい水を排水処理する

原子炉圧力静定後
上昇傾向確認

原子炉水位を
レベル3からレベル8で維持

※8

※9

中央制御室での遠隔操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

中央制御室からの
遠隔隔離操作失敗

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認
※10

（15分後）

（約18分後）

DＤ 

①

保安規定 添付１ 
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1-Ⅲ.9-8 

 
 
 
 
 
 
  
 
  

⑤主な監視操作内容 
・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統以上又は低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水系（可搬型）と

消火系から２系統以上が起動していること、又はその状態が維持されていることを確認する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全

弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開放する。 

・ 自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数

開放できなければ、自動減圧系機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急

速減圧」時必要最小弁数以上開放する。原子炉減圧が不十分である場合、主蒸気隔離弁を開し、タービンバイパス

弁と復水器により減圧する。 

・ 主蒸気隔離弁が開できなければ、原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

・ 原子炉水位が判明している場合は、不測事態「急速減圧」の導入前の制御へ移行する。 

・ 原子炉水位が不明な場合は、不測事態「水位不明」の「満水注入」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」

へ移行する。 

① 

② 

③ 

Yes

No

中央制御室での逃がし安全弁8個
による
原子炉急速減圧

高圧注水系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モード起動後，原子炉圧力容器を減圧する。減圧後，原子
炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする
原子炉建屋内のサーベイを実施し，漏えい水を排水処理する

原子炉圧力静定後
上昇傾向確認

原子炉水位を
レベル3からレベル8で維持

※8

※9

中央制御室での遠隔操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

中央制御室からの
遠隔隔離操作失敗

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認
※10

（15分後）

（約18分後）

DＤ 

保安規定 添付１ 
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  ３．二次格納容器制御 
（１）原子炉建屋制御 

①目的 
・ 原子炉圧力容器から原子炉建屋への漏えいを監視し、制御する。 

② 導入条件 
下記条件が複数該当し、原子炉手動スクラムした場合 

・ 原子炉建屋放射線量が警報設定値以上の場合 

・ 原子炉建屋温度が警報設定値以上の場合 

・ 原子炉建屋内で漏えいを示す警報が発生した場合 

③ 脱出条件 
・ 漏えい箇所の隔離が成功した場合 

④ 基本的な考え方 
・ 一次格納容器外で原子炉冷却材圧力バウンダリの破断が発生した場合、原子炉建屋からの退避を指示し中央制御室

から速やかに隔離を行う。 

・ 隔離されたことが確認できない場合は、非常用ガス処理系を起動した後に原子炉を急速減圧し、原子炉冷却材の漏

えい先を一次格納容器側に切り替える。 

・ 原子炉水位は高圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位から低圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位の間に維持

する。 

・ 原子炉建屋環境を改善し、漏えい箇所の隔離を行う。 

・ モニタリングポスト指示上昇時又は原子炉建屋差圧の低下が発生した場合は、不測事態「急速減圧」に移行する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉圧力 
・ 中央制御室から速やかな隔離操作を実施する。 

・ 原子炉圧力容器の隔離が確認できず、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系のみが運転中でない場合は、不測事

態「急速減圧」に移行する。 

・ 急速減圧後、タービンバイパス弁及び主蒸気逃がし安全弁により原子炉建屋への漏えいを抑制する。 

・ 原子炉圧力容器の隔離が確認できず、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系のみが運転中の場合は、自動減圧系

機能を有する主蒸気逃がし安全弁若しくはタービンバイパス弁にて原子炉圧力を蒸気駆動設備の運転可能範囲内で

低めに維持する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉注水に不要な系統を抑制し、原子炉建屋への漏えいを抑制する。 

・ 破断箇所を露出した原子炉水位とするため、高圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位から低圧で注水可能な非常

用炉心冷却作動水位の間に維持する。 

 

Ｃ．原子炉建屋環境 
・ 中央制御室の環境を維持するため、中央制御室換気空調系を事故時運転モードに切り替え（「使用済燃料プール水

位・温度制御」から導入の場合を除く。）、非常用ガス処理系を起動する。 

・ 原子炉建屋環境を改善するため、原子炉建屋・タービン建屋換気空調系を起動する。 

・ 原子炉建屋内の溢水を処理するため、原子炉建屋内の排水ポンプを起動する。 

・ 各室温度設定値以下かつ原子炉建屋放射線レベル設定値以下となり、漏えい箇所の隔離が成功した場合は、原子炉

建屋制御導入前の制御に移行する。 

① 

Yes

No

中央制御室での逃がし安全弁8個
による
原子炉急速減圧

高圧注水系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モード起動後，原子炉圧力容器を減圧する。減圧後，原子
炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする
原子炉建屋内のサーベイを実施し，漏えい水を排水処理する

原子炉圧力静定後
上昇傾向確認

原子炉水位を
レベル3からレベル8で維持

※8

※9

中央制御室での遠隔操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

中央制御室からの
遠隔隔離操作失敗

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認
※10

（15分後）

（約18分後）

DＤ 

保安規定 添付１ 
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  １．原子炉制御 
（１）スクラム 
⑤主な監視操作内容 
 
Ｇ．一次格納容器制御への導入 
・ 一次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

 

Ｈ．二次格納容器制御への導入 
・ 二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

原子炉水位を
レベル1からレベル1.5で維持

※12

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位上昇確認

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認
※10

原子炉水位高（レベル8）にて
高圧炉心注水系原子炉注水停止確認

残留熱除去系2系列による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却

開始

※11

（約18分後）

（約20分後）

（約35分後）

EＥ 

① 

保安規定 添付１ 
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２．一次格納容器制御 
（３）サプレッションプール温度制御 
①目的 
・サプレッションプールの水温及び空間部温度を監視し、制御する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、主蒸気逃がし安全弁

が開固着の場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限

温度を超えた場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッショ

ンプールスプレイ起動温度以上の場合 

③脱出条件 
・ サプレッションプールのバルク水温の上昇が停止した

場合 

・ サプレッションプールのバルク水温が通常運転時制限

温度を超えて手動スクラムした場合、又はサプレッシ

ョンプール空間部局所温度がサプレッションプールス

プレイ起動温度以上で手動スクラムした場合 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇が停止し

た場合 

④基本的な考え方 
・サプレッションプール水温及びサプレッションプール空間部局所温度が通常運転時制限温度を超え、各制御を実施

しても上昇継続する場合は、直ちに手動スクラムし、原子炉を減圧する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．サプレッションプール水温制御 
・ サプレッションプール水温が通常運転時制限温度まで上昇したら、サプレッションプールの冷却を開始し、原子炉

補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール水温の上昇抑制を行っても、サプレッションプール水温の上昇が継続したら、手動スクラム

し、サプレッションプール水温を確認する。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉

制御「減圧冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減

圧」へ移行する。 

 

Ｂ．サプレッションプール空間部温度制御 
・ サプレッションプール空間部局所温度がサプレッションプールスプレイ起動温度まで上昇したらサプレッションス

プレイを作動させ、原子炉補機冷却水系温度調節弁を全開する。 

・ サプレッションプール空間部局所温度の上昇抑制を行っても、サプレッションプール空間部局所温度の上昇が継続

した場合は、手動スクラムする。サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減圧

冷却」へ移行し、サプレッションプール熱容量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行

する。 

② 

③ 

原子炉水位を
レベル1からレベル1.5で維持

※12

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位上昇確認

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認
※10

原子炉水位高（レベル8）にて
高圧炉心注水系原子炉注水停止確認

残留熱除去系2系列による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却

開始

※11

（約18分後）

（約20分後）

（約35分後）

EＥ 

① 

保安規定 添付１ 

④ 
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３．二次格納容器制御 
（１）原子炉建屋制御 

①目的 
・ 原子炉圧力容器から原子炉建屋への漏えいを監視し、制御する。 

② 導入条件 
下記条件が複数該当し、原子炉手動スクラムした場合 

・ 原子炉建屋放射線量が警報設定値以上の場合 

・ 原子炉建屋温度が警報設定値以上の場合 

・ 原子炉建屋内で漏えいを示す警報が発生した場合 

③ 脱出条件 
・ 漏えい箇所の隔離が成功した場合 

④ 基本的な考え方 
・ 一次格納容器外で原子炉冷却材圧力バウンダリの破断が発生した場合、原子炉建屋からの退避を指示し中央制御室

から速やかに隔離を行う。 

・ 隔離されたことが確認できない場合は、非常用ガス処理系を起動した後に原子炉を急速減圧し、原子炉冷却材の漏

えい先を一次格納容器側に切り替える。 

・ 原子炉水位は高圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位から低圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位の間に維持

する。 

・ 原子炉建屋環境を改善し、漏えい箇所の隔離を行う。 

・ モニタリングポスト指示上昇時又は原子炉建屋差圧の低下が発生した場合は、不測事態「急速減圧」に移行する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉圧力 
・ 中央制御室から速やかな隔離操作を実施する。 

・ 原子炉圧力容器の隔離が確認できず、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系のみが運転中でない場合は、不測事

態「急速減圧」に移行する。 

・ 急速減圧後、タービンバイパス弁及び主蒸気逃がし安全弁により原子炉建屋への漏えいを抑制する。 

・ 原子炉圧力容器の隔離が確認できず、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系のみが運転中の場合は、自動減圧系

機能を有する主蒸気逃がし安全弁若しくはタービンバイパス弁にて原子炉圧力を蒸気駆動設備の運転可能範囲内で

低めに維持する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉注水に不要な系統を抑制し、原子炉建屋への漏えいを抑制する。 

・ 破断箇所を露出した原子炉水位とするため、高圧で注水可能な非常用炉心冷却作動水位から低圧で注水可能な非常

用炉心冷却作動水位の間に維持する。 

 

Ｃ．原子炉建屋環境 
・ 中央制御室の環境を維持するため、中央制御室換気空調系を事故時運転モードに切り替え（「使用済燃料プール水

位・温度制御」から導入の場合を除く。）、非常用ガス処理系を起動する。 

・ 原子炉建屋環境を改善するため、原子炉建屋・タービン建屋換気空調系を起動する。 

・ 原子炉建屋内の溢水を処理するため、原子炉建屋内の排水ポンプを起動する。 

・ 各室温度設定値以下かつ原子炉建屋放射線レベル設定値以下となり、漏えい箇所の隔離が成功した場合は、原子炉

建屋制御導入前の制御に移行する。 

① 

② 

③ 

④ 

Ｆ 

保安規定 添付１ 
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操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

３ 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

発生時の対応 

（現場での隔離操作）※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 約 240 分 

原子炉水位を
レベル1からレベル1.5で維持

※12

Yes

No

中央制御室での逃がし安全弁8個
による

原子炉急速減圧

高圧注水系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モード起動後，原子炉圧力容器を減圧する。減圧後，原子
炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする
原子炉建屋内のサーベイを実施し，漏えい水を排水処理する

原子炉圧力静定後
上昇傾向確認

原子炉水位を
レベル3からレベル8で維持

※8

※9

中央制御室での遠隔操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

中央制御室からの
遠隔隔離操作失敗

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位上昇確認

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認
※10

原子炉水位高（レベル8）にて
高圧炉心注水系原子炉注水停止確認

残留熱除去系2系列による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却

開始

※11

（15分後）

（約18分後）

（約20分後）

（約35分後）

Ｃ 
① 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
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※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 
  

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

３ 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

発生時の対応 

（現場での隔離操作）※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 約 240 分 

Yes

No

中央制御室での逃がし安全弁8個
による
原子炉急速減圧

高圧注水系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モード起動後，原子炉圧力容器を減圧する。減圧後，原子
炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする
原子炉建屋内のサーベイを実施し，漏えい水を排水処理する

原子炉圧力静定後
上昇傾向確認

原子炉水位を
レベル3からレベル8で維持

※8

※9

中央制御室での遠隔操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

中央制御室からの
遠隔隔離操作失敗

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認
※10

（15分後）

（約18分後）

D

 

Ｄ 

① 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

３ 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

発生時の対応 

（現場での隔離操作）※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 約 240 分 

Ｆ 

① 
① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

１０．「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の対応手順の概要（代替循環冷却系を使用する場合） 

「水素燃焼」 

1-Ⅲ.10-1 

第７．２．１．２－５図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の対応手順の概要（代替循環冷却系を使用する場合） 

 

ＥＯＰ

EOP
炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

原子炉冷却材喪失
（大破断LOCA）

発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

全交流動力電源喪失発生

原子炉への注水機能喪失を確認

破断口までの水位回復確認

（破断口からの流出をサプレッション・チェンバ・プール水位上昇傾向変化により確認）

または

（原子炉水位の上昇率からレベル1以上に回復していることを推定する）

原子炉注水停止後の水位低下量を
崩壊熱より計算し高圧炉心注水ノズルを起点とし

レベル1までの時間を推定する

レベル1を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイに切り替える

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始
（崩壊熱と注水流量から原子炉水位の上昇率を求める）

損傷炉心冷却成功確認
原子炉圧力容器健全確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備が完了

炉心損傷開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止し，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを開始する

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

※12

早期の電源回復不能と判断

※17

Ⅰ

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備が完了

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による格納容器頂部注水

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備

（格納容器頂部注水系準備）

格納容器上部雰囲気温度
171℃超過確認

Ⅱ

※11

格納容器温度190℃超過確認

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上

考慮せず

非常用ディーゼル発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

回復は解析上
考慮せず

※13
※14

代替原子炉補機冷却系準備

※8

※9

フィルタ装置排水ポンプ水張り

高圧給水機能喪失を確認 高圧注水機能喪失を確認 低圧注水機能喪失を確認

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

※2 ※2 ※2

※3

※4

※5

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

レベル1を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイに切り替える

ドライウェル側
格納容器薬品注入実施

※18

※20

※18 復水移送ポンプによるドライウェルスプレイにあわせて，復水移送ポンプ吸込み配管に薬品を注入することにより，ドライウェル側格納容器薬品注入

を実施する

※19 サプレッション・チェンバ・プールへの薬品注入のためにサプレッション・チェンバスプレイを実施する

※20 復水移送ポンプによるサプレッション・チェンバスプレイにあわせて，復水移送ポンプ吸込み配管に薬品を注入することにより，サプレッション・

チェンバ側格納容器薬品注入を実施する

※21 可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水機能を確保し，切替えに伴う復水移送ポンプ停止時に注水を実施する

※22 復水移送ポンプを停止しないと実施できない系統構成があるため一時復水移送ポンプを停止する

※19

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流

電源設備と同等の電源供給開始不可

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と同等の
流量確保または注水開始不可

※16

※6

対応操作は，原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，今回想定

している破断規模・破断位置が異なる場合及び破断位置が特定できない場合において

も，対応する操作手順に変更はない

格納容器内水素・酸素濃度計
（CAMS）再起動

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】
Ⅰ

常設代替交流電源設備が使用できない場合は第二代替交流電源設備により電源を供給する

常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線を受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）
大湊側緊急用高圧母線及び荒浜側緊急用高圧母線が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線を受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅱ
消火系を代替原子炉注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する
恒設設備による原子炉注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅲ

防火水槽を用いた復水貯蔵槽への補給の場合は，「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は淡水貯水池からろ過水タンクへの補給もあわせて実施

する

Ⅳ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプ（A-2級）と同時に補給することも可能である
純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）の水源は「淡水貯水池」以外に「海水」も可能である

Ⅴ
代替循環冷却系運転以外に徐熱機能が回復しないことを確認し代替循環冷却系運転を開始する

※15

代替循環冷却系運転継続

格納容器内圧力0.62MPa[gage]
到達時間予測

代替循環冷却系運転による
格納容器スプレイ停止

可搬型代替注水系（A-2級）
による注水

格納容器内圧力0.62MPa[gage]
到達時間予測

代替循環冷却系運転可能

代替循環冷却系運転により
格納容器内圧力下降

代替循環冷却系運転による原子炉格納容器冷却により格納容器内圧力が105kPa[gage]（FCS運転
時の制限圧力）以下になったことを確認後，可燃性ガス濃度制御系（FCS）を起動し水素濃度を制
御する

復水貯蔵槽への補給
停止

低圧代替注水系（可搬型）準備

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水

代替循環冷却系運転準備
（系統構成1）

代替循環冷却系運転準備
（復水移送ポンプ停止）

パラメータの継続監視
（水素，酸素濃度等）

代替循環冷却系運転準備
（系統構成2）

代替循環冷却系運転開始
（復水移送ポンプ起動）

代替循環冷却系運転による
除熱実施判断

格納容器内酸素濃度
可燃限界濃度到達
可能性なし

※21

※21

※22

Ⅴ

代替循環冷却系運転によ
り

代替循環冷却系運転
運転継続

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

No

Yes

Yes

No

Yes

No

格納容器圧力逃がし装置等による
格納容器ベント操作

機能喪失設備の復旧
または

格納容器圧力逃がし装置等による
原子炉格納容器除熱

使用済燃料プール冷却
開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が
静定後，使用済燃料プール冷却を再開する

中央制御室 陽圧操作
中央制御室待避室準備操作

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備が完了

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から
復水貯蔵槽への補給準備

（可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給）

Ⅲ

Ⅳ

（約12時間後）

（適宜実施）

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ
（4kL,16kL）
給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリ（4kL,16kL）
による給油準備完了

※1 重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※2 中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，流量指示計等にて機能喪失を確認する

※3 外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧母線（6.9kV）が使用不能となった場合

※4 非常用炉心冷却系の機能喪失及び，全交流動力電源喪失により原子炉への注水機能が喪失する

※5 中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施出来ず非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合に早期の電源回復不能と判

断する

※6 復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

※7 防火水槽を用いた可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による復水貯蔵槽への補給も可能である

※8 格納容器内雰囲気放射線レベル計指示とSOP導入条件判断図により炉心損傷を確認する。例えば原子炉停止30分後の場合，格納容器内雰囲気放射線レベル計指

示が「ドライウェル：6.0E+00Sv/h」または「サプレッション・チェンバ：7.0E+00Sv/h」を超えた場合，炉心損傷発生と判断する。なお，解析においては

1000K(727℃)到達を炉心損傷開始としている。格納容器内雰囲気放射線レベル計による炉心損傷発生の判断ができない場合は，原子炉圧力容器表面温度により判

断する

炉心損傷による格納容器内水素濃度の上昇を確認する

※9 炉心損傷確認後，格納容器pH制御のため薬品（水酸化ナトリウム）注入準備を実施する

※10 原子炉注水及び格納容器スプレイに必要な弁が動作可能であることを確認する。復水補給水系バイパス流防止のため負荷遮断弁全閉操作を実施する

※11 低圧代替注水量から「崩壊熱除去に必要な注水量」を引いて，圧力容器の単位容量から原子炉水位の上昇率を求める。例えば，低圧代替注水流量が300m3/h，

原子炉停止1時間後の必要注水量が60m3/hであるため，圧力容器単位容量29.34m3/mより8.1m/hの上昇率になる

※12 原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）を起点とした場合，レベル1までは4310mm。約30分でレベル1に到達すると推定される

※13 原子炉水位が有効燃料棒頂部（TAF）以上（水位計監視不能時は崩壊熱除去に必要な流量以上）及び，原子炉圧力容器下鏡部温300℃未満により損傷炉心冷却

成功と判断する

※14 原子炉圧力容器健全確認は，圧力容器破損判断パラメータにより判断する（補足1）

※15 格納容器温度計にて確認する

※16 格納容器スプレイにより格納容器温度は低下するが，格納容器頂部の冷却を促進させるため可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による格納容器頂部への注水を実

施する

※17 高圧炉心注水ノズル（10312mm（圧力容器基準点より））と，原子炉水位レベル1（9362mm（圧力容器基準点より））の差から容量を求め，その時の必要注水

量から原子炉水位（レベル1）に到達する時間を求める。例えば，原子炉停止4時間後の必要注水量が40m3/hであった場合，ノズルからレベル1の容量が約28m3で

あるため約42分でレベル1に到達すると推定する

なお，原子炉停止時冷却系出口ノズル（10921mm（圧力容器基準点より））の場合，約1時間8分でレベル1に到達すると推定される

解析上考慮していないが，推定手段により損傷炉心の冠水が維持されていることを，原子炉圧力容器表面温度により圧力容器内が過熱状態に至っていないこ

とにより確認する

補足１
事故の起因事象判定（LOCA事象or過渡起因事象）
［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］

かつ
［上部ドライウェル圧力が「0.15MPａ[gage]以上」］

上記の条件が満たされる場合は「LOCA事象起因」と判定する
条件が満たされない場合は「過渡起因事象」と判定する
（本シナリオでは「LOCA事象」を想定している）
LOCA事象起因時のパラメータ変化は以下の条件によって変わる
・下部ドライウェルに水位が有る場合（LOCA①時と表記）
・下部ドライウェルに水位が無い場合（LOCA②時と表記）

【圧力容器破損判断パラメータ】
・ 「過渡起因事象」時
原子炉圧力の「急激な低下」
上部ドライウェル圧力の「急激な上昇」
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」

・「LOCA①」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な低下」
サプレッション・チェンバ・プール水温度の「急激な上昇」

・「LOCA②」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」
上部ドライウェル水素濃度の「上昇」

【圧力容器破損徴候パラメータ】
・「過渡起因事象」，「LOCA①，②」時
原子炉水位下降（水位が確認されていた場合）
制御棒位置の指示値喪失数増加
原子炉圧力容器下鏡部温度の指示値喪失数増加

【圧力容器破損判断後の再確認パラメータ】
・「過渡起因事象」時
［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］

かつ
［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」］

・「LOCA①，②」時
［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」

かつ
サプレッション・チェンバ・プール水温5℃以上上昇]

または
［下部ドライウェルガス温度が300℃以上］

No

Yes

燃料被覆管温度1200℃到達

燃料温度
2500K(約2227℃)到達

※10

※1

※7

原子炉注水とドライウェル
スプレイの並行操作不可能

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水（残留熱除去系(A)使用）

及び
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ（残留熱除去系(B)使用）

Yes

No

非常用ガス処理系運転確認

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作
業）
：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

サプレッション・チェンバ側
格納容器薬品注入実施

（約0分）

（約10分後）

（約0.3時間

（約0.4時間

（約0.7時間

（70分後）

（約2時間後）

（約2時間後）

（約20時間後）

（約22.5時間

（解析上の時

    

Ｆ 

 

事故シーケンスグループ「水素燃焼」は

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損)（代替循環冷却系を使

用する場合）」と同じ手順である。 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 
Ｅ 
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1-Ⅲ.10-2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原子炉冷却材喪失

（大破断LOCA）

発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

全交流動力電源喪失発生

原子炉への注水機能喪失を確認

早期の電源回復不能と判断

回復は解析上
考慮せず

高圧給水機能喪失を確認 高圧注水機能喪失を確認 低圧注水機能喪失を確認

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

※2 ※2 ※2

※3

※4

※5

対応操作は，原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，今回想定している破

断規模・破断位置が異なる場合及び破断位置が特定できない場合においても，対応する操作手順

に変更はない

※1

（約0分）

（約10分後）

（解析上の時間）

Ａ 
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1-Ⅲ.10-3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

 

② 

③ 

④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 

 

原子炉冷却材喪失

（大破断LOCA）

発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

全交流動力電源喪失発生

原子炉への注水機能喪失を確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

炉心損傷開始

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

早期の電源回復不能と判断

Ⅰ

回復は解析上
考慮せず

高圧給水機能喪失を確認 高圧注水機能喪失を確認

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

※2 ※2

※3

※4

※5

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

※6

対応操作は，原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，今回想定している破

断規模・破断位置が異なる場合及び破断位置が特定できない場合においても，対応する操作手順

に変更はない

※1

（約0分）

（約10分後）

（約0.3時間後）

（解析上の時間）
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・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

① 

 

② 

③ 

 

原子炉冷却材喪失

（大破断LOCA）

発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

全交流動力電源喪失発生

原子炉への注水機能喪失を確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

炉心損傷開始

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

早期の電源回復不能と判断

Ⅰ

回復は解析上
考慮せず

高圧給水機能喪失を確認 高圧注水機能喪失を確認

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

※2 ※2

※3

※4

※5

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

※6

対応操作は，原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，今回想定している破

断規模・破断位置が異なる場合及び破断位置が特定できない場合においても，対応する操作手順

に変更はない

※1

（約0分）

（約10分後）

（約0.3時間後）

（解析上の時間）
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５．電源制御 
（１）交流／直流電源供給回復 
①目的 
・ 交流電源及び直流電源の供給を回復し、維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、所内電源が喪失した場合 

④基本的な考え方 
・ 非常用ディーゼル発電機の起動状況を確認し、状況に応じて代替電源設備による給電を行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．非常用ディーゼル発電機 
・ 非常用ディーゼル発電機の状況を随時把握する。 

・ 原子炉補機冷却海水系の運転状態を随時把握し、非常用ディーゼル発電機の冷却が継続可能であることを確認する。 

・ 全交流電源喪失となった場合は、代替熱交換器車接続の要請・準備、及び原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

を起動し原子炉圧力容器への注水を確保する。サプレッションプール圧力が３１０ｋＰａ以上となった場合は、格

納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベントにより格納容器ベントを実施する。 

 

Ｂ．電源構成 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｃ．給電 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備による電源供給を

回復させる。 

 

Ｄ．直流電源確保 
・ 所内蓄電式直流電源設備、常設代替直流電源設備、可搬型直流電源設備の状況を随時把握する。 

 

Ｅ．直流電源回復 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｆ．復旧 
・ 常設電源設備又は非常用電源設備の復旧状況に応じ、継続して電源供給可能な設備に切替える。 

 

① 

 

 

 

 

② 

 

③ 

 

 

 

 

④ 

 

 

  
⑤ 

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

炉心損傷開始

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

早期の電源回復不能と判断

Ⅰ

※8

※9

※5

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流

電源設備と同等の電源供給開始不可

※6

燃料被覆管温度1200℃到達

（約10分後）

（約0.3時間後）

（約0.4時間後）
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４．不測事態 
（３）水位不明 
①目的 
・ 原子炉水位が不明な場合に原子炉の冷却を確保する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「反応度制御」を除き、原子炉制御「スクラム」の他全ての制御において、原子炉水位が不明になった

場合 

・ 原子炉制御「反応度制御」の「水位不明」を実施中に、全ての制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿

入された場合 

・ 「ドライウェル温度制御」において、ドライウェル空間部温度が水位不明判断曲線の水位不明領域に入った場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、原子炉水位が判明しない場合、又はドライウェル空間部温度が水位不明判断曲線

の水位不明領域に入った場合 

④基本的な考え方 
・ 原子炉水位不明時に、給復水系、非常用炉心冷却系、又は低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消

火系を使用した原子炉注水操作を行い、さらに原子炉圧力を目安にした原子炉満水操作を行う。 

・ 原子炉注水操作は、使用可能な全ての注水系のうち、２系統以上を作動させ、原子炉圧力とサプレッションプール

圧力の差圧を原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上になるように注水操作を行う。 

・ 原子炉水位が判明した場合は、原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．注水確保 
・ 水位不明時刻を記録する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統以上作動した場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統も作動しない場合は、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系を作動させ

る。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が作動しない場合は、低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水系（可搬型）

と消火系から２系統以上を作動させ、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

Ｂ．満水注入 
・ 不測事態「急速減圧」から移行してきた場合において、主蒸気逃がし安全弁が２弁以上開放、「水位計復旧」におい

て最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が判明しない場合、主蒸気隔離弁、主蒸気管ドレン弁、原子炉隔離時冷

却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖し、「満水注入」を行う。 

・ 不測事態「急速減圧」から移行してきた場合において、主蒸気逃がし安全弁が２弁も開放できない場合は、復水系、

高圧炉心注水系、低圧注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系

を使用して原子炉への注水維持を行うとともに、主蒸気隔離弁、主蒸気管ドレン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子

炉冷却材浄化系の隔離弁を開けることにより原子炉を減圧する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち、いずれか２系統を使用して原子炉へ注水し、注水流量を増加して原子炉を

加圧し、原子炉圧力容器満水確認用適正弁数以下の主蒸気逃がし安全弁を開放して原子炉圧力をサプレッションプ

ール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持する。 

・ 原子炉圧力がサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持できない場合は、原子炉

への注水流量を増加させて、原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に

維持する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統を全て起動しても、原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満

水確認最低圧力以上に維持できない場合は、主蒸気逃がし安全弁の開数を原子炉圧力容器満水確認用最小必要弁数

まで減らし、原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統を全て起動し、主蒸気逃がし安全弁を原子炉圧力容器満水確認用最小必要弁数のみ

開としても原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持できない場合

は、他の代替確認方法にて満水を確認する。 

・ 他の代替確認方法によっても原子炉圧力容器満水が確認できない場合には、主蒸気逃がし安全弁を８弁開とし、低

圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系を起動し原子炉水位をできるだけ上昇させる。 

 

Ｄ 

① 

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始
（崩壊熱と注水流量から原子炉水位の上昇率を求める）

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

炉心損傷開始

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

早期の電源回復不能と判断

Ⅰ

※11

※8

※9

※5

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流

電源設備と同等の電源供給開始不可

※6

燃料被覆管温度1200℃到達

燃料温度

2500K(約2227℃)到達

非常用ガス処理系運転確認

（約10分後）

（約0.3時間後）

（約0.4時間後）

（約0.7時間後）

（70分後）
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操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

対応手段等 

原子炉運転中の場合 

フロントライン系故障時 

１．低圧代替注水系による原子炉の冷却 

当直副長及び緊急時対策本部は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水系）の

故障等により原子炉の冷却ができない場合は，以下の手段により原子炉圧力容器へ注水し，原子

炉を冷却する。 

（１）復水貯蔵槽を水源として，低圧代替注水系（常設）により注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

給水・復水系及び非常用炉心冷却系による原子炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力

容器内の水位を原子炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合において，低圧代替注水

系（常設）及び注入配管が使用可能な場合※１。 

※１:設備に異常がなく，電源及び水源（復水貯蔵槽）が確保されている場合。 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

破断口までの水位回復確認

（破断口からの流出をサプレッション・チェンバ・プール水位上昇傾向変化により確認）

または

（原子炉水位の上昇率からレベル1以上に回復していることを推定する）

原子炉注水停止後の水位低下量を
崩壊熱より計算し高圧炉心注水ノズルを起点とし

レベル1までの時間を推定する

レベル
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイに切り替える

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始
（崩壊熱と注水流量から原子炉水位の上昇率を求める）

損傷炉心冷却成功確認
原子炉圧力容器健全確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

炉心損傷開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止し，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを開始する

※12

※17

※11

格納容器温度190℃超過確認

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

※13
※14

※8

レベル
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

レベル1を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイに切り替える

※15

燃料被覆管温度1200℃到達

燃料温度

2500K(約2227℃)到達

原子炉注水とドライウェル

スプレイの並行操作不可能

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水（残留熱除去系

及び
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ（残留熱除去系

Yes

No

サプレッション・チェンバ側

（約0.3時間後）

（約0.4時間後）

（約0.7時間後）

（70分後）

（約2時間後）

（約2時間後）

Ｅ 
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1-Ⅲ.10-8 

 
操作手順 

６．格納容器内の冷却等のための手順等 

対応手段等 

炉心損傷後 

フロントライン系故障時 

１．代替格納容器スプレイ系による格納容器内の冷却 

当直副長は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の故障等

により格納容器内の冷却ができない場合は，以下の手段により格納容器内へスプレイし，格納容

器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させる。 

（１）復水貯蔵槽を水源として，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によりスプレイする。 

ａ．手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※１において，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）による格

納容器スプレイができず，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）が使用可能な場合※２で，格

納容器内へのスプレイ起動の判断基準に到達した場合※３。 

※１:格納容器内雰囲気放射線レベル（ＣＡＭＳ）で格納容器内のガンマ線線量率が，設計

基準事故相当のガンマ線線量率の１０倍を超えた場合，又は格納容器内雰囲気放射線レ

ベル（ＣＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で３００℃以上を確認した

場合。 

※２:設備に異常がなく，電源及び水源（復水貯蔵槽）が確保されている場合。 

※３:「格納容器内へのスプレイ起動の判断基準に到達」とは，格納容器内圧力（ドライウ

ェル），格納容器内圧力（サプレッション・チェンバ），ドライウェル雰囲気温度又は原

子炉圧力容器下鏡部温度指示値が，格納容器内へのスプレイ起動の判断基準に達した場

合。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

破断口までの水位回復確認

（破断口からの流出をサプレッション・チェンバ・プール水位上昇傾向変化により確認）

または

（原子炉水位の上昇率からレベル1以上に回復していることを推定する）

原子炉注水停止後の水位低下量を

崩壊熱より計算し高圧炉心注水ノズルを起点とし
レベル1までの時間を推定する

レベル
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイに切り替える

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始
（崩壊熱と注水流量から原子炉水位の上昇率を求める）

損傷炉心冷却成功確認
原子炉圧力容器健全確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

炉心損傷開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止し，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを開始する

※12

※17

※11

格納容器温度190℃超過確認

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

※13
※14

※8

レベル
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

レベル1を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイに切り替える

※15

燃料被覆管温度1200℃到達

燃料温度

2500K(約2227℃)到達

原子炉注水とドライウェル

スプレイの並行操作不可能

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水（残留熱除去系

及び
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ（残留熱除去系

Yes

No

サプレッション・チェンバ側

（約0.3時間後）

（約0.4時間後）

（約0.7時間後）

（70分後）

（約2時間後）

（約2時間後）

Ｅ 
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操作手順 

７．格納容器の過圧破損を防止するための手順等 

対応手段等 

２．代替循環冷却系による格納容器内の減圧及び除熱 

当直副長及び緊急時対策本部は，格納容器の破損を防止するため，代替循環冷却系により格納

容器内の圧力及び温度を低下させる。 

（１）手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※１において，残留熱除去系の復旧に見込みがなく※２格納容器内の

除熱が困難な状況で，以下の条件が全て成立した場合。 

ａ．復水補給水系が使用可能※３であること。 

ｂ．代替原子炉補機冷却系による冷却水供給が可能であること。 

ｃ．格納容器内の酸素濃度が４ｖｏｌ％以下※４であること。 

 

※１:格納容器内雰囲気放射線レベル（ＣＡＭＳ）で格納容器内のガンマ線線量率が，設計基

準事故相当のガンマ線線量率の１０倍を超えた場合，又は格納容器内雰囲気放射線レベ

ル（ＣＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で３００℃以上を確認した場

合。 

※２:設備に故障が発生した場合，又は駆動に必要な電源若しくは補機冷却水が確保できな

い場合。 

※３:設備に異常がなく，電源及び水源（サプレッションプール）が確保されている場合。 

※４:ドライ条件の酸素濃度を確認する。格納容器内酸素濃度（ＣＡＭＳ）にて４ｖｏｌ％以

下を確認できない場合は，代替格納容器スプレイを継続することで，ドライウェル側と

サプレッション・チェンバ側のガスの混合を促進させる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

可搬型代替注水系（A-2級）
による注水

格納容器内圧力0.62MPa[gage]
到達時間予測

代替循環冷却系運転可能

代替循環冷却系運転により
格納容器内圧力下降

代替循環冷却系運転による原子炉格納容器冷却により格納容器内圧力が105kPa[gage]（FCS運転時の制限圧
力）以下になったことを確認後，可燃性ガス濃度制御系（FCS）を起動し水素濃度を制御する

復水貯蔵槽への補給
停止

低圧代替注水系（可搬型）準備

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水

代替循環冷却系運転準備
（系統構成1）

代替循環冷却系運転準備
（復水移送ポンプ停止）

パラメータの継続監視
（水素，酸素濃度等）

代替循環冷却系運転準備
（系統構成2）

代替循環冷却系運転開始
（復水移送ポンプ起動）

代替循環冷却系運転による
除熱実施判断

格納容器内酸素濃度
可燃限界濃度到達
可能性なし

※21

※21

※22

Ⅴ

代替循環冷却系運転により

格納容器圧力下降

代替循環冷却系運転

運転継続

No

Yes

Yes

No

Yes

No

格納容器圧力逃がし装置等による

使用済燃料プール冷却

開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が
静定後，使用済燃料プール冷却を再開する

No

Yes

（約20時間後）

（約22.5時間後）

Ｆ 
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操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｄ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 20 分以内 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｃ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 50 分以内 

７ 
代替循環冷却系使用時における代替

原子炉補機冷却系による除熱 ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 

約 540 分 

緊急時対策要員 13 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

① 

 

 

① 

 

 

② 

 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

破断口までの水位回復確認

（破断口からの流出をサプレッション・チェンバ・プール水位上昇傾向変化により確認）

または

（原子炉水位の上昇率からレベル1以上に回復していることを推定する）

原子炉注水停止後の水位低下量を
崩壊熱より計算し高圧炉心注水ノズルを起点とし

レベル1までの時間を推定する

レベル1を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイに切り替える

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始
（崩壊熱と注水流量から原子炉水位の上昇率を求める）

損傷炉心冷却成功確認
原子炉圧力容器健全確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備が完了

炉心損傷開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止し，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを開始する

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

※12

早期の電源回復不能と判断

※17

Ⅰ

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備が完了

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による格納容器頂部注水

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備

（格納容器頂部注水系準備）

格納容器上部雰囲気温度
171℃超過確認

Ⅱ

※11

格納容器温度190℃超過確認

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

※13
※14

代替原子炉補機冷却系準備

※8

※9

フィルタ装置排水ポンプ水張り

※5

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

レベル1を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイに切り替える

ドライウェル側
格納容器薬品注入実施

※18

※20

※19

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流

電源設備と同等の電源供給開始不可

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と同等の
流量確保または注水開始不可

※16

※6

※15

代替循環冷却系運転可能
代替原子炉補機冷却系

準備が完了

Yes

No

機能喪失設備の復旧
または

格納容器圧力逃がし装置等による

中央制御室 陽圧操作

中央制御室待避室準備操作

燃料被覆管温度1200℃到達

燃料温度

2500K(約2227℃)到達

※10

原子炉注水とドライウェル

スプレイの並行操作不可能

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水（残留熱除去系(A)使用）

及び
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ（残留熱除去系(B)使用）

Yes

No

非常用ガス処理系運転確認

サプレッション・チェンバ側
格納容器薬品注入実施

（約10分後）

（約0.3時間後）

（約0.4時間後）

（約0.7時間後）

（70分後）

（約2時間後）

（約2時間後）

（約20時間後）

Ｃ ① 

② 
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操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

７ 
代替循環冷却系による格納容器内の

減圧及び除熱 ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 約 90 分 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

可搬型代替注水系（A-2級）
による注水

格納容器内圧力0.62MPa[gage]
到達時間予測

代替循環冷却系運転可能

代替循環冷却系運転により
格納容器内圧力下降

代替循環冷却系運転による原子炉格納容器冷却により格納容器内圧力が105kPa[gage]（FCS運転時の制限圧
力）以下になったことを確認後，可燃性ガス濃度制御系（FCS）を起動し水素濃度を制御する

復水貯蔵槽への補給
停止

低圧代替注水系（可搬型）準備

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水

代替循環冷却系運転準備
（系統構成1）

代替循環冷却系運転準備
（復水移送ポンプ停止）

パラメータの継続監視
（水素，酸素濃度等）

代替循環冷却系運転準備
（系統構成2）

代替循環冷却系運転開始
（復水移送ポンプ起動）

代替循環冷却系運転による
除熱実施判断

格納容器内酸素濃度
可燃限界濃度到達
可能性なし

※21

※21

※22

Ⅴ

代替循環冷却系運転により

格納容器圧力下降

代替循環冷却系運転

運転継続

No

Yes

Yes

No

Yes

No

機能喪失設備の復旧

格納容器圧力逃がし装置等による
原子炉格納容器除熱

使用済燃料プール冷却

開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が
静定後，使用済燃料プール冷却を再開する

No

Yes

（約20時間後）

（約22.5時間後）

Ｆ 

① 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 

166



Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

１１．「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の対応手順の概要（代替循環冷却系を使用しない場合） 

1-Ⅲ.11-1 

第７．２．１．３－４図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の対応手順の概要（代替循環冷却系を使用しない場合） 

 

 

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

原子炉冷却材喪失

（大破断LOCA）

発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

全交流動力電源喪失発生

原子炉への注水機能喪失を確認

破断口までの水位回復確認

（破断口からの流出をサプレッション・チェンバ・プール水位上昇傾向変化により確認）

または

（原子炉水位の上昇率からレベル1以上に回復していることを推定する）

原子炉注水停止後の水位低下量を
崩壊熱より計算し高圧炉心注水ノズルを起点とし

レベル1までの時間を推定する

レベル1を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイに切り替える

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる原子炉注水開始
（崩壊熱と注水流量から原子炉水位の上昇率を求める）

損傷炉心冷却成功確認
原子炉圧力容器健全確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備が完了

炉心損傷開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止し，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを開始する

※12

早期の電源回復不能と判断

※17

Ⅰ

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備が完了

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による格納容器頂部注水

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備

（格納容器頂部注水系準備）

格納容器上部雰囲気温度
171℃超過確認

Ⅱ

※11

格納容器温度190℃超過確認

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイから
低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

非常用ディーゼル発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上

考慮せず

回復は解析上
考慮せず

※13
※14

※7

※8

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】
Ⅰ
常設代替交流電源設備が使用できない場合は第二代替交流電源設備により電源を供給する
常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線を受電する
（電源容量により使用できる設備が限られる）
大湊側緊急用高圧母線及び荒浜側緊急用高圧母線が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線を受電する
（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅱ
消火系を代替原子炉注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する
恒設設備による原子炉注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅲ
防火水槽を用いた復水貯蔵槽への補給の場合は，「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は淡水貯水池からろ過水タンクへの補給もあわせて実
施する

Ⅳ
純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる。
純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプ（A-2級）と同時に補給することも可能である。
純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）の水源は「淡水貯水池」以外に「海水」も可能である

Ⅴ
代替循環冷却系運転以外に除熱機能が回復しないことを確認し代替循環冷却系運転を開始する

フィルタ装置排水ポンプ水張り

高圧給水機能喪失を確認 高圧注水機能喪失を確認 低圧注水機能喪失を確認

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

※2 ※2 ※2

※3

※4

※5

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

レベル１を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイに切り替える

ドライウェル側
格納容器薬品注入実施

※18

サプレッション・チェンバ側
格納容器薬品注入実施

※20

※1 重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※2 中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，流量指示計等にて機能喪失を確認する

※3 外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧母線（6.9kV）が使用不能となった場合

※4 非常用炉心冷却系の機能喪失及び，全交流動力電源喪失により原子炉への注水機能が喪失する

※5 中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施出来ず非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合に早期の電源回復不能と判断する

※6 復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

※7 格納容器内雰囲気放射線レベル計指示とSOP導入条件判断図により炉心損傷を確認する。例えば原子炉停止30分後の場合，格納容器内雰囲気放射線レベル計指示が「ドライウェ
ル：6.0E+00Sv/h」または「サプレッション・チェンバ：7.0E+00Sv/h」を超えた場合，炉心損傷発生と判断する。なお，解析においては1000K(727℃)到達を炉心損傷開始としてい

る。格納容器内雰囲気放射線レベル計による炉心損傷発生の判断ができない場合は，原子炉圧力容器表面温度により判断する
炉心損傷による格納容器内水素濃度の上昇を確認する

※8 炉心損傷確認後，格納容器pH制御のため薬品（水酸化ナトリウム）注入準備を実施する

※9 防火水槽を用いた可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による復水貯蔵槽への補給も可能である

※10 原子炉注水及び格納容器スプレイに必要な弁が動作可能であることを確認する
復水補給水系バイパス流防止のため負荷遮断弁全閉操作を実施する

※11 低圧代替注水量から崩壊熱除去に必要な注水量を引いて，圧力容器の単位容量から原子炉水位の上昇率を求める。例えば，低圧代替注水流量が300m3/h，原子炉停止１時間後の
必要注水量が60m3/hであるため，圧力容器単位容量29.34m3/mより8.1m/hの上昇率になる

※12 原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）を起点とした場合，レベル1までは4310mm。約30分でレベル1に到達すると推定される

※13 原子炉水位が有効燃料棒頂部（TAF）以上（水位計監視不能時は崩壊熱除去に必要な流量以上）及び，原子炉圧力容器下鏡部温度300℃未満により損傷炉心冷却成功と判断する

※14 原子炉圧力容器健全確認は，圧力容器破損判断パラメータにより判断する（補足1）

※15 格納容器温度計にて確認する

※16 格納容器スプレイにより格納容器温度は低下するが，格納容器頂部の冷却を促進させるため可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による格納容器頂部への注水を実施する

※17 高圧炉心注水ノズル（10312mm（圧力容器基準点より））と，原子炉水位レベル1（9362mm（圧力容器基準点より））の差から容量を求め，その時の必要注水量から原子炉水位
（レベル1）に到達する時間を求める。例えば，原子炉停止4時間後の必要注水量が40m3/hであった場合，ノズルからレベル1の容量が約28m3であるため約42分でレベル1に到達する
と推定する

なお，原子炉停止時冷却系出口ノズル10921mm（圧力容器基準点より）の場合，約1時間8分でレベル1に到達すると推定される
解析上考慮していないが，推定手段により損傷炉心の冠水が維持されていることを，原子炉圧力容器表面温度により圧力容器内が過熱状態に至っていないことにより確認する

※18 復水移送ポンプによるドライウェルスプレイにあわせて，復水移送ポンプ吸込み配管に薬品を注入することにより，ドライウェル側格納容器薬品注入を実施する

※19 サプレッション・チェンバ・プールへの薬品注入のためにサプレッション・チェンバスプレイを実施する

※20 復水移送ポンプによるサプレッション・チェンバスプレイにあわせて，復水移送ポンプ吸込み配管に薬品を注入することにより，サプレッション・チェンバ側格納容器薬品注入
を実施する

※21 解析上は，格納容器内圧力計指示0.62MPa[gage]接近（原子炉格納容器の限界圧力到達前）に，格納容器ベント操作を開始する

※22 格納容器ベント実施を見据えて，サプレッション・チェンバベント管が水没しないように外部水源からの格納容器スプレイを停止する

※23 格納容器ベント実施時に，残留熱除去系等による格納容器の除熱が可能であること及び可燃性ガス濃度制御が可能であることが確認された場合は，格納容器ベントを停止する。
格納容器ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスパージを実施する

※24 格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮することにより水位が上昇することが考えられる。フィルタ装置の水位を監視し，上限水位に到
達した場合にサプレッション・チェンバ・プールへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装置への薬品注入を適宜実施する

※19

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給
・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流
電源設備と同等の電源供給開始不可

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と同等の
流量確保または注水開始不可

※16

※6

対応操作は，原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，今回想定してい
る破断規模・破断位置が異なる場合及び破断位置が特定できない場合においても，対応する
操作手順に変更はない

代替循環冷却系による
原子炉格納容器除熱

Ⅴ

格納容器内圧力0.62MPa[gage]
接近

サプレッション・チェンバ・プール水位外部水源注水制限にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイ停止
※22

低圧代替注水系(常設）による原子炉注水を継続し，格納容器ベントによる格納容器内圧力の低下傾向を確
認する。また機能喪失している設備の復旧に努める
機能喪失していた設備の復旧後，格納容器ベントは残留熱除去系等による格納容器除熱が可能であること，
及び可燃性ガス濃度制御が可能であることを確認し停止する
格納容器スプレイ冷却モード及びサプレッション・チェンバ・プール水冷却モードにより冷却し，格納容器
が十分に冷却された後，原子炉注水を低圧代替注水系(常設）から低圧注水系へ切り替える

Yes

No「格納容器圧力逃がし装置」
「サプレッション・チェンバ側ベント」

「格納容器圧力逃がし装置」
「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※21

※15

※23

補足１
事故の起因事象判定（LOCA事象or過渡起因事象）
［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］

かつ
［上部ドライウェル圧力が「0.15MPａ[gage]以上」］

上記の条件が満たされる場合は「LOCA事象起因」と判定する
条件が満たされない場合は「過渡起因事象」と判定する
（本シナリオでは「LOCA事象」を想定している）

LOCA事象起因時のパラメータ変化は以下の条件によって変わる
・下部ドライウェルに水位が有る場合（LOCA①時と表記）
・下部ドライウェルに水位が無い場合（LOCA②時と表記）

【圧力容器破損判断パラメータ】
・ 「過渡起因事象」時

原子炉圧力の「急激な低下」
上部ドライウェル圧力の「急激な上昇」
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」

・「LOCA①」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な低下」
サプレッション・チェンバ・プール水温度の「急激な上昇」

・「LOCA②」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」
上部ドライウェル水素濃度の「上昇」

【圧力容器破損徴候パラメータ】
・「過渡起因事象」，「LOCA①，②」時
原子炉水位下降（水位が確認されていた場合）
制御棒位置の指示値喪失数増加
原子炉圧力容器下鏡部温度の指示値喪失数増加

【圧力容器破損判断後の再確認パラメータ】
・「過渡起因事象」時
［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］

かつ
［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」］

・「LOCA①，②」時
［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」

かつ
サプレッション・チェンバ・プール水温5℃以上上昇]

または
［下部ドライウェルガス温度が300℃以上］

中央制御室 陽圧操作
中央制御室待避室準備操作

中央制御室待避室陽圧化操作

解析上

考慮せず

代替原子炉補機冷却系準備

使用済燃料プール冷却
開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が静定
後，使用済燃料プール冷却を再開する

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ（4kL,16kL）
給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリ（4kL,16kL）
による給油準備完了

燃料被覆管温度1200℃到達

燃料温度
2500K(約2227℃)到達

※10

（適宜実施）

（約12時間後）

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）の
準備が完了

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から
復水貯蔵槽への補給準備

（可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給）

Ⅳ

Ⅲ

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

※1

※9

原子炉注水とドライウェル
スプレイの並行操作不可能

Yes

No

非常用ガス処理系運転確認

サプレッション・チェンバ・プール水位が
格納容器真空破壊弁高さ到達により
格納容器ベント判断

※21

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水（残留熱除去系(A)使用）

及び
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ（残留熱除去系(B)使用）

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）の
みの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

代替循環冷却系運転不可能

Yes

No

格納容器ベント

停止条件不成立

格納容器ベント停止Yes

No

※24

（約0分）

（約10分後）

（約0.3時間後）

（約0.4時間後）

（約0.7時間後）

（70分後）

（約2時間後）

（約2時間後）

（約32時間後）

（約38時間後）

（約38時間後）

（解析上の時間）

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 
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Ａ 
原子炉冷却材喪失

（大破断LOCA）

発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

全交流動力電源喪失発生

原子炉への注水機能喪失を確認

早期の電源回復不能と判断

回復は解析上
考慮せず

高圧給水機能喪失を確認 高圧注水機能喪失を確認 低圧注水機能喪失を確認

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

※2 ※2 ※2

※3

※4

※5

対応操作は，原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，今回想定している
破断規模・破断位置が異なる場合及び破断位置が特定できない場合においても，対応する操作
手順に変更はない

※1

（約0分）

（約10分後）

（解析上の時間）
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

 

② 

③ 

④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

炉心損傷確認

原子炉冷却材喪失

（大破断LOCA）

発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

全交流動力電源喪失発生

原子炉への注水機能喪失を確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

炉心損傷開始

早期の電源回復不能と判断

Ⅰ

回復は解析上
考慮せず

※7

高圧給水機能喪失を確認 高圧注水機能喪失を確認 低圧注水機能喪失を確認

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

※2 ※2 ※2

※3

※4

※5

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給
・第二代替交流電源設備による電源供給
・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流
電源設備と同等の電源供給開始不可

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と同等の
流量確保または注水開始不可

※6

対応操作は，原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，今回想定している破
断規模・破断位置が異なる場合及び破断位置が特定できない場合においても，対応する操作手順
に変更はない

※1

（約0分）

（約10分後）

（約0.3時間後）

（解析上の時間）

Ｂ 
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・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 

Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 

 

Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 

Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

① 

 

② 

③ 

 

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

炉心損傷確認

原子炉冷却材喪失

（大破断LOCA）

発生

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

全交流動力電源喪失発生

原子炉への注水機能喪失を確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

炉心損傷開始

早期の電源回復不能と判断

Ⅰ

回復は解析上
考慮せず

※7

高圧給水機能喪失を確認 高圧注水機能喪失を確認 低圧注水機能喪失を確認

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

※2 ※2 ※2

※3

※4

※5

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給
・第二代替交流電源設備による電源供給
・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流
電源設備と同等の電源供給開始不可

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と同等の
流量確保または注水開始不可

※6

対応操作は，原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，今回想定している破
断規模・破断位置が異なる場合及び破断位置が特定できない場合においても，対応する操作手順
に変更はない

※1

（約0分）

（約10分後）

（約0.3時間後）

（解析上の時間）

Ｂ 

保安規定 添付１ 
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５．電源制御 
（１）交流／直流電源供給回復 
①目的 
・ 交流電源及び直流電源の供給を回復し、維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、所内電源が喪失した場合 

④基本的な考え方 
・ 非常用ディーゼル発電機の起動状況を確認し、状況に応じて代替電源設備による給電を行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．非常用ディーゼル発電機 
・ 非常用ディーゼル発電機の状況を随時把握する。 

・ 原子炉補機冷却海水系の運転状態を随時把握し、非常用ディーゼル発電機の冷却が継続可能であることを確認する。 

・ 全交流電源喪失となった場合は、代替熱交換器車接続の要請・準備、及び原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

を起動し原子炉圧力容器への注水を確保する。サプレッションプール圧力が３１０ｋＰａ以上となった場合は、格

納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベントにより格納容器ベントを実施する。 

 

Ｂ．電源構成 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｃ．給電 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備による電源供給を

回復させる。 

 

Ｄ．直流電源確保 
・ 所内蓄電式直流電源設備、常設代替直流電源設備、可搬型直流電源設備の状況を随時把握する。 

 

Ｅ．直流電源回復 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 

Ｆ．復旧 
・ 常設電源設備又は非常用電源設備の復旧状況に応じ、継続して電源供給可能な設備に切替える。 

 

① 

 

 

 

 

② 

 

③ 

 

 

 

 

④ 

 

 

 

 

⑤ 

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

炉心損傷開始

早期の電源回復不能と判断

Ⅰ

※7

※8

※5

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給
・第二代替交流電源設備による電源供給
・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流
電源設備と同等の電源供給開始不可

※6

燃料被覆管温度1200℃到達

非常用ガス処理系運転確認

（約10分後）

（約0.3時間後）

（約0.4時間後）

Ｃ 
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４．不測事態 
（３）水位不明 
①目的 
・ 原子炉水位が不明な場合に原子炉の冷却を確保する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「反応度制御」を除き、原子炉制御「スクラム」の他全ての制御において、原子炉水位が不明になった

場合 

・ 原子炉制御「反応度制御」の「水位不明」を実施中に、全ての制御棒が全挿入位置又は最大未臨界引抜位置まで挿

入された場合 

・ 「ドライウェル温度制御」において、ドライウェル空間部温度が水位不明判断曲線の水位不明領域に入った場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、原子炉水位が判明しない場合、又はドライウェル空間部温度が水位不明判断曲線

の水位不明領域に入った場合 

④基本的な考え方 
・ 原子炉水位不明時に、給復水系、非常用炉心冷却系、又は低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消

火系を使用した原子炉注水操作を行い、さらに原子炉圧力を目安にした原子炉満水操作を行う。 

・ 原子炉注水操作は、使用可能な全ての注水系のうち、２系統以上を作動させ、原子炉圧力とサプレッションプール

圧力の差圧を原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上になるように注水操作を行う。 

・ 原子炉水位が判明した場合は、原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．注水確保 
・ 水位不明時刻を記録する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統以上作動した場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が１系統も作動しない場合は、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系を作動させ

る。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統が作動しない場合は、低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水系（可搬型）

と消火系から２系統以上を作動させ、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

Ｂ．満水注入 
・ 不測事態「急速減圧」から移行してきた場合において、主蒸気逃がし安全弁が２弁以上開放、「水位計復旧」におい

て最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が判明しない場合、主蒸気隔離弁、主蒸気管ドレン弁、原子炉隔離時冷

却系及び原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖し、「満水注入」を行う。 

・ 不測事態「急速減圧」から移行してきた場合において、主蒸気逃がし安全弁が２弁も開放できない場合は、復水系、

高圧炉心注水系、低圧注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系

を使用して原子炉への注水維持を行うとともに、主蒸気隔離弁、主蒸気管ドレン弁、原子炉隔離時冷却系及び原子

炉冷却材浄化系の隔離弁を開けることにより原子炉を減圧する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち、いずれか２系統を使用して原子炉へ注水し、注水流量を増加して原子炉を

加圧し、原子炉圧力容器満水確認用適正弁数以下の主蒸気逃がし安全弁を開放して原子炉圧力をサプレッションプ

ール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持する。 

・ 原子炉圧力がサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持できない場合は、原子炉

への注水流量を増加させて、原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に

維持する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統を全て起動しても、原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満

水確認最低圧力以上に維持できない場合は、主蒸気逃がし安全弁の開数を原子炉圧力容器満水確認用最小必要弁数

まで減らし、原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統を全て起動し、主蒸気逃がし安全弁を原子炉圧力容器満水確認用最小必要弁数のみ

開としても原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持できない場合

は、他の代替確認方法にて満水を確認する。 

・ 他の代替確認方法によっても原子炉圧力容器満水が確認できない場合には、主蒸気逃がし安全弁を８弁開とし、低

圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系を起動し原子炉水位をできるだけ上昇させる。 

 

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

炉心損傷開始

早期の電源回復不能と判断

※7

※8

※5

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給
・第二代替交流電源設備による電源供給
・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用

・可搬型代替交流電源設備による

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流
電源設備と同等の電源供給開始不可

※6

燃料被覆管温度1200℃到達

燃料温度
2500K(約2227℃)到達

非常用ガス処理系運転確認

（約10分後）

（約0.3時間後）

（約0.4時間後）

（約0.7時間後）

Ｄ 
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操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

対応手段等 

原子炉運転中の場合 

フロントライン系故障時 

１．低圧代替注水系による原子炉の冷却 

当直副長及び緊急時対策本部は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水系）の

故障等により原子炉の冷却ができない場合は，以下の手段により原子炉圧力容器へ注水し，原子

炉を冷却する。 

（１）復水貯蔵槽を水源として，低圧代替注水系（常設）により注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

給水・復水系及び非常用炉心冷却系による原子炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力

容器内の水位を原子炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合において，低圧代替注水

系（常設）及び注入配管が使用可能な場合※１。 

※１:設備に異常がなく，電源及び水源（復水貯蔵槽）が確保されている場合。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

破断口までの水位回復確認

（破断口からの流出をサプレッション・チェンバ・プール水位上昇傾向変化により確認）

または

（原子炉水位の上昇率からレベル1以上に回復していることを推定する）

原子炉注水停止後の水位低下量を
崩壊熱より計算し高圧炉心注水ノズルを起点とし

レベル1までの時間を推定する

レベル1を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイに切り替える

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる原子炉注水開始
（崩壊熱と注水流量から原子炉水位の上昇率を求める）

損傷炉心冷却成功確認
原子炉圧力容器健全確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

炉心損傷開始

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止し，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを開始する

※12

※17

※11

格納容器温度190℃超過確認

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

※13
※14

※7

※8

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

レベル１を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイに切り替える

ドライウェル側
格納容器薬品注入実施

サプレッション・チェンバ側
格納容器薬品注入実施

※15

燃料被覆管温度1200℃到達

燃料温度
2500K(約2227℃)到達

原子炉注水とドライウェル
スプレイの並行操作不可能

Yes

No

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水（残留熱除去系(A)使用）

及び
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ（残留熱除去系

（約0.3時間後）

（約0.4時間後）

（約0.7時間後）

（70分後）

（約2時間後）

（約2時間後）

Ｅ 
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操作手順 

６．格納容器内の冷却等のための手順等 

対応手段等 

炉心損傷後 

フロントライン系故障時 

１．代替格納容器スプレイ系による格納容器内の冷却 

当直副長は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の故障等

により格納容器内の冷却ができない場合は，以下の手段により格納容器内へスプレイし，格納容

器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させる。 

（１）復水貯蔵槽を水源として，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によりスプレイする。 

ａ．手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※１において，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）による格

納容器スプレイができず，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）が使用可能な場合※２で，格

納容器内へのスプレイ起動の判断基準に到達した場合※３。 

※１:格納容器内雰囲気放射線レベル（ＣＡＭＳ）で格納容器内のガンマ線線量率が，設計

基準事故相当のガンマ線線量率の１０倍を超えた場合，又は格納容器内雰囲気放射線レ

ベル（ＣＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で３００℃以上を確認した

場合。 

※２:設備に異常がなく，電源及び水源（復水貯蔵槽）が確保されている場合。 

※３:「格納容器内へのスプレイ起動の判断基準に到達」とは，格納容器内圧力（ドライウ

ェル），格納容器内圧力（サプレッション・チェンバ），ドライウェル雰囲気温度又は原

子炉圧力容器下鏡部温度指示値が，格納容器内へのスプレイ起動の判断基準に達した場

合。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原子炉注水停止後の水位低下量を
崩壊熱より計算し高圧炉心注水ノズルを起点とし

レベル1までの時間を推定する

レベル1を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイに切り替える

原子炉圧力容器健全確認

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止し，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを開始する

※17

格納容器温度190℃超過確認

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

※14

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

レベル１を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイに切り替える

ドライウェル側
格納容器薬品注入実施

サプレッション・チェンバ側
格納容器薬品注入実施

代替循環冷却系による
原子炉格納容器除熱

格納容器内圧力0.62MPa[gage]
接近

サプレッション・チェンバ・プール水位外部水源注水制限にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ停止 ※22

Yes

No「格納容器圧力逃がし装置」
「サプレッション・チェンバ側ベント」

「格納容器圧力逃がし装置」
「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※21

※15

※23

中央制御室待避室陽圧化操作

原子炉注水とドライウェル
スプレイの並行操作不可能

Yes

No

サプレッション・チェンバ・プール水位が
格納容器真空破壊弁高さ到達により
格納容器ベント判断 ※21

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水（残留熱除去系(A)使用）

及び
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ（残留熱除去系(B)使用）

代替循環冷却系運転不可能

Yes

No

格納容器ベント

停止条件不成立

格納容器ベント停止Yes

No

※24

（約2時間後）

（約32時間後）

（約38時間後）

（約38時間後）

Ｆ 
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操作手順 

７．格納容器の過圧破損を防止するための手順等 

対応手段等 

１．格納容器圧力逃がし装置による格納容器内の減圧及び除熱 

当直副長は，残留熱除去系及び代替循環冷却系の運転ができず格納容器内の圧力を６２０

kPa[gage]以下に抑制する見込みがない場合，又は原子炉建屋オペレーティングフロアの天井付近

の水素濃度が２．２ｖｏｌ％に到達した場合は，格納容器の破損を防止するため，格納容器圧力

逃がし装置により格納容器内の圧力及び温度を低下させる。 

格納容器圧力逃がし装置の隔離弁（空気作動弁，電動弁）の駆動源や制御電源が喪失した場合

は，隔離弁を遠隔で手動操作することにより格納容器内の圧力及び温度を低下させる。 

（１）手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※１において，炉心の著しい損傷の緩和及び格納容器の破損防止のた

めに必要な操作が完了した場合※２。 

 

※１:格納容器内雰囲気放射線レベル（ＣＡＭＳ）で格納容器内のガンマ線線量率が，設計基準

事故相当のガンマ線線量率の１０倍を超えた場合，又は格納容器内雰囲気放射線レベル（Ｃ

ＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で３００℃以上を確認した場合。 

※２:炉心の著しい損傷を防止するために原子炉圧力容器への注水を実施する必要がある場合，

又は格納容器の破損を防止するために格納容器内へスプレイを実施する必要がある場合

は，これらの操作を完了した後に格納容器ベントの準備を開始する。ただし，原子炉の冷

却ができない場合，又は格納容器内の冷却ができない場合は，速やかに格納容器ベントの

準備を開始する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原子炉注水停止後の水位低下量を
崩壊熱より計算し高圧炉心注水ノズルを起点とし

レベル1までの時間を推定する

レベル1を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイに切り替える

原子炉圧力容器健全確認

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止し，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを開始する

※17

格納容器温度190℃超過確認

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

※14

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

レベル１を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイに切り替える

ドライウェル側
格納容器薬品注入実施

サプレッション・チェンバ側
格納容器薬品注入実施

代替循環冷却系による
原子炉格納容器除熱

格納容器内圧力0.62MPa[gage]
接近

サプレッション・チェンバ・プール水位外部水源注水制限にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ停止 ※22

Yes

No「格納容器圧力逃がし装置」
「サプレッション・チェンバ側ベント」

「格納容器圧力逃がし装置」
「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※21

※15

※23

中央制御室待避室陽圧化操作

原子炉注水とドライウェル
スプレイの並行操作不可能

Yes

No

サプレッション・チェンバ・プール水位が
格納容器真空破壊弁高さ到達により
格納容器ベント判断 ※21

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水（残留熱除去系(A)使用）

及び
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ（残留熱除去系(B)使用）

代替循環冷却系運転不可能

Yes

No

格納容器ベント

停止条件不成立

格納容器ベント停止Yes

No

※24

（約2時間後）

（約32時間後）

（約38時間後）

（約38時間後）

Ｆ 

保安規定 添付３ 
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1-Ⅲ.11-10 

 
操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｄ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 20 分以内 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｃ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 50 分以内 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

炉心損傷開始

早期の電源回復不能と判断

Ⅰ

※7

※8

※5

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給
・第二代替交流電源設備による電源供給
・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流
電源設備と同等の電源供給開始不可

※6

燃料被覆管温度1200℃到達

非常用ガス処理系運転確認

（約10分後）

（約0.3時間後）

（約0.4時間後）

Ｃ 
① 

① 

 

 

① 
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1-Ⅲ.11-11 

 
 

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

７ 
格納容器圧力逃がし装置による格納

容器内の減圧及び除熱 ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 約 45 分 

７ 

格納容器圧力逃がし装置による格納

容器内の減圧及び除熱 

（一次隔離弁を全開状態で保持）  

運転員（現場） 2 約 40 分 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原子炉注水停止後の水位低下量を

崩壊熱より計算し高圧炉心注水ノズルを起点とし
レベル1までの時間を推定する

レベル1を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイに切り替える

原子炉圧力容器健全確認

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止し，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイを開始する

※17

格納容器温度190℃超過確認

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

※14

レベル1までの推定した時間経過後，
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
サプレッション・チェンバスプレイから

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水へ切り替える

レベル１を起点とした破断口到達まで
注入実施後，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
ドライウェルスプレイに切り替える

ドライウェル側
格納容器薬品注入実施

サプレッション・チェンバ側
格納容器薬品注入実施

※20

代替循環冷却系による
原子炉格納容器除熱

格納容器内圧力0.62MPa[gage]
接近

サプレッション・チェンバ・プール水位外部水源注水制限にて
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ停止 ※22

Yes

No「格納容器圧力逃がし装置」
「サプレッション・チェンバ側ベント」

「格納容器圧力逃がし装置」
「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※21

※15

※23

中央制御室待避室陽圧化操作

原子炉注水とドライウェル
スプレイの並行操作不可能

Yes

No

サプレッション・チェンバ・プール水位が
格納容器真空破壊弁高さ到達により
格納容器ベント判断 ※21

低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水（残留熱除去系(A)使用）

及び
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ（残留熱除去系(B)使用）

代替循環冷却系運転不可能

Yes

No

格納容器ベント

停止条件不成立

格納容器ベント停止Yes

No

※24

（約2時間後）

（約32時間後）

（約38時間後）

（約38時間後）

Ｆ 

① 

 

 

① 

 

① 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

１２．「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の対応手順の概要 

「原子炉圧力容器外の溶融燃料-冷却材相互作用」 

「溶融炉心・コンクリート相互作用」 

1-Ⅲ.12-1 

第７．２．２－５図 「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の対応手順の概要 

 

 

※1 重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※2 中央制御室にて機器ランプ表示，機器故障警報，流量指示計にて機能喪失を確認する

※3 代替原子炉注水弁（残留熱除去系注入弁）動作不能により低圧代替注水系機能喪失を確認する

※4 原子炉注水可能な系統がある場合は急速減圧操作を実施する

※5  防火水槽を用いた可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による復水貯蔵槽への補給も可能である

※6 格納容器内雰囲気放射線レベル計指示とSOP導入条件判断図により炉心損傷を確認する。例えば，原子炉停止1時間後の場合,格納容器内雰囲気放射線レ

ベル計指示が「ドライウェル：4.5E+00Sv/h」または「サプレッション・チェンバ：5.5E+00Sv/h」を超えた場合，炉心損傷発生と判断する。格納容器内雰

囲気放射線レベル計による炉心損傷発生の判断ができない場合は，原子炉圧力容器表面温度により判断する

炉心損傷による格納容器内水素濃度の上昇を確認する

※7 「原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）から有効燃料棒長さ+10%」とは，原子炉水位計（燃料域）にて-3340mmを示す

※8 原子炉水位が原子炉水位計（燃料域）にて有効燃料棒頂部（TAF）未満及び，原子炉圧力容器下鏡部温度300℃未満により損傷炉心冷却未達成と判断する

※9 原子炉水位が原子炉水位計（燃料域）にて有効燃料棒頂部（TAF）未満，原子炉圧力容器下鏡部温度300℃到達（溶融炉心の炉心下部プレナムへの移行確

認）及び，原子炉への注水不能により損傷炉心冷却失敗と判断する

溶融炉心落下

原子炉圧力容器破損

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

高圧注水機能喪失を確認

原子炉圧力容器破損を判断

格納容器下部注水系（常設）により
格納容器下部に崩壊熱相当量を注水

炉心損傷確認

格納容器下部注水系（常設）復水移送ポンプ１台（90m3/h）

による格納容器下部注水開始

回復は解析上

考慮せず

炉心損傷開始

格納容器下部水位2ｍ(注水量180m3)
到達後，格納容器下部注水系停止

原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）から
有効燃料棒長さ+10% 到達

中央制御室での逃がし安全弁2個
による原子炉急速減圧

原子炉圧力容器下鏡温度300℃到達

（溶融炉心の炉心下部プレナムへの

移行確認）

溶融炉心によるコンクリート浸食停止

低圧注水機能喪失を確認 回復は解析上

考慮せず

※2

全ての設備による原子炉注水失敗を確認

※6

※7

損傷炉心冷却未達成と判断
※8

損傷炉心冷却失敗と判断
※9

※12

Ⅰ

Ⅳ

Ⅴ

代替循環冷却系による格納容器スプレイ及び格納容器下部注水を継続し，機能

喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器への注水及び原子炉

格納容器の冷却を実施する
格納容器頂部注水操作について実施判断基準値を超えた場合は速やかに実施す
る

Ⅴ

※2

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上

考慮せず

低圧代替注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※3

※4

代替注水系起動

・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水

・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

ドライウェルクーラによる格納容器除熱

消火系による格納容器下部注水

消火系による格納容器下部注水

高圧代替注水系
起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

給水流量の
全喪失発生

主蒸気隔離弁全閉発生

主蒸気隔離弁閉
原子炉スクラム信号発生

格納容器圧力0.465MPa[gage]

到達

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ開始
（格納容器下部注水継続）

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

代替循環冷却系
運転開始

原子炉圧力容器破損時
原子炉圧力2.0MPa[gage]以下

水蒸気発生に伴う格納容器圧力上昇
（溶融燃料－冷却材相互作用）

原子炉格納容器バウンダリ機能維持

格納容器限界圧力以下

復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

格納容器過温防止スプレイ実施
※11

※10 格納容器下部注水に必要な弁が動作可能であることを確認する

復水補給水系バイパス流防止のため負荷遮断弁全閉操作を実施する

※11 原子炉圧力容器下鏡部温度300℃到達（溶融炉心の炉心下部プレナムへの移行確認）により実施する

格納容器スプレイに必要な弁が動作可能であることを確認する

逃がし安全弁による原子炉減圧状態を維持するために格納容器過温防止スプレイを実施する

スプレイ流量は，格納容器過温抑制スプレイ流量70m3/hとする

※12 原子炉圧力容器健全確認は，圧力容器破損判断パラメータにより判断する（補足1）

※13 原子炉圧力容器破損以降の格納容器過圧・過温に対応する手順及び重大事故等対策は「3.1 雰囲気圧力・温度

による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」と同じである

復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

格納容器スプレイによる

格納容器薬品注入

格納容器下部注水による

格納容器薬品注入

※13

代替循環冷却系

運転継続可能

格納容器圧力逃がし装置等による

格納容器ベント実施

補足１
事故の起因事象判定（LOCA事象or過渡起因事象）

［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］
かつ

［上部ドライウェル圧力が「0.15MPａ[gage]以上」］

上記の条件が満たされる場合は「LOCA事象起因」と判定する
条件が満たされない場合は「過渡起因事象」と判定する
（本シナリオでは「過渡起因事象」を想定している）

LOCA事象起因時のパラメータ変化は以下の条件によって変わる
・下部ドライウェルに水位が有る場合（LOCA①時と表記）
・下部ドライウェルに水位が無い場合（LOCA②時と表記）

【圧力容器破損判断パラメータ】
・「過渡起因事象」時

原子炉圧力の「急激な低下」
上部ドライウェル圧力の「急激な上昇」
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」

・「LOCA①」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な低下」
サプレッション・チェンバ・プール水温度の「急激な上昇」

・「LOCA②」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」
上部ドライウェル水素濃度の「上昇」

【圧力容器破損徴候パラメータ】
・「過渡起因事象」，「LOCA①，②」時

原子炉水位下降（水位が確認されていた場合）
制御棒位置の指示値喪失数増加
原子炉圧力容器下鏡部温度の指示値喪失数増加

【圧力容器破損判断後の再確認パラメータ】
・「過渡起因事象」時

［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］
かつ

［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」］
・「LOCA①，②」時

［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」
かつ

サプレッション・チェンバ・プール水温5℃以上上昇]
または

［下部ドライウェルガス温度が300℃以上］

Yes

No

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ（4kL）
給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリ（4kL）
による給油準備完了

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】

Ⅰ

炉心損傷防止としての流量は確保できないが制御棒駆動水ポンプが再起動し，原子炉圧力容器への注水が継続していることを確認する。

また，追加起動の準備も開始する

消火系による代替原子炉注水も使用することができるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による原子炉圧力容器への注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅱ

防火水槽を用いた復水貯蔵槽への補給の場合は，「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は淡水貯水池からろ過水タ

ンクへの補給もあわせて実施する

Ⅲ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプ（A-2級）と同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）の水源は「淡水貯水池」以外に「海

水」も可能である

Ⅳ

ドライウェルクーラ代替除熱運転を実施する

Ⅴ

消火系による格納容器下部注水も可能である。また，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による格納容器下部注水も可能であり，この場合

水源は淡水以外に海水も使用することが可能である

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

非常用ディーゼル発電機自動起動確認

非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※10

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
の準備が完了

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から
復水貯蔵槽への補給準備

（可搬型代替注水ポンプ（A-2級）
による復水貯蔵槽への補給）

Ⅲ

Ⅱ

（約12時間後）

（適宜実施）

純水補給水系による

復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから

防火水槽への補給

※1

※5

非常用ガス処理系運転確認

外部電源喪失発生

（約8時間後）

（約20時間後）

（約20.5時間後）

（約8時間後）

（約0分）

（約1時間後）

（約1.4時間後）

（約3.7時間後）

（約5.7時間後）

（約7時間後）

（約8時間後）

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 

事故シーケンス「原子炉圧力容器外の溶融燃料-冷

却材相互作用」及び「溶融炉心・コンクリート相互

作用」は「高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加

熱」と同じ手順である。 
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原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

給水流量の
全喪失発生

主蒸気隔離弁全閉発生

主蒸気隔離弁閉
原子炉スクラム信号発生

※1

（約0分）
Ａ 
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１．原子炉制御 
（１）スクラム 
①目的 
・ 原子炉を停止する。 

・ 十分な炉心冷却状態を維持する。 

・ 原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・ 一次及び二次格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む。） 

②導入条件 
・ 原子炉スクラム信号が発生した場合 

・ 手動スクラムした場合 

・ 各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 
・ 原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・ 単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ、通常停止操作に移行する。 

・ 多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には、移行先の制御を優先し、残りの制御は原子炉制御「ス

クラム」での制御を並行して行う。 

・ 各計器を並行監視し、徴候に応じた制御を行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」から要求される操作は、一次格納容器制御より優先される。ただし、一次格納容器が損傷

する恐れがある場合は原子炉制御「スクラム」と一次格納容器制御を並行して行う。 

・ 二次格納容器制御「原子炉建屋制御」から要求される操作は原子炉制御「スクラム」と二次格納容器制御を並行し

て行う。 

・ 原子炉制御「スクラム」においては、最初に「原子炉出力」の全制御棒全挿入を確認し、「原子炉水位」、「原子炉圧

力」、「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．原子炉出力 
・ 重要警報「スクラム」の発信を確認する。 

・ 全制御棒挿入状態を確認する。 

・ 平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・ 自動スクラムが失敗した場合には、手動スクラム及び代替制御棒挿入機能の動作を行う。 

・ 原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・ 全制御棒が全挿入位置であること確認し、全挿入位置を確認できない場合に同一水圧制御ユニットに属する１組又

は１本の制御棒以上が未挿入であることを確認し、確認できない場合は原子炉制御「反応度制御」へ移行する。ま

た、原子炉制御「反応度制御」に移行した場合は、原子炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・ 原子炉水位、原子炉圧力、原子炉再循環ポンプ運転状態及び速度を確認する。 

・ 平均出力領域モニタ、起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 

Ｂ．原子炉水位 
・ 原子炉水位を確認する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合、格納容器隔離弁の開閉状態を確認する。 

・ タービン駆動給水ポンプの自動停止を確認し、電動駆動給水ポンプ及び給水制御系（単要素）で原子炉水位を原子

炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・ 給復水系（復水器を含む）が正常でない場合、原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系が自動作

動した場合は不要） 

・ 原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には、非常用炉心冷却系の運転状態を確認し、給復水系、

原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消火系又は制御棒駆

動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目

標として維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請し、原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明になった場合は、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」へ移行

する。 

Ｂ 
① 

② 

③ 

④ 

 

⑤ 

 

⑥ 

 

 

 

⑦ 

 

 

保安規定 添付１ 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

高圧注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

低圧注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※2

※2

低圧代替注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※3

高圧代替注水系
起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

給水流量の
全喪失発生

主蒸気隔離弁全閉発生

主蒸気隔離弁閉
原子炉スクラム信号発生

非常用ディーゼル発電機自動起動確認

非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※1

非常用ガス処理系運転確認

外部電源喪失発生

（約0分）
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・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水

素濃度制御」へ移行する。 

・ 原子炉水位を連続的に監視する。 

 
Ｃ．原子炉圧力 
・ 原子炉スクラム後、原子炉圧力を確認する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合は、一次格納容器制御「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉の場合、主蒸気逃がし安全弁を開し、原子炉圧力を調整する。また、主蒸気逃がし安全弁の開閉

によって原子炉圧力の調整ができない場合は、原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。なお、復水器が使用可能であ

る場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため、残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール冷却を行う。 

・ 原子炉圧力がタービンバイパス弁又は主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を原子炉隔離時冷却系定格流量維持最

低圧力まで減圧し、原子炉隔離時冷却系を停止する。 

・ 原子炉圧力を残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力以下まで減圧し、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）を起動する。 

・ 主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 
Ｄ．タービン・電源 
・ 原子炉スクラム後、発電機出力が低下していることを確認してタービンを手動トリップする。（タービン自動トリッ

プの場合は不要） 

・ タービントリップ状態及び発電機トリップ状態を確認する。 

・ 所内電源系が確保されていることを確認する。所内電源系の一部又は全部が確保されない場合は、「交流／直流電源

供給回復」へ移行する。 

・ 主蒸気隔離弁が開の場合、原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また、復水器が使用可能であることを確

認し、空気抽出器及びグランドシールの切替により復水器真空度を維持する。 

・ 原子炉圧力制御が正常でない場合又は復水器が使用不能である場合は、主蒸気隔離弁を閉鎖し原子炉を隔離する。 

・ タービン、発電機の停止状態を確認する。 
 
Ｅ．モニタ確認 
・ 各種放射線モニタの指示を確認する。 

・ 各種放射線モニタの指示に異常が確認された場合は、「復旧」操作へ移行せず原因の調査を実施する。 

 
Ｆ．復旧 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上で安定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離系がリセット可能であることを確認する。 

・ 原子炉圧力等の主要パラメータが整定していることを確認する。 

・ 格納容器隔離信号をリセットし、隔離状態を復旧する。 

・ 原子炉冷却材浄化系により原子炉水位が調整可能であることを確認する。また、原子炉建屋換気空調系を起動し、

非常用ガス処理系を停止する。 

・ 主蒸気隔離弁が閉している場合、開可能であれば均圧後主蒸気隔離弁を開する。また、開不能であれば主蒸気逃が

し安全弁で原子炉減圧する。 

・ スクラム原因を究明し、原因除去後スクラムリセットを行う。 

・ 原子炉再循環ポンプが停止した場合、再起動が可能であれば原子炉再循環ポンプを起動する。 

・ 原子炉を冷温停止する。 

Ｂ 

① 

 

② 

③ 

保安規定 添付１ 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

高圧注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

低圧注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※2

※2

低圧代替注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※3

高圧代替注水系
起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

給水流量の
全喪失発生

主蒸気隔離弁全閉発生

主蒸気隔離弁閉
原子炉スクラム信号発生

非常用ディーゼル発電機自動起動確認

非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※1

非常用ガス処理系運転確認

外部電源喪失発生

（約0分）
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原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

高圧注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

低圧注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※2

※2

低圧代替注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※3

高圧代替注水系
起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

給水流量の
全喪失発生

主蒸気隔離弁全閉発生

主蒸気隔離弁閉
原子炉スクラム信号発生

非常用ディーゼル発電機自動起動確認

非常用高圧母線（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※1

非常用ガス処理系運転確認

外部電源喪失発生

（約0分）

 
  

５．電源制御 
（１）交流／直流電源供給回復 
①目的 
・ 交流電源及び直流電源の供給を回復し、維持する。 
②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、所内電源が喪失した場合 

④基本的な考え方 
・ 非常用ディーゼル発電機の起動状況を確認し、状況に応じて代替電源設備による給電を行う。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．非常用ディーゼル発電機 
・ 非常用ディーゼル発電機の状況を随時把握する。 

・ 原子炉補機冷却海水系の運転状態を随時把握し、非常用ディーゼル発電機の冷却が継続可能であることを確認する。 

・ 全交流電源喪失となった場合は、代替熱交換器車接続の要請・準備、及び原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系

を起動し原子炉圧力容器への注水を確保する。サプレッションプール圧力が３１０ｋＰａ以上となった場合は、格

納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベントにより格納容器ベントを実施する。 

 
Ｂ．電源構成 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 
Ｃ．給電 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備による電源供給を

回復させる。 

 
Ｄ．直流電源確保 
・ 所内蓄電式直流電源設備、常設代替直流電源設備、可搬型直流電源設備の状況を随時把握する。 

 
Ｅ．直流電源回復 
・ 常設代替電源設備、可搬型代替交流電源設備、号炉間電力融通設備のうち、使用可能な給電設備の状況に応じ、代

替所内電源設備を使用した電路を構成し、電源供給を回復させる。 

 
Ｆ．復旧 
・ 常設電源設備又は非常用電源設備の復旧状況に応じ、継続して電源供給可能な設備に切替える。 

 

Ｃ 

① 

② 

③ 

保安規定 添付１ 
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１．原子炉制御 
（３）水位確保 
①目的 
・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復させ、安定に維持する。 

②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において原子炉水位が原子炉水

位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ

設定値の間に維持できない場合 

・ 「格納容器圧力制御」において原子炉満水後サプレッシ

ョンプール圧力を格納容器圧力制限値以下に維持できる

場合 

・ 不測事態「水位回復」において原子炉水位を有効燃料頂

部以上に維持できる場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し水位が判

明しており、かつドライウェル空間部温度が水位不明判

断曲線の水位不明領域外である場合 

・ 不測事態「水位不明」において最長許容炉心露出時間以

内に原子炉水位が判明した場合 

③脱出条件 
・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水

位高タービントリップ設定値の間に維持できる場合 

 

④基本的な考え方 
・原子炉水位と原子炉に注水可能な系統を随時把握する。 

⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位確保 
・ 原子炉水位、原子炉圧力及び格納容器隔離、並びに非常用炉心冷却系及び非常用ディーゼル発電機の起動を確認する。 

・ 作動すべきものが不作動の場合は、手動で作動させる。 

 

Ｂ．水位 
・ 給復水系、原子炉隔離時冷却系、非常用炉心冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可

搬型）、消火系又は制御棒駆動水圧系を使用して原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービン

トリップ設定値の間に維持する。 

・ 原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は、消防車の出動を要請する。 

・ 給復水系及び非常用炉心冷却系が起動せず、原子炉水位の低下が継続した場合は、低圧代替注水系（常設）２台以上又

は低圧代替注水系（可搬型）と消火系から２系統以上による原子炉注水の準備を行い不測事態「急速減圧」及び一次格

納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持できない場合は、不測事態「水位回復」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃

度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が不明の場合には、不測事態「水位不明」及び一次格納容器制御「格納容器水素濃度制御」に移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「減圧冷却」に移行する。 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

高圧注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

炉心損傷開始

低圧注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※2

全ての設備による原子炉注水失敗を確認

※2

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上

考慮せず

低圧代替注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※3

※4

※1

（約1時間後）

Ｄ 

① 

② 

③ 

 

 

④ 

 

 

⑤ 

⑥ 

 

 

⑦ 
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４．不測事態 
（１）水位回復 
①目的 
・ 原子炉水位を回復する。 
②導入条件 
・ 原子炉制御「スクラム」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 原子炉制御「水位確保」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 原子炉制御「減圧冷却」において、原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・ 不測事態「急速減圧」において、減圧が完了し、水位が判明しており、かつドライウェル空間部温度が飽和温度以下

の場合 
④基本的な考え方 
・ 原子炉水位の徴候に応じて、非常用炉心冷却系の再起動や、低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可搬型）、消

火系の起動を行う。 

・ 原子炉停止後何らかの理由により炉心が露出した場合、炉心の健全性が保たれている間に何らかの方法により原子炉

水位を確保しなければならない。そのために、原子炉停止後、燃料被覆管温度が１２００℃又は燃料被覆管酸化割合

が１５％に達するまでの時間内に原子炉水位を確保する。よって、炉心が露出した時刻を記録し、前述の時間以内に

原子炉水位を有効燃料頂部以上に回復するように非常用炉心冷却系及び低圧代替注水系（常設）、低圧代替注水系（可

搬型）、消火系を起動する。 
⑤主な監視操作内容 
Ａ．水位回復 
・ 原子炉水位が不明の場合、不測事態「水位不明」へ移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部より低下した時刻を記録する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系を起動する。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち、少なくとも１系統以上の起動を試みる。 

・ 低圧で原子炉へ注水可能で系統１系統以上の起動ができない場合、低圧代替注水系（常設）２台以上、低圧代替注水

系（可搬型）と消火系から２系統以上を起動し、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持可能な場合は、原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

 
Ｂ．水位上昇中 
・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動していない場合は、非常用炉心冷却系１系統以上の作動を確認して、

不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動している場合で、かつ最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効

燃料頂部を回復できない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・ 原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が作動している場合で、かつ最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効

燃料頂部を回復できる場合は、原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

 
Ｃ．水位下降中 
・ 原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以上の場合は、原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系を作

動させる。 

・ 原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以下の場合、又は原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系が

作動したにもかかわらず原子炉水位が上昇しない場合は、不測事態「急速減圧」へ移行する。 

原子炉スクラム，タービン・トリップを確認

高圧注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

炉心損傷開始

低圧注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※2

全ての設備による原子炉注水失敗を確認

※2

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上

考慮せず

低圧代替注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※3

※4

※1

（約1時間後）

Ｄ 

② 

 

③ 

④ 

① 
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炉心損傷確認

炉心損傷開始

原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）から
有効燃料棒長さ+10% 到達

全ての設備による原子炉注水失敗を確認

※6

※7

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上

考慮せず

低圧代替注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず

※3

※4

（約1時間後）

Ｅ 
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操作手順 

３．原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

対応手段等 

フロントライン系故障時 

１．手動操作による減圧 

当直副長は，設計基準事故対処設備である主蒸気逃がし安全弁の自動減圧機能が故障等により

原子炉の減圧ができない場合は，中央制御室からの手動操作により主蒸気逃がし安全弁を開操作

し，原子炉を減圧する。 

（１）手順着手の判断基準 

ｃ．炉心損傷後の減圧の場合 

（ｂ）低圧注水手段がない場合 

原子炉圧力容器への注水手段が確保できず，原子炉圧力容器内の水位が規定水位（有効

燃料棒底部から有効燃料棒の長さの１０％上の位置）に到達した場合で，主蒸気逃がし安

全弁の開操作が可能な場合。 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止 

当直副長は，炉心損傷時，原子炉圧力容器への注水手段がない場合は，原子炉圧力容器が高圧の

状態で破損した場合に溶融物が放出され，格納容器内の雰囲気が直接加熱されることによる格納容

器の破損を防止するため，主蒸気逃がし安全弁の手動操作により原子炉を減圧する。 

１．手順着手の判断基準 

「対応手段等 フロントライン系故障時 １．手動操作による減圧 （１）手順着手の判断基

準 ｃ．炉心損傷後の減圧の場合」と同じ。 

 

  

Ｆ 

溶融炉心落下

原子炉圧力容器破損

原子炉圧力容器破損を判断

格納容器下部注水系（常設）により
格納容器下部に崩壊熱相当量を注水

炉心損傷確認

格納容器下部注水系（常設）復水移送ポンプ１台（90m3/h）

による格納容器下部注水開始
（注水流量と時間から総注水量を求める）

炉心損傷開始

格納容器下部水位2ｍ(注水量180m3)
到達後，格納容器下部注水系停止

原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）から
有効燃料棒長さ+10% 到達

中央制御室での逃がし安全弁2個
による原子炉急速減圧

原子炉圧力容器下鏡温度300℃到達

（溶融炉心の炉心下部プレナムへの

移行確認）

溶融炉心によるコンクリート浸食停止

※6

※7

損傷炉心冷却未達成と判断
※8

損傷炉心冷却失敗と判断
※9

※12

回復は解析上

考慮せず

原子炉圧力容器破損時
原子炉圧力2.0MPa[gage]以下

水蒸気発生に伴う格納容器圧力上昇
（溶融燃料－冷却材相互作用）

原子炉格納容器バウンダリ機能維持

格納容器限界圧力以下

※10

（約1.4時間後）

（約3.7時間後）

（約5.7時間後）

（約7時間後）

（約8時間後）
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操作手順 

８．格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等 

対応手段等 

格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 

１．格納容器下部注水系による格納容器下部への注水 

当直副長及び緊急時対策本部は，炉心の著しい損傷が発生した場合は，格納容器の下部に落下

した溶融炉心を冷却するため，以下の手段により格納容器下部へ注水する。 

（１）復水貯蔵槽を水源として，格納容器下部注水系（常設）により注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

（ａ）格納容器下部への初期水張りの判断基準 

損傷炉心の冷却が未達成の場合※１で，格納容器下部注水系（常設）が使用可能な 

場合※２。 

（ｂ）原子炉圧力容器破損後の格納容器下部への注水操作の判断基準 

原子炉圧力容器の破損の徴候※３及び破損によるパラメータの変化※４により原子炉圧力

容器の破損を判断した場合で，格納容器下部注水系（常設）が使用可能な場合※２。 

※１:「損傷炉心の冷却が未達成」は，原子炉圧力容器下鏡部温度指示値が３００℃に達

した場合。 

※２:設備に異常がなく，電源及び水源（復水貯蔵槽）が確保されている場合。 

※３:「原子炉圧力容器の破損の徴候」は，原子炉圧力容器内の水位の低下，制御棒の位

置表示の喪失数増加，原子炉圧力容器下鏡部温度指示値の喪失数増加により確認す

る。 

※４:「原子炉圧力容器の破損によるパラメータの変化」は，原子炉圧力容器内の圧力の

低下，格納容器内の圧力の上昇，格納容器内の温度の上昇等により確認する。 

 

（配慮すべき事項） 

◯重大事故等時の対応手段の選択 

格納容器下部注水系（常設）に異常がなく，交流電源及び水源（復水貯蔵槽）が確保されてい

る場合は，格納容器下部注水系（常設）により格納容器下部へ注水する。 

 

 

 

  

Ｆ 

溶融炉心落下

原子炉圧力容器破損

原子炉圧力容器破損を判断

格納容器下部注水系（常設）により
格納容器下部に崩壊熱相当量を注水

炉心損傷確認

格納容器下部注水系（常設）復水移送ポンプ１台（90m3/h）

による格納容器下部注水開始
（注水流量と時間から総注水量を求める）

炉心損傷開始

格納容器下部水位2ｍ(注水量180m3)
到達後，格納容器下部注水系停止

原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）から
有効燃料棒長さ+10% 到達

中央制御室での逃がし安全弁2個
による原子炉急速減圧

原子炉圧力容器下鏡温度300℃到達

（溶融炉心の炉心下部プレナムへの

移行確認）

溶融炉心によるコンクリート浸食停止

※6

※7

損傷炉心冷却未達成と判断
※8

損傷炉心冷却失敗と判断
※9

※12

回復は解析上

考慮せず

原子炉圧力容器破損時
原子炉圧力2.0MPa[gage]以下

水蒸気発生に伴う格納容器圧力上昇
（溶融燃料－冷却材相互作用）

原子炉格納容器バウンダリ機能維持

格納容器限界圧力以下

※10

（約1.4時間後）

（約3.7時間後）

（約5.7時間後）

（約7時間後）

（約8時間後）

保安規定 添付３ 
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操作手順 

６．格納容器内の冷却等のための手順等 

対応手段等 

炉心損傷後 

フロントライン系故障時 

１．代替格納容器スプレイ系による格納容器内の冷却 

当直副長は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の故障等

により格納容器内の冷却ができない場合は，以下の手段により格納容器内へスプレイし，格納容

器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させる。 

（１）復水貯蔵槽を水源として，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によりスプレイする。 

ａ．手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※１において，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）による

格納容器スプレイができず，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）が使用可能な場合※２で，

格納容器内へのスプレイ起動の判断基準に到達した場合※３。 

※１:格納容器内雰囲気放射線レベル（ＣＡＭＳ）で格納容器内のガンマ線線量率が，設計

基準事故相当のガンマ線線量率の１０倍を超えた場合，又は格納容器内雰囲気放射線

レベル（ＣＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で３００℃以上を確認し

た場合。 

※２:設備に異常がなく，電源及び水源（復水貯蔵槽）が確保されている場合。 

※３:「格納容器内へのスプレイ起動の判断基準に到達」とは，格納容器内圧力（ドライウ

ェル），格納容器内圧力（サプレッション・チェンバ），ドライウェル雰囲気温度又は原

子炉圧力容器下鏡部温度指示値が，格納容器内へのスプレイ起動の判断基準に達した

場合。 

 

（配慮すべき事項） 

◯重大事故等時の対応手段の選択 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の故障等により格納容

器内の冷却ができない場合において，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に異常がなく，交流

電源及び水源（復水貯蔵槽）が確保されている場合は，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に

より格納容器内を冷却する。 

代替格納容器スプレイ冷却系により格納容器内の冷却を実施する場合は，以下の優先順位で

スプレイを実施する。 

（１）原子炉圧力容器破損前 

ａ．サプレッション・チェンバ内にスプレイ 

ｂ．ドライウェル内にスプレイ 

（２）原子炉圧力容器破損後 

ａ．ドライウェル内にスプレイ 

ｂ．サプレッション・チェンバ内にスプレイ 

格納容器圧力0.465MPa[gage]

到達

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ開始
（格納容器下部注水継続）

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

代替循環冷却系
運転開始

代替循環冷却系

運転継続可能

格納容器圧力逃がし装置等による

格納容器ベント実施

Yes

No

（約8時間後）

（約20時間後）

（約20.5時間後）

Ｇ 
保安規定 添付３ 
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操作手順 

７．格納容器の過圧破損を防止するための手順等 

対応手段等 

２．代替循環冷却系による格納容器内の減圧及び除熱 

当直副長及び緊急時対策本部は，格納容器の破損を防止するため，代替循環冷却系により格納

容器内の圧力及び温度を低下させる。 

（１）手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※１において，残留熱除去系の復旧に見込みがなく※２格納容器内の

除熱が困難な状況で，以下の条件が全て成立した場合。 

ａ．復水補給水系が使用可能※３であること。 

ｂ．代替原子炉補機冷却系による冷却水供給が可能であること。 

ｃ．格納容器内の酸素濃度が４ｖｏｌ％以下※４であること。 

 

※１:格納容器内雰囲気放射線レベル（ＣＡＭＳ）で格納容器内のガンマ線線量率が，設計基

準事故相当のガンマ線線量率の１０倍を超えた場合，又は格納容器内雰囲気放射線レベ

ル（ＣＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で３００℃以上を確認した場

合。 

※２:設備に故障が発生した場合，又は駆動に必要な電源若しくは補機冷却水が確保できな

い場合。 

※３:設備に異常がなく，電源及び水源（サプレッションプール）が確保されている場合。 

※４:ドライ条件の酸素濃度を確認する。格納容器内酸素濃度（ＣＡＭＳ）にて４ｖｏｌ％以

下を確認できない場合は，代替格納容器スプレイを継続することで，ドライウェル側と

サプレッション・チェンバ側のガスの混合を促進させる。 

 

（配慮すべき事項） 

◯重大事故等時の対応手段の選択 

代替原子炉補機冷却系の設置が完了し，代替循環冷却系が起動できる場合は，代替循環冷却系

により原子炉圧力容器への注水及び格納容器内へのスプレイを実施する。 

原子炉圧力容器の破損を判断した後は，代替循環冷却系により格納容器下部への注水及び格納

容器内へのスプレイを実施する。 

 

 

格納容器圧力0.465MPa[gage]

到達

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ開始
（格納容器下部注水継続）

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

代替循環冷却系
運転開始

代替循環冷却系

運転継続可能

格納容器圧力逃がし装置等による

格納容器ベント実施

Yes

No

（約8時間後）

（約20時間後）

（約20.5時間後）

Ｇ 

保安規定 添付３ 
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1-Ⅲ.12-13 

 

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

８ 
格納容器下部注水系（常設）による格

納容器下部への注水※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 35 分以内 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 

 

  

溶融炉心落下

原子炉圧力容器破損

原子炉圧力容器破損を判断

格納容器下部注水系（常設）により
格納容器下部に崩壊熱相当量を注水

炉心損傷確認

格納容器下部注水系（常設）復水移送ポンプ１台（90m3/h）

による格納容器下部注水開始
（注水流量と時間から総注水量を求める）

炉心損傷開始

格納容器下部水位2ｍ(注水量180m3)
到達後，格納容器下部注水系停止

原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）から
有効燃料棒長さ+10% 到達

中央制御室での逃がし安全弁2個
による原子炉急速減圧

原子炉圧力容器下鏡温度300℃到達

（溶融炉心の炉心下部プレナムへの

移行確認）

溶融炉心によるコンクリート浸食停止

※6

※7

損傷炉心冷却未達成と判断
※8

損傷炉心冷却失敗と判断
※9

※12

回復は解析上

考慮せず

原子炉圧力容器破損時
原子炉圧力2.0MPa[gage]以下

水蒸気発生に伴う格納容器圧力上昇
（溶融燃料－冷却材相互作用）

原子炉格納容器バウンダリ機能維持

格納容器限界圧力以下

※10

（約1.4時間後）

（約3.7時間後）

（約5.7時間後）

（約7時間後）

（約8時間後）

Ｆ 

① 

① 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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1-Ⅲ.12-14 

 

 
 
 
 

 
                                                      ※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 

 

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

７ 
代替循環冷却系による格納容器内の

減圧及び除熱 ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 約 90 分 

格納容器圧力0.465MPa[gage]

到達

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による
ドライウェルスプレイ開始
（格納容器下部注水継続）

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

代替循環冷却系
運転開始

代替循環冷却系

運転継続可能

格納容器圧力逃がし装置等による

格納容器ベント実施

Yes

No

（約8時間後）

（約20時間後）

（約20.5時間後）

Ｇ 

① 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

１３．「想定事故１」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.13-1 

 

第７．３．１－２図 「想定事故１」の対応手順の概要

 

Ｂ 
Ａ 

冷却機能復旧操作

外部電源喪失発生
（評価上の時刻）
（0分）

残留熱除去系停止及び
燃料プール冷却浄化系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

回復は評価上
考慮せず

使用済燃料プール水位
約2.1ｍ低下（10mSv/h）

使用済燃料プール水温

100℃到達
（約7時間後）

（12時間後） 燃料プール代替注水系による
使用済燃料プール注水開始

使用済燃料プール水位維持の為
注水継続

（約1.4日後）

<注水が実施出来なかった場合>

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）C，E復旧確認

※1

プラント前提条件
・プラント停止後10日目
・全燃料取出し＆プールゲート「閉」
・非常用ディーゼル発電機（B）点検中
・残留熱除去系（A）燃料プール冷却モード運転中
・残留熱除去系（B）点検中
・残留熱除去系（C）原子炉停止時冷却モード待機中（原子炉圧力容器水抜き準備）
・燃料プール冷却浄化系運転中

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

冷却機能喪失確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

（約10分後） 注水機能復旧操作

回復は評価上
考慮せず

（約60分後）

※2

※3

※4

※3

※5

※8

※1

残留熱除去系（A）燃料プール冷却モード再起動，残留熱除去系（C）燃料プール冷却モード起動及び燃料プール冷

却浄化系再起動操作を実施する

※2

復水移送ポンプ(A)起動確認または起動操作

※3

中央制御室にて使用済燃料プール水位・温度，機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計，系統圧力指示計

等にて機能喪失を確認する

※4

重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※5

使用済燃料プール水温度計にて確認する

※6

使用済燃料プールへの注水は「使用済燃料プールスプレイヘッダ」を使用する

常設スプレイ設備が使用できない場合，可搬型スプレイ設備による使用済燃料プールへの注水を実施する

※7  

防火水槽を用いた可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による使用済燃料プールへの注水も可能である

なお，可搬型代替注水ポンプ（A-1級）を使用することもできる

※8

事象発生12時間後の使用済燃料プール水位は通常水位から約-0.4ｍとなる

※9

使用済燃料プール水位計にて確認する

Ⅰ

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】

Ⅰ

サプレッションプール浄化系により使用済燃料プールへの注水も実施できる。水源は復水貯蔵槽またはサプレッションプールになる

消火系を燃料プール代替注水系として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する

消火系は復水補給水系を経由して使用済燃料プールへ注水することも可能である

Ⅱ

防火水槽を用いた使用済燃料プールへの注水の場合は，「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は淡水貯水池からろ過水タンクへの補給もあわせて実施する

Ⅲ

燃料プール代替注水系による使用済燃料プール注水は「使用済燃料プールスプレイヘッダ」以外に，復水補給水系を経由して使用済燃料プールへ注水することも可能である

燃料プール代替注水系の水源は「淡水貯水池」以外に「海水」も可能である

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水を継
続し，機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後は，注
水系統によりスキマサージタンクへの補給を確保し使用済燃
料プール冷却系による冷却を実施する

復水移送ポンプ以外による使用済燃料プール注水
・サプレッションプール浄化系による注水
・消火ポンプによる代替注水

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ（4kL）
給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリ（4kL）
による給油準備完了

復水移送ポンプによる使用済燃料プール注水と
同等の流量確保または注水開始不可

※9

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：評価上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）の
みの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

注水機能復旧操作

注水機能喪失確認
（機器作動状況，系統圧力による確認）

※2

外部電源喪失により電動駆動ポンプが停止する
ため通常状態への復旧を実施するが，評価上は

考慮しない

燃料プール代替注水系
の準備完了

淡水貯水池から使用済燃料プールへの
注水準備

（燃料プール代替注水系による
使用済燃料プール注水）

※6

Ⅱ

Ⅲ

（約12時間後）

スプレイヘッダ以外による使用済燃料プール注水
・復水補給水ラインを使用した注水

淡水タンクから防火水槽への補給

※7
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1-Ⅲ.13-2 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
外部電源喪失発生

（評価上の時刻）
（0分）

残留熱除去系停止及び
燃料プール冷却浄化系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※2

Ａ 
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操作手順 

１１．使用済燃料プールの冷却等のための手順等 

対応手段等 

使用済燃料プールの冷却機能若しくは注水機能の喪失時又は使用済燃料プール水の小規模な漏えい発

生時 

１．燃料プール代替注水 

当直副長及び緊急時対策本部は，残留熱除去系（燃料プール冷却系）及び燃料プール冷却浄化系の

有する使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場合，残留熱除去系ポンプによる使用済燃料プールへ

の補給機能が喪失した場合，又は使用済燃料プール水の小規模な水の漏えいにより使用済燃料プール

の水位が低下した場合は，防火水槽又は淡水貯水池を水源として，燃料プール代替注水系により常設

スプレイヘッダ又は可搬型スプレイヘッダから使用済燃料プールへ注水する。 

なお，燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水は，海を水源として利用できる。 

（１）手順着手の判断基準 

以下のいずれかの状況に至った場合。 

常設スプレイヘッダを使用した使用済燃料プールへの注水ができない場合は可搬型スプレイヘ

ッダを使用した注水とする。 

・燃料プール水位低警報又は燃料プール温度高警報が発生した場合。 

・使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，復旧が見込めない場合。 

 

重大事故等時の使用済燃料プールの監視 

１．使用済燃料プールの監視設備による使用済燃料プールの状態監視 

当直副長は，使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失した場合，又は使用済燃料プール水

の漏えいが発生した場合は，使用済燃料貯蔵プール水位計・温度計（ＳＡ），使用済燃料貯蔵プール

水位計・温度計（ＳＡ広域），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）及び使用

済燃料貯蔵プール監視カメラにより使用済燃料プールの状態を監視する。 

なお，使用済燃料貯蔵プール監視カメラは，耐環境性向上のため冷気を供給することで冷却する。 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）等の機能が喪失している場合は，あら

かじめ評価した水位／放射線量の関係により使用済燃料プールの空間線量率を推定する。 

（１）手順着手の判断基準 

以下のいずれかの状況に至った場合。 

・燃料プール水位低警報又は燃料プール温度高警報が発生した場合。 

・使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，復旧が見込めない場合。 

 

保安規定 添付３ 

冷却機能復旧操作

残留熱除去系停止及び
燃料プール冷却浄化系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

回復は評価上
考慮せず

使用済燃料プール水温

100℃到達
（約7時間後）

（12時間後） 燃料プール代替注水系による
使用済燃料プール注水開始

使用済燃料プール水位維持の為
注水継続

※1

冷却機能喪失確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

（約10分後）

回復は評価上
考慮せず

（約60分後）

※3

※4

※3

※5

※8

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水を継続
し，機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後は，注水系
統によりスキマサージタンクへの補給を確保し使用済燃料プー
ル冷却系による冷却を実施する

注水機能復旧操作

注水機能喪失確認
（機器作動状況，系統圧力による確認）

※2

Ｂ 
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操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

１１ 

燃料プール代替注水系による常設ス

プレイヘッダを使用した使用済燃料

プールへの注水（淡水貯水池を水源と

した送水（あらかじめ敷設してあるホ

ースが使用できない場合））※１ 

運転員（中央制御室） 1 
330 分 

以内 

緊急時対策要員 6 

１１ 
使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用

空冷装置起動 

運転員 

（中央制御室，現場） 
3 約 20 分 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 

① 

① 

② 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 

冷却機能復旧操作

残留熱除去系停止及び
燃料プール冷却浄化系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

回復は評価上
考慮せず

使用済燃料プール水温

100℃到達
（約7時間後）

（12時間後） 燃料プール代替注水系による
使用済燃料プール注水開始

使用済燃料プール水位維持の為
注水継続

※1

冷却機能喪失確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

（約10分後）

回復は評価上
考慮せず

（約60分後）

※3

※4

※3

※5

※8

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水を継続
し，機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後は，注水系
統によりスキマサージタンクへの補給を確保し使用済燃料プー
ル冷却系による冷却を実施する

注水機能復旧操作

注水機能喪失確認
（機器作動状況，系統圧力による確認）

※2

Ｂ 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

１４．「想定事故２」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.14-1 

 

第７．３．２－２図 「想定事故２」の対応手順の概要

外部電源喪失発生

（評価上の時刻）

プラント前提条件
・プラント停止後10日目
・全燃料取出し＆プールゲート「閉」
・非常用ディーゼル発電機（B）点検中
・残留熱除去系（A）燃料プール冷却モード運転中
・残留熱除去系（B）点検中
・残留熱除去系（C）原子炉停止時冷却モード待機中（原子炉圧力容器水抜き準備）
・燃料プール冷却浄化系運転中

使用済燃料プール水の漏えい発生
（漏えい想定箇所：残留熱除去系配管）

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

残留熱除去系停止及び
燃料プール冷却浄化系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

漏えい開始により
使用済燃料プール水位低下開始

燃料プール水位低警報発生

※6

注水機能喪失により冷却機能は水源がないため機能喪失と判断する

※7

サイフォンブレーク孔は通常水位から約0.5m下に位置している

※8

サイフォンブレーク孔によりサイフォン現象の漏えいは停止し，使用済燃料プール水位はサイフォンブレーク孔の露出水位付近で安定する

※9

使用済燃料プールへの注水は「使用済燃料プールスプレイヘッダ」を使用する

常設スプレイ設備が使用できない場合，可搬型スプレイ設備による使用済燃料プールへの注水を実施する

※10  

防火水槽を用いた可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による使用済燃料プールへの注水も可能である

なお，可搬型代替注水ポンプ（A-1級）を使用することもできる

※11

使用済燃料プール及び燃料プール冷却浄化系からの漏えいが無いことにより，サイフォン現象により使用済燃料プール水が漏えいしていると判断する

（実際は，要因調査の際に「燃料プール冷却モード」で運転していた残留熱除去系も確認するため，その時点でサイフォン現象による漏えいと判断できる）

※12

使用済燃料プール及び燃料プール冷却浄化系からの漏えいの形跡が無いこと，サイフォンブレーク孔の露出水位付近で使用済燃料プール水位が安定していることから，サイフォン現象により使

用済燃料プール水が漏えいしていたと判断する

（実際は，要因調査の際に「燃料プール冷却モード」で運転していた残留熱除去系も確認するため，その時点でサイフォン現象による漏えいと判断できる）

※13

サイフォンブレーク孔により使用済燃料プールからの漏えいは停止しているが，破断箇所を系統から隔離するため弁により隔離操作を実施する

※14

使用済燃料貯蔵プール水温度計にて確認する

※15

使用済燃料貯蔵プール水位計にて確認する

※16

事象発生12時間後の使用済燃料プール水位は通常水位から約-1.2ｍとなる

※17

事象発生12時間後の使用済燃料プール水位は通常水位から約-1.0ｍとなる

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】

Ⅰ
消火系を燃料プール代替注水系として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する
消火系は復水補給水系を経由して使用済燃料プールへ注水することも可能である

Ⅱ
「床漏えい検出器」により漏えいエリアを特定できる場合もある

Ⅲ
防火水槽を用いた使用済燃料プールへの注水の場合は，「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は淡水貯水池からろ過水タンクへの補給もあわせて実施する

Ⅳ
燃料プール代替注水系による使用済燃料プール注水は「使用済燃料プールスプレイヘッダ」以外に，復水補給水系を経由して使用済燃料プールへ注水することも可能である
可搬型燃料プール代替注水系の水源は「淡水貯水池」以外に「海水」も可能である

サイフォンブレーク孔露出 ※7

漏えい開始により
スキマサージタンク水位低下開始

冷却機能喪失確認
（注水機能喪失により確認）

注水機能復旧操作

注水機能喪失確認
（機器作動状況，系統圧力による確認）

淡水貯水池から使用済燃料プールへの
注水準備

（燃料プール代替注水系による
使用済燃料プール注水）

燃料プール代替注水系
の準備完了

※2

※5

※6

※1

Ａ

Ⅰ

（約12時間後）

Ⅲ

Ⅳ

回復は評価上
考慮せず

回復は評価上
考慮せず

復水移送ポンプ以外による使用済燃料プール注水
・消火ポンプによる代替注水

スプレイヘッダ以外による使用済燃料プール注水
・復水補給水ラインを使用した注水

淡水タンクから防火水槽への補給

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ（4kL）
給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリ（4kL）
による給油準備完了

復水移送ポンプによる使用済燃料プール
注水と同等の流量確保不可使用済燃料プール水位低下継続確認

使用済燃料プール廻り漏えいなし確認

サイフォン現象による
使用済燃料プール水漏えい判断

弁閉止による隔離操作

弁閉止による隔離準備

使用済燃料プール水温

100℃到達
使用済燃料プール水位
約2.1ｍ低下（10mSv/h）

有効燃料棒頂部まで低下
（約7ｍ低下）

（サイフォン現象を停止できない場合）

（約7時間後）

（約23時間後）

燃料プール代替注水系による
使用済燃料プール注水開始

使用済燃料プール水位維持の為
注水継続

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水を継続
し，機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後は，注水系統
によりスキマサージタンクへの補給を確保し漏えい箇所隔離状
態で運転可能な系統により冷却を実施する

Ａ

使用済燃料プール水位
約2.1ｍ低下（10mSv/h）

有効燃料棒頂部まで低下
（約7ｍ低下）

（使用済燃料プールへの注水ができない場合）

（約1.0日後）

（約3.5日後）

使用済燃料プール水位が
サイフォンブレーク孔位置付近にて安定確認

使用済燃料プール廻り漏えいなし確認

サイフォン現象による
使用済燃料プール水漏えい判断

サイフォン現象漏えい箇所

弁閉止による隔離操作

弁閉止による隔離準備

使用済燃料プール水温

100℃到達

燃料プール代替注水系による
使用済燃料プール注水開始

使用済燃料プール水位維持の為
注水継続

※12

※14

※17

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水を
継続し，機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後は，
注水系統によりスキマサージタンクへの補給を確保し漏え
い箇所隔離状態で運転可能な系統により冷却を実施する

※8

※13

※15

※15

Ａ

※11

※14

※15

※15
※16

使用済燃料プール水位低下要因調査

Ⅱ
※4

※1

実際は，使用済燃料プール側の水頭圧により漏えい量が抑制されることも考えられる

※2

復水移送ポンプ(A)起動確認または起動操作

評価上，残留熱除去系ポンプの機能喪失を想定しているため，残留熱除去系ポンプを用いた使用済燃料プールへの

補給も機能喪失を想定

※3

重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※4

下記により要因調査を実施する

・「燃料プールライナドレン漏えい大」警報発生有無

＊現場のライナードレン目視箱も確認する

・「FPCゲート／RPV・PCV間漏えい大」警報発生有無

＊現場の流量指示計及びファンネルへの流入も確認する

・燃料プール冷却浄化系まわりの確認

※5

中央制御室にて使用済燃料プール水位・温度，機器ランプ表示，機器故障警報，系統圧力指示計等にて機能喪失を

確認する

（サイフォンブレーク孔によりサイフォン現象が停止する場合）

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：評価上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）の
みの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

※3

※9

※10

（約0分）

（約50分後）

（約60分後）

（約100分後）

（150分後）

（約7時間後）

（12時間後）

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 
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（約0分）
外部電源喪失発生

（評価上の時刻）

使用済燃料プール水の漏えい発生
（漏えい想定箇所：残留熱除去系配管）

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

残留熱除去系停止及び
燃料プール冷却浄化系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

※3

※

※

確認する

Ａ 
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操作手順 

１１．使用済燃料プールの冷却等のための手順等 

対応手段等 

使用済燃料プールの冷却機能若しくは注水機能の喪失時又は使用済燃料プール水の小規模な漏えい発

生時 

２．漏えい抑制 

当直副長は，使用済燃料プールに接続する配管の破断等により，使用済燃料プールディフューザ配

管からサイフォン現象により使用済燃料プール水の漏えいが発生した場合は，ディフューザ配管上部

に設けたサイフォンブレーク孔により漏えいが停止したことを確認する。 

さらに，現場で手動弁により隔離操作を実施する。 

（１）手順着手の判断基準 

燃料プール水位低警報が発生した場合。 

 

重大事故等時の使用済燃料プールの監視 

１．使用済燃料プールの監視設備による使用済燃料プールの状態監視 

当直副長は，使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失した場合，又は使用済燃料プール水

の漏えいが発生した場合は，使用済燃料貯蔵プール水位計・温度計（ＳＡ），使用済燃料貯蔵プール

水位計・温度計（ＳＡ広域），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）及び使用

済燃料貯蔵プール監視カメラにより使用済燃料プールの状態を監視する。 

なお，使用済燃料貯蔵プール監視カメラは，耐環境性向上のため冷気を供給することで冷却する。 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）等の機能が喪失している場合は，あら

かじめ評価した水位／放射線量の関係により使用済燃料プールの空間線量率を推定する。 

（１）手順着手の判断基準 

以下のいずれかの状況に至った場合。 

・燃料プール水位低警報又は燃料プール温度高警報が発生した場合。 

・使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，復旧が見込めない場合。 

Ｂ 

（約50分後）

（約60分後）

（約100分後）

使用済燃料プール水の漏えい発生
（漏えい想定箇所：残留熱除去系配管）

残留熱除去系停止及び
燃料プール冷却浄化系停止確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

漏えい開始により
使用済燃料プール水位低下開始

燃料プール水位低警報発生

サイフォンブレーク孔露出 ※7

使用済燃料プール水位低下継続確認

使用済燃料プール水位低下要因調査

※4

（サイフォン

※3

保安規定 添付３ 
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操作手順 

１１．使用済燃料プールの冷却等のための手順等 

対応手段等 

使用済燃料プールの冷却機能若しくは注水機能の喪失時又は使用済燃料プール水の小規模な漏えい発

生時 

１．燃料プール代替注水 

当直副長及び緊急時対策本部は，残留熱除去系（燃料プール冷却系）及び燃料プール冷却浄化系の

有する使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場合，残留熱除去系ポンプによる使用済燃料プールへ

の補給機能が喪失した場合，又は使用済燃料プール水の小規模な水の漏えいにより使用済燃料プール

の水位が低下した場合は，防火水槽又は淡水貯水池を水源として，燃料プール代替注水系により常設

スプレイヘッダ又は可搬型スプレイヘッダから使用済燃料プールへ注水する。 

なお，燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水は，海を水源として利用できる。 

（１）手順着手の判断基準 

以下のいずれかの状況に至った場合。 

常設スプレイヘッダを使用した使用済燃料プールへの注水ができない場合は可搬型スプレイヘ

ッダを使用した注水とする。 

・燃料プール水位低警報又は燃料プール温度高警報が発生した場合。 

・使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，復旧が見込めない場合。 

 

２．漏えい抑制 

当直副長は，使用済燃料プールに接続する配管の破断等により，使用済燃料プールディフューザ配

管からサイフォン現象により使用済燃料プール水の漏えいが発生した場合は，ディフューザ配管上部

に設けたサイフォンブレーク孔により漏えいが停止したことを確認する。 

さらに，現場で手動弁により隔離操作を実施する。 

（１）手順着手の判断基準 

燃料プール水位低警報が発生した場合。 

 

（150分後）

（約7時間後）

（12時間後）

使用済燃料プール廻り漏えいなし確認

サイフォン現象による
使用済燃料プール水漏えい判断

弁閉止による隔離操作

弁閉止による隔離準備

使用済燃料プール水温

100℃到達
使用済燃料プール水位
約2.1ｍ低下（10mSv/h）

有効燃料棒頂部まで低下
（約7ｍ低下）

（サイフォン現象を停止できない場合）

（約7時間後）

（約23時間後）

燃料プール代替注水系による
使用済燃料プール注水開始

使用済燃料プール水位維持の為
注水継続

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水を継続
し，機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後は，注水系統
によりスキマサージタンクへの補給を確保し漏えい箇所隔離状
態で運転可能な系統により冷却を実施する

Ａ

※11

※14

※15

※15
※16

Ｃ 

保安規定 添付３ 
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操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

１１ 

燃料プール代替注水系による常設ス

プレイヘッダを使用した使用済燃料

プールへの注水（淡水貯水池を水源と

した送水（あらかじめ敷設してあるホ

ースが使用できない場合））※１ 

運転員（中央制御室） 1 
330 分 

以内 

緊急時対策要員 6 

１１ 漏えい抑制 ※１ 
運転員 

（中央制御室，現場） 
4 90 分以内 

１１ 
使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用

空冷装置起動 

運転員 

（中央制御室，現場） 
3 約 20 分 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 

（150分後）

（約7時間後）

（12時間後）

使用済燃料プール廻り漏えいなし確認

サイフォン現象による
使用済燃料プール水漏えい判断

弁閉止による隔離操作

弁閉止による隔離準備

使用済燃料プール水温

100℃到達
使用済燃料プール水位
約2.1ｍ低下（10mSv/h）

有効燃料棒頂部まで低下
（約7ｍ低下）

（サイフォン現象を停止できない場合）

（約7時間後）

（約23時間後）

燃料プール代替注水系による
使用済燃料プール注水開始

使用済燃料プール水位維持の為
注水継続

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水を継続
し，機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後は，注水系統
によりスキマサージタンクへの補給を確保し漏えい箇所隔離状
態で運転可能な系統により冷却を実施する

Ａ

※11

※14

※15

※15
※16

Ｃ 
② 

① 

① 

② 

③ 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

１５．「崩壊熱除去機能喪失」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.15-1 

第７．４．１－３図 「崩壊熱除去機能喪失」の対応手順の概要 

  

（評価上の時刻）

（0分）

待機していた残留熱除去系を用いた

低圧注水モードでの注水

原子炉冷却材温度100℃到達
（約60分後）

原子炉水位回復確認

待機していた残留熱除去系を用いた

原子炉停止時冷却モードにより

崩壊熱除去機能復旧

残留熱除去系原子炉停止時冷却モード

再起動操作

運転中の残留熱除去系故障確認

運転していた残留熱除去系

復旧操作

（2時間後）

中央制御室での逃がし安全弁

1個による原子炉減圧

プラント前提条件
・プラント停止後1日目
・原子炉圧力容器閉鎖中
・原子炉格納容器開放中
・主蒸気隔離弁全閉
・非常用ディーゼル発電機（B）点検中
・残留熱除去系（A）原子炉停止時冷却モード運転中
・残留熱除去系（B）停止中
・残留熱除去系（C）低圧注水モード待機中
・原子炉水位通常運転水位（通常，原子炉停止時冷却モード運転時は＋1550mm以上）

外部電源喪失発生

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認

非常用高圧母線（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

残留熱除去系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※7

※1

崩壊熱除去機能喪失を模擬するため「熱交換器出口弁開操作忘れ」及び「熱交換器出口弁開操作不能」を評価条件

とする。実際は，原子炉停止時冷却モード停止時の原子炉冷却材最高温度を確認する。再起動後から原子炉冷却材温

度を継続監視するため，早期に崩壊熱除去機能喪失は確認することができる

※2

約1時間後に原子炉冷却材温度が100℃に到達する

※3

1時間ごとの中央制御室監視により原子炉冷却材温度の上昇，及び崩壊熱除去機能喪失を認知する

※4

重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

評価上，人的過誤等の認知を約60分後としているため，建屋内への放射性物質の放出が想定されることから退避を

指示する

※5

評価上，原子炉圧力容器を大気圧状態に維持するため逃がし安全弁を「開」する

※6

注水前の原子炉最低水位は有効燃料棒頂部（TAF）＋3.3ｍ（レベル3－約500mm）となる

※7

原子炉水位計（広帯域）にて原子炉水位の回復を確認する

低圧注水モードにより原子炉水位は通常運転水位まで回復する

なお，原子炉停止時冷却モードを運転する際は通常運転水位よりも高く維持する

※8

低圧注水モードで注水後，原子炉停止時冷却モードへ切り替える

原子炉停止時冷却モードにより冷却を継続し，機能喪失してい

る設備の復旧に努める

回復は評価上
考慮せず

原子炉停止時冷却モード再起動時のプラント状態確認に

て「崩壊熱除去機能喪失」を確認

評価上考慮せず

※8

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：評価上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）の
みの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

逃がし安全弁「全閉」

Ａ 

Ｂ 
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（評価上の時刻）

（0分）

原子炉冷却材温度100℃到達
（約60分後）

残留熱除去系原子炉停止時冷却モード

再起動操作

外部電源喪失発生

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認

非常用高圧母線（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

残留熱除去系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

※1

※2

原子炉停止時冷却モード再起動時のプラント状態確認に

て「崩壊熱除去機能喪失」を確認

評価上考慮せず

Ａ 
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  操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

対応手段等 

重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

当直副長は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水系又は原子炉停止時冷却系）

が健全であれば，これらを重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付け重大事故等の対処に用

いる。 

１．手順着手の判断基準 

残留熱除去系（低圧注水系）については，給水・復水系，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注

水系による原子炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル

３）以上に維持できない場合。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）については，原子炉水位指示値が原子炉水位低（レベル

３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持され，かつ原子炉圧力指示値が規定値以下の場合。 

 

操作手順 

５．最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

対応手段等 

重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

当直副長は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（原子炉停止時冷却系，サプレッショ

ンプール冷却系又は格納容器スプレイ冷却系）及び原子炉補機冷却水系が健全であれば，これら

を重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付け重大事故等の対処に用いる。 

（１）手順着手の判断基準 

残留熱除去系を使用した原子炉圧力容器内及び格納容器内の除熱が必要な場合。 

 

（評価上の時刻）

（0分）

待機していた残留熱除去系を用いた

低圧注水モードでの注水

原子炉冷却材温度100℃到達
（約60分後）

原子炉水位回復確認

待機していた残留熱除去系を用いた

原子炉停止時冷却モードにより

崩壊熱除去機能復旧

残留熱除去系原子炉停止時冷却モード

再起動操作

運転中の残留熱除去系故障確認

運転していた残留熱除去系

復旧操作

（2時間後）

中央制御室での逃がし安全弁

1個による原子炉減圧

外部電源喪失発生

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認

非常用高圧母線（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

残留熱除去系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※7

原子炉停止時冷却モードにより冷却を継続し，機能喪失してい

る設備の復旧に努める

回復は評価上
考慮せず

原子炉停止時冷却モード再起動時のプラント状態確認に

て「崩壊熱除去機能喪失」を確認

評価上考慮せず

※8

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

逃がし安全弁「全閉」

Ｂ 

保安規定 添付３ 
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操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

４ 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

による原子炉からの除熱（設計基準拡

張）※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 20 分以内 

※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 

（評価上の時刻）

（0分）

待機していた残留熱除去系を用いた

低圧注水モードでの注水

原子炉冷却材温度100℃到達
（約60分後）

原子炉水位回復確認

待機していた残留熱除去系を用いた

原子炉停止時冷却モードにより

崩壊熱除去機能復旧

残留熱除去系原子炉停止時冷却モード

再起動操作

運転中の残留熱除去系故障確認

運転していた残留熱除去系

復旧操作

（2時間後）

中央制御室での逃がし安全弁

1個による原子炉減圧

外部電源喪失発生

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認

非常用高圧母線（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

残留熱除去系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※7

原子炉停止時冷却モードにより冷却を継続し，機能喪失してい

る設備の復旧に努める

回復は評価上
考慮せず

原子炉停止時冷却モード再起動時のプラント状態確認に

て「崩壊熱除去機能喪失」を確認

評価上考慮せず

※8

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

逃がし安全弁「全閉」

Ｂ 

① 

① 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

１６．「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.16-1 
 

第７．４．２－３図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要 
  

（評価上の時刻）

（0分）

回復は評価上
考慮せず

原子炉水温100℃到達（約60分後）

原子炉水位回復

残留熱除去系による
崩壊熱除去機能回復

全交流動力電源喪失発生

（145分後）

中央制御室での逃がし安全弁

1個による原子炉減圧

復水移送ポンプ1台を用いた
低圧代替注水（常設）による

原子炉注水

※1

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備が完了

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

※5

※6

※7

原子炉水位回復後は
蒸発量に応じた
原子炉注水を実施

早期の電源回復不能と判断

非常用ディーゼル発電機または外部電源による
交流動力電源回復操作を実施

※2

※3

（約10分後）

※1
外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧母線（6.9kV）が使
用不能となった場合

※2
中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施できず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができな
い場合，早期の電源回復不可と判断する

※3

重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※4

復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

※5
約1時間後に原子炉水温が100℃に到達する

※6
評価上原子炉圧力容器を大気圧状態に維持するため逃がし安全弁を「開」する

※7
原子炉注水に必要な弁が動作可能であることを確認する
復水補給水系バイパス流防止のため負荷遮断弁全閉操作を実施する
注水前の原子炉最低水位は有効燃料棒頂部（TAF）+2.9ｍ（レベル2+約300mm）となる

※8
原子炉水位計（広帯域）にて水位回復を確認する

代替原子炉補機冷却系を使用した原子炉停止時冷却モードによ
り冷却を継続し，機能喪失している設備の復旧に努める

Ⅰ

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】

Ⅰ

消火系を代替原子炉注水として使用する場合があるため運転状態について確認する

常設設備による原子炉注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅱ

常設代替交流電源設備が使用できない場合は第二代替交流電源設備により電源を供給する

常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線を受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

大湊側緊急用高圧母線及び荒浜側緊急用高圧母線が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による非常用

低圧母線を受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅱ

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と
同等の流量確保または注水開始不可

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と

同等の電源供給開始不可

（20時間後）

※4 燃料供給準備
（タンクローリ

（4kL,16kL）給油準備）

可搬設備への
燃料補給

（約20時間後）

タンクローリ（4kL,16kL）
による給油準備完了

（適宜実施）

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：評価上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）の
みの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

※8

逃がし安全弁「全閉」

プラント前提条件
・プラント停止後1日目
・原子炉圧力容器閉鎖中
・原子炉格納容器開放中
・主蒸気隔離弁全閉
・非常用ディーゼル発電機（B）点検中
・残留熱除去系（A）原子炉停止時冷却モード運転中
・残留熱除去系（B）停止中
・残留熱除去系（C）低圧注水モード待機中
・原子炉水位通常運転水位（通常，原子炉停止時冷却モード運転時は＋1550mm以上）

【有効性評価の対象とはしていないが，ほかに取り得る手段】

Ⅰ

消火系を代替原子炉注水として使用する場合があるため運転状態について確認する

常設設備による原子炉注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅱ

常設代替交流電源設備が使用できない場合は第二代替交流電源設備により電源を供給する

常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線を受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

大湊側緊急用高圧母線及び荒浜側緊急用高圧母線が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による非常用

低圧母線を受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：評価上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）の
みの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

（20時間後）

Ａ 

Ｂ 

Ｃ Ｄ 
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操作手順 

１４．電源の確保に関する手順等 

対応手段等 

交流電源喪失時 

１．代替交流電源設備による給電 

当直副長及び緊急時対策本部は，全交流動力電源が喪失した場合は，以下の手段により非常用

所内電気設備又は代替所内電気設備へ給電する。 

（１）常設代替交流電源設備を用いて給電する。 

ａ．手順着手の判断基準 

外部電源及び非常用ディーゼル発電機の機能喪失により非常用高圧母線Ｃ系及び非常用

高圧母線Ｄ系へ給電できない場合。 

（評価上の時刻）

（0分）

回復は評価上
考慮せず

原子炉水温100℃到達（約60分後）

全交流動力電源喪失発生

中央制御室での逃がし安全弁

1個による原子炉減圧

※1

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備が完了

※5

※6

早期の電源回復不能と判断

非常用ディーゼル発電機または外部電源による
交流動力電源回復操作を実施

※2

※3

（約10分後）

Ⅰ
Ⅱ

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と
同等の流量確保または注水開始不可

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と

同等の電源供給開始不可

※4

Ａ 

Ｂ 

保安規定 添付３ 
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操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

対応手段等 

原子炉停止中の場合 

フロントライン系故障時 

１．低圧代替注水系による原子炉の冷却 

当直副長及び緊急時対策本部は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（原子炉停止時冷

却系）の故障等により原子炉の冷却機能が喪失した場合は，以下の手段により原子炉圧力容器へ

注水し，原子炉を冷却する。 

（１）復水貯蔵槽を水源として，低圧代替注水系（常設）により注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

「対応手段等 原子炉運転中の場合 フロントライン系故障時 １．低圧代替注水系によ

る原子炉の冷却 ａ．手順着手の判断基準」と同じ。 

原子炉停止中の場合 

サポート系故障時 

１．常設代替交流電源設備による残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の復旧 

当直副長は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）が全交流動力

電源喪失等により使用できない場合は，低圧代替注水系による原子炉の冷却に加え，常設代替交

流電源設備等を用いて非常用所内電気設備へ給電することにより残留熱除去系（原子炉停止時冷

却系）を復旧し，原子炉の除熱を実施する。 

（１）手順着手の判断基準 

常設代替交流電源設備又は第二代替交流電源設備により非常用高圧母線Ｃ系又はＤ系の受

電が完了し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）が使用可能な状態※１に復旧された場合。 

※1:設備に異常がなく，電源及び補機冷却水が確保されており，原子炉水位指示値が原子炉水

位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持され，かつ原子炉圧力指示値

が規定値以下の状態。 

 

操作手順 

５．最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

対応手段等 

サポート系故障時 

１．代替原子炉補機冷却系による除熱 

当直副長及び緊急時対策本部は，設計基準事故対処設備である原子炉補機冷却水系の故障等又

は全交流動力電源喪失により最終ヒートシンクへ熱を輸送できない場合は，代替原子炉補機冷却

系，残留熱除去系等により，発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送する。代替原子

炉補機冷却系，残留熱除去系による熱輸送の手順着手の判断基準を以下に示す。 

（１）手順着手の判断基準 

原子炉補機冷却水系の故障又は全交流動力電源の喪失により原子炉補機冷却水系を使用で

きない場合。 

原子炉水温100℃到達（約60分後）

原子炉水位回復

残留熱除去系による
崩壊熱除去機能回復

（145分後）

中央制御室での逃がし安全弁

1個による原子炉減圧

復水移送ポンプ1台を用いた
低圧代替注水（常設）による

原子炉注水

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備が完了

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

※5

※6

※7

原子炉水位回復後は
蒸発量に応じた
原子炉注水を実施

非常用ディーゼル発電機または外部電源による
交流動力電源回復操作を実施

※1
外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧母線（6.9kV）が使
用不能となった場合

※2
中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施できず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができな
い場合，早期の電源回復不可と判断する

※3

重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※4

復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

※5
約1時間後に原子炉水温が100℃に到達する

※6
評価上原子炉圧力容器を大気圧状態に維持するため逃がし安全弁を「開」する

※7
原子炉注水に必要な弁が動作可能であることを確認する
復水補給水系バイパス流防止のため負荷遮断弁全閉操作を実施する
注水前の原子炉最低水位は有効燃料棒頂部（TAF）+2.9ｍ（レベル2+約300mm）となる

※8
原子炉水位計（広帯域）にて水位回復を確認する

代替原子炉補機冷却系を使用した原子炉停止時冷却モードによ
り冷却を継続し，機能喪失している設備の復旧に努める

Ⅰ
Ⅱ

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と
同等の流量確保または注水開始不可

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と

同等の電源供給開始不可

（20時間後）

※4 燃料供給準備
（タンクローリ

（4kL,16kL）給油準備）

可搬設備への
燃料補給

（約20時間後）

タンクローリ（4kL,16kL）
による給油準備完了

（適宜実施）

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

※8

逃がし安全弁「全閉」

（20時間後）

Ｃ 
Ｄ 
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 ※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
  

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｄ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 20 分以内 

１４ 
常設代替交流電源設備による給電（非

常用高圧母線Ｃ系受電） ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 50 分以内 

５ 
代替原子炉補機冷却系による 

除熱 ※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
4 
約 540 分 

緊急時対策要員 13 

（評価上の時刻）

（0分）

回復は評価上
考慮せず

原子炉水温100℃到達（約60分後）

原子炉水位回復

全交流動力電源喪失発生

（145分後）

中央制御室での逃がし安全弁

1個による原子炉減圧

復水移送ポンプ1台を用いた
低圧代替注水（常設）による

原子炉注水

※1

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備が完了

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

※5

※6

※7

原子炉水位回復後は
蒸発量に応じた
原子炉注水を実施

早期の電源回復不能と判断

非常用ディーゼル発電機または外部電源による
交流動力電源回復操作を実施

※2

※3

（約10分後）

Ⅰ
Ⅱ

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と
同等の流量確保または注水開始不可

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と

同等の電源供給開始不可

（20時間後）

※4 燃料供給準備
（タンクローリ

（4kL,16kL）給油準備）

可搬設備への
燃料補給

（約20時間後）

タンクローリ（4kL,16kL）
による給油準備完了

（適宜実施）

※8

Ｂ 

Ａ 

① 
① 

① 
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 ※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 

操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

４ 

代替交流電源設備による 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

の復旧※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 20 分以内 

Ｄ 
Ｃ 

① 

① 

原子炉水温100℃到達（約60分後）

原子炉水位回復

残留熱除去系による
崩壊熱除去機能回復

（145分後）

中央制御室での逃がし安全弁

1個による原子炉減圧

復水移送ポンプ1台を用いた
低圧代替注水（常設）による

原子炉注水

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備が完了

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

※5

※6

※7

原子炉水位回復後は
蒸発量に応じた
原子炉注水を実施

非常用ディーゼル発電機または外部電源による
交流動力電源回復操作を実施

※1
外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧母線（6.9kV）が使
用不能となった場合

※2
中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施できず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができな
い場合，早期の電源回復不可と判断する

※3

重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

※4

復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

※5
約1時間後に原子炉水温が100℃に到達する

※6
評価上原子炉圧力容器を大気圧状態に維持するため逃がし安全弁を「開」する

※7
原子炉注水に必要な弁が動作可能であることを確認する
復水補給水系バイパス流防止のため負荷遮断弁全閉操作を実施する
注水前の原子炉最低水位は有効燃料棒頂部（TAF）+2.9ｍ（レベル2+約300mm）となる

※8
原子炉水位計（広帯域）にて水位回復を確認する

代替原子炉補機冷却系を使用した原子炉停止時冷却モードによ
り冷却を継続し，機能喪失している設備の復旧に努める

Ⅰ
Ⅱ

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による代替注水

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と
同等の流量確保または注水開始不可

常設代替交流電源設備以外による非常用電源供給

・第二代替交流電源設備による電源供給

・可搬型代替交流電源設備による荒浜側緊急用高圧母線受電

・可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線受電

可搬型代替交流電源設備は常設代替交流電源設備と

同等の電源供給開始不可

（20時間後）

※4 燃料供給準備
（タンクローリ

（4kL,16kL）給油準備）

可搬設備への
燃料補給

（約20時間後）

タンクローリ（4kL,16kL）
による給油準備完了

（適宜実施）

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

※8

逃がし安全弁「全閉」

（20時間後）

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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Ⅲ．重大事故シーケンスの対応手順に対する保安規定の記載内容の整理 

１７．「原子炉冷却材の流出」の対応手順の概要 

1-Ⅲ.17-1 

第７．４．３－３図 「原子炉冷却材の流出」の対応手順の概要

（評価上の時刻）

（0分） サプレッション・チェンバ・プールへの
原子炉冷却材流出による原子炉水位低下開始

サプレッション・チェンバ・プールへの
原子炉冷却材流出停止原子炉水位低下停止

低圧注水モード待機号機を起動し
原子炉注水開始

残留熱除去系ミニマムフロー弁
「開」のまま電動弁電源「切」操作

低圧注水機能待機号機の
原子炉停止時冷却モード切替え準備完了

（2時間後）

原子炉水位の低下を確認

残留熱除去系ミニマムフロー弁
「開」確認隔離操作

原子炉水位の上昇を確認

ミニマムフロー弁を全閉とした
原子炉停止時冷却モード運転号機にて

原子炉除熱継続

プラント前提条件
・原子炉ウェル満水
・全燃料装荷＆プールゲート「閉」
・非常用ディーゼル発電機（B）点検中
・残留熱除去系（A）原子炉停止時冷却モード運転中
・残留熱除去系（B）点検中
・残留熱除去系（C）低圧注水モード待機中

残留熱除去系原子炉停止時冷却モード
再起動操作

外部電源喪失

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

残留熱除去系停止確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧注水機能待機号機を
原子炉停止時冷却モードへ切替え準備

原子炉停止時冷却モード
運転号機切替え

原子炉水位低下調査開始

※1

※2

※3

※5

※6

※7

※8

（約60分後）

※9

※6
1時間ごとの中央制御室監視にて，原子炉水位(定検時水張用)により原子炉水位低下を検知する
実際は，原子炉停止時冷却モード切替え時にプラント状態（原子炉水位，原子炉水温等）を確認する。
そのため，早期に原子炉冷却材流出は確認することができる
なお，原子炉水位(定検時水張用)による監視ができない場合でも，サプレッション・チェンバ・プー
ル水位により異常を検知することは可能である

※7

重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施する

実際は退避が必要な原子炉の状態には至らないが，評価上，人的過誤の認知を約60分後としているた

め，建屋内への放射性物質の放出が想定されることから退避を指示する

※8

原子炉ウェル水位低下及びサプレッション・チェンバ・プール水位上昇により，サプレッション・

チェンバとのバウンダリ喪失を判断し，隔離操作を実施する

隔離操作完了により，正常な原子炉停止時冷却モードの運転となる

※9
隔離成功時の原子炉ウェル最低水位は有効燃料棒頂部（TAF）+15m（原子炉ウェルオーバーフローレ
ベル-1m）となる

なお，サプレッション・チェンバ・プールの水位上昇は約+30cmとなる

※10

原子炉水位(定検時水張用)により原子炉水位の上昇を確認する

原子炉停止時冷却モード停止号機を
低圧注水モード待機へ切替え

原子炉停止時冷却モードにより冷却を継続し，機能喪失している設備の復旧に努める

原子炉停止時冷却モード切替え時の
プラント状態確認にて「原子炉水位低下」を確認 評価上考慮せず

原子炉ウェルの水頭圧により

原子炉冷却材流出開始

原子炉停止時冷却モード切替え時の
プラント状態確認にて「原子炉水位低下」を確認

評価上考慮せず

※4

評価上考慮せず

※4

※10

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：評価上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）の
みの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

※1

外部電源喪失により停止した側の残留熱除去系を原子炉停止時冷却モードで再起動する

※2

作業予定等による原子炉停止時冷却モード運転号機の切替えを想定

※3

人的過誤を仮定するため，全閉操作後に電源を切るミニマムフロー弁を，全開のまま電源

を切ることを想定する

※4

原子炉停止時冷却モード切替え準備完了時に原子炉圧力容器からの水頭圧によりサプレッ

ション・チェンバ・プールへの流出は始まり，プラント状態（原子炉水位，原子炉水温等）

確認により原子炉冷却材流出が確認できるが，評価上考慮しない

※5

流出量は約87m3/h。原子炉水位低下速度は約530mm/h

（2時間後）

Ａ 

Ｂ 
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1-Ⅲ.17-2 

 
  

残留熱除去系原子炉停止時冷却モード
再起動操作

外部電源喪失

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認
非常用高圧母線（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

残留熱除去系停止確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧注水機能待機号機を
原子炉停止時冷却モードへ切替え準備

※1

※2

Ａ 
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  操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための手順等 

対応手段等 

重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

当直副長は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水系又は原子炉停止時冷却系）

が健全であれば，これらを重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付け重大事故等の対処に用

いる。 

１．手順着手の判断基準 

残留熱除去系（低圧注水系）については，給水・復水系，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注

水系による原子炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル

３）以上に維持できない場合。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）については，原子炉水位指示値が原子炉水位低（レベル

３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持され，かつ原子炉圧力指示値が規定値以下の場合。 

 

操作手順 

５．最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

対応手段等 

重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

当直副長は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（原子炉停止時冷却系，サプレッショ

ンプール冷却系又は格納容器スプレイ冷却系）及び原子炉補機冷却水系が健全であれば，これら

を重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付け重大事故等の対処に用いる。 

（１）手順着手の判断基準 

残留熱除去系を使用した原子炉圧力容器内及び格納容器内の除熱が必要な場合。 

 

（評価上の時刻）

（0分） サプレッション・チェンバ・プールへの
原子炉冷却材流出による原子炉水位低下開始

サプレッション・チェンバ・プールへの
原子炉冷却材流出停止原子炉水位低下停止

低圧注水モード待機号機を起動し
原子炉注水開始

（2時間後）

原子炉水位の低下を確認

残留熱除去系ミニマムフロー弁
「開」確認隔離操作

原子炉水位の上昇を確認

ミニマムフロー弁を全閉とした
原子炉停止時冷却モード運転号機にて

原子炉除熱継続

原子炉停止時冷却モード
運転号機切替え

原子炉水位低下調査開始

※5

※6

※7

※8

（約60分後）

※9

原子炉停止時冷却モード停止号機を
低圧注水モード待機へ切替え

原子炉停止時冷却モードにより冷却を継続し，機能喪失している設備の復旧に努める

原子炉停止時冷却モード切替え時の
プラント状態確認にて「原子炉水位低下」を確認 評価上考慮せず

※10

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

（2時間後）

Ｂ 

保安規定 添付３  
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1-Ⅲ.17-4 

 
操作 

手順 
対応手段 要員 要員数 

想定 

時間 

４ 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

による原子炉からの除熱（設計基準拡

張）※１ 

運転員 

（中央制御室，現場） 
6 20 分以内 

                                                      ※１ 有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段（以下，本表において同じ。） 
 

 

① 

（評価上の時刻）

（0分） サプレッション・チェンバ・プールへの
原子炉冷却材流出による原子炉水位低下開始

サプレッション・チェンバ・プールへの
原子炉冷却材流出停止原子炉水位低下停止

低圧注水モード待機号機を起動し
原子炉注水開始

（2時間後）

原子炉水位の低下を確認

残留熱除去系ミニマムフロー弁
「開」確認隔離操作

原子炉水位の上昇を確認

ミニマムフロー弁を全閉とした
原子炉停止時冷却モード運転号機にて

原子炉除熱継続

原子炉停止時冷却モード
運転号機切替え

原子炉水位低下調査開始

※5

※6

※7

※8

（約60分後）

※9

原子炉停止時冷却モード停止号機を
低圧注水モード待機へ切替え

原子炉停止時冷却モードにより冷却を継続し，機能喪失している設備の復旧に努める

原子炉停止時冷却モード切替え時の
プラント状態確認にて「原子炉水位低下」を確認 評価上考慮せず

※10

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

（2時間後）

Ｂ 

① 

保安規定 添付３ 表２０ 重大事故等対策における操作の成立性 
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1-参考-1 

参考資料．格納容器ベントフローの注釈の記載について 

 

 

TS-41 に記載の事故時運転操作手順書（シビアアクシデント）（以下「SOP」という。）

フローにおいて，格納容器過圧過温破損を防止するための手順で，格納容器ベントの実

施を当直副長が判断することに疑義を生じかねない記載があることから，許可での議論

を踏まえ記載を見直すこととした。 

 

１．修正方針について 

SOP フローの注釈に記載のある「緊急時対策本部への「相談」」の意図は，格納容器ベ

ント時にベント準備の状況等について情報共有しながら進める必要があるため，本表現

の記載をしていた。一方で設置許可においては「運転操作手順書に従い，発電所対策本

部長の権限と責任において，当直副長が格納容器圧力逃がし装置等によるベントを実施

する。」と記載している。 

これらを踏まえると「相談」だと当直副長が積極的に格納容器ベント判断をしていな

いように見えてしまい，誤解を与えかねない表現であることから，「相談」から「連絡」

に変更する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 原子炉格納容器圧力が限界圧力に達する前，又は，
原子炉格納容器からの異常漏えいが発生した場合に，

確実に格納容器圧力逃がし装置等の使用が行えるよう

判断基準を明確にした手順を運転操作手順書に整備

し，この運転操作手順書に従い，発電所対策本部長の

権限と責任において，当直副長が格納容器圧力逃がし

装置等によるベントを実施する。 

※ PCVベント開始は 
緊急時対策本部へ 
相談 ⇒「連絡」 

設置許可変更申請書 添付書類十の記載 
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1-参考-2 

 

２．修正による当直長と緊急時対策本部との連携への影響について 

SOP の基本的な考え方として緊急時対策本部が発足された場合には，当直長は緊急時対

策本部と緊密な連携をとることになっている。格納容器ベント実施に限らず原災法の連

絡や，可搬設備の要請，戦略の共有等を連携していることから「相談」から「連絡」へ

修正した場合でも，しっかりと連携し格納容器ベントを実施できる体制となっていると

判断している。 
これまでの防災訓練において当直長と支援組織の連携について定着しているものと考

えているが，注釈の記載を修正した後においても問題なく連携できることを確認してい

く。 

 

以上 
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2-目次-1 

２．火災，溢水，その他自然災害及び有毒ガスに係る対応と保安規定記載内容について 
 
 
目 次 

 
Ⅰ．火災発生時の対応について ....................... 2-Ⅰ-1 
 
Ⅱ．内部溢水発生時の対応について ................... 2-Ⅱ-1 
 
Ⅲ．津波発生時の対応について ....................... 2-Ⅲ-1 

 
Ⅳ．竜巻発生時の対応について ....................... 2-Ⅳ-1 
 
Ⅴ．火山（降灰）発生時の対応について ............... 2-Ⅴ-1 
 
Ⅵ．有毒ガス発生時の対応について ................... 2-Ⅵ-1 

 

Ⅶ．地震発生時に対応について ....................... 2-Ⅶ-1 
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2-Ⅰ-1 

 
Ⅰ．火災発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 
 
①消火用水の確保 

②防火帯の維持・管理 

③油量制限管理 

④巡視点検（火災発生有無の確認） 

⑤持込可燃物の管理 

⑥火気作業時の管理 

⑦延焼防止 

⑧定検作業時の運用 

⑨施設管理・点検 

⑩評価条件の変更に伴う影響確認 

 
 
 
 
①⑤消火要員による消火活動 
②故障警報発生時の対応 
③⑧火災感知器動作時の対応 
③⑥⑦消火設備動作時及び使用時の対応 
④自動ガス消火設備動作時の対応 
⑨⑪排煙設備の起動 
⑩水素感知時の対応 
⑫⑬外気取入ダンパ閉、換気空調系の停止、再

循環運転 
⑭代替設備の確保 
⑮原子炉施設の損傷の有無を確認 
⑯火災発生の有無の確認 

第１７条 
〔７号炉〕 
防災安全ＧＭは，火災が発生した場合（以下

「火災発生時」という。）における原子炉施設

の保全のための活動※１を行う体制の整備とし

て，次の各号を含む計画を策定し，防災安全部

長の承認を得る。また，計画は，添付２に示す

「火災，内部溢水，火山影響等，その他自然災

害及び有毒ガス対応に係る実施基準」に従い策

定する。 
（１）発電所から消防機関へ通報するために

必要な専用回線を使用した通報設備設

置※２に関すること 
（２）火災発生時における原子炉施設の保全

のための活動を行うために必要な要員

の配置に関すること 
（３）火災発生時における原子炉施設の保全

のための活動を行う要員に対する教育

訓練に関すること 
（４）火災発生時における原子炉施設の保全

のための活動を行うために必要な資機

材の配備に関すること 
（５）発電所における可燃物の適切な管理に

関すること 
２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，火災発生

時における原子炉施設の保全のための活動

を行うために必要な体制及び手順の整備を

実施する。 
３．各ＧＭは，第２項の活動の実施結果をとり

まとめ，第１項に定める事項について定期的

に評価するとともに，評価の結果に基づき必

要な措置を講じ，防災安全ＧＭに報告する。

防災安全ＧＭは，第１項に定める事項につい

て定期的に評価を行うとともに，評価の結果

に基づき必要な措置を講じる。 
４．当直長は，火災の影響により，原子炉施設

の保安に重大な影響を及ぼす可能性がある

と判断した場合は，当該号炉を所管する運転

管理部長に報告する。当該号炉を所管する運

転管理部長は，所長，原子炉主任技術者及び

関係ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて

原子炉停止等の措置について協議する。 
 
※１：消防機関への通報，消火又は延焼の防止

その他公設消防隊が火災の現場に到着

１ 火 災 
１．５ 手順書の整備 
（１）防災安全ＧＭは，原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実施するために定める火災

防護計画に以下の項目を含める。 
ア．火災防護対策を実施するための体制，責任の所在，責任者の権限，体制の運営管理に必要

な要員の確保及び教育訓練，火災発生防止のための活動，火災防護設備の施設管理，点検及

び火災情報の共有化等 
イ．原子炉施設の安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域及び火災区画を

考慮した火災の発生防止，火災の早期感知及び消火並びに火災の影響軽減の３つの深層防護

の概念に基づく火災防護対策 
ウ．重大事故等対処施設を設置する火災区域及び火災区画を考慮した火災の発生防止，火災の

早期感知及び消火の２つの深層防護の概念に基づく火災防護対策 
エ．その他の原子炉施設については，消防法，建築基準法，日本電気協会電気技術規程・指針

に基づき設備に応じた火災防護対策 
オ．安全施設を外部火災から防護するための運用等 
（２）防災安全ＧＭは，火災発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な

体制の整備として，以下の活動を実施することをマニュアルに定める。 
ア．消火活動 
①各ＧＭは，火災発生現場の確認及び中央制御室への連絡並びに消火器，消火栓等を用

いた消火活動を実施する。 
イ．消火設備故障時の対応 
②当直長は，消火設備の故障警報が発信した場合，中央制御室及び必要な現場の制御盤

の警報の確認を実施する。 
ウ．消火設備のうち，自動ガス消火設備を設置する火災区域又は火災区画における火災発生時

の対応 
（ア）③当直長は，火災感知器が作動した場合，火災区域又は火災区画からの退避警報，

自動ガス消火設備の動作状況の確認を実施する。 
（イ)④当直長は，自動ガス消火設備の動作後の消火状況の確認，消火状況を踏まえた消

火活動の実施，プラント運転状況の確認等を実施する。 
エ．消火設備のうち，手動操作による固定式ガス消火設備を設置する火災区域又は火災区画に

おける火災発生時の対応 
（ア）⑤当直長は，火災感知器が作動し，火災を確認した場合，消火活動を実施する。 
（イ）⑥当直長は，消火が困難な場合，職員の退避確認後に固定式ガス消火設備を手動操

作により動作させ，その動作状況，消火状況，プラント運転状態の確認等を実施する。 
オ．格納容器内における火災発生時の対応 
⑦当直長は，原子炉の起動中及び原子炉が冷温停止中の格納容器内において火災が発生

した場合には，消火器等による消火活動，消火状況の確認，プラント運転状況の確認及び

必要な運転操作等を実施する。 
カ．単一故障も想定した中央制御室盤内における火災発生時の対応（中央制御室の制御盤１面

の機能が火災により全て喪失した場合における原子炉の安全停止に係る対応を含む。） 
（ア）⑧当直長は，中央制御室盤内の高感度煙検出設備により火災を感知し，火災を確認

した場合は，常駐する運転員による消火器を用いた消火活動を行い，プラント運転状況

の確認等を実施する。火災の発生箇所が特定できない場合を想定し，サーモグラフィカ

メラ等，火災の発生箇所を特定できる装置を使用して消火活動を行い，プラント運転状

況の確認等を実施する。 

【体制】 
・火災防護計画 
・初期消火活動対応要領 
 
【事象発生前の対応】 
① 
・巡視点検要領（5号機） 
 
②、⑤～⑧、⑩ 
・火災防護計画 
 
③、④ 
・火災防護計画 
・巡視点検要領 
 
⑨ 
・火災防護計画 
・施設管理基本マニュアル 
 
【事象発生時の対応】 
①、⑭～⑯ 
・火災防護計画 
 
②～⑬ 
・火災防護計画 
・初期消火活動対応要領 
・事故時運転操作手順書（事象ベース） 
 

事象発生時の対応 

事象発生前の対応 
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Ⅰ．火災発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

するまでに行う活動を含む。また，火災

の発生防止，火災の早期感知及び消火並

びに火災による影響の軽減に係る措置

を含む（以下，本条において同じ。）。 
※２：一般回線の代替設備である専用回線，通

報設備が点検又は故障により使用不能

となった場合を除く。ただし，点検後又

は修復後は遅滞なく復旧させる。 
 
 
 
 
 

（イ）⑨当直長は，煙の充満により運転操作に支障がある場合，火災発生時の煙を排気す

るため，排煙設備を起動する。 
キ．水素濃度検知器が設置される火災区域又は火災区画における水素濃度上昇時の対応 
⑩当直長は，換気空調設備の運転状態の確認及び換気空調設備の追加起動や切替え等を

実施する。 
ク．火災発生時の煙の充満により消火活動に支障を生じた際のポンプ室の消火活動 
⑪固定式ガス消火設備による消火後，消火要員が消火の確認のためにポンプ室へ入室す

る場合は，十分に冷却時間を確保した上で，可搬型排煙装置を準備し，扉を開放，換気空

調系，可搬型排煙装置により換気し入室する。 
ケ．消火用水の最大放水量の確保 
①当直長は，水源であるろ過水タンクには，最大放水量 360 ㎥に対して，十分な水量
を確保する。 

コ．防火帯の維持・管理 
②防災安全ＧＭは，防火帯の維持・管理を実施する。 

サ．外部火災によるばい煙発生時の対応 
⑫当直長は，ばい煙発生時，ばい煙侵入防止のため，外気取入ダンパの閉止及び換気空

調系の停止又は中央制御室の再循環運転による建屋内へのばい煙の侵入の防止を実施す

る。 
シ．外部火災による有毒ガス発生時の対応 
⑬当直長は，有毒ガス発生時，有毒ガス侵入防止のため，外気取入ダンパの閉止，換気

空調系の停止又は中央制御室の再循環運転による建屋内への有毒ガスの侵入の防止を実

施する。 
ス．外部火災によりモニタリングポストが影響を受けた場合 
⑭放射線安全ＧＭは，モニタリングポストが外部火災の影響を受けた場合，代替設備を

モニタリングポスト周辺に設置できる場合はその周辺に設置し，モニタリングポスト周辺

に設置できない場合は，防火帯の内側同一方向に設置する。 
セ．油貯蔵設備の運用 
③当直長は，油貯蔵設備の油量制限を実施する。 

ソ．火災予防活動（巡視点検） 
④各ＧＭは，巡視点検により，火災発生の有無の確認を実施する。 

タ．火災予防活動（可燃物管理） 
⑤保全総括ＧＭは，原子炉施設の安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画については，当該施設を火災から防護するため，恒設機器及び点検等

に使用する可燃物（資機材）の総発熱量が，制限発熱量を超えない管理（持込みと保管）

及び重大事故等対処施設を設置する屋外の火災区域については，当該施設を火災から防護

するため，可燃物を置かない管理を実施する。 
チ．火災予防活動（火気作業等の管理） 
⑥各ＧＭは，火災区域又は火災区画において，溶接等の火気作業を実施する場合，火気

作業前に計画を策定するとともに，火気作業時の養生，消火器等の配備，監視人の配置等

を実施する。 
ツ．延焼防止 
⑦防災安全ＧＭは，重大事故等対処施設を設置する屋外の火災区域では，周辺施設及び

植生との離隔を確保し，火災区域内の周辺の植生区域については，除草等の管理を実施し，

延焼防止を図る。 
テ．火災鎮火後の原子炉施設への影響確認 
⑮各ＧＭは，原子炉施設に火災が発生した場合は，火災鎮火後，原子炉施設の損傷の有
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2-Ⅰ-3 

Ⅰ．火災発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

無を確認するとともに，その結果を所長及び原子炉主任技術者に報告する。 
ト．地震発生時における火災発生の有無の確認 
⑯各ＧＭは，発電所周辺のあらかじめ定めた測候所等において震度５弱以上の地震が観

測された場合，地震終了後，原子炉施設の火災発生の有無を確認するとともに，その結果

を所長及び原子炉主任技術者に報告する。 
ナ．定事検停止時等における運用管理 
⑧原子炉安全ＧＭは，定事検停止時等の作用に伴う防護対象設備の不待機や扉の開放

等，影響評価上設定したプラント状態の一時的な変更時においても，その状態を踏まえた

必要な安全機能が損なわれないよう管理を行う。 
ニ．施設管理，点検 
⑨各ＧＭは，火災防護に必要な設備の要求機能を維持するため，施設管理計画に基づき

適切に施設管理，点検を実施するとともに，必要に応じ補修を行う。 
なお，格納容器内に設置する火災感知器については，起動時の窒素ガス封入後に作動信

号を切り替え，次のプラント停止後には速やかに健全性を確認し機能喪失した火災感知器

を取り替える。 
ヌ．⑩火災影響評価条件の変更の要否確認 
（ア）内部火災影響評価 
各ＧＭは，設備改造等を行う場合，都度，技術計画ＧＭへ設備更新計画を連絡し内部

火災影響評価への影響確認を行う。 
技術計画ＧＭは内部火災影響評価にて改善すべき知見が得られた場合には改善策の

検討を行う。 
また，定期的に内部火災影響評価を実施し，評価結果に影響がある際は，原子炉施設

内の火災に対しても，安全保護系及び原子炉停止系の作動が要求される場合には，火災

による影響を考慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，

原子炉の高温停止及び冷温停止を達成し維持できることを確認するために，内部火災影

響評価の再評価を実施する。 
（イ）外部火災影響評価 
技術計画ＧＭは，評価条件を定期的に確認し，評価結果に影響がある場合は，発電所

敷地内外で発生する火災が外部事象防護対象施設へ影響を与えないこと及び火災の二

次的影響に対する適切な防護対策が施されていることを確認するために，外部火災影響

評価の再評価を実施する。 
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Ⅱ．内部溢水発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 
 
 

①運転時間実績の管理 

②水密扉の運用 

③屋外タンクの片側運用 

④蒸気漏えいに対する管理 

⑤排水誘導経路に対する管理 

⑥配管の肉厚管理 

⑦施設管理・点検 

⑧評価条件の変更に伴う影響確認 

⑨定検作業時の運用 

 
 
 
 
①溢水時の対応操作 
②原子炉施設の損傷の有無を確認 
③使用済燃料プールへの注水及び冷却対応操

作 

第１７条の２  

〔７号炉〕 

技術計画ＧＭは，原子炉施設内において溢

水が発生した場合（以下「内部溢水発生時」

という。）における原子炉施設の保全のため

の活動※１を行う体制の整備として，次の事項

を含む計画を定め，安全総括部長の承認を得

る。計画の策定にあたっては，添付２に示す

「火災，内部溢水，火山影響等，その他自然

災害及び有毒ガス対応に係る実施基準」に従

って実施する。 

（１）内部溢水発生時における原子炉施設の保

全のための活動を行うために必要な要員の

配置に関すること 

（２）内部溢水発生時における原子炉施設の保

全のための活動を行う要員に対する教育訓

練に関すること 

（３）内部溢水発生時における原子炉施設の保

全のための活動を行うために必要な資機材

の配備に関すること 

 

２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，内部溢水

発生時における原子炉施設の保全のための

活動を行うために必要な体制及び手順の整

備を実施する。 

 

３．各ＧＭは，第２項の活動の実施結果をとり

まとめ，第１項に定める事項について定期的

に評価するとともに，評価の結果に基づき必

要な措置を講じ，技術計画ＧＭに報告する。

技術計画ＧＭは，第１項に定める事項につい

て定期的に評価を行うとともに，評価の結果

に基づき必要な措置を講じる。 

 

４．当直長は，内部溢水の影響により，原子炉

施設の保安に重大な影響を及ぼす可能性が

あると判断した場合は，当該号炉を所管する

運転管理部長に報告する。当該号炉を所管す

る運転管理部長は，所長，原子炉主任技術者

及び関係ＧＭに連絡するとともに，必要に応

じて原子炉停止等の措置について協議する。 

 

※１：内部溢水発生時に行う活動を含む。（以 

２．４ 手順書の整備 

（１）発電ＧＭ及び技術計画ＧＭは，溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うた

めに必要な体制の整備として，以下の活動を実施することをマニュアルに定める。 

 

ア．溢水発生時の措置に関する手順 

(ア)①当直長は，想定破損による溢水，消火水の放水による溢水，地震起因による溢水及びそ

の他の要因による溢水が発生した場合の措置を行う。 

(イ)③当直長は，燃料プール冷却浄化系やサプレッションプール浄化系が機能喪失した場合，

残留熱除去系による使用済燃料プールの注水及び冷却の措置を行う。 

 

イ．運転時間実績管理 

①技術計画ＧＭは，運転実績（高エネルギー配管として運転している割合が当該系統の運転し

ている時間の２％又はプラント運転期間の１％より小さい）により，低エネルギー配管として

いる系統についての運転時間実績管理を行う。 

 

ウ．水密扉の閉止状態の管理 

②当直長は，中央制御室等において水密扉監視設備等の警報監視により，必要な水密扉の閉止

状態の確認を行う。また，各ＧＭは，水密扉開放後の確実な閉止操作及び閉止されていない状

態が確認された場合の閉止操作を行う。 

 

エ．屋外タンクの片側運用の管理 

③当直長は，防護すべき設備が設置される建屋へ過度の溢水が流入し伝播することを防ぐた

め，ろ過水タンク及び純水タンクを常時一基隔離し，片側運用とする。 

 

オ．溢水発生時の原子炉施設への影響確認に関する手順 

②各ＧＭは，原子炉施設に溢水が発生した場合は，事象収束後，原子炉施設の損傷の有無を確

認するとともに，その結果を所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

 

カ．蒸気漏えいに対する管理 

④当直長は，原子炉建屋内における所内蒸気系漏えいによる影響の発生を防止するための管理

を行う。 

 

キ．排水誘導経路に対する管理 

⑤当直長は，排水を期待する設備の状態監視を行う。また，技術計画ＧＭは，排水を期待する

箇所からの排水を阻害する要因に対し，それを防止するための管理を行う。 

 

ク．定事検停止時等における運用管理 

⑨原子炉安全ＧＭは，定事検停止時等の作業に伴う防護対象設備の不待機や扉の開放等，影響

評価上設定したプラント状態の一時的な変更時においても，その状態を踏まえた必要な安全機

能が損なわれないよう管理を行う。 

 

ケ．施設管理，点検 

(ア)⑥各ＧＭは，配管の想定破損評価において，応力評価の結果により破損形状の想定を行う配 

【事象発生前の対応】 
①，③，⑤，⑨ 
・浸水防護管理要領 
 
② 
・浸水防護管理要領 
・状態管理マニュアル 
 
④ 
・浸水防護管理要領 
・現場手動弁管理要領 
 
⑥ 
・重要度分類、保全方式策定マニュア

ル 
 
⑦ 
・浸水防護管理要領 
・施設管理基本マニュアル 
 
⑧ 
・設計管理基本マニュアル 
・浸水防護管理要領 
 
【事象発生時の対応】 
① 
・浸水防護管理要領 
・警報発生時操作手順書 
・事故時運転操作手順書（事象ベース） 
・事故時運転操作手順書（徴候ベース） 
 
② 
・浸水防護管理要領 
 
③ 
・浸水防護管理要領 
・事故時運転操作手順書（徴候ベース） 

事象発生時の対応 

事象発生前の対応 
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Ⅱ．内部溢水発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 下，本条において同じ。）。 管は，評価結果に影響するような減肉がないことを確認するために，継続的な肉厚管理を行う。 

(イ)⑦各ＧＭは，浸水防護施設を維持するため，施設管理計画に基づき適切に施設管理，点検を

実施するとともに，必要に応じ補修を行う。 

 

コ．溢水評価条件の変更の要否を確認する手順 

⑧技術計画ＧＭは，各種対策設備の追加及び資機材の持ち込み等により評価条件に見直しがあ

る場合，都度，溢水評価への影響確認を行う。 
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Ⅲ．津波発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 
 
①水密扉の閉止状態の管理 
②取水槽閉止板の管理 
③施設管理・点検 
④⑤津波評価条件の変更の要否確認 
 
 
 
①大津波警報発令時の常用系海水ポンプの停

止（プラント停止） 
②③④燃料等輸送船及び土運船等の緊急退避 
⑤漂流物化防止対策 
⑥津波襲来時の監視 
⑦原子炉施設の損傷の有無を確認 
⑧代替設備の確保 

第１７条の４  
 〔１号炉，２号炉，３号炉，４号炉，５号炉

及び６号炉〕 
１．各ＧＭは，震度５弱以上の地震が観測※１さ

れた場合は，地震終了後原子炉施設の損傷の有

無を確認するとともに，その結果を所長及び原

子炉主任技術者に報告する。 
２．当直長は，その他自然災害の影響により，

原子炉施設に重大な影響を及ぼす可能性があ

ると判断した場合は，当該号炉を所管する運転

管理部長に報告する。当該号炉を所管する運転

管理部長は，所長，原子炉主任技術者及び関係

ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて安全停

止状態を維持するため措置について協議する。 
 
※１：観測された震度は発電所周辺のあらかじ

め定めた測候所等の震度をいう。 
 
 〔７号炉〕 
技術計画ＧＭは，原子炉施設内においてその

他自然災害（「地震，津波，竜巻及び積雪等」

をいう。以下，本条において同じ。）が発生し

た場合における原子炉施設の保全のための活

動※１を行う体制の整備として，次の事項を含む

計画を定め，安全総括部長の承認を得る。計画

の策定にあたっては，添付２に示す「火災，内

部溢水，火山影響等，その他自然災害及び有毒

ガス対応に係る実施基準」に従って実施する。 
（１）その他自然災害発生時における原子炉施

設の保全のための活動を行うために必要な要

員の配置に関すること 
（２）その他自然災害発生時における原子炉施

設の保全のための活動を行う要員に対する教

育訓練に関すること 
（３）その他自然災害発生時における原子炉施 

５．４ 手順書の整備 
（１）技術計画ＧＭは，津波発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な体

制の整備として，以下の活動を実施することをマニュアルに定める。 
 
ア．津波の襲来が予想される場合の対応 
（ア）①当直長は，発電所を含む地域に大津波警報が発令された場合，原子炉を停止し，冷却操作

を開始する。また，補機取水槽の水位を中央制御室にて監視し，引き波による水位低下を確認した

場合，原子炉補機冷却海水ポンプによる原子炉補機冷却に必要な海水を確保するため，常用系海水

ポンプ（循環水ポンプ及びタービン補機冷却海水ポンプ）を停止する。 
（イ）②各ＧＭは，燃料等輸送船に関し，発電所を含む地域に津波警報等が発令された場合，荷役

作業を中断し，陸側作業員及び輸送物の退避に関する措置を実施する。 
（ウ）③土木ＧＭは，浚渫作業で使用する土運船等に関し，発電所を含む地域に津波警報等が発令

された場合，作業を中断し，陸側作業員の退避に関する措置を実施する。また，退避が困難な浚

渫船等については，係留等の措置を実施する。 
（エ）④各ＧＭは，緊急離岸する船側と退避状況に関する情報連絡を行う。 
（オ）⑤各ＧＭは，大湊側護岸部で使用する車両のうち，海水貯留堰への衝突影響のある車両

に関し，発電所を含む地域に津波警報等が発令された場合，漂流物化防止対策を実施し，作業

員の退避に関する措置を実施する。 

（カ）⑥当直長は，津波監視カメラ及び取水槽水位計による津波の襲来状況の監視を実施する。 
 
イ．水密扉の閉止状態の管理 
①当直長は，中央制御室等において水密扉監視設備等の警報監視により，必要な水密扉の閉止状態

の確認を行う。また，各ＧＭは，水密扉開放後の確実な閉止操作及び閉止されていない状態が確認

された場合の閉止操作を行う。 
ウ．取水槽閉止板の管理 
②各ＧＭは，取水槽閉止板を点検等により開放する際の確実な閉止操作及び閉止されていない状態

が確認された場合の閉止操作を行う。 
エ．津波発生時の原子炉施設への影響確認 
⑦各ＧＭは，発電所を含む地域に大津波警報が発令された場合は，事象収束後，原子炉施設の損傷

の有無を確認するとともに，その結果を所長及び原子炉主任技術者に報告する。 
オ．施設管理，点検 
③各ＧＭは，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備について，その要求機能を維持するた

め，施設管理計画に基づき適切に施設管理，点検を実施するとともに，必要に応じ補修を行う。 
カ．津波評価条件の変更の要否確認 
（ア）④各ＧＭは，設備改造等を行う場合，都度，津波評価への影響確認を行う。 

【事象発生前の対応】 
① 
・自然現象対応要領 
・浸水防護管理要領 
・状態管理マニュアル 
 
②、④、⑤ 
・自然現象対応要領 
 
③ 
・自然現象対応要領 
・施設管理基本マニュアル 
 
【事象発生後の対応】 
① 
・自然現象対応要領 
・事故時運転操作手順（事象ベース） 
 
②、③、④、⑤、⑦、⑧ 
・自然現象対応要領 
 
⑥ 
・自然現象対応要領 
・事故時運転操作手順（事象ベース） 
 

事象発生時の対応 

事象発生前の対応 
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Ⅲ．津波発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 設の保全のための活動を行うために必要な資

機材の配備に関すること 
 
２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，その他自

然災害発生時における原子炉施設の保全のた

めの活動を行うために必要な体制及び手順の

整備を実施する。 
 
３．各ＧＭは，第２項の活動の実施結果を取り

まとめ，第１項に定める事項について定期的に

評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要

な措置を講じ，技術計画ＧＭに報告する。技術

計画ＧＭは，第１項に定める事項について定期

的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。 
 
４．当直長は，その他自然災害の影響により，

原子炉施設の保安に重大な影響を及ぼす可能

性があると判断した場合は，当該号炉を所管す

る運転管理部長に報告する。当該号炉を所管す

る運転管理部長は，所長，原子炉主任技術者及

び関係ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて

原子炉停止等の措置について協議する。 
 
５．原子力設備管理部長は，その他自然災害に

係る新たな知見等の収集，反映等を実施する。 
 
６．原子力設備管理部長は，その他自然災害の

うち地震に関して，新たな波及的影響の観点の

抽出を実施する。 
 
７．原子力設備管理部長は，地震観測及び影響

確認に関する活動を実施する。 
 
８．原子力設備管理部長は，定期的に発電所周 

（イ）⑤技術計画ＧＭは，津波評価に係る評価条件を定期的に確認する。 
キ．代替設備の確保 
⑧各ＧＭは，津波の襲来により，安全施設の構造健全性が維持できない場合を考慮して，代替

設備による必要な機能の確保，安全上支障のない期間における補修の実施等により，安全機能

を維持する。 
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Ⅲ．津波発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 辺の航空路の変更状況を確認し，確認結果に基

づき防護措置の要否を判断する。防護措置が必

要と判断された場合は，関係箇所へ防護措置の 
検討依頼を行う。また，関係箇所の対応が完了

したことを確認する。 
 
※１：その他自然災害発生時に行う活動を含む

（以下，本条において同じ。）。 
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Ⅳ．竜巻発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 
 
①屋外常設物、屋外仮設物の固定、固縛及び離

隔 
②重大事故等対処設備と設計基準事故対処設

備の位置的分散 
③防護板、竜巻防護扉等による防護 
 
 
 
①竜巻襲来が予想される場合の車両の固縛・退

避 
②竜巻襲来が予測される場合の燃料取扱作業

及び屋外クレーン作業の中止 
③竜巻防護扉の閉止 
④代替設備、補修のために必要な予備品による

安全機能維持 
⑤原子炉施設の損傷の有無を確認 
 
 
 
 
 
 

第１７条の４  
 〔１号炉，２号炉，３号炉，４号炉，５号炉

及び６号炉〕 
各ＧＭは，震度５弱以上の地震が観測※１された

場合は，地震終了後原子炉施設の損傷の有無を

確認するとともに，その結果を所長及び原子炉

主任技術者に報告する。 
２．当直長は，その他自然災害の影響により，

原子炉施設に重大な影響を及ぼす可能性があ

ると判断した場合は，当該号炉を所管する運転

管理部長に報告する。当該号炉を所管する運転

管理部長は， 所長，原子炉主任技術者及び関
係ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて安全

停止状態を維持するための措置について協議

する。 
※１：観測された震度は発電所周辺のあらかじ

め定めた測候所等の震度をいう。 
 
 〔７号炉〕 
技術計画ＧＭは，原子炉施設内においてその他

自然災害（「地震，津波，竜巻及び積雪等」を

いう。以下，本条において同じ。）が発生した

場合における原子炉施設の保全のための活動※

１を行う体制の整備として，次の事項を含む計

画を定め，安全総括部長の承認を得る。計画の

策定にあたっては，添付２に示す「火災，内部

溢水，火山影響等，その他自然災害及び有毒ガ

ス対応に係る実施基準」に従って実施する。 
（１）その他自然災害発生時における原子炉施

設の保全のための活動を行うために必要な要

員の配置に関すること 
（２）その他自然災害発生時における原子炉施

設の保全のための活動を行う要員に対する教

育訓練に関すること 
（３）その他自然災害発生時における原子炉施 

６．４ 手順書の整備 
技術計画ＧＭは，竜巻発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な体制の整

備として，以下の活動を実施することをマニュアルに定める。 
 
（１）飛来物管理の手順 
ア．①各ＧＭは，衝突時に建屋又は竜巻防護対策設備に与えるエネルギー，貫通力が設計飛来物※

１（極小飛来物である砂利を除く。）よりも大きなものについて，設置場所等に応じて固縛，固定又

は外部事象防護対象施設からの離隔により飛来物とならない管理を実施する。 
イ．②各ＧＭは，屋外の重大事故等対処設備について，設計基準事故対処設備と位置的分散を図る

ことで，設計基準事故対処設備と同時に重大事故等対処設備の機能を損なわないよう管理する。 
 
※１：設計飛来物の寸法等は，以下のとおり。 

飛来物の種類 鋼製材 角型鋼管（大） 

寸法（m） 
長さ×幅×奥行き 

4.2×0.3×0.2 

長さ×幅×高さ 

4.0×0.1×0.1 

質量（kg） 135 28 

 

飛来物の種類 足場パイプ 鋼製足場板 

寸法（m） 
長さ×幅×奥行き 

4.0×0.05×0.05 

長さ×幅×高さ 

4.0×0.25×0.04 

質量（kg） 11 14 

 
（２）竜巻の襲来が予想される場合の対応 
ア．①各ＧＭは，車両に関して停車している場所に応じて退避又は固縛することにより飛来物とな

らない管理を実施する。 
イ．②各ＧＭは，炉心変更，原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作業及び屋外における

クレーン作業を中止する。 
ウ．③当直長は，外部事象防護対象施設を内包する区画に設置する扉の閉止状態を確認する。また，

各ＧＭは，外部事象防護対象施設を内包する区画に設置する扉の開放後の確実な閉止操作及び閉止

されていない状態が確認された場合の閉止操作を行う。 
 
（３）代替設備の確保 
④各ＧＭは，竜巻の襲来により，安全施設の構造健全性が維持できない場合を考慮して，代替設備

による必要な機能の確保，安全上支障のない期間における補修の実施等により，安全機能を維持す 

【事象発生前の対応】 
①，② 
・自然現象対応要領 
 
③ 
・自然現象対応要領 
・施設管理基本マニュアル 
 
【事象発生後の対応】 
①，②，③，④，⑤ 
・自然現象対応要領 
 

事象発生時の対応 

事象発生前の対応 
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Ⅳ．竜巻発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 設の保全のための活動を行うために必要な資

機材の配備に関すること 
 
２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，その他自

然災害発生時における原子炉施設の保全のた

めの活動を行うために必要な体制及び手順の

整備を実施する。 
 
３．各ＧＭは，第２項の活動の実施結果を取り

まとめ，第１項に定める事項について定期的に

評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要

な措置を講じ，技術計画ＧＭに報告する。技術

計画ＧＭは，第１項に定める事項について定期

的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。 
 
４．当直長は，その他自然災害の影響により，

原子炉施設の保安に重大な影響を及ぼす可能

性があると判断した場合は，当該号炉を所管す

る運転管理部長に報告する。当該号炉を所管す

る運転管理部長は，所長，原子炉主任技術者及

び関係ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて

原子炉停止等の措置について協議する。 
 
５．原子力設備管理部長は，その他自然災害に

係る新たな知見等の収集，反映等を実施する。 
 
６．原子力設備管理部長は，その他自然災害の

うち地震に関して，新たな波及的影響の観点の

抽出を実施する。 
 
７．原子力設備管理部長は，地震観測及び影響

確認に関する活動を実施する。 
 

る。 
 
（４）竜巻発生時の原子炉施設への影響確認 
⑤各ＧＭは，発電所敷地内に竜巻が発生した場合は，事象収束後，原子炉施設の損傷の有無を確認

するとともに，その結果を所長及び原子炉主任技術者に報告する。 
 
（５）施設管理，点検 
③各ＧＭは，竜巻防護対策施設について，その要求機能を維持するために，施設管理計画に基づき

適切に施設管理，点検を実施するとともに，必要に応じ補修を行う。 
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Ⅳ．竜巻発生時の対応について 

 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 ８．原子力設備管理部長は，定期的に発電所周

辺の航空路の変更状況を確認し，確認結果に基

づき防護措置の要否を判断する。防護措置が必

要と判断された場合は，関係箇所へ防護措置の

検討依頼を行う。また，関係箇所の対応が完了

したことを確認する。 
 
※１：その他自然災害発生時に行う活動を含む

（以下，本条において同じ。）。 
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Ⅴ．火山（降灰）発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 
 
①施設管理，点検 
 
 
 
①外気取入ダンパの閉止，換気空調系の停止，

再循環運転 
②降下火砕物の除去（建屋等） 
③改良型フィルタ取付 
④高圧代替注水系ポンプによる炉心の冷却 
⑤原子炉隔離時冷却系ポンプによる炉心の冷

却 
⑥緊急時対策所扉の開放 
⑦通信連絡設備への給電 
⑧代替設備の確保 
⑨原子炉施設の損傷の有無を確認 
 
 
 
 

第１７条の３  
 〔７号炉〕 
技術計画ＧＭは，火山現象による影響が発生す

るおそれがある場合又は発生した場合（以下

「火山影響等発生時」という。）における原子

炉施設の保全のための活動※１を行う体制の整

備として，次の各号を含む計画を策定し，安全

総括部長の承認を得る。また，計画は，添付２

に示す「火災，内部溢水，火山影響等，その他

自然災害及び有毒ガス対応に係る実施基準 」
に従い策定する。 
（１）火山影響等発生時における原子炉施設の

保全のための活動を行うために必要な要員の

配置に関すること 
（２）火山影響等発生時における原子炉施設の

保全のための活動を行う要員に対する教育訓

練に関すること 
（３）火山影響等発生時における原子炉施設の

保全のための活動を行うために必要なフィル

タその他の資機材の配備に関すること 
 
２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，次の各号

を含む火山影響等発生時における原子炉施設

の保全のための活動を行うために必要な体制

及び手順の整備を実施する。 
（１）火山影響等発生時における非常用交流動

力電源設備の機能を維持するための対策に関

すること 
（２）（１）に掲げるものの他，火山影響等発

生時における代替電源設備その他の炉心を冷

却するために必要な設備の機能を維持するた

めの対策に関すること 
（３）（２）に掲げるものの他，火山影響等発

生時に交流動力電源が喪失した場合における

炉心の著しい損傷を防止するための対策に関 

３．４ 手順書の整備 
技術計画ＧＭは，火山影響等及び降雪発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために

必要な体制の整備として，以下の活動を実施することをマニュアルに定める。 
 
（１）①降下火砕物の侵入防止 
当直長は，外気取入口に設置しているバグフィルタ等の差圧監視，及び外気取入ダンパの閉止，換

気空調系の停止又は再循環運転により建屋内への降下火砕物の侵入を防止する。 
 
（２）②降下火砕物及び積雪の除去作業 
各ＧＭは，降下火砕物の堆積又は積雪が確認された場合は，降下火砕物及び積雪より防護すべき屋

外の施設，並びに降下火砕物及び積雪より防護すべき施設を内包する建屋について，堆積により施

設に悪影響を及ぼさないよう降下火砕物及び積雪を除去する。  
降下火砕物の堆積又は積雪が確認された場合は，降下火砕物及び積雪より防護すべき屋外の施設，

並びに降下火砕物及び積雪より防護すべき施設を内包する建屋について，堆積により施設に悪影響

を及ぼさないよう降下火砕物及び積雪を除去する。 
（３）③非常用ディーゼル発電機の機能を維持するための対策 
火山影響発生時において，非常用ディーゼル発電機の機能を維持するため，非常用ディーゼル発電

機への改良型フィルタの取付を実施する。 
ア．非常用ディーゼル発電機への改良型フィルタ取付 
原子炉ＧＭは，フィルタの取付が容易な改良型フィルタを取り付ける。 
（ア）手順着手の判断基準 
気象庁が発表する降灰予報（「速報」又は「詳細」）により柏崎刈羽原子力発電所を含む地域

（柏崎市，刈羽村）への「多量」の降灰が予想された場合，気象庁が発表する噴火に関する火

山観測報において，地理的領域（発電所敷地から半径１６０ｋｍ）内の火山に噴火が確認され

たが，噴火後１０分以内に降灰予報が発表されない場合又は降下火砕物による発電所への重大

な影響が予想された場合 
 

（４）④高圧代替注水系ポンプを用いた炉心の冷却するための対策 
火山影響等発生時において外部電源喪失及び非常用ディーゼル発電機が機能喪失し，かつ原

子炉隔離時冷却系が機能喪失した場合は，炉心損傷を防止するため高圧代替注水系ポンプを使

用し炉心の冷却を行う。 
ア．高圧代替注水系ポンプを用いた炉心冷却 

当直長は，原子炉隔離時冷却系による注水ができない場合は，高圧代替注水系ポンプを用い

た炉心冷却を行う。 

 

【事象発生前の対応】 
① 
・自然現象対応要領 
・施設管理基本マニュアル 
 
【事象発生後の対応】 
①  
・自然現象対応要領 
・事故時運転操作手順書（事象ベース） 
 
③，⑦ 
・自然現象対応要領 
・多様なハザード対応手順書 
 
④，⑤ 
・自然現象対応要領 
・事故時運転操作手順書（事象ベース） 
・多様なハザード対応手順書 
 
②，⑥，⑧，⑨ 
・自然現象対応要領 

事象発生時の対応 

事象発生前の対応 
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2-Ⅴ-2 

Ⅴ．火山（降灰）発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 

すること 
 
３．各ＧＭは，第１項（１）の要員に第２項の

手順を遵守させる。 
 
４．各ＧＭは，第２項の活動の実施結果を取り

まとめ，第１項に定める事項について定期的に

評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要

な措置を講じ，技術計画ＧＭに報告する。技術

計画ＧＭは，第１項に定める事項について定期

的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。 
 
５．当直長は，火山現象の影響により，原子炉

施設の保安に重大な影響を及ぼす可能性があ

ると判断した場合は，当該号炉を所管する運転

管理部長に報告する。当該号炉を所管する運転

管理部長は，所長，原子炉主任技術者及び関係

ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて原子炉

停止等の措置について協議する。 
 
６．原子力設備管理部長は，火山現象に係る新

たな知見等の収集，反映等を実施する。 
 
※１：火山影響等発生時に行う活動を含む（以

下，本条において同じ。）。 
 

（ア）手順着手の判断基準 

火山影響等発生時において外部電源喪失が発生し，非常用ディーゼル発電機３台がともに機

能喪失し，かつ原子炉隔離時冷却系が機能喪失した場合 

イ．フィルタ装置水位調整準備（排水ポンプ水張り） 

緊急時対策本部は, 残留熱除去系の機能喪失による格納容器圧力の上昇に備え,格納容

器ベント準備作業としてフィルタ装置水位調整準備（排水ポンプ水張り）を実施する。 

（ア）手順着手の判断基準 

火山影響等発生時において外部電源喪失が発生し，非常用ディーゼル発電機３台がと

もに機能喪失した場合 

（５）⑤原子炉隔離時冷却系ポンプを用いた炉心の著しい損傷を防止するための対策 
火山影響等発生時において外部電源喪失及び非常用ディーゼル発電機が機能喪失した場合

は，炉心損傷を防止するため原子炉隔離時冷却系ポンプを使用し炉心の冷却を行う。 
ア．原子炉隔離時冷却系ポンプを用いた炉心冷却 

当直長は，原子炉隔離時冷却系ポンプを用いた炉心冷却を行う。 

（ア）手順着手の判断基準 

火山影響等発生時において外部電源喪失が発生し，非常用ディーゼル発電機３台がともに

機能喪失した場合 

イ．フィルタ装置水位調整準備（排水ポンプ水張り） 

緊急時対策本部は, 残留熱除去系の機能喪失による格納容器圧力の上昇に備え,格納容

器ベント準備作業としてフィルタ装置水位調整準備（排水ポンプ水張り）を実施する。 

（ア）手順着手の判断基準 

火山影響等発生時において外部電源喪失が発生し，非常用ディーゼル発電機３台がと

もに機能喪失した場合 

（６）⑥緊急時対策所の居住性確保に関する対策 

火山影響等発生時において５号炉原子炉建屋内緊急時対策所扉を開放することにより緊急

時対策所の居住性を確保する。 

ア．緊急時対策所の居住性確保 

各ＧＭは，５号炉原子炉建屋内緊急時対策所扉を開放する。 

（ア）手順着手の判断基準 

気象庁が発表する降灰予報（「速報」又は「詳細」）により柏崎刈羽原子力発電所を含む地

域（柏崎市，刈羽村）への「多量」の降灰が予想された場合，気象庁が発表する噴火に関す

る火山観測報において，地理的領域（発電所敷地から半径１６０ｋｍ）内の火山に噴火が確

認されたが，噴火後１０分以内に降灰予報が発表されない場合又は降下火砕物による発電所

への重大な影響が予想された場合 

（７）⑦通信連絡設備に関する対策 

火山影響等発生時における通信連絡について，降下火砕物の影響を受けない有線系の設備を

複数手段確保することにより機能を確保する。非常用ディーゼル発電機の機能が喪失した場合

においては，７号炉タービン建屋内に配置した５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源 
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2-Ⅴ-3 

Ⅴ．火山（降灰）発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

  

設備から５号炉原子炉建屋内緊急時対策所内の通信連絡設備へ給電する。 

ア．５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備の準備作業 

各ＧＭは，５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備を降下火砕物の影響を受ける

ことのない７号炉タービン建屋内へ移動し準備作業を行う。 

（ア）手順着手の判断基準 

気象庁が発表する降灰予報（「速報」又は「詳細」）により柏崎刈羽原子力発電所を含む地

域（柏崎市，刈羽村）への「多量」の降灰が予想された場合，気象庁が発表する噴火に関す

る火山観測報において，地理的領域（発電所敷地から半径１６０ｋｍ）内の火山に噴火が確

認されたが，噴火後１０分以内に降灰予報が発表されない場合又は降下火砕物による発電所

への重大な影響が予想された場合 

イ．５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備からの給電作業 

各ＧＭは，５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備からの給電準備を行ったのち

給電を開始する。 

（ア）手順着手の判断基準 

５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電開始は，火山影響等発生時において

外部電源喪失が発生し，非常用ディーゼル発電機からの受電不能となった場合 

火山影響等発生時の対策における主な作業 

作業 

手順 

№ 

対応手段 要員 要員数 想定時間 

（３）ア． 

非常用ディーゼル発

電機へ改良型フィル

タ取付※1 

緊急時対策要員 ４ ７０分 

（４）ア． 
高圧代替注水系ポン

プを用いた炉心冷却 

運転員 

（中央制御室） 
２ １５分 

（５）ア． 

原子炉隔離時冷却系

ポンプを用いた炉心

冷却 

運転員 

（中央制御室） 
２ 速やかに 

（７）ア．イ．

５号炉原子炉建屋内

緊急時対策所用可搬

型電源設備の準備作

業及び給電作業※２ 

緊急時対策要員 ６ ８５分 

（４）イ．

（５）イ． 

フィルタ装置水位

調整準備（排水ポン

プ水張り） 

緊急時対策要員 ２ ６０分 

※１：１班２名で２班が並行で実施する。 

※２：１班２名で３班が並行で実施する。 
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2-Ⅴ-4 

Ⅴ．火山（降灰）発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

  

（８）⑧代替設備の確保 
各ＧＭは，火山影響等発生時又は積雪により，安全施設の構造健全性が維持できない場合を考慮し

て，代替設備による必要な機能の確保，安全上支障のない期間における補修の実施等により，安全

機能を維持する。 
 
（９）⑨降灰時の原子炉施設への影響確認 
各ＧＭは，降灰が確認された場合は，原子炉施設への影響を確認するため，降下火砕物より防護す

べき施設並びに降下火砕物より防護すべき施設を内包する建屋について，点検を行うとともに，そ

の結果を所長及び原子炉主任技術者に報告する。 
 
（１０）①施設管理，点検 
各ＧＭは，降下火砕物防護対策施設について，その要求機能を維持するため，施設管理計画に基づ

き適切に施設管理，点検を実施するとともに，必要に応じ補修を行う。 
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2-Ⅵ-1 

Ⅵ．有毒ガス発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 
 
①発電所敷地内外の有毒化学物質の確認 
②可動源の輸送ルート管理 
③防護具の着用及び防護具のバックアップ体

制整備の対策 
 
 
無し 
 
 
 
 

第１７条の５ 

〔７号炉〕 

技術計画ＧＭは，発電所敷地内において有毒ガ

スを確認した場合（以下「有毒ガス発生時」と

いう。）における有毒ガス発生時における原子

炉施設の保全のための運転員及び緊急時対策

要員（以下「運転・対処要員」という。）の防

護のための活動※１を行う体制の整備として，次

の事項を含む計画を定め，安全総括部長の承認

を得る。計画の策定にあたっては，添付２に示

す「火災，内部溢水，火山影響等，その他自然

災害及び有毒ガス対応に係る実施基準」に従っ

て実施する。 

（１）有毒ガス発生時における運転・対処要員

の防護のための活動を行うために必要な要

員の配置に関すること 

（２）有毒ガス発生時における運転・対処要員

の防護のための活動を行う要員に対する教

育訓練の実施に関すること 

（３）有毒ガス発生時における運転・対処要員

の防護のための活動を行うために必要な資

機材の配備に関すること 

２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，有毒ガス

発生時における運転・対処要員の防護のため

の活動を実施する。 

３．各ＧＭは，第２項に定める事項について定

期的に評価を行うとともに，評価の結果に基

づき必要な措置を講じ，技術計画ＧＭに報告

する。技術計画ＧＭは，第１項に定める事項

について定期的に評価を行うとともに，評価

の結果に基づき必要な措置を講じる。 

４．当直長は，有毒ガスの影響により，原子炉

施設の保安に重大な影響を及ぼす可能性が

あると判断した場合は，当該号炉を所管する

運転管理部長に報告する。当該号炉を所管す

る運転管理部長は，所長，原子炉主任技術者

及び関係ＧＭに連絡するとともに，必要に応 

７．４ 手順書の整備 
（１）技術計画ＧＭは，有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護のための活動を行うために

必要な体制の整備として，以下の活動を実施することをマニュアルに定める。 
ア．有毒ガス防護の確認に関する手順 
（ア）①各ＧＭは，発電所敷地内外において貯蔵施設に保管されている有毒ガスを発生させる

おそれのある有毒化学物質（以下，「固定源」という。）及び発電所敷地内において輸送手段

の輸送容器に保管されている有毒ガスを発生させるおそれのある有毒化学物質（以下，「可

動源」という。）に対して，（イ）項及び（ウ）項の実施により，運転・対処要員の吸気中の

有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判断基準値を下回るようにする。 
（イ）①化学管理ＧＭは，発電所敷地内における新たな有毒化学物質の有無を確認し，技術計

画ＧＭは中央制御室等から半径１０ｋｍ近傍における新たな有毒化学物質の有無を確認す

る。化学管理ＧＭは，発電所敷地内における新たな固定源又は可動源を評価対象として特定

した場合，技術計画ＧＭに連絡する。技術計画ＧＭは，有毒ガスが発生した場合の吸気中の

有毒ガス濃度評価を実施し，評価結果に基づき必要な有毒ガス防護を実施する。 
（ウ）②各ＧＭは可動源の輸送ルートについて，運転員及び緊急時対策所内で指示を行う要員

の吸気中の有毒ガス濃度の評価結果が有毒ガス防護のための判断基準値を下回るよう運用

管理を実施する。 
イ. 有毒ガス発生時の防護に関する手順 
（ア）③各ＧＭは，予期せぬ有毒ガスの発生に対して，防護具の着用及び防護具のバックアッ

プ体制整備の対策を実施する。 
 

【事象発生前の対応】 
①，②，③ 
・自然現象対応要領 
 
【事象発生後の対応】 
無し 
 

事象発生時の対応 

事象発生前の対応 
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2-Ⅵ-2 

Ⅵ．有毒ガス発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 

じて原子炉停止等の措置について協議する。 

 

※１：有毒ガス発生時に行う活動を含む。（以

下，本条において同じ。）。 
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2-Ⅶ-1 

Ⅶ．地震発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 
 
①②③④波及的影響防止の観点による設備の

設置位置，構造及び影響防止措置等の管理 
 

 
①原子炉施設の損傷の有無を確認 
②代替設備の確保 

第１７条の４  
 〔１号炉，２号炉，３号炉，４号炉，５号炉

及び６号炉〕 
１．各ＧＭは，震度５弱以上の地震が観測※１さ

れた場合は，地震終了後原子炉施設の損傷の有

無を確認するとともに，その結果を所長及び原

子炉主任技術者に報告する。 
２．当直長は，その他自然災害の影響により，

原子炉施設に重大な影響を及ぼす可能性があ

ると判断した場合は，当該号炉を所管する運転

管理部長に報告する。当該号炉を所管する運転

管理部長は，所長，原子炉主任技術者及び関係

ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて安全停

止状態を維持するため措置について協議する。 
 
※１：観測された震度は発電所周辺のあらかじ

め定めた測候所等の震度をいう。 
 
 〔７号炉〕 
技術計画ＧＭは，原子炉施設内においてその

他自然災害（「地震，津波，竜巻及び積雪等」

をいう。以下，本条において同じ。）が発生し

た場合における原子炉施設の保全のための活

動※１を行う体制の整備として，次の事項を含む

計画を定め，安全総括部長の承認を得る。計画

の策定にあたっては，添付２に示す「火災，内

部溢水，火山影響等，その他自然災害及び有毒

ガス対応に係る実施基準」に従って実施する。 
（１）その他自然災害発生時における原子炉施

設の保全のための活動を行うために必要な要

員の配置に関すること 
（２）その他自然災害発生時における原子炉施

設の保全のための活動を行う要員に対する教

育訓練に関すること 
（３）その他自然災害発生時における原子炉施 

４．４ 手順書の整備 
（１）技術計画ＧＭは，地震発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な体

制の整備として，以下の活動を実施することをマニュアルに定める。 
ア．波及的影響防止に関する手順 
（ア）①各ＧＭは，波及的影響を防止するよう現場を維持するため，７号炉の機器設置時の配

慮事項等を定めて管理する。 
（イ）②各ＧＭは，７号炉の機器・配管等の設置及び点検資材等の仮設・仮置時における，耐

震重要施設（耐震Ｓクラス施設）及び常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラス

のもの）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）並びにこれらが設置される重大事故等

対処施設（以下，「耐震重要施設等」という。）に対する下位クラス施設※１の波及的影響（４

つの観点※２及び溢水・火災の観点）を防止する。 
※１：耐震重要施設等以外の施設をいう。  
※２：４つの観点とは，以下をいう。 
ａ．設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下による影響 
ｂ．耐震重要施設等と下位クラス施設との接続部における相互影響 
ｃ．建屋内における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等による耐震重要施設等への影響 
ｄ．建屋外における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等による耐震重要施設等への影響 
イ．設備の保管に関する手順 
（ア）③各ＧＭは，７号炉の可搬型重大事故等対処設備について，地震による周辺斜面の崩壊・

溢水・火災等の影響により重大事故等に対処するために必要な機能を喪失しないよう，固縛

措置，分散配置，転倒防止対策等による適切な保管がなされていることを確認する。 
（イ）④各ＧＭは，７号炉の可搬型重大事故等対処設備のうち，屋外の車両型設備等について，

離隔距離を基に必要な設備間隔を定め適切な保管がなされていることを確認する。 
ウ．①地震発生時の原子炉施設への影響確認に関する手順 

各ＧＭは，発電所周辺のあらかじめ定めた測候所等において震度５弱以上の地震が観測された

場合，原子炉施設の損傷の有無を確認するとともに，その結果を所長及び原子炉主任技術者に報

告する。 

エ．②代替設備の確保 

各ＧＭは，地震の影響により，安全施設の構造健全性が維持できない場合を考慮して，代替設

備による必要な機能の確保，安全上支障のない期間における補修の実施等により，安全機能を維

持する。 

 

【事象発生前の対応】 
①，②，③，④ 
・自然現象対応要領 
 
【事象発生後の対応】 
①，② 
・自然現象対応要領 
 

事象発生時の対応 

事象発生前の対応 
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2-Ⅶ-2 

Ⅶ．地震発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 設の保全のための活動を行うために必要な資

機材の配備に関すること 
 
２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，その他自

然災害発生時における原子炉施設の保全のた

めの活動を行うために必要な体制及び手順の

整備を実施する。 
 
３．各ＧＭは，第２項の活動の実施結果を取り

まとめ，第１項に定める事項について定期的に

評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要

な措置を講じ，技術計画ＧＭに報告する。技術

計画ＧＭは，第１項に定める事項について定期

的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。 
 
４．当直長は，その他自然災害の影響により，

原子炉施設の保安に重大な影響を及ぼす可能

性があると判断した場合は，当該号炉を所管す

る運転管理部長に報告する。当該号炉を所管す

る運転管理部長は，所長，原子炉主任技術者及

び関係ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて

原子炉停止等の措置について協議する。 
 
５．原子力設備管理部長は，その他自然災害に

係る新たな知見等の収集，反映等を実施する。 
 
６．原子力設備管理部長は，その他自然災害の

うち地震に関して，新たな波及的影響の観点の

抽出を実施する。 
 
７．原子力設備管理部長は，地震観測及び影響

確認に関する活動を実施する。 
 
８．原子力設備管理部長は，定期的に発電所周 
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2-Ⅶ-3 

Ⅶ．地震発生時の対応について 

事象対応 原子炉施設保安規定 原子炉施設保安規定 添付２ 関連する 
社内規定文書 

 辺の航空路の変更状況を確認し，確認結果に基

づき防護措置の要否を判断する。防護措置が必

要と判断された場合は，関係箇所へ防護措置の 
検討依頼を行う。また，関係箇所の対応が完了

したことを確認する。 
 
※１：その他自然災害発生時に行う活動を含む

（以下，本条において同じ。）。 
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